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編集方針

　大和ハウスグループの「ＣＳＲレポート2013」では、

2012年度のＣＳＲ活動トピックをピックアップして編集･

構成したダイジェスト版と、活動全般を網羅的に報告した

詳細版に分けてご報告しています。

　本詳細版は、ダイジェスト版の内容に加え、ステークホル

ダーとの共創共生という観点から、「社会」「環境」「お客さま」

「株主」「取引先」「従業員」「ＣＳＲ経営の基盤」に関する活動

を詳細に報告し、社会の関心に応える報告を心がけました。

　また、事業キーワードである「ア・ス・フ・カ・ケ・ツ・ノ」を、

「住まい」「街づくり」「産業基盤」「農業設備」それぞれの分野

で実践している事例を特集として紹介しています。

　今後も、ステークホルダーの皆さまへの説明責任を果た

すとともに、さらに読みやすいＣＳＲレポートを目指します。

ダイジェ
スト版詳細版

Webサイト「CSRへの取り組み」

Webサイトでご覧いただける
CSR関連コミュニケーションツールのご案内

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/

●CSR活動ブログ
●CSRレポート〈ダイジェスト版〉
    ダウンロード
●CSRレポート〈詳細版〉
    ダウンロード

2013年度版も、CSRレポート
〈ダイジェスト版〉、CSRレポート
〈詳細版〉をPDFにて作成しました。
Webサイトよりダウンロードして
ご覧ください。

教育支援活動
当社グループの教育支援活動の紹介と授業実施等
のお問い合わせの受付をしています。

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/education/

ステークホルダーミーティング
ステークホルダーの方々との積極的な情報開示と
対話の様子をご紹介しています。

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/

ANNUAL REPORT（アニュアルレポート）
当社グループの1年間の経営報告をわかりやすくまと
めたレポートです。PDFのダウンロードができます。

http://www.daiwahouse.com/annual/index.html

決算短信
当社グループの決算情報をPDFでダウンロードできます。

http://www.daiwahouse.co.jp/company/
kessan/m_index.html

環境への取り組み
当社グループが取り組んでいる環境活動を紹介
する環境総合サイトです。

http://www.daiwahouse.co.jp/eco/

こどもエコ・ワークショップ
小学生とその保護者を対象に実施している「家模型
づくりワークショップ」についてご紹介しています。

http://www.daiwahouse.co.jp/eco/event/

Daiwa Sakura Aid
CSR活動の一環として全国の皆さまやこどもたち
と共に桜の保全活動に取り組んでいます。

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/sakura/index.html

社会関連 経済関連

環境関連

重要度の高い内容を
ご報告

詳細な情報・データを
ご報告
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想定している読者対象
お客さま、株主・投資家、取引先、従業員、地域社会、NPO・
NGO、行政など幅広いステークホルダー（利害関係者）と
しています。

報告対象組織
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（2013年3月31日現在、連結子会社92社および持分法
適用関連会社17社）について報告しています。

報告対象期間
2012年度（2012.4.1～2013.3.31）を基本として、必要
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心を、つなごう事業を通じて人を育てること
企業の前進は先づ従業員の生活環境の確立に
直結すること
近代化設備と良心的にして誠意にもとづく
労仂の生んだ商品は社会全般に貢献すること
我々の企業は我々役職員全員の一糸
乱れざる団結とたゆまざる努力に
よってのみ発展すること
我々は相互に信頼し協力すると
共に常に深き反省と責任を
重んじ積極的相互批判を
通じて生々発展への
大道を邁往すること

一．
一．

一．

一．

一．

企業理念（社是）

品質、技術、情報力の向上に努め、環境に配慮した安全で確かな商品、安らぎとくつろぎの空間を提供します。

誠意をもってお客様と向き合い、感動と喜びを分かち合います。

社会規範に基づく公明正大な行動により、社会的評価を高め、企業価値の向上に努めます。

感謝の気持ちを忘れず、公正であることに努め、取引先と共に成長・発展を図ります。

仕事を通じて自らの成長と幸せを追求します。

「共創共生」を基本姿勢に、心豊かに生きる暮らしと社会の実現を目指します。

一．

一．

一．

一．

一．

一．

私たちは「人・街・暮らしの価値共創グループ」
として、お客様と共に新たな価値を創り、

活かし、高め、人が心豊かに生きる 
社会の実現を目指します。

そして、お客様一人ひとりとの 
絆を大切にし、生涯にわたり 

喜びを分かち合える 
パートナーとなって、

永遠の信頼を育みます。

経営ビジョン

私たち大和ハウスグループは、事業を通じて社会と共にあること、そして商品やサービスを通じ、暮らす人と共にあること。
この「共創共生」の姿勢を持ち続け、誠実に社会と向き合うことが大切であると考えています。

社員憲章

私たちは、「人・街・暮らしの価値共創グループ」の社員として

の視点

の視点

の視点

企業理念
（社是）

経営ビジョン

社員憲章

グループの根幹を成す
考え方であり、将来にわたって
私たちが共有していくものです。

時代に必要とされる存在となるために打ち出した
グループの方針であり、各々の事業において実践すべきものです。

私たちの行動の指針であり、日々の活動において常に意識しているものです。

企 業

お客さま

の視点取引先

の視点従業員

株 主

の視点社 会

大和ハウスグループのＣＳＲ

ステークホルダーとの共創共生を通じて、
サステナブルな社会づくりに貢献します。

せいせい

ろうどう

まいおうだいどう



大和ハウスグループＣＳＲ指針

独自技術・ノウハウにより事業を通じて社会に貢献する

ステークホルダー(利害関係者)との関わりや対話を通じて
当社に対する要請を理解し、企業市民としてそれに応えるよう努める

社会性・環境性・経済性の３つの側面から、バランスのとれた事業活動を意識するとともに、
ステークホルダー (利害関係者)と誠実に向き合い、企業市民として社会の要請に応え続ける。

安全・安心 スピード・ストック 福 祉 環 境 健 康 通 信 農 業

1

企業倫理・人権・コンプライアンスの確立に努める3

2

ア ス フ カ ケ ツ ノ

当社グループは、常に時代にあわせてお客さまや社会の課題解決に役立つことは何かを考え

独自技術とノウハウを駆使した、社会が必要とする商品を開発・提供し続けてきました。

これからも、「明日不可欠の（アスフカケツノ）」事業を通じて社会に貢献します。

当社グループは、さまざまなステークホルダーと関わりながら、

共に創り、共に生きていくという姿勢を持ち続けています。

こうした基本姿勢にもとづき、ステークホルダーとの対話を重視し、

課題に向き合いながら誠実な対応に努めています。

倫理観を持った行動や法令遵守、人権への配慮などは、

企業市民として実践すべき基本的な取り組みです。

事業を展開する上で関係するステークホルダーそれぞれに対して、

実践すべき基本的な取り組みの徹底に努めています。

社 会

従業員

取引先

株 主

お客さま

環 境

4

大和ハウス
グループ



大和ハウスグループの事業

事業分野

多様な事業で、家づくり・街づくりにかかわる
さまざまな社会課題の解決に貢献します。

事業を通じて「明日不可欠の」価値を提供

ア ス フ カ ケ ツ ノ

安全・安心

大和ハウスグループは、住まいや産業活動に、現在だけでなく

将来を見据えて人々や社会が求めていることはなにかを

常に考え続けています。

社会が抱えるさまざまな問題・課題に対して真摯に向き合い、

“明日”の暮らし・産業に“不可欠の”次世代商品やサービスを

開発・提供し続けています。

これからも、事業を通じて「アスフカケツノ」価値を創出し、

さまざまな社会課題の解決に貢献していきます。

スピード・ストック

お客さまのニーズにお応えする「請負住宅」と、
街づくりを含めた住環境をご提供する

「分譲住宅」を展開。

入居者さまには心地よい暮らしを、
土地オーナーさまには

安定経営を多角的にサポート。

マンションを開発・
分譲・管理し、
自のサポートシステムで
産価値を維持。

ョッピングセンターや
種専門店の
発・建築と
理・運営事業を展開。

ゾートホテルや
ルフ場、スポーツクラブを
本全国に展開。

ホームセンター、
クレジットカード、
都市型ホテルなど

グループ総合力で事業を展開

物流施設、
医療介護施設、

法人施設の開発・
建築事業を展開。

「住宅リフォーム」と、
優良中古住宅の「仲介」で、

社会資産である
住宅ストックの継承を推進。

地震や台風などの自然災害は
もちろん、火事や犯罪等に対しても
安全を確保。安心して暮らせる
住まいや街を実現します。

戸建
住宅

マンション

商業
施設

健康
余暇

事業
施設

その他

賃貸
住宅

住宅
ストック

マンション

戸建
住宅

5

ア ス



建築物の長寿命化を促進するため、
床下の水漏れやシロアリ被害などを
確認するロボットを共同開発。
点検作業の見える化を図ります。

福 祉 環 境 健 康 農 業通 信

人々が心豊かに暮らせる
住環境を提案。
高齢社会における
さまざまな課題解決に向けた
取り組みを行っています。

建築で培った工業化技術を
応用した「農業の工業化」により、
食料の安定供給を図るとともに、
食生活の安全性も追求します。

建築と医学の両面から、
健やかな住まいと暮らしを追求。
さまざまな視点での
アプローチに基づく商品、
サービスを開発・提供します。

建築技術・ノウハウと
先端情報通信技術を融合することで、
新たな住環境を創造。
より便利で快適な暮らしを実現します。

新たな環境技術でCO2削減と
自然との調和を両立。
地球にやさしく快適な住まいや街、
暮らし方を創造し、
サステナブルな社会を実現します。

商業
施設

健康
余暇 その他

賃貸
住宅

住宅
ストック

事業
施設

6

フ カ ケ ツ ノ



トップメッセージ

サステナブル(持続可能)な企業を目指して
世の中の役に立つ『アスフカケツノ』事業を展開
～創業100周年に10兆円企業への成長を見据えて～
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創業者のDNAを受け継ぐこと
それが未来永劫に続くための企業のあり方

　大和ハウス工業は1955年、創業者・石橋信夫が、国民

生活の向上のために「建築の工業化」を志して会社を興

し、2013年で58周年を迎えます。先般、当社は「世界で

最も持続可能な企業100社」※に3年連続で選出され、

日本企業の中では最上位の23位にランクインしました。

　当社がサステナブルな企業として認めていただいたの

は、創業者の教えを変わることなく守り続けているからだ

と思います。企業として、人として、当たり前のことを当

たり前に実践する『凡事徹底』が全役員・従業員に浸透し

ている限り、大和ハウスグループは社会に認められ、持続

的に成長できるのだと考えています。

　創業者はまた、「100周年に10兆円企業」という大志

を抱き、私たちにその夢を託されました。と同時に何を

したら儲かるかという発想で事業を興してはならない。

世の中の多くの人々の役に立ち、喜んでいただくことを

基軸として事業や商品づくりをしていくようにという教

えを残されました。

　そのために持つべきなのが「6つの判断基準」なのです。

6つの判断基準とは「お客さま、会社、従業員、株主、社会」

の5つに「将来」を見据えることを加えて、それぞれにとっ

て良いことかどうかを考え、行動すること。それを徹底

すれば、コンプライアンスの強化につながり、新規事業

も必ずや軌道に乗ります。

　私たち役員・従業員一人ひとりがその判断基準にもと

づく品格ある行動をとれば、会社の品格すなわち「社格」

も備わります。私は、志と意欲を持った「人財」の育成に
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※世界の主要企業約3,600社を対象にカナダの出版社コーポ
レートナイツ社等が選定・発表。（Ｐ.２８もご参照ください）

『CYBERDYNE』、『ROBOT SUIT』、『ロボットスーツ』、『ROBOT SUIT HAL』、
『ロボットスーツHAL』、『HAL』、『Hybrid Assistive Limb』 は、CYBERDYNE株式
会社の登録商標です。
「メンタルコミットロボット」は独立行政法人産業技術総合研究所の登録商標です。
「パロ」は株式会社知能システムの登録商標です。
『マインレット』、『MINELET』は株式会社エヌウィックの登録商標です。

代表取締役会長

努め、当社グループの「社格」を磨いていきたいと考え

ています。

　当社グループは、100周年を見据えた事業展開のキー

ワードとして、世の中の役に立つ『アスフカケツノ(明日不

可欠の)』要素を重要視しています。明日の社会に不可欠

なことは何か―「ア」（安全・安心）と「ス」（スピード・ス

トック）は長年建築物を提供してきたメーカーとして、当

然追求しなければならないことです。

　なかでも安全・安心については、東日本大震災以降、

建物についての防災意識がかつてないほどの高まりを見

せており、当社グループの免震システムや、停電時に備

えたリチウムイオン蓄電池を積極的に提案しています。

　そして「フ」（福祉）は、超高齢社会を迎える日本の重要

な社会的課題であり、私が以前、建設を請け負った老人

保健施設を見学に訪れた時、高齢者介護の大変さを目の

当たりにして始めた取り組みでもあります。

　脚力・歩行機能をサポートする「ロボットスーツＨＡＬ®

福祉用」、精神的なセラピー効果を目的とした「メンタル

コミットロボット パロ」、排泄処理の負担を軽減する自動

排泄処理ロボット「マインレット爽(さわやか)」など、高齢

者の皆さまにも、介護をされる方にも、喜んでいただける

商品の事業化を進めています。

　また、「カ」（環境）は世界が直面している地球規模の問

題であり、当社グループを挙げて住宅や建築物の環境負

荷ゼロを目指すプロジェクトを進めるとともに、風力・太

陽光による発電事業にも取り組んでいます。また、大阪

駅前のランドマークである大阪マルビルを壁面緑化する

取り組みも建築家の安藤忠雄氏とともに推進しています。

さらに、「ケ」(健康)は人間誰しも願うことであり、「ツ」（通

信）は今や暮らしの中になくてはならない技術です。

　最後の「ノ」(農業)は食料自給率が低く、農業人口の高

齢化が進む日本が避けては通れない問題であり、農業の

効率化と工業化を目指した植物栽培ユニット「アグリ

キューブ」を2012年春から販売しています。

　このように当社グループの事業は、創業者の教え通り、

すべて世の中の多くの人の役に立ち、喜んでいただくこ

とを主眼に展開しています。その延長線上に中国やベト

ナム、インドネシア、マレーシア、ミャンマーといった現地

の人々の役に立つことを考えた海外展開があり、海外に

おける事業でも、社会的課題の解決を目指していきます。

　当たり前のことを当たり前にやっていく『凡事徹底』の

精神で、「社格」に優れた企業グループとして、100周年

を見据えたサステナブルな企業を目指し、今後も社会

的課題の解決に貢献する事業を通じてＣＳＲを果たして

いきます。

社会的課題の解決に向けた活動を事業化し
本業を通じてCSRを果たしていく



トップメッセージ

変化し続ける世の中のニーズに迅速に対応し
川上から川下まで、社会に役立つ企業グループを形成
～住宅をコア事業とする大和ハウスグループの使命として～
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　大和ハウスグループのコア事業は、社名にも込められ

た「建築の工業化」の想いが最も反映されている戸建住宅

です。戸建住宅事業にこそ、当社グループの存在意義と理

念があり、その想いは他の事業にも受け継がれています。

　戸建住宅事業は、お客さまの夢をお預かりして具現化

していく仕事です。建設してお引き渡しすれば終わりでは

なく、お客さまとのおつきあいは建物がその役割を終え

るまでずっと続くものです。それは、賃貸住宅や商業施設

など、他の事業にも通ずることであり、建物が完成してお

引き渡しした後、お客さまにどのようにして喜んでいただ

くかを考えられるのは、戸建住宅をコア事業として培って

きた理念があるからにほかなりません。

　例えば賃貸住宅なら、今の単身居住者が住まいに求め

ているものを具現化しつつ、入居者募集や管理までお客

さまのご相談にのり、ご入居後は入居者の方一人ひとり

のご要望にも対応していく―このように、お客さまに

喜んでいただくと同時に、社会の役に立つ事業を展開し

ていくことが当社グループの存在意義です。太陽光発電

システムや省エネ設備をはじめ、警備保障やインターネッ

トプロバイダ契約、火災保険といったサービスまで、お客

さまが求められるものはすべて提供できる体制を整えて

いることも、こうした理念に基づくものです。

　私は、「当社の役割はここまでです」と決して線引きを

したくありません。川上から川下まで、「建築」という枠組

みにとらわれることなく、変化する社会のニーズに対応

お客さまの夢をお預かりして具現化していく―
その想いはすべての事業に通じる企業使命
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代表取締役社長

し、お客さまに喜んでいただける企業グループを目指し

ています。今よりも便利で快適な商品を追求し、本当に

お客さまのことを考えた良いものを普及させていくこと

が、CSRの観点からも重要であると考えています。

　このような考え方は、海外においても変わりません。

海外展開を目指している日系企業が求めておられるこ

と、さらには現地の人々に喜んでいただけることを事業

とするため、例えば投資リスク軽減のためのレンタル工

場の建設や工業団地周辺のインフラ整備、環境汚染防

止などに取り組んでいます。それに加えて、現地の住宅

事情を調査しながら、将来的には現地の人々に喜んで

いただける高品質な住環境づくりにも携わっていきた

いと考えています。

　当社グループは2013年3月期、売上高、営業利益、

経常利益、純利益のすべてにわたって過去最高の業績

を達成しました。しかし、私は「史上最高の決算＝史上最

大の危機」と捉えています。傲慢と驕りは最大の敵であ

り、この今の状況を危機と捉えられるか否かが、今後の

成長を左右すると考えるからです。2008年のリーマン

ショックの時期、私は当社グループを改革するための

「最大のチャンス」だと捉えて具体的な施策にも着手し

ました。事実、その改革の成果として、2010年度以降、

中期経営計画で設定した目標を上回る実績を達成する

ことができました。好調なこの時期だからこそ、グルー

プ役員・従業員一人ひとりが大きな危機感を持って臨ま

ねばなりません。

　私たちは、建設・不動産業界のトップランナーとして、

それに見合った責任と品格が社会から求められています。

そのために私たち一人ひとりが、法に照らして行動を決

める前に、「個々の良心、恥という判断基準」を持つこと

が必要だと感じています。それがまた、当社グループの

ブランド力と企業価値を向上させることにもつながりま

す。今こそ、私たちは謙虚に、襟を正して事業を営み、そ

のプロセスにもトップランナーとしてのこだわりが必要

なのです。

　今後は、トップランナーとして、『越』から『挑』へ―が

キーワードになります。これは、当社グループは業績面で

一つの目標をクリアしましたが、越えた先では、また次の

目標に挑戦する集団でありたいという意味です。事業が

拡大を続けている現在、人財のボリュームは決して充足

しているとはいえませんが、2013年春から65歳までの

雇用延長制度を導入し、新規採用にも力を入れています。

そんな人財とともに「チャレンジし続ける企業グループ」

となるべく力を尽くしていきます。　

　社会の役に立つ事業で業績を伸ばし、雇用を創出して

いくこともまた、CSRの一環です。『挑』をキーワードに

従業員一人ひとりがモラルの向上を心がけ、これからも

お客さまをはじめ、ステークホルダーの皆さまに評価さ

れる事業と企業価値の創出に挑み続けます。

建設・不動産業界のトップランナーとして
チャレンジし続ける姿勢を貫く



家族みんなが安心して暮らせる住まい

建物の重要な骨格である軸組（柱）を、2つのパネルフレームで両側
から挟み込んで3本を一体化したのが、ｘｅｖｏの「トリプルコンバ
インドシステム」です。軸組である柱は建物の自重や積雪などタテ
荷重と、地震時の瞬間的なタテ揺れを支えます。また、ヨコ揺れの
力は、ブレース（筋かい）を内蔵した耐力パネルが受け止めます。

家庭用リチウムイオン蓄電池とHEMS（ホーム・エネルギー・マネジ
メント・システム）、太陽光発電システムを組み合わせて搭載。HEMS
のモニターには「iPad®※」を採用しており、エネルギー利用状況や発
電量・売電量をオンタイムで「見える化」しました。家の中でいつでも
手軽に確認できるので、家族みんなの省エネ意識が高まります。

地震に強い家「xevo」の耐震構造

まだ結婚前だった東日本大震災直後、商業施設も休業
していたので、「住宅展示場でも」と訪れたのがご縁の
始まりでした。自社物件ばかりアピールする他社とは違
い、「いろんなモデルハウスを見て、いいと思ったところ
を取り入れられては」と勧めてくれた営業担当者の人柄
に惹かれ、大和ハウスで建てようと決めたのです。夫婦
とも昔ながらの和風の家に育ったので、現代式の家づ
くりがさっぱりわからず、細かなことから随分教えても
らいました。震災の影響で太陽光発電や蓄電池の必要
性も痛感しましたし、楽しみながら節電できるHEMSも
「見てわかる」ところが気に入っています。和室や縁側
などの要望も取り入れてもらえました。これからもアッ
トホームなおつきあいを続けていけたらと思います。

住宅建築の当初から、スマートハウスをご希望されるお客さまはそう多くありません。しかし、耐震性能はもちろん、
太陽光発電や蓄電池の必要性に気付かれ、安心して暮らせる住まいを求めておられるお客さまは全国的に増えています。

ア

例えば、下村様邸住まいア ス フ カ ケ ツ ノ

安全・安心

声お客さまの

エネルギーを「見える化」してかしこく使う
通 信ツ

　つくばエクスプレスの「万博公園」駅から徒歩12分の好立地にあるス
マートハウスのモデルハウスギャラリー「Smart7」。大和ハウス工業をは
じめ、大手ハウスメーカー 7社が参加するこのエリアに、下村様邸があり
ます。戸建住宅を建てるにあたって、まず土地探しから始められた下村様
は、ちょうど求めておられた地域
でのスマートハウスづくりに賛
同してくださり、ご購入を決めら
れました。
　下村様のご要望を一つひとつ
汲み入れた、いわば注文建築の
スマートハウスとなっています。

モデルハウスギャラリーの土地を活用した
スマートハウスづくり

当社の太陽光発電搭載物件数
（戸建住宅）

※iPadはApple Inc.の商標です

自重や積載荷重 台風や
地震荷重

耐力
パネル

圧縮力

アンカーボルト

引抜き力

引張力

圧縮力

柱

鉛直荷重 水平荷重

6,892
5,827

4,950

2010 2011 （年度）2012
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主要な部屋が全室南向きの間取りに加えて、照明には照度センサー
付きLED照明を採用。省エネに加え、自然光に近い無駄のない照射
で人の目にもやさしい照明です。また、健康的な室内環境を保つた
め、空気清浄機能付きエアコンを全居室に導入。空気中の有害物質
などを分解･除去し、小さなお子さまの健康にも配慮しています。

お客さまと一緒につくった家です
下村様は年齢が近いこともあって、親しいおつきあいを
させてもらっています。展示場で接客した時、私がセー
ルストークに終始しなかったことがかえって印象的だった
らしく、具体的に家づくりを考えられた時にお電話をくだ
さったのです。ちょうど経済産業省がネット・ゼロ・エネ
ルギー・ハウス支援事業に乗り出したので、その補助制
度も活用しつつ、モデルハウスの土地を使ってスマ・エ
コハウスを企画・設計しました。設計担当者ともとても親
しくおつきあいくださったので、ご要望もうまく取り入れ
ることができたのだと思います。家は住んでみてから気
付くことも多いものです。アフターサービスも含めて、
今後もいろいろとご相談いただ
きたいと思います。

薄井 俊秀

声

つくば支店　住宅営業所
つくば展示場　店長

担当者の

人にやさしい設備を随所に導入
健 康ケ

浮遊ウィルスの
作用を抑える

浮遊カビ菌を
除菌

衣類や部屋の
ニオイを脱臭

空気清浄機能付きエアコン
（プラズマクラスター※）によって
健康的な室内環境を実現

目にもやさしい
LED照明

※プラズマクラスターはシャープ株式会社の商標です
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車いすでの生活に合わせて、廊下は広く、床はすべて段差を
解消し、全体をバリアフリーにしました。お風呂場を2階に設
置し、階段にも浴槽にも昇降機を導入。洗面所にも仏間へ
も、車いすのままスムーズに移動できます。さらにトイレは、
お母様のご希望で病院と同じ仕様、同じ手すりの位置とする
ため、病院まで計測に出向いて再現しました。

介護負担を軽減する住まいづくり
大和ハウスグループでは、既にお客さまが住まわれている多種多様な住宅ストックを活かしながら、
現在の家族構成やご家族のライフスタイルに合わせた価値ある住空間づくりをお客さまとともに進めています。

例えば、リフォームでア ス フ カ ケ ツ ノ 住まい

　兵庫県たつの市のM様邸は、木造住宅に修理工場・倉庫が
隣接するお宅。脳梗塞を患って入院中のお母様の退院を半年
後に控えて、工場・倉庫を住宅にリフォームされることになり
ました。お母様ご自身はもちろん、お父様や同居されるお嬢
様も交えて、ご要望を何度もうかがい、車いす生活をされるお
母様にとっても、介護するご家族にとっても、支障なく負担の
少ない住まいづくりを追求しました。
　リフォームは大掛かりなものとなりましたが、ご家族みんなが「家
にいるのが楽しみ」といってくださる住まいに生まれ変わりました。

お客さまとともに「介護」を支援する
リフォームを実施

玄関から浴室まで、全てをバリアフリー化
福 祉フ

「今ある建物を活かしたい」というのは、そこで長年働いてお
られたお父様のご要望でした。愛着のある仕事場の工場は、
重量鉄骨で構成されています。工場自体は使われなくなり
ましたが、いまだ頑丈な重量鉄骨の構造を活かし、ご家族の
現在のライフスタイルに合わせた住まいへのリフォームを
ご提案しました。

重量鉄骨を活かして修理工場から住まいへ
スピード・ストックス

Before

After

施主のM様、お父様とリビングで 階段に設置した昇降機 どの部屋へもバリアフリーで快適に移動
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2階建ての修理工場･倉庫
の重量鉄骨を活かして、
介護に適した住まいへ
リフォーム



スマート・ジーヴォ・エコ・プロジェクト

　生活の質を向上させながら、環境負荷「０（ゼロ）」（ＣＯ２
排出量をゼロ、光熱費をゼロ）となるエネルギー自給住宅の
実現を目指して2010年7月にスタートした「Smart xevo 
Eco Project（スマート・ジーヴォ・エコ・プロジェクト） 」。
　2020年のプロジェクト実現に向けた新たなステップとし
て、商品化第2弾となる「スマ・エコ オリジナルⅡ」を2013年
4月に発売しました。これは、6.2kWhの家庭用リチウムイオ
ン蓄電池、エアコンと蓄電池を自動制御できる次世代型
HEMS※、太陽光発電システムを組み合わせることで従来の
「スマ・エコオリジナル」をさらに進化させたスマートハウスです。
今後はさらにHEMSで制御できる家電・設備機器などを拡
充し、プロジェクト実現に向けて大きく前進していきます。

スマートハウス第２弾
「スマ・エコ オリジナルⅡ」の開発・販売開始

2020年までにエネルギー自給住宅を実現させます

蓄電池搭載展示場
「SMA×Eco HOUSE」
オープン

導入期

step1 step2 step3 step4

2010
拡張期
2013

普及期
2015

成熟期
2020

家庭用リチウムイオン
蓄電池搭載住宅（HEMS制御）
「スマ・エコ オリジナル」発売（2011）
「スマ・エコ オリジナルⅡ」発売（2013）

●ネットワークを利用した
　周辺サービスと連携
●量産化による環境技術向上
　＆コストダウン

「エネルギー自給住宅」
発売予定

Now
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ア ス フ カ ケ ツ ノ 住まい

太陽光発電
システム

放電

リチウム
イオン
蓄電池

おトクな夜間
の電力を充電

D-HEMSⅡで
家中のエネルギーを見える化

昼間に
発電

電力会社

家中の家電製品へ放電

電力購入

余った電力を売電

分電盤

システム概念図（平常時）

停電時には非常用電源となる
家庭用リチウムイオン蓄電池
6.2kWh

※ホーム･エネルギー・マネジメント･システム



住宅と商業施設が一体化した街を開発

敷地内に警備保障会社の警備員を巡回させ、24時間有人管理に
よって入居者さまの「安全」「安心」に配慮しました。また、宅地内
には物陰をつくらないオープン外構を採用。さらに、見通しのよ
い「T字路」や道路に「イメージハンプ（速度制御マーク）」などを配
することで、歩行者の安全性も追求しています。

宅地内の豊かな植栽はヒートアイランドの抑制に効果的なだけで
なく、落葉樹の特徴を活かし、夏は日差しを遮り、冬場は落葉して
室内に日差しを取り入れます。また戸建住宅の外壁には、耐久性と
省エネルギー性に優れた当社独自の「外張り断熱通気外壁」を標準
装備。冷暖房エネルギーの消費を抑えてCO2排出量を削減します。

街区全体にタウンセキュリティを導入

大和ハウスには、私が経営する理髪店の4店舗目の出
店地探しで相談に乗ってもらっていました。店舗街区の
一角に出店することを決め、「それなら住居も」とお願
いして戸建住宅街区に入居したのです。「せんだい 宮
の杜」は、利便性が一番の魅力です。私の店に近いのは
もちろんですが、普段の生活に必要な商業施設がほと
んどあり、近場で何でも揃います。それに、商業施設が
近いと騒がしいかと思いましたが、住宅の方はとても静
かで、外の賑やかさが嘘のようです。暮らしやすくて快
適で、この街の生活に満足しています。商業施設も住
宅も手掛けている大和ハウスは、私たち事業主にとっ
て頼れる存在。今後も住まいと店舗出店、両面からの
サポートを期待しています。

「せんだい 宮の杜」は、大和ハウスグループの総合力を活かした住宅・商業施設の一体開発案件です。
住む人、集う人の利便性と安全に配慮し、静かさと賑わいが共存する一大コミュニティをつくりだしています。

ア

例えば、「せんだい 宮の杜」で街づくりア ス フ カ ケ ツ ノ

安全・安心
植栽と外壁でエネルギー消費を抑制
環 境カ

　宮城県仙台市宮城野区の工場跡地に当社が開発した「せんだい 宮の
杜」は、東側に戸建住宅街区（142区画）、西側に店舗街区「フォレオせん
だい 宮の杜」、北側にマンション2棟を配した総開発面積約11.2haの
大規模複合都市です。
　「せんだい 宮の杜」では、人と自然の共生を図り、次世代へ街並みを継
承していくため、広場や
歩道など共有スペースを
管理する「管理組合」を設
立し、「街づくりガイドラ
イン」を制定。住まい手
が価値を高めていく街づ
くりに努めています。

住まい手が価値を高めていく街づくりを推進

警備員が
街全体を巡回
警備員が
街全体を巡回

戸建住宅
街区
戸建住宅
街区

公園公園

マンション
街区

マンション
街区

店舗街区店舗街区

声お客さまの

外壁材
通気層

透湿防水シート

高性能グラスウール

高密度グラス
ウールボード

エアポケット

アルミ蒸着防湿フィルム
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入居者さまの健康増進に役立てていただくため、戸建住宅街区内
の随所に広場を設けるとともに、それをつなぐ形で全長800mの
「ウォーキングルート」を設置しました。一定距離ごとに「距離表示板」
を設置し、楽しみながらのウォーキングができます。自然と触れ合う
ウォーキングは、ご年配の方だけでなく子どもたちにも人気です。

大和ハウスだからこその街づくりを実現

桜井様ご家族

商業地だけの単体開発ではなく、住宅地も複合させた開
発プロジェクトにしたいという仙台市の要請もあって、複
合開発が得意な当社が競争入札でこの土地を落札する
ことができました。共同企業体方式ではなく、一事業者
がこれだけの複合大型開発を手がけたのは、あまり例が
ないと思います。1社でやったからこそ、当初のコンセプ
トを貫くことができ、街としての完成度が高まりました。
近年、戸建住宅に加え、マンションができたことで、商業
施設の付加価値が上がり、マンションも2棟目が販売
され、この街の人口は予想以上に大きくなり賑わいが
増しています。安全や環境、健康に配慮された街として、
次世代へ継承していけるよう、
これからも末永く関わってい
きたいと考えています。

大江 斉

声

東京都市開発部
技術部 部長
兼 仙台開発部部長

担当者の

気軽に楽しみながら健康を増進
健 康ケ

戸建住宅街区
のウォーキング
ルート

戸建住宅街区
のウォーキング
ルート
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全ての住戸と共有エリアの集会所に、太陽光発電システム
とリチウムイオン蓄電池を設置。各住戸ではHEMS（ホー
ム・エネルギー・マネジメント・システム）によりエネルギー
の消費・創出量、蓄電池の充放電量などの見える化を可能
としています。また、集会所にも同様の仕組みを導入しており、
街全体のエネルギーの見える化も実現しています。

街全体で創エネ・省エネ、CO2削減
環 境カ

外周道路からの進入箇所に防犯カメラを取り付けるととも
に、LED照明の防犯灯(街路灯)を設置しています。また、
停電時のエネルギー供給には、各戸と集会所のリチウムイ
オン蓄電池を利用。もちろん住戸は全戸、侵入防止の防犯配
慮型仕様です。街区内道路の交差点は、舗装の色を変える
など安全面の工夫も凝らされています。

防犯・防災に役立つ設備が充実
安全・安心ア

街に訪れる周辺里山の野鳥のために巣箱を設置 カーシェアリングできるEV（電気自動車）

次世代の街づくりに挑戦
環境負荷の少ない、持続可能な住まいと暮らし方を技術の進化で実現する｢SMA×ECO PROJECT」。
それは、大和ハウスグループが提案する、人に、地球に、未来にやさしい次世代の街づくりです。

例えば、スマ・エコタウン晴美台でア ス フ カ ケ ツ ノ 街づくり

　泉北ニュータウン(大阪府堺市)の高台に2013年春、「スマ・
エコタウン晴美台」が誕生しました。街全体で創り出されるエ
ネルギーが消費されるエネルギーよりも多い、ZET(ネット･
ゼロ･エネルギー･タウン)。当社が推進する「SMA×ECO 
PROJECT」の西日本エリア第一弾です。
　創エネ・省エネ・蓄エネ、エネルギーの見える化により、エ
ネルギーをかしこく創り・かしこく使うスマートハウスの技術
やノウハウを街づくりに活かしました。街の景観維持や防犯・
防災、通行の安全にも配慮された次世代の街づくりです。

エネルギーをかしこく創り、かしこく使う街を開発

詳細版「環境との共創共生」特集ページでも紹介しています。

電気、水、ガスの使用量などをiPad®※でチェック
※iPadはApple Inc. の商標です
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吉川美南駅

武蔵野操車場跡地のビッグプロジェクト

　JR武蔵野線「吉川美南駅」（埼玉県）前に広がる大規模開発
エリアにおいて、戸建住宅・分譲マンション・賃貸住宅をあわ
せた大型複合プロジェクトを進めています。
　当社とイオンタウン株式会社が共同で企業コンソーシア
ムを形成し、当社が住居エリア（9.92ha）の開発を、イオン
タウン株式会社が商業エリア（5.98ha）の開発を担当し、合
わせて15.9haの大規模開発を推進しています。

日本最大の貨物列車用操車場跡地で

住・商が一体となった大型複合開発
吉川美南プロジェクト

2012年12月
戸建住宅用地　
第一期分譲開始

2013年3月
戸建住宅用地　
第一期分譲
引渡し・入居開始

2013年4月
賃貸住宅
入居開始

2013年夏頃　
分譲マンション
分譲開始

2014年冬頃
分譲マンション
引渡し・入居開始

今後の開発計画

吉川美南プロジェクト全体計画図

Point1
急速に発展を遂げる「東京メガループ※」
沿線の大型複合開発プロジェクト
JR武蔵野線沿線は、近年、宅地開発や大型商業
施設等の進出により人口流入が著しく、首都圏
でも注目されているエリアです。
※ＪＲ東日本が定めた、他の鉄道会社との結節点を
持つ東京圏の環状路線群のことで、南武線、横浜
線、武蔵野線、京葉線を指す名称

Point2
「ネット・ゼロ・エネルギーハウス」を含む
環境配慮型の街づくりを推進
戸建住宅は、創エネルギーが消費エネルギーを
上回り、消費エネルギーが差し引きゼロになる
「ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）」を実
現。賃貸住宅・分譲マンションと連携し、環境配
慮型の街づくりを行い、吉川市が掲げる「エネル
ギー低消費型社会の構築」に貢献します。

Point3
戸建住宅・分譲マンション・賃貸住宅の
複合開発による多様な住まい方の提案
戸建住宅・マンション・賃貸住宅と、様々なお客
様のライフスタイル、ライフステージに合わせた
多様な住まい方を提案。幅広い世代の集う街と
して、子どもからお年寄りまでが交流できるコ
ミュニティの形成を促していきます。

分譲マンションエリア分譲マンションエリア

戸建住宅エリア戸建住宅エリア

商業施設エリア商業施設エリア

賃貸住宅エリア賃貸住宅エリア

よ し か わ み 　な み

18

ア ス フ カ ケ ツ ノ 街づくり

東京

川崎

吉川美南駅

●●

JR武蔵野線

JR武蔵野線

JR南武線
JR京葉線



安全・安心な事業運営を支援

施設内で働く人々や製品の安全を確保するため、建物は免震構造
を採用。これは、建物と地盤の間に免震装置（積層ゴムなど）を入
れることで地面の揺れを建物に伝わりにくくし、建物ダメージを軽
減する方法です。また、非常用発電機を設置して停電時にも備え
るなど、万一の災害発生の際にも、事業継続を可能にしています。

定格出力34kWの太陽光パネルを大ひさし上部に設置し、発電し
た電力を売電するシステムを採用。さらに隣接する大ひさしには、
ベンケイソウ科のセダムによる緑化を施すことで、周辺環境に配慮
するとともに、ヒートアイランド現象の緩和に寄与します。また、共
用部や事務所に長寿命、低消費電力のLED照明を採用しています。

免震構造や非常用発電機で災害対策

この京浜事業所の前に大和ハウスに建設をお願いした
東京八王子市の倉庫の引き渡し直前に、東日本大震災
が起こりました。しかし何の被害もなく、建物の頑丈さ
や信頼性を実感できたことと、隣接遊休地を先行取得
して提案いただいた大和ハウスの動きの速さ、総合力
が決め手となり発注に至りました。顧客が使用を開始
したい時期が決まっており、遅らせられないのに加え、
免震構造の採用をはじめ、仕様変更も多く、工期が厳
しいなか大和ハウスの皆さんには本当に頑張っていた
だいたと思っています。顧客の幹部の方々も訪日して
見学され、非常に感謝されていました。常駐顧客や委
託先従業員もあわせると、そこで働く約220名の人々
にとっても、とても快適な職場です。

震災以来、事業運営上の防災意識はかつてないほど高まっています。万が一の時も商品の出荷を停滞させられない̶
お客さまの要望に応え、大和ハウスグループは防災機能が高く、環境対応にも優れた物流施設を創造しています。

ア

例えば、物流施設で産業基盤ア ス フ カ ケ ツ ノ

安全・安心
太陽光発電と大ひさし緑化で省エネ推進
環 境カ

　梱包・物流業を営むサンリツ様は、顧客である米国医療機器メーカー
が世界で3番目の物流拠点を日本で考えておられたことから、当社の物
流施設ソリューション「Dプロジェクト」のスキームを利用され、京浜事業
所（神奈川県横浜市）を2012年12月に開設されました。サンリツ様の
自社倉庫に隣接する他社遊休地を確保し、合計約13,700m2の敷地面
積に、顧客の要望に応えたレ
イアウトフリーで防災機能の
高い5階建の物流施設を建
設。環境への配慮はもちろ
んのこと、引き渡し後のラン
ニングコストも考慮した先進
の設備を導入しています。

事業をサポートする物流施設ソリューションを提供

エネルギー使用量をBEMS※で管理
※Building and Energy Management 
Systemの略で、建物の設備機器等の
運転管理によってエネルギー消費量を
　計測し、エネルギーの削減を図るため
　のシステム。

声お客さまの
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湿度と温度を個別に制御でき、省エネルギーで室内の空気質を大幅に
向上させるデシカント空調を2階事務所に採用しています。また、一般
の倉庫と異なり、倉庫内も光の反射率が高い白色の天井張りにして、
500～700ルクスの照度を確保し、事務所並みの明るさを実現。事務
所員や倉庫内作業者の健康と快適性、働きやすさに配慮しています。

快適で明るく働きやすい職場を実現
健 康ケ

物流施設の着実な実績で信頼を獲得
サンリツ様とは約ニ十数年間お取引が遠ざかっていま
したが、業界紙で急成長していることを知り、提案営業
を始めました。本計画の前に、八王子にて倉庫建設の
ご注文をいただき、実際に当社施工の物件をご見学い
ただいて「物流施設に強い大和ハウス工業」としての実
績をアピールさせていただきました。八王子に続いて2
件目となった京浜事業所は、『安全、環境、ハイスペック』
をテーマに当社の営業、設計、工事担当がサンリツ様と
綿密な打ち合わせを重ねて参りました。
プロジェクトを請け負った当社だけでなく、サンリツ様と
その顧客、事業所内で働く方からも「よかった」と思って
いただける物件に仕上げられたことを嬉しく感じています。

声担当者の

佐津川 聡

（左）
東京本店 建築事業部 
設計部 第一課　主任

代田 知之

（右）
東京本店 建築事業部 
第一営業部 営業第二課

全長８００ｍの
ウォーキングルート
を示す図（地図）

福田 勝喜 様

（左）
株式会社サンリツ
執行役員

蛭田 仲達 様

（右）
株式会社サンリツ
国内事業本部 京浜事業所長

20



使用する水は、日量1万1,000m3がドンナイ水道公社から
給水されます。一方、排水処理には日量9,000m3の処理能
力を持つ汚水処理プラントを設置。ベトナムの排水基準に
基づいて適正に排水するとともに、処理水を団地内緑地の
散水などに再利用します。また、周辺環境への配慮とセキュ
リティの観点から外周全域に緑地を設けています。

海外に展開する生産事業者のために
大和ハウスグループの事業用施設建設プロジェクトは、日本のみならず海外でも次々と実績を上げつつあります。
その第一弾となるベトナム ロンドウック工業団地では、2013年夏以降、多くの日系企業が入居・事業開始を予定しています。

例えば、工業団地でア ス フ カ ケ ツ ノ 産業基盤

　ASEAN諸国の中心に位置し、好調な経済成長を続ける
ベトナムには、日本をはじめ海外からの進出が相次いでい
ます。ロンドウック工業団地は、ベトナム経済の中心地ホー
チミン市郊外に位置する総開発面積270haの広大な工業
団地。ここでは、日系企業を主体に誘致しています。
　当社は、事業用施設での豊富な実績をもとに、企画段階
からニーズに応じた施設づくりをサポート。建物の維持管
理体制も整え、長期にわたる事業運営に寄与します。

世界的に注目されるベトナムで
大規模開発を推進

汚水処理プラントで排水を適正処理
環 境カ

ホーチミン ●●●

ベトナム

ハノイ●

ロンドウック
工業団地

万が一の洪水に備えた貯水池を完備
ア 安全・安心

工業団地周辺は比較的標高の高い丘陵地に位置し、地震
や歴史的な洪水もない好立地です。それでも洪水対策と
しては、団地内に容量20万m3超の貯水池を確保。また、
直近の河川が狭小なことから、その先の河川へ放流でき
るようにし、下流地域で降雨災害が起きないよう配慮して
います。
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インドネシア・ブカシ地区の工業団地開発事業

　当社は2012年11月にインドネシアで工業団地の開発・造
成を行っているブカシ ファジャール インダストリアル エス
テートの株式を取得し、現地での工業団地開発事業へ参画し
ました。工業団地の総面積は東京ディズニーリゾートの約13
倍の1,350ha。高速道路や国際空港、国際商業港湾など主
要な交通施設へとアクセスがしやすい絶好の場所に位置して
おり、企業の製造・物流拠点など事業展開に沿った大型施設
の設置が可能な工業団地です。
　今後は、当社グループが保有する経営資源（建築物の調
査、設計、施工、建物の管理・運営に関するノウハウ）を組み
合わせ、海外で工場や物流施設を検討されている世界各国
の企業様に対して誘致活動を進めていきます。

アクセスに優れた立地環境と
大型の工場や物流施設の新設に適した
総面積1,350haの工業団地

　インドネシアは、人口約2億3,800万人と世界第4位の人
口を擁し、GDP成長率が6％を超える新興国として、高い経
済成長率を維持しています。
　また、天然ガスや石炭などの豊富な天然資源を有している
ことから、今後も大きな経済成長が見込まれており、多くの
企業がインドネシアへの進出を検討するなど、今まさに世界
中が注目する国となっています。

世界第4位の人口を擁し、急速に経済発展を
遂げている国・インドネシア

ア ス フ カ ケ ツ ノ 産業基盤

団地内レンタル工場の完成予想図

首都ジャカルタから30kmの
ブカシ地区建設予定地

高層ビルが立ち並ぶジャカルタ市内

ジャカルタ中心地

ブカシ
タンゲラン

タンジュンプリオク港

スカルノハッタ国際空港

高速道路建設中
（2015年開通予定）

約25km 約5km

約30km

周辺の工業団地の中でも、首都ジャカルタと
高速道路チビトンインターチェンジに近い立地

ジャカルタ

インドネシア

●●

世界が求める事業拠点を開発していきます

本開発地
（海抜 約40m）
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「アグリキューブ」による水耕栽培の工程

播 種 発 芽 移 植 育 苗 栽培（定植） 収 穫

1日～7日 8日～28日 29日～42日

「アグリキューブ」はユニット式なので、設置や移設が短時間
で簡単にできます。増設したい時も、駐車場1台分のスペー
スがあれば手軽に済みます。また。栽培方法もマニュアル
化されており、野菜を育てた経験のない人でも安心して使
用できます。力に自信のない人、機械操作が苦手な人にも
使いやすい植物栽培ユニットです。

「ネオ・サミット茅ヶ崎」では、日々育っていく緑を鑑賞する
ことで、ご入居者の心の潤いにつなげたいという想いから、
「アグリキューブ」の栽培設備を室内に設置。新鮮な無農薬
野菜を味わっていただくとともに、何種類もの野菜の成長
を楽しむことを通じて、ご入居者どうしのコミュニケーション
促進にも役立っています。

食料自給と生産効率化のために
大和ハウスグループは、農業生産の効率化と工業化、日本の食料自給率の向上を図るために
農業分野での事業検討に着手し、2012年4月から植物栽培ユニット「アグリキューブ（agri-cube）」の販売を開始しました。

例えば、植物栽培ユニットでア ス フ カ ケ ツ ノ 農業設備

　「アグリキューブ」は、レストランやホテル、老人保健施設、
給食センター、学校などの施設向けに開発した小規模サイズ
の植物栽培ユニットです。リーフレタスやベビーリーフ、フレッ
シュハーブなど、葉菜類を中心に野菜を水耕栽培できます。
農薬を使わないので安全安心なうえ、天候に関わらず年間
を通して栽培可能。環境条件を制御することで栄養価の高
い野菜が収穫できます。
　2012年12月にオープンした当社グループの住宅型有料老人
ホーム「ネオ・サミット茅ヶ崎」には、特別に室内に栽培設備を設
置しており、ご入居者に採りたての新鮮な野菜を提供しています。

安全・安心、新鮮野菜を手軽に栽培

福祉の一環としても役立つ植物栽培
福 祉フ

簡単に設置、栽培できる完全ユニット式
農 業ノ

住宅型有料老人ホーム「ネオ・サミット茅ヶ崎」の
室内に導入した特別製の栽培設備
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重要CSR活動報告

ステークホルダーとの共創共生

ミーティングを通じて当社が重点課題として位置づけた「社会的課題」

ステークホルダーミーティングの開催

主な
ステークホルダー 参照頁

CSR自己評価
指標のテーマ 社会的課題

大和ハウスグループは、ステークホルダー（利害関係者）との関わりや対話を通じて
ＣＳＲ活動を推進･改善していくため、2004年度から毎年、ステークホルダーミーティングを実施。
また、2006年度から当社グループが対応すべき社会的課題を設定し、ＣＳＲ活動の成果を図る
「ＣＳＲ自己評価指標」を導入しており、ミーティングを通じて、その内容を進化させています。

２０１１年（第８回）のミーティングでは、ＩＳＯ２６０００※で示されているテーマに配慮し、数ある中から、
優先順位の高い「社会的課題」を決定し、ＣＳＲ自己評価指標を大幅に改訂しました。
ここでは、テーマと社会的課題を考慮して設定したそれぞれの自己評価指標に関連性の高い
ステークホルダーごとに、具体的なＣＳＲ活動を報告します。
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社 会

従業員

取引先

株 主

お客さま

環 境

社  会 P.21,
P.22

●地元地域発展のための積極的な関わりや連携
●地元地域発展のための投資

コミュニティへの
参画および発展

●透明性　　●倫理的行動
●ステークホルダーエンゲージメント
●法の支配の尊重　　●社会的責任の理解

組織統治

株  主 P.25●収益性　　●成長性　　●安全性財務指標

環  境 P.23●ＣＯ2排出削減、および地球温暖化への対応
●環境汚染の予防（水・空気・土など）

環境

取引先 P.26●公正な競争
●取引先および利用者（お客さま）に対する責任ある行動の推進

公正な事業慣行

お客さま P.24●製品利用時における安全の保護
●製品販売後のサービス・苦情対応

消費者課題

従業員 P.27

●人権に関わる苦情の解決
●差別の撤廃と平等な機会の提供

人権

労働慣行 ●安全かつ健康的に働くことのできる職場づくり
●人財の育成（社員教育）

※スイスに本部がある国際標準化機構が2010年11月に発行した社会的責任のガイドライン

大和ハウス
グループ
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　社有林「大和ハウス 葉山の森」では、ステークホルダーの
皆さまとの対話を通じ、自然と人が共生する里山として保
全・活用の取り組みを進めています。
　2012年度、適切かつ持続的な管理が行われ多様な生
物が守られている森林を認定する「フォレストック認定※」
を6月1日付で取得しました。
　また、10月、現地で自然保護活動を展開している二子山
山系自然保護協議会と神奈川県・葉山町・当社の4者間で

「葉山森づくり県民協働事業協定」を締結し、散策路を整備
するなど協働で事業を進めています。
　2013年度も引き続き、保全・活用に向けた取り組みを推
進していきます。

社 会 との共創共生

社会的課題

◦ 地元地域発展のための積極的な
　関わりや連携
◦地元地域発展のための投資

社有林の保全・活用の取り組み
「大和ハウス 葉山の森」

　大和リースは2012年11月より、ショッピングセンター (以
下ＳＣ）のフレスポ飛驒高山にてNPO「まちづくりスポット」（略
称「まちスポ」）を立ち上げました。このNPOは、大和リースと
高山市の認定NPO法人ソムニードが協働で立ち上げた中間
支援NPO※であり、SC内のコミュニティスペースである「まち
スポ飛驒高山」を運営しています。
　「まちスポ」では、「ここでつながる、ここからはじまる」をキャッ
チフレーズに、地域をつなぐコーディネーターとしてさまざま
な活動をしています。これまでにも、「NPO法人ポスター展」に
おいて地域の32団体のNPOを紹介したり、地元商店街と協働
で高齢者を対象とした「買い物ツアー」を実施するなど、今まで
のSCにはない地域とのネットワーク形成を図っています。
　企業が郊外型SCに中間支援NPOを立ち上げたことは日本
初の取り組みであり、お客さまがSCを通じて「買い物」と「まち
づくり」の両方に携わるという、新たな価値の提供に挑戦して
います。　
　この活動を通して、「次世代の地域密着型SC」の形を具現
化し、他地域での展開につなげていきます。

地域とショッピングセンターをつなぐ
「まちスポ」の運営

自然と人が共生する里山

大和リース
ショッピングセンター

まちスポ NPO団体とその支援者、
まちづくり、環境保全、
国際協力 etc…

企業

学校

行政

病院

商店街

散策路に設置した道標

県民協働事業協定に基づく意見交換会

※「NPOを育てるNPO」と言われ、市民、NPO、企業、行政等の間にたって
さまざまな活動を支援するNPOのこと

関連項目 大和ハウス 葉山の森

ハイライト
重 要 C S R 活 動

※ 一般社団法人フォレストック協会が国内森林を対象に適切かつ持続的な森林
管理、生物多様性保全など、一定の基準を満たした森林を評価し認定する制度

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/contribution/environment/hayama.html
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担当者の声

　SCを拠点に、企業とNPOが協働で地域活性化を目指すとい
う今回の取り組みは当社にとっても大きなチャレンジでした。
　従来の企業とNPOの垣根を超え、パラレルキャリア（現在の
仕事以外の仕事を持つことや非営利活動に参加すること）が可
能なNPO法人として育成していきたいと考えています。
　SCを単なる【買い物の場】で終わらせるのではなく、【地域交
流拠点＝コトの場（さまざまな出来事が生まれる場）】へと進化
させ、ノウハウを蓄積しながら、全国各地にまちスポを広げてい
きたいと思います。

大和リース株式会社 取締役上席執行役員
流通建築リース事業部長／
NPO法人まちづくりスポット代表理事

森内 潤一

「まちスポ」オープン時の最初の企画であるNPO法人ポスター展の様子。
市内のNPOを紹介する企画に、期間中約1500名が来館

「フレスポ飛騨高山」の施設。古い街並みが残る高山市にふさわしい和風の
デザインを採用

　三重工場は、敷地内調整池に絶滅危惧種であるイシガイ
（タナゴが産卵する二枚貝）を確認したことから、水質改善と
生物多様性保全を目的に、「池干し」を実施しました。
　2012年8月、東海タナゴ研究会や研究者の指導・協力のも
と、従業員、取引先など約60名が参加。排水して水位を下げ、
イシガイなど二枚貝(約60個)とコイ(約120匹)、フナ(約600
匹)、ほか多数の小型魚（オイカワ、タモロコ、ヨシノボリなど）
を保護しました。生物多様性保全の観点から、コイ、フナは
地元自治会の了解を得て、下流のため池に放流しました。

工場調整池での生態系保全活動

工場調整池での「池干し」の様子

捕獲した二枚貝（イシガイ、ヌマガイ）

担当者の声

　工場繁忙期であったにもかかわらず、取引先から多数参加し
ていただきました。皆で協力して、泥に足をとられ、苦労しながら
行った「池干し」は、非常に良い経験となり、また多くの方に終日
参加いただいたことをうれしく思いました。
　今後も地域社会と一体となった環境保全活動を行い、将来的
には地域のこどもたちを招いて生物観察会を開催するなど、活
動を発展させたいと考えています。

三重工場　工場長

中村 恵伸
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環 境 との共創共生 ハイライト
重 要 C S R 活 動

　大和ハウス工業は、一般財団法人省エネルギーセンター
主催の2012年度「省エネ大賞（省エネ事例部門）」におい
て、ZEB(ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)の実現を目指す自
社オフィスでの「Smart-Eco Project」の推進が評価され、
最高位である経済産業大臣賞を受賞しました。
　自社オフィスでの「Smart-Eco Project」は、2020年までに
CO2排出量を2005年度比50％削減と、新築の自社オフィス
においてZEBの実現を目指す取り組みです。既存オフィスに
おいては、運用改善を効率的に継続できるシステムを構築す
るとともに、照明などの設備改善を進めた結果、2011年度の
CO2排出量は2005年度比34.2％削減となりました。
　また、2011年12月に竣工した「愛知北ビル」は、先導的な
環境配慮技術の導入により、1990年当時の建築物と比べて
1年間のCO2排出量を54.7%削減できる計画とし、社員によ
る「省エネ改善委員会」を通じて運用改善を重ねた結果、初
年度のCO2排出量を60.6%削減することができました。

社会的課題

◦ ＣＯ２排出削減、および地球温暖化への対応
◦環境汚染の防止（水・空気・土など）

自社オフィスでの実績が評価され
2012年度「省エネ大賞」を受賞

　当社では、「環境中長期ビジョン2020」に基づき、住宅や建
築物のライフサイクルにおける“環境負荷ゼロ”を目指してい
ます。住宅や多様な用途の建築物で省CO2に取り組み、建築
後の運用段階で効果を検証し、商品開発やお客様への提案に
活用しています。
　特に太陽光発電については政策による後押しと独自のキャン
ペーン実施などにより、全事業で提案と普及を進めています。2012
年度は、戸建住宅の設置率が64.3%、低層賃貸住宅の設置率が
36.9%と増加したほか、分譲マンションへの設置や既築住宅・建築
物への提案を進めた結果、全事業における太陽光発電システムの
設置容量は前年度比約3.3倍となる117,781kWとなりました。

全事業で太陽光発電システムの提案を強化
—年間実績が前年度比3.3倍となる117,781kWに—

大和ハウス 愛知北ビル

　当社グループでは、自然エネルギーである風力発電・太陽
光発電システムの導入を推進するとともに、継続的な省エネ
活動によって電気使用量を削減し、これらをバランスさせる

（電気使用量≒自然エネルギー発電量）ことを目指しています。
　2012年度末現在、当社グループが保有する自然エネルギー
発電設備は前年度比約1.5倍となる15,751kW、年間発電量は
32,946MWhとなり、当社の使用電力量の32.7%に相当します。

自社施設・遊休地での自然エネルギー導入を加速
—当社使用電力量の32.7%相当に—

ＣＯ２排出量 自然エネルギーの導入推移

太陽光発電設置容量の推移（全事業）
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事業別の設置容量の数値は、「詳細版」「環境データブック2013」に掲載しています。
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関連項目 業界初 新築戸建住宅全商品「移住･住みかえ支援
適合住宅」に認定

お客さま との共創共生

　日本の住まいに欠かせない地震対策。当社では、xevoで
標準装備している耐震技術のほか、さらに安全･安心に住ま
える技術として、制震技術、免震技術をご提案しています。
　また、お客さまに地震に関する情報をわかりやすく提供
し、自然災害への備えの意識を高めていただくために、
2012年11月から地震危険度評価ツール「ココゆれ」の本格
運用を開始しました。これは、建設予定地などの任意の地点
で地震発生確率や予測震度を即時に解析するものです。
　これらの技術を活かし、より安全・安心な住まいをお届け
します。

地震危険度評価ツール「ココゆれ」

ハイライト
重 要 C S R 活 動

社会的課題

◦ 製品利用時における安全の保護
◦製品販売後のサービス・苦情対応

地震対策システム「DAEQT（ディークト）」

　「一般社団法人 移住･住みかえ支援機構（JTI）」が実施し
ている「マイホーム借上げ制度」は、50歳以上のシニア層の
持家をJTIが借上げ、賃貸住宅として子育て層などへ転貸す
る制度です。当制度では、貸す側は借上げ制度により最長終
身の安定した賃料が見込め、借りる側は周辺相場より安価
な賃料で広い住まいを借りることが可能です。
　当社の新築戸建住宅を購入するお客さまは、お客さまの
年齢に関係なく、現在居住中の持家（戸建住宅・マンション）
および新築した住宅について当制度を利用できます。子育
て層などが手狭になった持家から住みかえる場合、シニア層
が都市部から郊外へ住みかえる場合など、さまざまな場面
でご活用いただけます。
　当制度は、シニア層・子育て層の双方にメリットがあるだけ
でなく、ライフスタイルに合わなくなった住まいを社会の財産
として長く活用できるという社会的意義もあります。

新築戸建住宅での「移住･住みかえ支援
適合住宅」の全件適合

巨大地震では、地震エネルギーを骨組みが
変形することで吸収します。

図中央の制震装置が地震エネルギーを
吸収します。

基礎と土台の間の免震層で地震の揺れを
受け流します。

建物の構造体に筋かい（ブレース）を用いて強度
と粘り強さをもたせることで、地震力に対抗し、
建物の倒壊を防ぐ考え方。

耐震構造をベースにして、付加する制震装置の
働きによって、建物の揺れをさらに小さく制御す
る考え方。

基礎と建物本体の間に免震装置を組み込むこと
で、地震による揺れを建物に伝わりにくくし、被害
を最小限に抑える考え方。

耐震技術 制震技術 免震技術

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20111124111156.html
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31,904名
599,921,851株

金融機関
外国人
個人･その他
その他国内法人
自己名義株式
証券会社

属性 株主数 株式数 比率
■
■
■
■
■
■

126 
535

29,997
1,193

1
52

247,045,993
181,036,277

76,607,299
61,265,575
21,248,944
12,717,763

41.17%
30.17%
12.76%
10.21%

3.54%
2.11%

※

株 主 との共創共生

　個人投資家の皆さまに、当社への理解をより深めていた
だくために2012年度も前年度に引き続き、個人投資家向け
会社説明会を実施し、代表取締役社長 大野 直竹が説明を
行いました。
　800名近い個人投資家にご視聴いただき、質疑応答では
活発な意見交換がなされました。

　事業指針をよりご理解いただくために、Webコンテンツ
の充実、事業報告書・決算発表資料の改善など、IRツールの
利便性向上に取り組みました。
　また、当社発行の「アニュアルレポート2011」が「2012 
インターナショナルARCアワード」において、トップメッセー
ジやビジョンなどの経営面や財務
面などの点で高く評価されまし
た。日本企業としては初の快挙と
なる４部門での<<金賞>>、３部
門での<<銀賞>>を同時受賞と
なり、世界最優秀部門賞では３年
連続の受賞となりました。

個人投資家向け説明会

アニュアルレポート2011

ハイライト
重 要 C S R 活 動

社会的課題

◦ 財務指標（長期的に安定した成長性・収益性の推進）

◦積極的なＩＲ活動

個人投資家向けIRの取り組み

わかりやすいIRツールの提供

　機関投資家からのご要望を受け、現場見学会やスモール
ミーティングなどを開催し、適宜対応しています。
　2012年度は、物流倉
庫の見学会および事業内
容に関するスモールミー
ティングやセミナーを実
施し、理解を深めていた
だきました。 国分三郷流通センター見学会

現場見学会による直接的なコミュニケーションの充実

　当社では株主の皆さまへの利益還元と、将来への事業展
開および経営基盤の強化に必要な内部留保とのバランスを
考慮した配当を実施することを基本方針としています。
　競争力強化・収益向上のための研究開発および生産設備
への投資、企業基盤拡大のための営業拠点の拡充など、財
務体質の強化を図りながら、配当性向30％を目標に定め、
状況に応じて自己株式の取得を実施することにより、柔軟な
利益還元を心掛けていきます。

利益還元に関する方針

所有者別株式分布状況（２０１3年３月３１日現在）

2013年3月期
2012年3月期
2011年3月期
2010年3月期
2009年3月期
2008年3月期
2007年3月期

1株当たり配当金
（年間）

配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）

35.00

25.00

20.00

17.00

24.00

24.00

20.00

20,253

14,467

11.576

9,844

13,900

13,902

11,743

30.6

43.6

42.5

51.5

333.4

106.8

24.6

2.9

2.2

1.9

1.6

2.2

2.2

1.8

（円） （百万円） （%） （%）

※ 比率は発行済株式の総数に占める割合を表示しています
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取引先 との共創共生

　毎年7月に実施される「全国安全週間」（7月1日～ 7日）に
合わせて、当社では安全に対する「知識」「認識」「意識」の向
上・高揚を図るため、準備月間の6月から、全国事業所で安
全大会を開催しています。
　安全大会では、「高めよう 一人ひとりの安全意識 みんな
の力でゼロ災害」をスローガンに、社内外の講師による安全
講話のほか、安全の遵守に功労のあった協力会社および協力
会社従業員と当社従業員の表彰を毎年実施しています。

　当社では、建設現場における労働災害の防止および労働
環境の維持・向上のため、年間計画に基づき毎月安全パト
ロール（現場の巡回）を実施しています。
　安全パトロールには協力会社の方々と、当社の支店長、営
業所長、工事責任者などが参加しています。作業や設備の
安全を定期的に確認し、継続的な改善活動に取り組んでい
ます。

全国の事業所で安全大会を開催

安全パトロールの様子

　大和ハウスグループは、企業倫理綱領・行動指針の「調達
先等との適切な関係構築」の観点から、不正行為など当社
従業員と取引先との関わりにおける問題点を顕在化するた
めに、アンケート調査を実施しています。
　2006年度から当社の協力会連合会会員会社を対象に
実施し、2010年度からは主要グループ会社の取引先に対
して も 調 査 を 実 施して い ます。2012年 度 は5,661件

（73.2％）の回答があり、いただいたご意見をもとにグルー
プ内の業務改善を行っています。

熱中症対策の休憩場所を設置

現場内の安全状態を点検

ハイライト
重 要 C S R 活 動

社会的課題

◦ 取引先および利用者(お客さま)に
　対する責任ある行動の推進

協力会社とともに
全国で安全大会を開催

取引先アンケート調査の実施

事業所での安全パトロールの実施

詳細版  取引先との共創共生

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2013/2013_csr_detail_torihikisaki.pdf


社 会

基本的な考え方
建物の安全と長寿命化にむけて
食の安全･安心に向けて
防犯に配慮した住まいと街づくり
住宅の資産維持につながる街並みの保全をサポート
少子高齢社会に向けた住まいづくりと施設づくり
健康に配慮した住まいづくり
健康や自然を志向したスローライフをサポート
通信ライフラインの構築に向けて
世界に向けての取り組み
地域社会への社会貢献活動
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との共創共生
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従業員 との共創共生

　2008年度より、大和ハウスグループの次世代の経営者
育成を目指した「大和ハウス塾」をグループ横断で開講し、
当社グループの実際の経営課題に対する戦略策定を通し、
経営スキルの実践トレーニングを行っています。これまでの
修了者の中から7名がグループ会社社長に、43名が各社取
締役または執行役員に就任しています。
　また、支店長や工場長、部長をはじめとした上級管理者の
人財発掘と育成を目的として、当社では2005年度より「支
店長公募育成研修」を実施しており、これまで345名が修了
しました。
　今後は経営幹部候補生の社外への研修派遣を拡充し、幅広
い見識を持つ経営リーダー育成を強化したいと考えています。

　基本方針のもと、グループ全体の取り組みとして、毎年職
場で行う全従業員対象研修をはじめ、役員・管理職などを対
象とした階層別・目的別研修など、計画的・継続的な社内研
修を実施しています。全従業員が年１回以上人権研修を受
講することを目標にしており、2012年度の受講率は189.2％

（大和ハウス工業単体）となりました。

　当社は、中長期的な経営を見据えた人財確保および少子
高齢化を視野に入れ、2005年度から「勤務地選択制度」を
導入しています。これは全国への勤務を前提とした「全国社
員」が、育児や介護等で転勤が困難となった場合など、生活
拠点となる住居地から転居を伴う転勤がない「地域社員」へ
の転換を自らが選択できる制度です。この制度により2012
年度は21名が「全国社員」から「地域社員」へ転換し、希望し
た地域で活躍しています。
　住居に関しても、持家の取得促進とローン返済の負担軽
減を目的として「持家取得者住宅手当制度」を2005年10月
に導入しており、2013年4月現在で6,110名に対して月額2
万円を支給しています。
※ 法定上失効する有給休暇を最大100日まで積み立て、必要に応じて使用

できる制度。

人権啓発研修の実施状況
（2012年度実績：大和ハウス工業単体）

ハイライト
重 要 C S R 活 動

社会的課題

◦人財の育成（社員教育）
◦ 安全かつ健康的に働くことのできる
　職場づくり
◦人権にかかわる苦情の解決
◦差別の撤廃と平等な機会の提供

次世代を担う経営リーダーの育成

働きやすい職場づくりの推進

人権教育・啓発への取り組み

研修名 対象者 回数 延人数 従業員に占める割合

事業所別
研修

全従業員 309 29,443 189.2%

階層・
目的別

役員・管理職・係長・
主任・新入社員

25 1,109



社 会

基本的な考え方
建物の安全と長寿命化にむけて
食の安全･安心に向けて
防犯に配慮した住まいと街づくり
住宅の資産維持につながる街並みの保全をサポート
少子高齢社会に向けた住まいづくりと施設づくり
健康に配慮した住まいづくり
健康や自然を志向したスローライフをサポート
通信ライフラインの構築に向けて
世界に向けての取り組み
地域社会への社会貢献活動
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32



「アスフカケツノ」事業で、社会に貢献 「環境」「福祉」「教育」分野で社会に貢献
　事業を通じて社会に貢献する。これは当社が創業時より
大切に受け継いできた理念です。「自然災害に強い建物を」
という思いから生まれた創業商品「パイプハウス」に始ま
り、工業化住宅のパイオニアとして、社会課題に応える多く
の商品を送り出してきました。
　豊かな社会を次代に引き継ぐための挑戦はこれからも
続きます。

　大和ハウスグループは各社・各事業所において地域と
の関わりを大切にし、また、そこにあるニーズや課題を
把握し、地域社会発展のために真に必要とされている
社会貢献活動に取り組んでいます。
　よりよい社会を共に創る取り組みを継続していきます。

基本的な考え方

新たな価値の創造
人に、街に、暮らしに、「明日不可欠の」技術とサービスを提供します。
“明日”の社会に不可欠なことは何か、当社グループの事業はすべてそこから始まっています。
「少子・高齢化」「地球温暖化」など、私たちの前にはさまざまな課題が山積になっています。
これらの課題と向き合い、持続可能な社会に寄与できる次世代の商品やサービスを提供していきます。
将来を見据えた「ア・ス・フ・カ・ケ・ツ・ノ」事業で、
豊かな未来を創造します。

地震や台風などの自然災害は
もちろん、火事や犯罪等に対
しても安全を確保。安心して
暮らせる住まいや街を実現し
ます。

人々が心豊かに暮らせる住環境
を提案。少子高齢社会におけ
るさまざまな課題解決に向け
た取り組みを行っています。

建築と医学の両面から、健やか
な住まいと暮らしを追求。さま
ざまな視点でのアプローチに
基づく商品、サービスを開発・
提供します。

建築物の長寿命化を促進する
ため、床下の水漏れやシロアリ
被害などを確認するロボット
を共同開発。点検作業の見え
る化を図ります。

新たな環境技術でCO2削減
と自然との調和を両立。地球
にやさしく快適な住まいや街、
暮らし方を創造し、サステナブル
な社会を実現します。

建築技術・ノウハウと先端情
報通信技術を融合すること
で、新たな住環境を創造。よ
り便利で快適な暮らしを実現
します。

建築で培った工業化技術を
応用した「農業の工業化」により、
食料の安定供給を図るととも
に、食生活の安全性も追求し
ます。

安全・安心

福　祉

スピード・ストック

環　境

通　信

健　康

農　業

狭小空間点検ロボット
「moogle（モーグル）」
※ 「モーグル」「moogle」は
　大和ハウス工業株式会社の登録商標です。

スマートハウス第2弾
「スマ・エコ オリジナルⅡ」

ICT技術を活用した
独自のエネルギー
マネジメントシステム
「D-HEMSⅡ」

免震システム
「DAEQT B」を開発

自立動作支援ロボット
「ロボットスーツHAL®福祉用」※

奈良県立医科大学と
産学共同で実証に基づく
研究を実践

2012年より“ 農業の工業化”
として植物栽培ユニット「agri-
cube（ アグリキューブ）」を販売

『CYBERDYNE』、『ROBOT SUIT』、『ロボットスーツ』、『ROBOT SUIT HAL』、『ロボットスーツHAL』、『HAL』、
『Hybrid Assistive Limb』 は、CYBERDYNE株式会社の登録商標です。
※

ア

ス

フ

カ

ケ

ツ

ノ
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関連項目 DANBEL構法

関連項目 D-TEC PILE

地震から建物を守る
独自の建築技術で地震などの災害から
住まう方の安全を確保します。

　近年では良好な地盤ばかりではな
く軟弱な地盤でも建物を建てる場合
が多くなっています。当社は、そのよう
な地盤でも安心して建物を建ててい
ただけるように、さまざまな性能確認
試験を行い、地盤補強工法「D-TEC 
PILE」を開発しました。
　この工法は、安全・安心であることに
加えて、施工時の廃土が少ないことか
ら環境への負荷が少なく、環境保全に
役立つと評価され、公益財団法人日本
環境協会より低廃土鋼管杭としてエコ
マークの認定を受けています。

　混合構造は、柱に圧縮力に強い鉄筋
コンクリート造を、梁に軽量で曲げ性能
が高い鉄骨造を用いるもので、材料の
特性と部材をマッチさせた合理的な構
造形式です。梁を軽量化した同構造は、
大型ショッピングセンターや大型物流倉
庫、駐車場などのスパンの広い空間をつ
くることに向いています。
　一方で、異なる部材を接合する同構
造では、部材が切り替わる接合部の性
能が重要になります。「DANBEL構法」
は、柱と梁の接合部を鉄筋コンクリー
ト造にすることで接合部の自由度と施

工性を高めた混合構法です。この接合
部の性能検証を十分に行い、適切な性
能評価ができることを確認し、都市居
住評価センターによる構造評定を取
得しています。

小口径鋼管杭
「D-TEC PILE（ディーテックパイル）」

コンクリート・鉄骨混合構造
「DANBEL（ダンベル）構法」

建物の安全と長寿命化に向けて

　住まう人の安全と大切な住まいを
守るために欠かせない地震対策。
　大和ハウス工業では地震対策技術
を技術開発する上で実験・検証を重視
し、安心して暮らすために住宅が備え
るべき性能を追求しています。
　耐震性能を担保するための各部材
の実験、解析を十分に行ったうえで、実
物大の住宅まるごとの震動実験で安
全性を確認しています。
　2006年に業界に先駆けて、兵庫県
三木市にある防災科学技術研究所の
実大三次元震動破壊実験施設（E-ディ
フェンス）で、耐震住宅と制震住宅の2
棟同時の実大震動実験を行い、耐震
住宅と制震住宅のそれぞれの効果を
実証しています。

耐震および制震住宅の
2棟同時 実大震動実験を実施

独立行政法人防災科学技術研究所が建設した、
世界最大の実大三次元震動破壊実験施設、通称

「E-ディフェンス」。当社は2006年6月22日(木）
〜 29日(木）の期間、ここで民間企業では初めて、
大規模な加震実験を行いました。

関連項目 住まい方・暮らし方
地震に強い家をつくる

　「D-TEC BRACE」は、大地震や繰り
返し地震に対しても座屈せず、性能を
保持する補強材（ブレース）です。地震
エネルギー吸収部材として設計するこ
とも可能です。
　また、従来のブレースに比べて強度
が高いので、本数を減らすこともでき、
プランの自由度向上と建物コストの抑
制効果も見込めます。2013年3月ま
でに、2,500本以上を製造し、40棟の
建物に採用した実績があります。

座屈※しないブレース「D-TEC 
BRACE（ディーテックブレース）」

※ 座屈：針金は強い力で引っ張っても形状は変わ
らないが押す（圧縮）方向には弱い力を加える
だけで簡単に曲がる。このように細長い部材

（柱、ブレースなど）が圧縮力を受けて折れ曲
がる現象を座屈という。

工事例（Dプロジェクト福岡宇美）

http://www.daiwahouse.co.jp/letter/201208/feature.html
http://www.daiwahouse.co.jp/lab/tec/tec03.html
http://www.daiwahouse.co.jp/lab/tec/tec16.html
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関連項目 外張り断熱通気外壁

パフォーマンス報告

物理的劣化から
建物を守る
末永くお使いいただける良質な住宅ス
トックの技術開発に取り組んでいます。

　住宅は建築時だけではなく、居住し
てからの維持管理や改修、廃棄に至る
まで、エネルギーや資源を消費し、環
境に影響を与えています。
　当社のxevoには、紫外線の影響に
よる外壁の劣化を抑止し、長期間にわ
たって美しい 塗 装 状 態を保つ「XE

（ジー）コート」をコーティング。従来の
アクリルシリコン塗装と比べ塗膜が劣
化しにくいため、外壁の塗り替えサイ
クルも長くなり、環境負荷の低減に貢
献しています。

によって、業界最高水準の防水保証
15年を実現しています。

　2013年4月1日、大和ハウス工業の
「リフォーム事業部門」と、当社グルー
プの「ダイワハウス・リニュー」が統合し、

「大和ハウスリフォーム」として、さらな
る事業拡大に向けて新たなスタートを
切りました。
　大和ハウスリフォームは、「住まう人
の環境やライフステージに合わせて、
住まいをその時いちばん心地よいカ
タチへと進化させていく」ことを使命
として、「ハートワンリフォーム」という
コンセプトを掲げています。
　このコンセプトをもとに、適切なイン
スぺクション（建物診断）をコア（柱）と
して、お客さまの信頼をもとに良質な
リフォーム事業を展開し、豊富な経験
とノウハウ、技術を兼ね備えたリフォー
ムのプロが、いつまでも快適に暮らす
ことの楽しみや喜びをお届けします。

外壁塗装「XE（ジー）コート」

　当社は省エネ性と耐久性を追求し
た独自の「外張り断熱通気外壁」を開
発し、xevoに標準装備※しています。
これは、柱と柱の間に断熱材（高性能
グラスウール）を入れる充填断熱に加
え、構造体の外側に当社独自の断熱材

（高密度グラスウールボード）を施し、
外気温の影響を極力受けにくくした新
技術です。室内空間を快適に保つとと
もに、一般的な新省エネルギー基準の
住宅と比較して年間の冷暖房費を約
1/3に抑えられます。
　さらに外張り断熱通気外壁では、外
壁表面の1次防水に加え、壁の中にも
2次防水を施す二重防水を採用。それ

※ 木質系商品、寒冷地は外壁構成が異なります。

紫外線
エネルギー
398kJ/mol

XEコートのエネルギー結合
432kJ/mol

外張り断熱通気外壁

リフォーム事業への取り組み

　「D-TEC PC-BEAM」は、工場生産さ
れたPC（プレストレストコンクリート）と
鉄骨を組み合わせた梁を採用し、躯体
の軽量化と高耐久性を実現。工場生産
による安定した品質、現場施工の省力
化、工期短縮、環境負荷の低減を追求
した先進の複合構造システムです。当
社が黒沢建設（株）、明治大学高木准教
授と共同で研究し、従来の複合構造を
進化させる技術を開発しました。
　スパンを大きくして広々とした空間
が実現できるため、大型ショッピング
センター、大型物流倉庫、駐車場など
の商業施設に適した構造システムです。

先進の複合構造システム「D-TEC 
PC-BEAM（ディーテックピーシービーム）」

関連項目 D-TEC PC-BEAM構法

施工実績：Dプロジェクト北八王子（物流施設）

外壁材

通気層

透湿防水シート

高性能グラスウール

高密度グラス
ウールボード

エアポケット

アルミ蒸着防湿フィルム

http://www.daiwahouse.co.jp/lab/tec/tec30.html
http://www.daiwahouse.co.jp/jutaku/technology/steel/living/sotobari.html
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食品施設へのサポート
食品の安全や品質を確保するため、長
年培ってきた経験を生かし、社会動向
を見据えた施設づくりを推進します。

　当社には、さまざまな食品関連施
設の建築で培ってきた豊富な経験と
ノウハウがあります。それらを活かし
て、交差汚染※のない動線・ゾーニン

グ（配置）計画をはじめ、防虫防鼠、異
物混入対策、空調換気コントロール
など、さまざまな面で衛生管理に配
慮した食品施設を提案し、「食品の安
全・安心」の確保を追求しています。
　さらに、省エネルギーや、環境負荷
低減に向けた提案にも積極的に取り
組んでいます。

　防犯に関してはドアや窓など開口部

の対策とともに、外構計画も重要な役
割を担います。
　当社では、「入りにくく」「逃げにくい」
外構を提案しています。
　なかでも、近年主流となっている
オープンな外構は、ガーデニングなど
きれいに手入れをすることにより、住ま
う方の建物管理能力と防犯配慮意識
の高さを示します。犯罪者は維持管理
が行き届いた空間での犯行を避ける
傾向を踏まえ、建物の配置に合わせた
良質な外構計画を提案していきます。

消費者・取引先から求められる
安全・安心な食品

　大和ハウス工業は、
1.防犯性能も、住まう人・財産を守る

上で基本性能の一つと認識せねば
ならない。

2.基本性能である以上、住宅を提供す
る側の判断で必要と思われる防犯
仕様を標準化すべきである。

※ 交差汚染：調理済みの食品が汚染度の高い原
材料などと交わって、微生物や病気因子などに
汚染されること。

防犯環境設計に基づく
外構提案

維持管理が行き届いた外構

食の安全・安心に向けて

日清ヨーク株式会社

防犯に配慮した住まいと街づくり

防犯配慮の住まいづくり
あらゆる角度から防犯に配慮した住
まいづくりをご提案します。

防犯性能の標準化

という考え方に基づき、2003年5月よ
り、『防犯配慮住宅』を全戸建住宅の
標準仕様としました。
　また、2005年1月以降、「防犯性能の
高い建物部品（CPマーク部品）」を1階
全開口部※1に標準採用※2しています。
※1  公的に侵入不可とされる小開口や一部の玄関

ドアを除きます。
※2  商品により一部異なります。

CPマーク
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防犯配慮の街づくり
安全で幸せな暮らしを守るためお客
さまに喜んでいただける街づくりに
取り組んでいます。

　防犯性能はもはや住宅が備えなけ
ればならない基本性能と言えます。
　「いざという時の備え」を重視しつ
つ、当社では一歩進めて、「いざという
時」はもちろん、日常生活にも役立つ
性能を兼ね備えていることが、防犯対
策に求められていると考えています。
　例えば、防犯ガラスは侵入盗を防ぐ
だけでなく、家庭内のガラス事故を防
ぐなど、長期的メリットがあります。
　また、防犯センサー付の玄関灯は、
暗くなると家人の帰宅時に反応し、明
るく出迎えてくれます。

　同志社山手 公園街区 みどりまちで
は、安全・安心な街づくりを進めるた
め、117世帯全てにホームセキュリ
ティを標準装備しています。

　各種センサーが不審者の家への侵
入を感知、またはガードセンターへ非
常通報することで、警備スタッフが急行
します。さらに街の出入口付近3ヵ所に
は防犯カメラを設置。警備スタッフの
巡回により街の安全を見守ります。
　また、公共の防犯灯に加え、各世帯
の外部照明を時間でセットできるタイ
マースイッチに接続することで、街全体
が一斉に自動点灯するように計画。夜
間も安全な街づくりを目指しています。

防犯だけで終わらない防犯対策を

同志社山手 公園街区 
みどりまち

団地内の防犯カメラ 警備会社が車で巡回

同志社山手 公園街区 みどりまちの街並

防犯センサー付の玄関灯

暗くなるとほんのり点灯

家人が帰ればふわっと明るく、家に入れば再び
ほんのり

一定時間以上とどまる人を不審者と認知して
フラッシング
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関連項目 フレンドリーデザイン

関連項目 第6回キッズデザイン賞を受
賞しました

住宅の資産維持に
つながる街並の保全を
サポート
資産価値を維持するため、街全体が
コミュニティとして有効に機能する住
環境形成に取り組んでいます。

　当社は、戸建住宅地「多摩ニュータ
ウン東山」において住民が中心となっ

てコミュニティを形成できる街づくり
を目指し、独立した自治会を発足しま
した。そのコミュニティ形成の核とな
る集会施設として【東山クラブハウス】
を建設。この施設は、管理者が半常駐
することにより全ての住民が日常的に
利用できる住民相互のふれあいの場
として期待されています。
　また、深度９０mから汲み上げる防災
井戸や防災トイレ、太陽光発電１０ｋｗ、
蓄電池２．５ｋｗ、備蓄倉庫などを完備
し、有事における防災拠点としての機
能も兼ね備えています。さらに、隣接

　2012年度は5作品でキッズデザ
イン賞を受賞しました。子どもの産み

育て支援デザイン　個人・家庭部門で
は「 家 族 の“ 絆 ”を育 む 家「xevo Li

（ジーヴォリアン）」が受賞。共働きの子
育て世代を対象とした住宅で、育児・
家事・くつろぎ・環境意識といった観
点の提案が盛り込まれています。
　また、当社がCSR活動として継続的
に取り組んできた「住環境教育DVD
学習教材「家づくり・街づくりを考える」
の制作・配付」は、未来を担う消費者デ
ザイン部門の最優秀賞である「消費者
担当大臣賞」を受賞しました。

「多摩ニュータウン東山」に
防災機能を併せ持つ集会施設
を建設

　当社では、ユニバーサルデザインの
基本要件である「使いやすさ」「わかり
やすさ」「安全性」に住空間との調和を
目指した「美しさ」を加えた「フレンド
リーデザイン」を基本として、さまざま
なアイテムを提案しています。
　例えば、高齢者の転倒予防や、女性
のロングブーツの脱ぎ履きなど、幅広

5年連続キッズデザイン賞を受賞

住宅の資産維持につながる街並の保全をサポート

少子高齢社会に向けた住まいと施設づくり

ユニバーサルデザイン
少子高齢社会には不可欠な「ユニ
バーサルデザイン」。いつでも暮らし
やすい住まいの実現に取り組んで
います。

フレンドリーデザイン

い層に向けた「スライドベンチ付き
シューズボックス」もその一つです。
ベンチは使用時以外は格納しておくこ
とができ、玄関をすっきりと見せること
ができます。
　また、安定した性能の確保を目指し

「フレンドリーデザイン評価会」を社内に
設置、独自の基準に基づいて新しいア
イテムの評価を行い、特に優れたものを

「フレンドリーデザインアイテム」として
認定しています。
開発したアイテム
に客観的な評価
を加えることで、
継続的な性能の
向上に取り組ん
でいます。

する里山の保全活動の拠点としても
利用できるよう広々とした土間スペー
スや水場、土間収納も完備しています。
今後は住民参加型の緑資産保全活動
に取り組む予定です。

「xevo Li（ジーヴォリアン）」

スライドベンチ付き
シューズボックス

東山クラブハウス

http://www.daiwahouse.co.jp/lab/tec/tec09.html
http://www.daiwahouse.co.jp/release/20120731120921.html
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関連項目 『ハッピーハグⅢ』

パフォーマンス報告

少子高齢社会の多様な
ニーズへの対応
多様化した暮らしに柔軟に対応でき
るライフスタイルを提案しています。

　少子高齢化とともに、2006年を
ピークに人口の減少が加速しています。

　出生率（少子化）は全国平均（1.29）
に対して大都市圏（東京 1.00／大阪 
1.20）が非常に低くなっていることか
ら、今後は大都市圏でのさらなる高齢
化が推測されます。
　しかし、高齢者には「住み慣れた場所
や家から離れたくない」「できるだけ自
宅で生活したい」という傾向があり、子
世代と同居する人々が減少しています。
　こういった現状を社会的な課題とと
らえ、当社グループでは高齢者に配慮
したハード面やソフト面におけるサービ
スを提供していきたいと考えています。

幸せを育む住まい
『ハッピーハグⅢ』
　2008年に誕生した、株式会社ベ
ネッセコーポレーション（以下ベネッ
セ）の「たまひよ」とコラボレーション
し、子育て家族をサポートする住まい

『ハッピーハグ』の第三弾として、従来
からのキーワードである「コミュニケー
ション」と「成長」に加え、「ママ」に注目
したハッピーハグⅢをご提案します。
　子どもの成長を一番に思うママ・パ
パがイキイキすることが、現代の子育
てには不可欠であり、家族みんなの笑
顔につながると考えました。子どもが
イキイキ健やかに育つことはもち
ろん、ママも、そしてパパもイキイキす
る提案を追加し、子育てと子どもの健
やかな成長を応援します。
　開発には、ベネッセが主催する日本
最大級の女性限定コミュニティサイト

（ウィメンズパーク）から得られた約
20,000人のリアルな意見を参考に、
家族みんなの笑顔が生まれる工夫を
盛り込んでいます。

超高齢社会への取り組み
（マンション）

　当社では、入居された高齢者に生活
支援サービスを提供する「サービス付
き高齢者向け住宅」の開設、支援に取
り組んでいます。
　2013年1月に、千葉県柏市にサー

【サービス付き高齢者向け住宅】
ユノトレメゾンかしわ

関連項目 医療・介護施設事業

　シルバーエイジ研究所は、高齢者医
療・介護施設を専門とするシンクタン
ク機能を果たし、これまでに医療・介護
施設のあり方や施設プランの企画提案
を総合的にプロデュースしてきました。
実際に現場で得た経験を研究にフィー
ドバックし、「理論」と「実践」を融合・集
積して、厚みのあるノウハウで、時代や
社会の変化にも柔軟に対応し、ニーズ
に応える事業提案を行っています。

【シルバーエイジ研究所】

　2012年7月、広島県広島市にサー
ビス付き高齢者向け住宅「ウエルビィ」
が開設されました。
　事業主であるサンキ・ウエルビィ様
は、高齢者向け住宅を中心とした複合
施設」が、「地域包括ケア」が注目され
る時代にマッチしていることはもとよ
り高齢者向け住宅の不足を痛感され
ていたことから、グループホーム・小

【サービス付き高齢者向け住宅】
ウエルビー江波

ウェルビィ江波

ビス付き高齢者向け住宅「ユノトレメ
ゾンかしわ」が開設されました。
　事業主である上尾中央医科グルー
プの株式会社プリオホールディングス
様は、病院、クリニック、老人保健施設
を持つ医療法人で、さらなる事業展開
として高齢者住宅事業への取り組み
を検討されていました。
　開設のポイントは「幅広い事業展開
を行っているグループの資源を活か
す」、「医療依存度の高い方も入居でき
る態勢を整えることで、老人保健施設
や特別養護老人ホームの退所者の将
来的な要介護レベルの変化にも対応
する」「施設ではなく住居としての建物
づくり」というものでした。
　これらのポイントを押さえたうえで、
敷地内のクリニック動線を考慮したプ
ランを提案し、2012年11月に竣工・
開設されました。
　今後も、当社は施設開設に伴う、企
画から運営までをトータルにサポート
していきます。

ユノトレメゾンかしわ

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20130225163957.html
http://www.daiwahouse.co.jp/business/silver/index.html
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　日本社会はすでに4人に1人が65歳
以上です。今後もますます増え続けて
2035年には3,700万人を越え、3人
に1人が高齢者という超高齢社会の到
来が予測されています。

　ロボット事業の理念は、「ノーマライ
ゼーション社会の実現」です。身体に
障がいがあっても、高齢になって身体
が不自由になっても、尊厳を保持し、持
ち合わせた能力を活用し、自立した生
活を営み社会に参加しつづける「誰も
が普通に暮らせる社会」を目指してい
ます。
　現在は高齢者や障がいを持つ方の
自立動作のアシストをする「ロボット
スーツHAL®福祉用」、世界で最もセラ
ピー効果のあるロボット「パロ」、自動
排泄処理ロボット「マインレット爽」な
どが中心ですが、今後はロボット技術
の可能性とさまざまな技術を連携さ
せ、医療・介護、福祉分野のみならず、
住まいや暮らしの多様な場面でロボッ
ト事業を広く展開していきます。

ヒューマン・ケア事業推進部で
高齢者事業を展開
　これまで各事業部で取り組んでいた

「医療・介護施設」の建築事業を横断
的に推進し、さらに成長市場であるロ
ボット事業を組み入れ、一体的かつ複
合的な事業推進に取り組んでいます。

高齢者住宅事業の強化
とロボット事業への参画
医療や介護、福祉分野で高齢者の安
心・安全・快適をサポートします。

※ エイジング・イン・プレイス：年齢を重ねても、
住み慣れた地域・住み慣れたわが家で、いつま
でも健康でいきいきした生活を続けるための
環境づくり

メンタルコミットロボット　パロ

ロボットスーツHAL® 福祉用
『CYBERDYNE』、『ROBOT SUIT』、『 ロ ボット
スーツ』、『ROBOT SUIT HAL』、『ロボットスー
ツ HAL』、『HAL』、『Hybrid Assistive Limb』は、
CYBERDYNE株式会社の登録商標です。

「メンタルコミットロボット」は独立行政法人産業
技術総合研究所の登録商標です。

「パロ」は株式会社知能システムの登録商標です。

■  医療と介護が連携した安全・安心の
高齢者住宅の提案 

（医療・介護支援室）
　エイジング・イン・プレイス※を基本
理念に、自立高齢者の新しい住まいを
創出し、医療介護と連携した高齢者支援
サービスを提供する「サービス付高齢
者向け住宅」の建設を提案しています。

■  「ノーマライゼーション社会の実現」
を目指してロボット事業を展開

　わたしたちはIRT（インフォメー
ション・ロボット・テクノロジー）によっ
て、さらに高度に安全・安心・快適を追
究し、健康や家事など生活全体を支援
し、QOL※を高め、誰もが心豊かに暮
らすことができる環境づくりを目指し
ます。
※ 物質的な豊かさだけでなく精神面を含めた生

活全体の豊かさとそれらの自己実現を含めた
考え方。

医療介護支援室

規模多機能施設・訪問介護事業所併
設のサービス付き高齢者向け住宅を
開設することとなりました。
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ホルムアルデヒドの放散量と等級区分

放散量 等級区分 規制対象となる内装仕上げ材が
使用できる面積

少ない

⇔

多い

F☆☆☆☆ 使用制限なし
F☆☆☆ 床面積の2倍以内
F☆☆ 床面積の約0.3倍以内
F☆ 住宅には使用不可

パフォーマンス報告

空気環境への配慮
換気対策と建材対策でお住まいの皆さま
に優しい最適な空気環境を実現します。

　当社では、建材から放散されるホル
ムアルデヒド等のVOC（揮発性有機化
合物）が原因となり、住宅に入ると頭痛
などが発症するシックハウス問題に対
し、1996年より業界に先駆けて建材
対策を実施、VOCに配慮した健康住
宅仕様を標準として採用しています。
　2012年度は、各建材のVOC使用

状況について書類確認を進めるととも
に、内装材などの主な建材については
チャンバー試験※による確認・検証を
実施。一部の建材について、ホルムア
ルデヒド不使用部材へ切替えました。
　今後も、建材対策を進め、一定数の
物件において建物での濃度測定を実
施します。また、住宅事業においては、
より健康に配慮した商品をご提案する
ため、空気質に重点を置いた仕様の開
発を進めています。
　室内空気質の化学物質濃度をでき
るだけ低減するため、より低VOCの建
材や、効果的な換気システムをご提案
できるよう取り組んでいきます。

健康住宅仕様の採用と、
室内空気質改善の取り組み

※ チャンバー試験
20Lの小形チャンバーを用い、2時間に1回、
チャンバー内の空気が入れ替わるように空気
を供給する（換気回数0.5回/hr）。チャンバー
出口から排出されてくる空気を捕集し、建材か
ら放散される化学物質を分析する。

ホルムアルデヒドを放散する建築材料については、建築基準法でその放散量について区分され、区分によ
り使用できる面積が制限されています。

健康に配慮した住まいづくり

小形チャンバー法によるVOC放散測定実施状況

空気質に配慮した健康配慮仕様（低ホルムフロー
リング、塗壁等の設定）物件の内観健康住宅仕様（鉄骨系戸建住宅、賃貸住宅）

部位 建材・施工材 対象VOC ダイワハウスの対策内容

天井 仕上材 クロス ホルムアルデヒド F☆☆☆☆
トルエン、キシレン 不使用

クロス用接着剤 室内空気質指針値策定13物質 不使用

壁

仕上材 クロス ホルムアルデヒド F☆☆☆☆
トルエン、キシレン 不使用

クロス用接着剤 室内空気質指針値策定13物質 不使用

インテリアドア
化粧面材 ホルムアルデヒド F☆☆☆☆
化粧シート トルエン、キシレン 不使用

可塑剤 不使用（オレフィン系シート）
巾木・窓額縁 化粧シート トルエン、キシレン 不使用

可塑剤 不使用（オレフィン系シート）

床
仕上材 フローリング ホルムアルデヒド F☆☆☆☆

トルエン、キシレン 不使用
下地材 合板 ホルムアルデヒド F☆☆☆☆パーティクルボード

床下 床下 大引・床束 クロルピリホス、木材保存剤 鋼製大引、鋼製床束を採用のため不使用
土壌 防蟻シート クロルピリホス（防蟻剤） 非有機リン系薬剤使用防蟻シートを採用のため不使用

内部階段 階段材 合板、MDF、化粧シート ホルムアルデヒド F☆☆☆☆
トルエン、キシレン 不使用

住設機器・収納

キッチンセット

扉・キャビネット・棚板
ホルムアルデヒド F☆☆☆☆洗面化粧台

シューズボックス
トイレ収納カウンター

トルエン、キシレン 不使用押入 中段・枕棚
住設機器

その他
現場施工用接着剤（フローリン
グ、キッチン前化粧板等） 室内空気質指針値策定13物質 不使用
工場生産品用接着剤（外壁、床、屋
根、間仕切り等） 室内空気質指針値策定13物質 不使用
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関連項目 森林住宅友の会「スローナ倶
楽部」

関連項目 ダイワハウスの森林住宅地

　2003年に建築基準法が改正され、
24時間換気設備の設置が義務化され
ました。
　また、健康に関する社会的ニーズ、
特に室内の空気質に対する関心も
年々高まっています。室内で発生する
ハウスダストやペット臭、また屋外から
侵入する花粉やPM2.5などの微粒子
など、室内にはさまざまな空気汚染物
質が存在します。これらを総合的に低
減し、空気清浄へのニーズに応えるた
めに、当社は空気清浄機「換気浄化ef」
を開発しました。

空気清浄機「換気浄化ef
（イーエフ：Excellent Fresh）」
の開発

　四季折々の表情を身近に感じられ
る大自然の中で、豊かな時間を過ごし

健康や自然を志向したスローライフをサポート

別荘ライフや田舎暮らし
をサポート（森林住宅地）
時代にふさわしいライフスタイルの
一つとして、森林住宅地での暮らしを
提案しています。

豊かな自然に囲まれた環境の
中で、都会並みのインフラを
整えた森林住宅地を展開

ていただきたい。当社はそんな願いの
もと、1973年から全国14ヵ所で森林
住宅地を展開しています。森林住宅地
はそれぞれに雄大な山、美しい海、静
かな湖などの自然との共生を図りなが
ら、舗装道路や上・下水道などのライ
フラインも完備しています。ほとんど
の分譲地が温泉付きで、常駐管理員に
よる巡回点検や道路、公園などの維持
管理、街路灯の設置など、オーナー様
の安全・安心にも配慮しています。
　また、ガーデニングなどの趣味を楽

ロイヤルシティ阿蘇一の宮リゾートの街並み風景

換気浄化ef

換気浄化ef 24時間換気システム

しむセミナーやオーナー会などのイ
ベントも実施。自然に包まれてゆった
り暮らす永住地として、また、都会の喧
騒を離れて休日を過ごす別荘地とし
て、スロー＆ナチュラルライフを提案し
ています。

管理員が巡回点検業務を行っているので留守中
も安心

ガーデニング講習など定期的にオーナー会を実施

http://www.daiwahouse.co.jp/shinrin/
http://www.daiwahouse.co.jp/shinrin/slowna/index.html
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当社スマートハウスの概念図

関連項目 NAS ホームページ

パフォーマンス報告

健康志向の
ライフスタイルを支援
（スポーツクラブ事業）

自身の体力にあった健康づくりを促
す生活改善プログラムに取り組んで
います。

　近年、過食と運動不足により健康を
害する方が増加しているなか、運動の
重要性は従来にも増して高くなってき
ています。スポーツクラブNASでは全
てのお客さまが心身ともに健康で豊
かな生活を過ごしていただくために安
全で楽しみながら目標が達成できるよ

スポーツを通じて皆さまの
健康増進に寄与します

うなプログラムをご用意しています。
　運動への一歩が踏み出せない多く
のお客さまのために、NASオープンカ
レッジ※1をご用意し、多くのお客さま
よりご好評をいただいています。さら
に、60歳以上のお客さまの健康増進・
生きがい作りを目的に、NASロイヤル
サポーターズ倶楽部※2をご提案する
など、より多くの皆さまの健康増進に
貢献します。

　東京都武蔵野市において、高齢者を
対象に歩行測定会を定期的に開催し
ています。あわせて高齢者筋力向上
プログラム事業、「武蔵野市健康積立
預筋」を担当し、高齢者の自立支援の
お手伝いをしています。
　千葉市ではチャレンジ運動講習会
を担当し、市民の皆さまに元気で歩き
続けるための知識と実践を身につけ
ていただけるよう務めています。
　また、高齢
者施設での健
康セミナーや
地域指導者の
講習も担当し
ています。

「高齢者の健康づくり」

※1 NASオープンカレッジ
誰もが気軽にさまざまな運動レッスンを楽し
めるもので、スタジオ・ジム・プールにおける
さまざまなレッスンを短期・安価・分かり易
い内容で提供。

※2 NASロイヤルサポーターズ倶楽部
60歳以上のお客さま専用のお部屋を拠点
に、健康講座・運動・体力測定・地域児童へ
のボランティア活動を実施。

「サービスインフラ」と
して住まいのあり方を
追求
住宅におけるオープンな通信環境の
構築や、異業種とコラボレーションし
たサービス開発を進めていきます。

　近年省エネ・創エネの視点からス
マートハウスの認知度も高まってきま

スマートハウスの共通基盤
（プラットフォーム）開発

通信インフラの構築に向けて
したが、本来は防犯や福祉・健康等、
様々な生活サービスを提供するため
の共通基盤（プラットフォーム）を意味
します。
　当社では、スマートハウスの共通基盤

（プラットフォーム）となる宅内通信シ
ステムの標準化や、異業種とのコラボ
レーションを通じた新たなサービス提
案などに積極的に取り組んでいます。

　スマートハウスの研究成果を、当社
住宅商品に搭載したホーム・エネルギー・
マネジメント・システム「D-HEMS」とし
て実用化しました。家電・設備機器の
国際通信規格であるECHONET（lite）
を採用したコントローラー（ホーム
サーバー）を中心に、さまざまな機器
や表示端末を選択できる汎用性の高
いシステムとなっています。

スマートハウスの実用化
（当社住宅商品での「D-HEMS
（ディーヘムス）」開発）

筋力向上プログラムで
レッスンを行う様子

http://www.nas-club.co.jp/
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関連項目 クライシスマネジメント

　スマートハウスのシステムを活用し
た生活サービスの一つとして2008年
に緊急地震速報システムの開発を行
い、当社の全支店・工場に展開しまし
た。日々の防災意識の啓発に加え、東
日本大震災の際には実際の避難行動
にも活かされました。
　このシステムは、OSGi※に準拠した
ホームサーバーとセンター設備の整備
によって、遠隔管理を容易に行えます。

緊急地震速報システムの社内
展開

気象庁 地震計 

受信装置 

二次配信サーバー 
全国放送設備等 

センターサーバー 

地震アプリの配信 

システム管理 

（ホームサーバー内蔵） 

（約 1,000 ヵ所） 

オペレーター 

地震 
発生 

地震発生！ 
あと10秒！ 

※ OSGi：標準化団体である「OSGiアライアンス」
において仕様が策定されたJava言語に基づく
オープンなソフトウェア部品化技術です。この

技術を使用することで、ネットワークを介して
さまざまな端末のソフトウェアを動的に追加・
更新することが可能です。

「住まい」の質の向上
中国、ASEANにおけるにおける住環
境のニーズが多様化し、「量」から

「質」への転換期を迎えていることから
「快適な住まい」の提供に貢献します。

　当社グループは1983年から中国で
事業を展開しています。中国はこれま
で住宅ストックの充足を優先してきま
したが、量から質への転換期を迎える
と同時に、今後は省エネルギー化や環
境負荷の軽減が求められています。
　当社グループは、施工品質のばらつ
き・入居後のアフターメンテナンス・
瑕疵に対する責任分担といった、これ
まで中国の住宅事情が抱えていた問
題点を、日本で培ったノウハウと技術
を応用して改善し、中国の住宅産業に
貢献します。

分譲マンション事業へ取り組む
背景

世界に向けての取り組み

　成長著しいＡＳＥＡＮ諸国では、今後
住宅需要がさらに高まり、短工期、高

確かな品質へのこだわり

品質といった特長を持つ工業化住宅
に対する潜在ニーズが存在しており、
現在マレーシアで駐在員事務所を設
立し、研究を行っています。
　また、海外で工場や物流施設等を検
討されている企業様に安心して進出し
ていただけるような事業環境を整える
ため、ベトナムやインドネシアでの工業
団地の開発にも着手しています。

　当社が創業100周年を迎える2055
年には、現在70億人の世界人口は90
億人を超えると言われています。市場
拡大の経済メリットがある一方で、私
たちは環境問題の深刻化、高齢化社
会の加速、資源や食糧不足などの社会
的課題に直面しつつあります。これら
の課題に対応すべく、当社は社会に不
可欠なことは何かを考え、世界に向け
て事業を推進していきます。

世界のニーズに応えるために
筋力向上プログラムで
レッスンを行う様子

ベトナム ロンドウック工業団地工事風景

中国で建設したモデルハウス（マレーシアでも
モデルハウスを2013年中に公開予定）

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/base/crisismanagement.html
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社 会 との共創共生

社会貢献活動【総括】
当社グループにおける2012年度の
社会貢献活動件数や、その内訳をご
紹介します。

　当社グループでは、社会貢献活動を
行うにあたっての基本的な考え方として

「社会貢献活動理念」を掲げています。
環境・社会との共生を念頭に置き、社会
全般の発展と生活環境の向上に貢献
することを理念としています。
　さらに、活動の主体となる従業員に
対する呼びかけのメッセージとして、

「社会貢献活動スローガン」を掲げて
います。このスローガンでは、環境・福
祉・教育の3分野を活動の重点分野と
し、地域との関わりを大切にしながら
ニーズを把握し適切に応え、社会全般
の発展と生活環境の向上に貢献する
ことを宣言しています。そして、従業員
一人ひとりが活動を通じて、お客さま
や取引先、行政、NPO・NGOなど多
様なステークホルダーと対話しなが
ら、自己成長に努めることを宣言して
います。
　今後も皆さまのご意見を取り入れ、
よりよい社会を共に創り、共に生きる
活動を継続していきます。

社会貢献についての考え方

地域社会への社会貢献活動

パフォーマンス報告

社会貢献活動
理念

社会貢献活動の3本柱

社会貢献活動
スローガン

教育

環境

福祉

教育 環境保全福祉

「環境」

「福祉」

「教育」

私たちは、自然環境との共生を目指し、様々な環境保全活動に
取り組みます。

私たちは、福祉施設などの支援を通じて、
地域の方々との交流を図ります。

私たちは、こどもたちが自主的・自発的
に考え、学ぶ機会を提供します。

社会貢献活動 理念
大和ハウスグループは、環境・
社会との共生を念頭におき、企
業市民としてさまざまな社会貢
献活動を継続的に行い、社会全
般の発展と生活環境の向上に貢
献します。

社会貢献活動 スローガン
私たちは、環境・福祉・教育
の三分野を中心として、地域
や社会が望んでいる社会貢献
活動に積極的に取り組みます。
また、社会貢献活動を通じて、
私たち一人ひとりの自己成長
に努めます。

「社長表彰制度」の評価基準
項目 内容

地域密着度 活動によって地元のコミュニティとの共生がいかに深まっているか

オリジナリティ 活動内容のアイデア・自主性・自発性がいかに優れているか

地元団体との協働状況 地元のNPO・NGOといった組織との連携がどの程度進んでいるか

幅広い参加状況 活動ごとの社員の参加率がいかに高まっているか

活動バリエーション 教育・福祉・環境を中心に広範囲な分野の活動を実施しているか

定量評価 活動の目標や効果測定を具体的な数値目標を設定して実施しているか

社会的課題への貢献度 自己満足に陥らず社会の課題を意識して実施しているか

制度名 創設月日

「ボランティア休暇制度」
の創設 （2005年 4月）

「社員募金制度」の創設 （2005年10月）

「社会貢献推進委員」の
選任 （2006年 4月）

「社長表彰制度」の創設 （2007年 9月）

「活動費用負担制度」の
創設 （2008年10月）

　大和ハウス工業では、従業員が積極
的に社会貢献活動に参加できる環境
を整備し、さまざまな制度を導入して
います。

社会貢献活動に関する諸制度社会貢献活動に関する諸制度

　当社の全事業所を対象に、1年間
（10月1日〜翌年9月30日）の活動状
況を、右記の評価基準に沿って評価
し、優秀事業所を選定しています。
　2007年から毎年1月に社長表彰を
行っており、2012年度は優秀事業所
として2事業所を選定しました。

社会貢献活動の「社長表彰制度」
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（25.1%）
教育支援

（16.2%）
地域共生（清掃）

（16.2%）

地域共生
（清掃
以外）

（10.8%）

（8.5%）

人道支援

（8.0%）
環境保全

社会福祉

（3.0%）
災害被災地支援

（12.2%）
国際協力

1,356件

220

219

341
115

109

146

165
41

■ 仙台支社
　さまざまなステークホルダーと連携
した活動を行っており、特に小学校で
は出張授業で建設業を営む当社なら
ではの取り組みとして、ボーリング調
査※を活用した「地質学」を教育した。
　また、周辺環境との調和を目指し、
工事現場の仮囲いにこどもたちが描
いた絵を展示するなど、「事業を活か
した社会貢献活動」を数多く行ってい
る点を評価した。

2012年度優秀事業所

■ 三重工場
　工場内の貴重な生態系を持つ調整
池について、大学と連携した調査や、
池の水を抜き底に溜まった泥などを取
り除く「池干し」を行い、生物多様性の
保全に努めた。
　また、工場の遊休地を利用して畑を
つくり地域の児童を招いて「芋堀り体
験」の機会を提供するなど、工場の強

みを生かし、ステークホルダーと協力
したオリジナリティの高い活動を行っ
ている点を評価した。

社長表彰を受けた事業所の従業員

※ ボーリング調査：地面を堀り地盤の強度・地質
等を測定する調査

　大和ハウスグループで実施された
2012年度の活動件数は1,356件とな
り前年比で11％の減少となりました。
　活動の割合としては、教育支援活動
が25.1％と最も多くを占めています。
また、活動分野別に経年比較すると、
東日本大震災から一年を経過したこと
もあり、災害被災地支援分野の活動が
減少しています。地域の活動において
は、清掃活動が減少した一方で、文化・
芸術支援や健康・スポーツについての

社会貢献活動の総括
活動が増加しました。
　大和ハウス工業で実施された2012
年 度 の 活 動 件 数 は675件となり、
2011年度に比べて8％の減少となり
ました。エンドレス募金※の実績につ
いては、昨年度を上回る金額を集める
ことができました。一方で、ボランティ
ア休暇の取得率7.7％であり、前年度
より4.8％減少し、目標値である20％
を大きく下回りました。
　グループ全体として2013年度は、

　活動件数よりも、活動の内容を充実
していく必要があると認識していま
す。また大和ハウス工業では、より各
事業所での活動を充実させ、多くの従
業員が活動に参加できるようにする必
要があると認識しています。そのため
にも、CSR推進担当者に対し、活動の
先進事例等の情報共有を積極的に
行っていきます。
※ エンドレス募金：社員が身近に参加できる社会

貢献活動として、毎月定額を募金できる取り組
み。（詳細はP.53をご覧ください）

項目 2010年度実績 2011年度実績 2012年度実績

社会貢献活動件数

ハウス事業所 541件 656件 573件

ハウス本社 40件 81件 102件

グループ会社 1143件 795件 681件

合計 1,724件 1,532件 1,356件

ボランティア休暇取得日数 1,769日 1,640日 1,038日

（ボランティア休暇取得率※） 13.4％ 12.5％ 7.7％

エンドレス募金　合計金額 ¥8,431,777 ¥9,799,203 ¥10,797,017

※ ボランティア休暇取得率は、取得日数を当期末人員で除して算出

2012年度の社会貢献活動内訳
（大和ハウス グループ全社での活動：1,356件）

（24.9%）
教育支援

（15.1%）
地域共生（清掃）

（16.8%）

地域共生
（清掃
以外）（9.0%）

（10.0%）

人道支援

（8.3%）
環境保全

社会福祉

（15.9%）
国際協力

1,724件

260

289

429
172

144

156

274

2010年度の社会貢献活動内訳
（大和ハウス グループ全社での活動：1,724件）
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2011年度の社会貢献活動内訳
（大和ハウス グループ全社での活動：1,532件）
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社 会 との共創共生

関連項目 SAKURA PROJECTとは

社会貢献活動【環境】
自然環境との共生を目指しさまざま
な環境保全活動に取り組みます。

　SAKURA PROJECTは「未来へつ
なぐ、和の心」をスローガンとして、全
国の小学校を中心に「桜の植樹」と「和
楽器の視聴＆和太鼓演奏」をこどもた
ちが体験するプロジェクト。「和楽器」と

「桜」に実際にふれてもらうことで、次
世代のこどもたちに『和の精神や文
化・自然の素晴らしさ』を伝えていく
のが目的です。
　この活動は、当社の環境配慮型住宅

「xevo（ジーヴォ）」を中心とした、環境配
慮商品の売上げの一部を通じて全国の
事業所が実施している、お客さまと共に
進めるプロジェクトで、2012年度は全
国34ヶ所で実施することができました。
　 阪 神 支 店 で は、2013年1月24日

（木）西宮市立瓦林小学校にて開催。4
年生から6年生の総勢410名のこども
たちが参加し、双子の和楽器奏者AUN

（あうん）の三味線・篠笛・和太鼓の生
ライブを楽しんだ後は、こどもたちも
和太鼓の演奏にチャレンジしました。
　後半の植樹式では、校庭の一角にお
いて4年生の皆さんと一緒に3本のヤ
マザクラを植樹し、最後に記念のプ
レートを設置。こどもたちにもイベント
実施を記念した桜の定規や植樹証明
書をプレゼントし、桜の植樹を通じて自
然環境の大切さを伝えていきました。

日本の美しい春景色と
和楽器の素晴らしさを
次世代に受け継いでいく
SAKURA PROJECT

パフォーマンス報告

「大きく育って」と願いを込めて苗木を植樹

ほとんどのこどもたちが初めての太鼓体験

植樹を記念してプレートを設置

最後にクラス単位で記念撮影

　当社グループの大和物流では2012
年夏に全国5ヶ所の事業所で「グリーン
カーテン」をつくる活動を実施しまし
た。この活動は、建物の壁面を植物の
葉やツルで覆うことで、直射日光を遮る
とともに、植物の蒸散作用により室内
の温度上昇を抑え、ひいてはCO2削
減・節電することを目的としています。
各事業所では従業員が工夫し、楽しみ
ながらゴーヤやアサガオなどの植物を
育て、実や種を収穫しました。さらなる
削減を目指し、大和物流では今後もこ
の活動を継続していく予定です。

事業所の壁面緑化で節電促進

栃木北営業所では前年度に収穫した種を利用し
て実施

担当者の声

　こどもたちの喜ぶ笑顔に、たくさん
の元気をもらい、とても素晴らしい体
験をさせてもらいました。
　桜の成長と共に、こどもたちの自然
環境を大切にする気持ちも育っていっ
てほしいと願っております。今回の

「SAKURA PROJECT」を通じて、改め
て地域の皆さまに支えられていること
を感じました。
　今後も、このような植樹活動と和楽
器体験を通して、未来を担うこどもた
ちに日本文化の素晴らしさや美しさ、
自然環境の大切さを積極的に伝えて
いきたいと考えています。

阪神支店 支店長

和田 哲郎

担当者の声

　「TOCHIKITA グリーンエコ大作戦 
2012」として、グリーンカーテンづく
りに挑戦しました。その効果で、暑い
日が続いたにもかかわらず、事務所内
は快適で、7月には前年比約20％の節
電を達成することができました。窓に
広がるグリーンのカーテンに清々しい
気分で仕事に打ち込め、また実った
ゴーヤを食べることで夏バテ防止にな
り、1人も熱中症にならずに夏を乗り
切ることができました。
　今年度も　「全員参加で　エコ活
動！」を合言葉に、活動を実施していき
ます。

栃木北営業所  
所長

押田 正広

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/contribution/sakura/sakura-project/index.html


48

　滋賀支店は、2012年7月から8月ま
での間、公益財団法人淡海環境保全
財団滋賀県地球温暖化防止活動推進
センター主催の「おうみ節電アクション
プロジェクト」に参加しました。同プロ
ジェクトは、県内企業、団体などが一体
となり、各家庭で使用する電力につい
て、知恵と工夫で「前年同月の使用電
力からどれだけ節電できたか」に挑戦
するものです。今回は70名の従業員が
参加した結果、推進センターから滋賀
支店に「多くの社員が家庭内で節電行
動を呼びかけ、CO2排出に貢献した」
として感謝状を授与されました。今後
も同様の活動について全員参加で取り
組んでいきます。

2012夏 おうみ節電アクション
プロジェクトへ参加

参加数の多かった団体に感謝状が贈呈された報
告会（滋賀支店 吉岡支店長（当時）は前列右から
4番目）

社会貢献活動【福祉】
福祉施設などの支援を通じて、地域
の方々との交流を深めています。

　横浜北支店は、2009年度からピン
クリボン運動に取り組んでいます。
　2012年度は従業員やお客さまを対
象に、母の日にかけてピンクリボン運
動※1を実施しました。支店内の社会貢
献活動を展示するコーナーをピンク
色の花で飾り、「乳がんの検診を受け
ましょう」と記載したメッセージカード
を作成してお客さまに配付しました。
　そのほか、来店したこどもたちのた
めに、折り紙で「カーネーションの作り
方」を展示。
　また、父の日にはイエローリボン運
動※2を実施。折り紙で黄色い花をつく
り従業員の父親へ贈る活動を企画し、
約120名が参加しました。

ピンクリボン、イエローリボン
運動

※1  ピンクリボン運動：乳乳がんの正しい知識を
広め、早期発見、早期診断、早期治療の大切
さを伝えることを目的として行われる運動

※2  イエローリボン運動：障がい者権利条約の国
内批准促進と、障がいのある人びとの社会参
加推進を目指す運動

母の日に向けてピンクリボン運動を準備

　豊田支店は、福祉への活動をさらに
推進するため、社会福祉協議会の協力
を得て、2012年11月に支店周辺の福
祉施設を訪問しました。支店からは在籍
者の7割を超える57名が参加しました。
　これまでの切手による福祉施設への
寄付などから一歩進め、施設内の清掃

福祉施設への訪問・交流

や、利用者さまとの積極的な交流をし
たことで、より福祉の現場を知ることが
できました。
　従業員の中には福祉施設を初めて
訪問する者もおり、貴重な体験の場と
なった一方、福祉施設の方からは「利
用者さまは普段身体を動かす機会が
少ないので、一緒に散歩ができて喜ん
でいると思います」とのお言葉をいた
だきました。

利用者さまと一緒に施設内を散歩

当日は57名の従業員が3ヵ所の福祉施設を訪問

担当者の声

　福祉施設の訪問は今回が初めてと
いうこともあり、事前に社会福祉協議
会の方にボランティアについての講習
をしていただき、その後３ヵ所の施設
にわかれて活動しました。
　施設の都合上、施設見学のみとなっ
てしまったグループもありましたが、
利用者さまとの交流の中で「ありがと
う」と暖かい言葉をいただき、参加者
全員が貴重な経験をすることができま
した。

豊田支店 総務課

坂本 裕美
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社 会 との共創共生 パフォーマンス報告

社会貢献活動【教育】
こどもたちが自主的、自発的に考え、
学ぶ機会を支援します。

　当社グループのロイヤルホームセン
ターは、全国各地の店舗で地域の中学
校のインターンシップに協力し、学生を
受け入れています。2012年度は、100
件以上の中学生の職業体験を受け入れ
ました。学生たちに商品陳列、レジでの
商品袋入れ、接客、清掃業務等を体験し
てもらい、体験学習を通して、仕事の尊
さ、厳しさ、喜びを学んでもらいました。
　成長期にある学生が自分で選んだ
活動や体験を通して豊かな感性や創
造性を高め、自分なりの生き方を見つ
けることができるように支援すること
で地域社会に貢献しています。

「社会勉強の場」を提供

レジで手伝う学生

　仙台支社は、地域の方とのつながり
を大切にすると共に、建設現場の美観
および周辺環境との調和を目指し、近隣
にある七北田小学校6年生の描いた絵
をマンション建設現場の仮囲いに掲示
しました。子どもたちは卒業記念の活動
として、絵の制作に熱心に取り組み、よ
い思い出になったと喜んでいました。
　2013年秋まで掲示予定です。

地元地域の小学生の絵を掲示

自分たちの描いた絵と記念撮影

　振り込め詐欺の手口は年々、巧妙化
してきており、新聞やテレビ、警察庁な
どで注意を呼びかけていますが、その
被害は増え続けています。
　長野支店では、長野県警察本部によ
る「振り込め詐欺防止アドバイザー」を
受嘱し、特にご高齢のオーナーさまに
対して啓発チラシを営業活動中に配付
しています。オーナー会報誌「憩」にも
活動状況を掲載し、注意喚起を促しま
した。
　その結果、2012年度は当社オーナー
さまにおける被害発生は0件でした。

「振り込め詐欺防止」の
取り組み

詐欺被害防止のしおり

　当社グループでは、「共創共生」の
基本姿勢のもと、人命尊重の企業文化
を育てるために、AED（自動対外式除

AEDの設置を通じ、人命尊重の
企業文化を醸成

AEDの設置

※ 自動体外式除細動器（じどうたいがいしき
じょさいどうき、Automated External 
De_brillator, AED）：
心室細動の際に機器が自動的に解析を行い、
必要に応じて電気的なショック（除細動）を与
え、心臓の働きを戻すことを試みる医療機器。

細動器）※の設置を進めています。日
本全国のリビングサロンをはじめ、ホ
テル、ショッピングセンター、スポーツ
クラブなどグループ全体で、およそ
300ヵ所、年間延べ約8,000万人の
方々と接する機会があります。
　私たちの施設に訪れる方はもち
ろん、近隣の方を含め、万一の事態に
備えることは社会的な使命であると考
え、ADEの設置とともに、救命にあた
る人財の育成に努め、安心して暮らせ
る社会の実現に貢献していきます。
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　沖縄支店は、県産業・雇用拡大県民
運動推進本部が主催する「グッジョブ！
サマースクール」に参加し、「夢」につい
ての授業を担当しました。これは、「お
しごと」を体験できる講座を通じて、子
どもたちに「働くこと」「大人になるこ
と」に興味や憧れを持ってもらうことを
狙いとしたものです。
　当社従業員は7月29日の2コマで、
小学校高学年から中学生までの親子
を対象に、「あの人にピッタリなお家
は！？」という授業を行いました。パネル
や住宅模型を展示し、ホームページで
当社の説明を行ったあと、住宅の間取
り選択やトイレ・キッチン・床・外壁の
色などのバリエーションをプリントした
ものを切り貼りし、プレゼンボードを作
成してもらいました。家族みんなで住
みたい家、将来こんな家に住みたい家、

「おじー」「おばー」にプレゼントしたい

職業教育イベントに参加

　「青少年のための科学の祭典」（主催
（財）日本科学技術振興財団）が全国で
開催され、武蔵野支店が東京大会in 
小金井に出展し、ロボットスーツ「HAL」
とメンタルコミットロボット「パロ」※を
展示しました。
　多数の企業や団体がイベントに参
加する中、当社のブースでは来場者が
途絶えることなく、大盛況となりました。

「パロ」と触れ合ったり、「HAL」のデ
モンストレーションを見てもらうこと
で、たくさんのこどもたちに科学を通
じて「夢」を与えることができました。

科学の祭典出展

授業時の様子

　阪神支店は、兵庫県下公立中学校2
年生を対象に、学習の場を学校から地
域社会へと移し、学校・家庭・地域が
協働し「生きる力の育成」を目的とした
活動「トライやるウィーク」に今年も協
力しました。
　2012年は5月17〜18日に瓦木中
学校、5月24〜25日に甲武中学校の
学生それぞれ2名を受け入れました。
学生たちは、1日目に当社の総合技術
研究所で耐震技術や植物工場ユニット

「agri-cube（アグリキューブ）」などに
触れ、とても生き生きとした表情で見
学していました。2日目は、支店内で

「トライやるウィーク」に協力して

自分達が作った模型と一緒に記念写真 「パロ」の説明を行う当社従業員

※ メンタルコミットロボット「パロ」はギネスブック
（2002年）にも認定されている「世界でもっと
もセラピー効果があるロボット」です。

家など、参加した子どもたちは自分な
りのイメージを膨らませていました。
設計士・インテリアコーディネーターの

「おしごと」を少し体験する機会を提供
できました。

xevo模型の作成や封筒の宛名貼り作
業などを行いました。地味な作業にも
関わらず、一生懸命仕事に取り組んで
くれて、仕事の大切さや辛さ、楽しさを
体験してもらいました。

担当者の声

　会場となったオープン教室では、ダイワマンの看板やメンタル
コミットロボット「パロ」※の展示を行いました。場が和んだところ
で授業を開始し、住宅設計の概要を簡単に説明すると、こどもた
ちは目を輝かせていました。自分の服選びをするように、外壁や
床の色を決めたり、「おじー」「おばー」の部屋を真剣に考えている
こどもたちが印象的でしたね。時間が短かったせいもあり、プレ
ゼンボード作成はぎりぎりでしたが、皆さん集中して楽しんでい
ました。
　こどもたちにとってこの経験が少しでもお役に立てば幸いです。

※ メンタルコミットロボット「パロ」はギネスブック（2002年）にも認定されている「世界でもっともセ
ラピー効果があるロボット」です。

沖縄支店　 
住宅設計課

田島 真樹
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社 会 との共創共生 パフォーマンス報告

　九州工場は、毎年秋に開催されてい
る「水巻町コスモスまつり」で、会場の
一画をお借りしてコスモスを栽培して
います。
　活動は5回に分け、畑の開拓、種植、
草取り、そして苗の移植などを行いま
した。今回はボランティア休暇を取得
して活動に参加することを目標にして

「コスモスまつり」に参加

社会貢献活動【その他】
地域社会に支援し、豊かな社会を
目指します。

　当社グループの大和情報サービス
は、藤沢市役所こども健康課と協働し、

「妊産婦ほっとスペース」の活動を支援
しました。直営ショッピングセンター

「湘南モールフィル」にある「コミュニ
ティホール」を無償で提供し、妊婦や生
後4か月以内の子を持つお母さまが集
まり、子育ての悩みをお互いに打ち明
けたり、助産婦のアドバイスを聞くなど
育児相談の機会を作る活動をサポー
トしました。毎月第3月曜日の11：00
〜 14：00に、湘南モールフィル内「コ
ミュニティホール」で開催し、多い時に
は1回約30組程度の母子にご参加い
ただき、お母さま同士のコミュニケー
ションの場としても好評でした。

子育て支援

　三重工場は、2012年7月28日に、
同工場がある菰野（こもの）町内の小
学校へ呼びかけを行い、夏休み工作用
材料として、木材端材を配付しました。
　これは、製品にするには寸法が足り
ない端材を、小学生の工作材料として
活 用 できな い かという発 想 から、
2011年度から始めたものです。活動
の周知には、菰野町社会福祉協議会
の協力をいただいて菰野町小学校へ
チラシを配付したほか、防災無線でも
参加を呼びかけました。
　そのおかげで、当日は9時から約300
名もの親子が来場され、何を作るか相
談しつつ木材を集めていました。なか
には、2年連続で参加いただいた方も
いました。この活動は今後も続けてい
く予定です。

地域の子どもたちへ端材を配付

端材を選ぶ親子

※ ボランティア休暇制度（大和ハウス工業）
社員が休日に社会貢献活動を行う場合、年次
有給休暇とは別に1年に5日を限度として連続
または分割して取得できる休暇制度のこと。
当社では努力規程として、年に最低1日はボラン
ティア休暇を利用することを推奨している。

草取りや水遣りの活動に参加する従業員

お母さま同士の交流の様子

　当社は2006年4月から、「大阪交響
楽団」のメインスポンサーとして活動
を支援しています。
　「大阪交響楽団（旧：大阪シンフォニ
カー交響楽団）」は1980年に設立され
た楽団で、定期演奏会や名曲コンサー
トなどさまざまな公演を行うほか、独
自のCD化に取り組むなど、その活動
は多岐にわたります。
　また、2009年12月には「平成21年

オーケストラ「大阪交響楽団」
の活動支援

おり、取得者数の目標40名に対して延
べ45名が取得し、達成度112％となり
ました。大切に育てたコスモスは会場
で一際大きく立派な花を咲かせてい
ました。
　また開催期間中、来場される地域の
方や周辺地区の方に気持ちよく楽
しんでいただくために北九州支店と合
同で会場の清掃活動を行いました。

名刺交換の練習

　本社、東京支社、群馬支店は、親子
のコミュニケーションを深めることを
目的に「こども参観日」を実施しました。
　親が働く職場を体験、見学すること
で、子どもたちに仕事や社会に対する
理解を深めてもらうとともに、親であ
る従業員自身のモチベーションの向上
にもつながっています。
　参加者アンケートからも「参加して
良かった」「継続して実施してほしい」な
どの意見が寄せられました。群馬支店
には、当日15組（大人27名と子ども
31名）、合計58名が来社されました。
親が働く姿を見てもらい、実際に使っ
ているデスクで仕事を体験、名刺交換
の練習や会社見学ツアーなどを実施
しました。

「こども参観日」を実施
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関連項目 大阪交響楽団 公式サイト

大阪交響楽団

度（第64回）文化庁芸術祭の音楽部門
関西参加公演の部」で大賞を受賞して
います。
　当社はオーケストラの支援を通じ
て、メセナ活動に積極的に取り組んで
いきます。

http://www.sym.jp/
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社 会 との共創共生

義援金・募金活動
被災地や社会的課題の解決に取り組
む団体に寄付を行い、活動を支援し
ています。

　当社は、従業員が身近に参加でき、
かつ継続的に行える社会貢献活動と
して、2005年10月から従業員を対象
とした募金システムを導入・運用して
います。
　社内イントラネットから任意の金額
を登録すると、給与から自動的に登録
金額が募金できる仕組みです。
　募金には、登録した一定額を毎月募
金する「エンドレス募金」と、災害など
が発生した時に被災地支援として募金
する「ハート募金」の2種類があります。
　今後、募金システムを当社だけでな
く、グループ会社に拡張していくこと
を検討しています。

募金システムの運用・管理

パフォーマンス報告

今後に向けて
2012年度の社会貢献活動の目標値
や目標達成における今後の活動予定
を報告しています。

　当社では、社会貢献活動に関する
具体的な数値目標を、当社独自のＣＳＲ
自己評価指標（ＣＳＲインディケーター）
の「コミュニティへの参画および発展」
分野において設定し、ＰＤＣＡサイクル
を活用して活動の推進に取り組んで
います。

社会貢献活動に関する
数値目標

　「環境」「福祉」「教育」の3分野に対し
て、従業員が毎月継続して募金するも
ので、100円未満の端数金額を登録す

エンドレス募金

ることも可能です。また、2011年10
月から、東日本大震災で被災された
方々を継続的に支援するための「自然
災害」枠を新たに設けています。
　2012年度は、3,200名を超える従
業員が登録しています。
※ 分野ごとに6ヵ月（自然災害枠は3ヵ月）ごとに

集計し、支援団体に寄付。
なお、寄せられた募金は1万円単位（自然災害
枠は千円単位）で寄付し、端数は次回の寄付に
繰り越しています。

　社会的に深刻な被害のあった災害
などに対して、従業員から緊急で義援
金を募るものです。
　なお、2012年度はハート募金に該
当する災害はありませんでした。

ハート募金

※ 災害時に募集する。マッチングギフト※の対象
※ マッチングギフト（Matching Gift）：従業員と

その従業員が勤務する企業が共同で行う社会
貢献という意味。当社内規により一定規模以
上の自然災害の被災地などに対して義援金を
募るとともに、会社から同額の義援金を上乗せ
し、被災地へ送金することを2005年4月に制
度化。

　特に、社会貢献活動費用については、
日本経済団体連合会が設立した1%
クラブへ入会して以来、持続的に経常
利益の1%以上を社会貢献活動に支出
するように努め、幅広い分野で社会に
貢献する活動の推進をはかっています。

※ 各項目の詳細については、135ページをご参照
ください。

　当社グループでは、2012年度の結
果を受けて以下の3点を重点的に取り
組んでいきます。

1. NPO・NGOと協働する活動ならびに
地域組織と協力する活動を全社的に
取り組んでいきます。

2. 年2回以上活動を実施する事業所の
割合を高めると共に、活動の「量」より

「質」を重視し、本業を活かした社会貢献
活動ならびに教育支援活動を中心に
取り組んでまいります。

3. グループ全体における活動の更なる
活性化と、ボランティア休暇取得率
20%を目指して、事業所全員参加型の
活動を推進していきます。

2013年度以降の社会貢献活
動の取り組み

エンドレス募金（2012年度 寄付実績）
分野 募金総額 支援団体

福祉 ¥4,090,000

財団法人　がん研究振興財団
日本ブラインドサッカー協会
ＮＰＯ法人　プラン・ジャパン
社会福祉法人　日本介助犬協会
ＮＰＯ法人　日本せきずい基金
ＮＰＯ法人　Ｃｈｅｃｋ

環境 ¥2,250,000
財団法人　ＷＷＦジャパン
ＮＰＯ法人　そらべあ基金
ＮＰＯ法人　コーラル沖縄
ＮＰＯ法人　森のライフスタイル研究所

教育 ¥2,280,000
ＮＰＯ法人　チャイルドライン支援センター
公益財団法人　ＣＩＥＳＦ
ＮＰＯ法人　日本アントレプレナーシップアカデミー（ＪＡＥ）
ＮＰＯ法人　国境なき子どもたち

自然災害福祉 ¥680,000 ＮＰＯ法人　赤ちゃん一時避難プロジェクト募金

自然災害環境 ¥387,000 ＮＰＯ法人　緑のカーテン応援団

自然災害教育 ¥1,121,000 桃・柿育英会

合計 ¥10,808,000
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環境経営を支える「環境経営の基盤」を土台として、
社会的責任の観点から「基本的環境活動」を実践する
とともに、これらをベースに経営戦略と一体化した
「戦略的環境活動」を推進しています。

環境特集
エネルギー”ゼロ”の住宅・建築、街づくり

環境と共生し人が心豊かに生きる社会の実現
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環境に配慮した住まいと街づくりを先導してまいります

トップメッセージ

西日本エリア第一号となります。
　一方、商業施設・事業施設分野では、
オフィスに続き、自社開発のロード
サイド店舗・介護施設での次世代環境
配慮建築の実証実験に着手するとと
もに、工場用途向けの「D’s SMART 
FACTORY（ディーズ スマートファクト
リー）」を商品化するなど、D’s SMART
シリーズの開発と提案を進めました。
2013年1月には、これらプロジェクト
の一環として取り組んだ、自社オフィ
スでの先導的な省エネ活動が評価 
され、「省エネ大賞（省エネ事例部門）」
において最高位の経済産業大臣賞を
いただきました。今後は、その成果を
広くお客様への提案に活かしてまい 
ります。
　また、こうした取り組みに加え、全
事業で太陽光発電システムの提案に
注力した結果、2012年度の太陽光
発電システムの設置容量は、前年度比
約3.3倍と大きく拡大、全体で117MW

（メガワット）となり、自然エネルギー

発電の普及にも大きく貢献することが
できました。

　今後も建設・不動産業界のトップ
ランナーとしての責任と自覚を持ち、
スマートハウス・スマートタウンの
進化、自然エネルギーの普及、自然と
調和した街づくりなど、業界をリード
する取り組みを進め、環境に配慮した
住まいと街づくりを先導してまいります。
※ ア（安全・安心）・ス（スピード・ストック）・フ（福

祉）・カ（環境）・ケ（健康）・ツ（通信）・ノ（農業）

大和ハウスグループの環境経営体系

代表取締役 専務執行役員
環境担当役員

西村 達志

環 境 との共創共生
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エネルギー“ゼロ”の住宅・建築、街づくり

スマートハウスの進化。そして、住宅から街づくりへ
「Smart xevo ECO Project」（スマート ジーヴォ エコ プロジェクト）

自社施設での実証から、D’sスマートシリーズの展開・普及へ
「Smart Eco Project」（スマート エコ プロジェクト）

当社グループでは、民生部門のCO2排出量の削減に向け、2020年までに戸建住宅において「エネルギー自給住宅
の実現」、事務所・店舗など一般建築において「ZEBの実現」を目指す2つのプロジェクトを推進しています。
本特集では、この2つのプロジェクトについて、2012年度における取り組みハイライトをご紹介します。　

住まい 街

D’s
スマート
シリーズ

介護
施設

オフィス

環境特集

＞＞P.57へ

＞＞P.59へ

＞＞P.61へ

1
特集

2
特集

3
特集
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ネット･ゼロ・エネルギー・タウンの実現
「スマ・エコタウン晴美台」は、大和ハウスグループが西日本で初めてネット・ゼロ・エネルギー・タウンを実現するプロジェクト。
豊かな環境を守りたい、美しい地球を子どもたちに残したいという意識を住民みんなが共有できる街づくりです。

大和ハウスグループ一丸で街づくり

次世代のエコモデルタウン「スマ・エコタウン晴美台」

松尾様ご家族

堺市が実施した公募への提案から企画全般

に携わってきました。スマートタウンの実現

に向けて、大型リチウムイオン蓄電池や

SMA×ECOクラウドなど、約1年の短期間

に開発する必要がありましたが、総合技術研

究所や設備部、情報システム部など関連部
門の協力により完成することができました。
また、開発造成工事から管理組合運営、カー
シェアリングまでグループ各社と連携して
進めることができ、改めて大和ハウスグループ
の総合力を実感することができました。今後
はここで得た経験や技術を活かして他の
開発物件にも展開していきたいと思います。

声担当者の

街全体のエネルギーの「見える化」

▼太陽光と蓄電池で、かしこく創エネ・蓄エネ

▼自然環境や街の景観にもこだわって

この街に来て環境について改めて学びました

濱崎 孝一

大阪都市開発部
企画部 
企画グループ
主任

声お客さまの

　「スマ・エコタウン晴美台」では全住戸と集会所、憩いの広場
（地下式調整池）に太陽光発電システムを導入。住戸ではできる
だけ発電量が多くなるよう、南向きの大屋根をデザインし、
オール電化タイプでは1戸当たり5.2ｋW、共有部の集会所と
憩いの広場には合計で約19.6kWを搭載しています。
　また、エネルギーを蓄えるため、全住戸に6.2kWhのリチウム
イオン蓄電池を設置。集会所にも新たに開発した大容量蓄電池
(14.7kWh)を設置し、夜間に防犯灯への供給や停電時に備え
ています。全住戸はZEH（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）で、
創り出されるエネルギーが消費エネルギーを上回る先進的な
環境配慮住宅となっています。そこに暮らすだけで自然と環境
意識が高まる街、それが「スマ・エコタウン晴美台」なのです。

　「スマ・エコタウン晴美台」では、豊かな街の植栽に、隣接する
陶器山の自生種や野鳥が好きな食餌木を採用。街並みのポイント
となる場所には、シンボリックな樹木を植えて美しい景観を
形成し、これらを守る景観協定も定めています。
　また、電線類の地中化を行い、美しい街路空間とするだけで
なく、災害に強い電力・通信インフラを形成しています。

子どもの通う小学校区内にマイホームを持ちたいと考えていた私たち
にとって、「スマ・エコタウン晴美台」はまたとない物件でした。見学に
訪れた時、街並みの美しさに魅了
され、販売を待って購入に至りまし
た。iPad®※でHEMSのモニターを
確認するのが楽しみです。この街に
暮らすようになって、CO2のことや
原子力発電のことを改めて考えるよ
うになり、勉強もしました。子ども
たちも自主的に消灯してくれるよう
になり、助かっています。

ZEHを実現する住宅づくりを追求
企画提案の段階から、住宅の設計に一貫
して携わってきました。最大の課題は、全て
の住戸でZEHを実現することでした。現在、
一般に採用されている太陽光発電システ
ムは、3kW程度。しかし、5.2ｋWのもの
を搭載しようとすれば、土地利用計画や
建物計画から検討する必要があり、日照
配慮など法律の規制もあって難しかった
のですが、なんとか実現することができま
した。2013年8月頃には管理組合が発足
しますので、ご入居者の理解を得ながら、
何世代も住み継げる街にしていきたいと
思います。

声担当者の

羽賀 匠

住宅事業推進部
大阪デザイン事務所
街づくりグループ 
主任技術者

周辺環境と調和した街づくりを実現
主に街並み景観や外構造園において、
街づくりに携わってきました。地域の自然
とつながるような植栽計画の第一歩は、
隣接する陶器山の調査から始まり、山へ
分け入って自生種や、野鳥の種類を調べ
ました。当社からのご提案ではなく、お
客様にこの街を好きになっていただくこ
とを第一に考え、高木から低木まで多種
織り交ぜた植栽を施し、自然に囲まれた
潤いのある環境を目指しました。管理組
合が発足されたら、庭木のお手入れ講座
などを開催して街づくりを支えたいと思
います。

声担当者の

舘 智徳

住宅事業推進部
大阪デザイン事務所
街づくりグループ 
主任技術者

電線が無く、自然と調和した美しい街並み 街全体のエネルギーの見える化（SMA×ECOクラウド）

1
環境特集

　泉北ニュータウンの再生を掲げ、大阪府堺市が2011年に
実施した小学校跡地開発の企画提案コンペに当選した当社は、
提案の柱であるZET（ネット・ゼロ・エネルギー・タウン：街全体で
創り出されるエネルギーが消費されるエネルギーよりも多い街）
づくりに取り組んできました。そして2013年春に誕生したのが、
「スマ・エコタウン晴美台」です。住まい手の省エネ活動を促すため
の仕掛けとして“HEMS（ホーム・エネルギー・マネジメント・シス
テム）”を全住戸に設置し、各家庭のエネルギー消費量と創出量、

リチウムイオン蓄電池の充放電量、蓄電量などの見える化を行っ
ています。
　また、集会所にも同様の仕組みを導入して、街全体のエネルギー
を「見える化」する「SMA×ECOクラウド」を開発しました。各家庭の
省エネルギー貢献度を住民間でランキングし、上位の家庭には電気
自動車のカーシェアリングで利用できるポイント制度を導入する
など、家族で省エネを楽しみながら、街全体で環境意識を高め合う、
次世代の街づくりが始まっています。

リチウムイオン蓄電池

電気、水、ガスの使用量などをiPad®※でチェック
※iPadはApple Inc.の商標です。
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ネット･ゼロ・エネルギー・タウンの実現
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次世代の街づくりが始まっています。

リチウムイオン蓄電池

電気、水、ガスの使用量などをiPad®※でチェック
※iPadはApple Inc.の商標です。
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自然環境･住環境の両面に配慮
当社グループでは、住宅だけでなく建築分野においても環境配慮商品の開発･普及を進めています。
その一つとして、2012年12月にオープンした「ネオ・サミット茅ヶ崎」をご紹介します。

かつてないほど沢山の環境設備を採用

次世代型環境配慮有料老人ホーム「ネオ･サミット茅ヶ崎」

「ネオ・サミット茅ヶ崎」の事業計画は、2011年夏から始まりました。
環境への配慮で差別化したいという寿恵会さまの意向に応え、多彩
な環境設備と技術を結集しました。注意したのは、なるべく施設っ
ぽさを出さないということでした。設備を充実させたあまりに、
ご入居者がご自宅のようにくつろぐこと
ができなくなっては意味がありません。
それでも私たちが数々の福祉施設を手
がけてきた中で、これほどの環境設備の
採用は初めてでした。設備担当としても、
非常に勉強になり、今後の提案に活かし
ていきたいと思います。

声担当者の

多彩な環境設備を導入し省エネを実現

▼省エネ・長寿命のLED照明を採用

▼太陽光発電で共用部の照明用電力を供給

▼地域と調和する緑豊かな施設

　大和ハウスグループの寿恵会が運営する「ネオ・サミット茅ヶ崎」は、
住宅型有料老人ホームと神奈川県茅ヶ崎市の特定施設入居者生活
介護等事業者の指定を受けている介護付有料老人ホームです。
　お一人おひとりの暮らしにあわせて、一般居室60室、介護居室50室
を配備するとともに、多目的ホールや娯楽室、理美容室、坪庭を望む
大浴場などを設置しています。環境面では、太陽光発電システムや
LED照明、屋上緑化など、さまざまな設備と技術を導入し、ライフサイ
クルCO２排出量を約57％削減しました。また、「CASBEE（建築
環境総合性能評価システム）」では「Aランク」※の評価を得ています。

　施設内の照明器具で最も多い共用部のダウンライトには、
省エネで長寿命、交換の手間が少ないLED照明を採用していま
す。一般の蛍光灯照明を使用した場合に比べ、消費電力を約
45%削減でき、電気料金・CO２排出量も大幅に抑制できます。

▼断熱性能の高いペアガラスを
　全居室の窓に導入
　ご入居者の居室エリア全110室の窓には、
空気層6mmを挟んだペアガラスを採用し、
断熱性能を高めています。夏場と冬場の
温度差を軽減することで、冷暖房にかかる
エネルギーや費用の抑制に貢献しています。

▼洗浄水を70％削減する節水型トイレを設置

　居室と共用部のトイレには、
洗浄効果はそのままで、従来タイ
プよりも洗浄水を70％減らした
節水型トイレを採用しています。
　また、照明の消し忘れ防止のた
めに、人感センサーも設置して
います。

　屋上には、変換効率が高い多結晶型の太陽光発電パネルを設置し、
30kWの発電システムを構築。年間発電量はおよそ29,745kWhで、
共用部照明の約35％の電力をまかないます。
　さらに今後、太陽光発電と蓄電池を組み合わせ、ピークシフトや
災害時にも活用できるシステムにしていきます。

　屋上緑化を実施するとともに、エントランス前のアプローチ
や建物周辺に多くの植栽を植え、敷地面積の約26.5％にあたる
1,689m2の緑地面積を確保。周辺地域との調和にも配慮して
います。また屋上には、ご入居者が野菜や花を植えられる菜園
も設けています。

▼災害発生時の対策にも配慮

　建物は、震度6クラスの地震にも対応できるRC耐震構造と
なっており、万一の津波に備えて屋上へ避難できる屋外スロープ
を備えています。また、災害時のライフライン※対策として、非
常用の発電機や井戸、マンホールトイレを導入しています。

「ゆとり・安心・楽しさ」を実感していただくために
「ネオ・サミット茅ヶ崎」のモットーは、「ゆとり・安心・楽しさ」です。
老人福祉施設であれば、通常は機能性重視の設計になりますが、
大和ハウスグループが運営する高齢者施設として、グループ企業
の特色を活かした設備構成にしようと、太陽光発電の設置や再生
木材の利用などを決めました。また地域
の避難所としても機能するよう、津波の
想定高さ５ｍより高い位置に１階の床面
を設けています。これからも入居者の
方々と対話を重ね、「ここに来てよかっ
た」と言っていただけるよう、設備とサー
ビスを充実させていきます。

声担当者の

※建築物の環境性能を総合的に評価する手法で、評価ランクは上位からS・A・B＋・
　B－・Cの５段階。

※電気・ガス・水道・通信・輸送など、日常生活に不可欠なインフラ設備等の総称

年間予測発電電力量
２９,７４５ｋＷｈ

年間予測節約電気料金
４４６,１７２円

共用部照明電力の約３５％分の発電量

消費電力
約45％削減

蛍光灯
照明

ＬＥＤ
照明

自家発電装置 井戸

6mm2
環境特集

迫 由希

東京本店　東京設備技術部
主任

坂口 和宏

ネオ・サミット茅ヶ崎
取締役／施設長
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自然環境･住環境の両面に配慮
当社グループでは、住宅だけでなく建築分野においても環境配慮商品の開発･普及を進めています。
その一つとして、2012年12月にオープンした「ネオ・サミット茅ヶ崎」をご紹介します。

かつてないほど沢山の環境設備を採用

次世代型環境配慮有料老人ホーム「ネオ･サミット茅ヶ崎」

「ネオ・サミット茅ヶ崎」の事業計画は、2011年夏から始まりました。
環境への配慮で差別化したいという寿恵会さまの意向に応え、多彩
な環境設備と技術を結集しました。注意したのは、なるべく施設っ
ぽさを出さないということでした。設備を充実させたあまりに、
ご入居者がご自宅のようにくつろぐこと
ができなくなっては意味がありません。
それでも私たちが数々の福祉施設を手
がけてきた中で、これほどの環境設備の
採用は初めてでした。設備担当としても、
非常に勉強になり、今後の提案に活かし
ていきたいと思います。

声担当者の

多彩な環境設備を導入し省エネを実現

▼省エネ・長寿命のLED照明を採用

▼太陽光発電で共用部の照明用電力を供給

▼地域と調和する緑豊かな施設

　大和ハウスグループの寿恵会が運営する「ネオ・サミット茅ヶ崎」は、
住宅型有料老人ホームと神奈川県茅ヶ崎市の特定施設入居者生活
介護等事業者の指定を受けている介護付有料老人ホームです。
　お一人おひとりの暮らしにあわせて、一般居室60室、介護居室50室
を配備するとともに、多目的ホールや娯楽室、理美容室、坪庭を望む
大浴場などを設置しています。環境面では、太陽光発電システムや
LED照明、屋上緑化など、さまざまな設備と技術を導入し、ライフサイ
クルCO２排出量を約57％削減しました。また、「CASBEE（建築
環境総合性能評価システム）」では「Aランク」※の評価を得ています。

　施設内の照明器具で最も多い共用部のダウンライトには、
省エネで長寿命、交換の手間が少ないLED照明を採用していま
す。一般の蛍光灯照明を使用した場合に比べ、消費電力を約
45%削減でき、電気料金・CO２排出量も大幅に抑制できます。

▼断熱性能の高いペアガラスを
　全居室の窓に導入
　ご入居者の居室エリア全110室の窓には、
空気層6mmを挟んだペアガラスを採用し、
断熱性能を高めています。夏場と冬場の
温度差を軽減することで、冷暖房にかかる
エネルギーや費用の抑制に貢献しています。

▼洗浄水を70％削減する節水型トイレを設置

　居室と共用部のトイレには、
洗浄効果はそのままで、従来タイ
プよりも洗浄水を70％減らした
節水型トイレを採用しています。
　また、照明の消し忘れ防止のた
めに、人感センサーも設置して
います。

　屋上には、変換効率が高い多結晶型の太陽光発電パネルを設置し、
30kWの発電システムを構築。年間発電量はおよそ29,745kWhで、
共用部照明の約35％の電力をまかないます。
　さらに今後、太陽光発電と蓄電池を組み合わせ、ピークシフトや
災害時にも活用できるシステムにしていきます。

　屋上緑化を実施するとともに、エントランス前のアプローチ
や建物周辺に多くの植栽を植え、敷地面積の約26.5％にあたる
1,689m2の緑地面積を確保。周辺地域との調和にも配慮して
います。また屋上には、ご入居者が野菜や花を植えられる菜園
も設けています。

▼災害発生時の対策にも配慮

　建物は、震度6クラスの地震にも対応できるRC耐震構造と
なっており、万一の津波に備えて屋上へ避難できる屋外スロープ
を備えています。また、災害時のライフライン※対策として、非
常用の発電機や井戸、マンホールトイレを導入しています。

「ゆとり・安心・楽しさ」を実感していただくために
「ネオ・サミット茅ヶ崎」のモットーは、「ゆとり・安心・楽しさ」です。
老人福祉施設であれば、通常は機能性重視の設計になりますが、
大和ハウスグループが運営する高齢者施設として、グループ企業
の特色を活かした設備構成にしようと、太陽光発電の設置や再生
木材の利用などを決めました。また地域
の避難所としても機能するよう、津波の
想定高さ５ｍより高い位置に１階の床面
を設けています。これからも入居者の
方々と対話を重ね、「ここに来てよかっ
た」と言っていただけるよう、設備とサー
ビスを充実させていきます。

声担当者の

※建築物の環境性能を総合的に評価する手法で、評価ランクは上位からS・A・B＋・
　B－・Cの５段階。

※電気・ガス・水道・通信・輸送など、日常生活に不可欠なインフラ設備等の総称

年間予測発電電力量
２９,７４５ｋＷｈ

年間予測節約電気料金
４４６,１７２円

共用部照明電力の約３５％分の発電量

消費電力
約45％削減

蛍光灯
照明

ＬＥＤ
照明

自家発電装置 井戸
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東京本店　東京設備技術部
主任

坂口 和宏

ネオ・サミット茅ヶ崎
取締役／施設長

6mm

空気層

室内側

特殊金属膜

板ガラス
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環境負荷を低減するモデルオフィス
住宅や街だけでなく、商業施設や事業用施設においても環境負荷を低減するために、
大和ハウスグループは「Smart-Eco Project」を推進し、自社のオフィスビルで実証実験に取り組んでいます。

環境配慮型オフィス「大和ハウス岐阜ビル」

自然の力を活かす「パッシブコントロール」を重視

▼風の道を利用した「パッシブ換気」 ▼使用するエネルギーを「見える化」

　法人のお客さま向けの建築物について、環境負荷「0（ゼロ）」
（運用時のCO2排出量ゼロ）を目指す「Smart-Eco Project
（スマート エコ  プロジェクト）」をスタートさせ、その第1弾として
CO2排出量を最大約50％削減可能な環境配慮型のオフィス
「D’s SMART OFFICE（ディーズ スマート オフィス）」を2011年
7月に発売しました。
　そして2012年10月からは、その第4弾としてCO2排出量
50%以上の削減を目指す実証実験を「大和ハウス岐阜ビル」で
開始しました。同様の実証実験は「大和ハウス愛知北ビル」でも
実施していますが、今回は太陽光発電や壁面緑化などの環境
アイテムが設置できる多機能タイプの外装フレーム「D’s フレーム」

　建物の中央に1階から屋上までの
吹き抜け空間「エコボイド」を設置。
各階サッシに給気口、「エコボイド」
頂部に排気口を設け、自然風圧と
吹き抜けの煙突効果による「風の道」
を作り、自然の力で換気しています。

▼光の井戸を使った「太陽光追尾型採光システム」

　「エコボイド」は風の道であると同時に、光の井戸でもあります。
「エコボイド」最頂部に天窓を設け、その上部に光追尾センサー
で季節による太陽の高度変化に対応して、常に自然光を採り入れる
ことができる太陽光追尾型採光システムを設置。季節を問わず、
自然光を1階まで採り込むことができます。

▼生物多様性に配慮した「ビオトープ」と「屋上緑化」

　敷地南側には、井戸水を利用したビオトープを設置しました。
今後、ヤゴやメダカを放流する予定です。
　また、4階テラスには、人工の軽量土を使用し、さまざまな
樹種を植栽し、事務所景観の向上も図っています。

や、吹き抜け空間「エコボイド」の採用など、自然の力を活かす
「パッシブコントロール」に力点を置きながら、快適性の向上を
図ります。今回の実証実験で採用し、効果検証した環境配慮技術
を、次世代オフィスの開発に活用していきます。

　事務所内のCO2排出量削減と効率的な節電のためにBEMS
（ビルエネルギー管理システム）を利用してエネルギーを「見える
化」しました。
　また、1階リビングサロン前にはエネルギーモニターを設置
し、太陽光発電パネルによる発電量と事務所内の電力使用量を
「見せる化」して、環境への取り組みを伝えています。

自社ビルの特長を活かし、BEMSを活用。
当支店では、照明エリアの細分化などによって省エネを進めてい
ますが、1階ショールームの照明・空調の消し忘れが課題でした。
そこで、最終退出者がカードキーでオ
フィスを施錠する際にショールームの
照明・空調もオフになるよう設定した
結果、電気使用量が削減できました。
今後、BEMSを活用してより省エネを
推進するとともに、社会貢献推進委員を
中心にビオトープを利用し地域の方々と
一緒に環境活動を行うことを検討して
います。

声担当者の

米澤 規介

岐阜支店 
総務課 経理課　次長

2010年より、CO2排出量の半減とZEBの実現を目指
すプロジェクトを始動。既存オフィスのCO2排出量は、
2011年度に2005年度比34.2％削減。新築した「愛知
北ビル」では、先導的な環境配慮技術の導入と「省エネ
改善委員会」により、初年度のCO2排出量が1990年
仕様比60.6%削減となったことが高く評価されました。
※ ZEB：創エネルギーと消費エネルギーが差し引きゼロの建物

平成24年度『省エネ大賞』で「経済産業大臣賞」を受賞
～ZEB※実現を目指す自社オフィスでの「Smart-Eco Project」の推進～

営業・工事などの従業員にはフリーアドレスを導入 エコボイドにより光が差し込む
１階室内の天井

駐車場の緑化と電気自動車の
充電スタンド

ビオトープ

屋上に設置した太陽光発電パネル
（11.55kW）

総務担当者が、BEMSのデータを確認

エネルギーモニター

エコボイド頂部の排気口

屋上緑化

「大和ハウス岐阜ビル」南面に設置されたD’sフレーム

エコボイド

会議室

執務室

執務室

岐阜ビル断面図

ショールームガラス天井

風の流れ

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

太陽光追尾型
採光システム

光の照射範囲

屋 上

ガラス天井

エコ
ボイド

3
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環境負荷を低減するモデルオフィス
住宅や街だけでなく、商業施設や事業用施設においても環境負荷を低減するために、
大和ハウスグループは「Smart-Eco Project」を推進し、自社のオフィスビルで実証実験に取り組んでいます。

環境配慮型オフィス「大和ハウス岐阜ビル」

自然の力を活かす「パッシブコントロール」を重視

▼風の道を利用した「パッシブ換気」 ▼使用するエネルギーを「見える化」

　法人のお客さま向けの建築物について、環境負荷「0（ゼロ）」
（運用時のCO2排出量ゼロ）を目指す「Smart-Eco Project
（スマート エコ  プロジェクト）」をスタートさせ、その第1弾として
CO2排出量を最大約50％削減可能な環境配慮型のオフィス
「D’s SMART OFFICE（ディーズ スマート オフィス）」を2011年
7月に発売しました。
　そして2012年10月からは、その第4弾としてCO2排出量
50%以上の削減を目指す実証実験を「大和ハウス岐阜ビル」で
開始しました。同様の実証実験は「大和ハウス愛知北ビル」でも
実施していますが、今回は太陽光発電や壁面緑化などの環境
アイテムが設置できる多機能タイプの外装フレーム「D’s フレーム」

　建物の中央に1階から屋上までの
吹き抜け空間「エコボイド」を設置。
各階サッシに給気口、「エコボイド」
頂部に排気口を設け、自然風圧と
吹き抜けの煙突効果による「風の道」
を作り、自然の力で換気しています。

▼光の井戸を使った「太陽光追尾型採光システム」

　「エコボイド」は風の道であると同時に、光の井戸でもあります。
「エコボイド」最頂部に天窓を設け、その上部に光追尾センサー
で季節による太陽の高度変化に対応して、常に自然光を採り入れる
ことができる太陽光追尾型採光システムを設置。季節を問わず、
自然光を1階まで採り込むことができます。

▼生物多様性に配慮した「ビオトープ」と「屋上緑化」

　敷地南側には、井戸水を利用したビオトープを設置しました。
今後、ヤゴやメダカを放流する予定です。
　また、4階テラスには、人工の軽量土を使用し、さまざまな
樹種を植栽し、事務所景観の向上も図っています。

や、吹き抜け空間「エコボイド」の採用など、自然の力を活かす
「パッシブコントロール」に力点を置きながら、快適性の向上を
図ります。今回の実証実験で採用し、効果検証した環境配慮技術
を、次世代オフィスの開発に活用していきます。

　事務所内のCO2排出量削減と効率的な節電のためにBEMS
（ビルエネルギー管理システム）を利用してエネルギーを「見える
化」しました。
　また、1階リビングサロン前にはエネルギーモニターを設置
し、太陽光発電パネルによる発電量と事務所内の電力使用量を
「見せる化」して、環境への取り組みを伝えています。

自社ビルの特長を活かし、BEMSを活用。
当支店では、照明エリアの細分化などによって省エネを進めてい
ますが、1階ショールームの照明・空調の消し忘れが課題でした。
そこで、最終退出者がカードキーでオ
フィスを施錠する際にショールームの
照明・空調もオフになるよう設定した
結果、電気使用量が削減できました。
今後、BEMSを活用してより省エネを
推進するとともに、社会貢献推進委員を
中心にビオトープを利用し地域の方々と
一緒に環境活動を行うことを検討して
います。

声担当者の

米澤 規介

岐阜支店 
総務課 経理課　次長

2010年より、CO2排出量の半減とZEBの実現を目指
すプロジェクトを始動。既存オフィスのCO2排出量は、
2011年度に2005年度比34.2％削減。新築した「愛知
北ビル」では、先導的な環境配慮技術の導入と「省エネ
改善委員会」により、初年度のCO2排出量が1990年
仕様比60.6%削減となったことが高く評価されました。
※ ZEB：創エネルギーと消費エネルギーが差し引きゼロの建物

平成24年度『省エネ大賞』で「経済産業大臣賞」を受賞
～ZEB※実現を目指す自社オフィスでの「Smart-Eco Project」の推進～

営業・工事などの従業員にはフリーアドレスを導入 エコボイドにより光が差し込む
１階室内の天井

駐車場の緑化と電気自動車の
充電スタンド

ビオトープ

屋上に設置した太陽光発電パネル
（11.55kW）

総務担当者が、BEMSのデータを確認

エネルギーモニター

エコボイド頂部の排気口

屋上緑化

「大和ハウス岐阜ビル」南面に設置されたD’sフレーム

エコボイド

会議室

執務室

執務室

岐阜ビル断面図

ショールームガラス天井

風の流れ

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

太陽光追尾型
採光システム

光の照射範囲

屋 上

ガラス天井

エコ
ボイド

3
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環 境 との共創共生

環境ビジョン

環境理念

環境活動
重点テーマ

環境行動指針

環境理念

環境活動重点テーマ

環境行動指針

大和ハウスグループは、2005年に環境理念・環境活動重点テーマ・環境行
動指針からなる「環境ビジョン」を制定し、その実現に向けグループ一丸と
なって環境活動を推進しています。

　私たちは、「人・街・暮らしの価値共創グループ」として、未来を見据えた環境思考に努め、より環境に配慮した

商品・サービスの提供を通じて、環境と共生し人が心豊かに生きる社会の実現を目指します。

　「環境と共生し人が心豊かに生きる社会」の実現のために、次の4つのカテゴリーを環境活動の重点テーマとして、

取り組んでいきます

ライフサイクル全体にわたって、環境に配慮した企画・設計
を行い、より環境負荷の低い商品・サービスを提供します。

1. 商品・サービスにおける環境負荷の低減

低炭素社会を目指して、お客さまへ提供する商品・サービス
ならびにその事業活動プロセスにおいて、省エネルギー
を推進します。
また、太陽光、風力などの自然エネルギーの活用に
努めます。

1. 地球温暖化防止

豊かな自然環境を将来世代に継承できる社会を
目指して、森林の保護など地球規模の自然環境保護に
努めます。
また、周辺環境との調和に配慮した街づくりや緑化を推進します。

3. 自然環境との調和（生物多様性保全）

環境活動
4つの

重点テーマ

循環型社会を目指して、3R※活動を推進します。
また、商品のライフサイクルに配慮して、
省資源・長寿命化・資源循環を推進します。

※ 3R：リデュース（Reduce）、リユース（Reuse）、
リサイクル（Recycle）の3つのR。

2. 資源保護

人や生態系が化学物質などによる悪影響を
受けることのない社会を目指し、有害化学物質の削減、

代替、および適正管理を推進します。

4. 有害化学物質による汚染の防止

全ての事業活動の各段階で、環境への影響を把握し、継続
的に改善することにより環境負荷の低減に努めます。

2. 事業活動プロセスにおける環境負荷の低減

適用を受ける法令及び当社が同意したステークホルダー
の要求を遵守し、社会から信頼される企業市民であるよう
に努めます。

3. 法規制等の遵守

環境に関する情報を積極的に開示し、全てのステークホル
ダーとの対話を今後の環境活動に活かしていきます。

5. 環境コミュニケーションの推進

取引先と協力し、環境に配慮した材料、製品等の調達に努め
ます。

6. グリーン調達の推進

環境負荷低減に寄与する技術、ビジネスモデルの開発を行
い、グローバルで革新的な新規ビジネスの開拓に挑戦します。

7.環境技術・環境ビジネスの開拓

環境管理体制を構築し、教育・訓練を定期的に実施するこ
とにより、環境の重要性を認識し、創意工夫で環境活動に
取り組みます。

4. 教育・訓練の充実

2005年4月1日制定
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　地球温暖化をはじめ、さまざまな地球
環境問題が深刻化するなか、私たち
大和ハウスグループは、自らの事業活動
をできる限り環境に負荷を与えないプロ
セスへと変革するとともに、私たちが
提供する商品やサービスを通じて世の
中の環境負荷低減に大きく貢献する
ことを目指し、創業50周年の節目である
2005年に次なる100周年を見据えた

「環境理念」「環境活動重点テーマ」「環境
行動指針」を制定し、環境経営を推進
しています。

環境中長期ビジョン
　そのマイルストーンとして、2011年
には10年後を見据えた「環境中長期
ビジョン2020」を策定、『住宅や建築
物のライフサイクルにおける”環境負荷
ゼロ”』を目指し、「事業活動プロセス」、

「商品・サービス」の両面から、より具体
的な中期目標を設定し、取り組みを加速
させています。
　なかでも、最重点テーマと位置づけ
る「地球温暖化防止」に関しては、当社
グループの事業活動プロセスにおける

「CO2排出量の削減」と当社が提供する
新築住宅や建築物における居住・運用

段階での「CO2排出ゼロの達成時期」
について目標設定しました。
　当社グループのCO2排出量につい
ては、環境ビジョンを制定した2005年
度を基準年とし、2020年までに総量
で30％削減することを目指します。
　また、当社が提供する住宅や建築物
について、新築戸建住宅においては
2020年までにCO2排出ゼロ、それ以外
の賃貸住宅・マンション・店舗・事務所
などにおいてはそれぞれ2030年まで
にCO2排出ゼロの実現を目指します。

環境中長期ビジョン2020

環境中長期ビジョン2020
大和ハウスグループは、環境と共生し人が心豊かに生きる暮らしと社会の実現を目指し、
住宅や建築物のライフサイクルにおける「環境負荷ゼロ」に挑戦します。

事業活動プロセスにおけるCO2排出量（グループ全体） 当社が提供する住宅・建築物の居住・運用段階CO2排出量
（1990年時仕様を100とした場合）

重点テーマごとの中期目標

事
業
活
動
プ
ロ
セ
ス

地球
温暖化
防止

2020年までに、グループ全体のCO2排出量を2005年度比で
30％削減することを目指します。

資源
保護

2020年までに、新築住宅・建築の生産・施工に伴う廃棄物
排出量を2010年度比で30％以上削減するとともに、住宅・
建築ともにゼロエミッションの拡大を目指します。

生物
多様性
保全

2020年までに、新築住宅・建築で使用する建材・原材料の
調達および全ての開発事業において、生物多様性の保全に
配慮したプロセスとすることを目指します。

有害化
学物質
削減

2020年までに、有害化学物質※の排出・移動量を2010年度
比で10％以上削減するとともに、生産工程でのVOC（揮発性
有機化合物）排出量を2010年度比で20％以上削減することを
目指します。
※ PRTR法に定める第一種指定化学物質

商
品
・
サ
ー
ビ
ス

地球
温暖化
防止

2020年までに、当社が年間に提供する新築戸建住宅の平均で、
居住時のCO2排出量を差し引きゼロとすることを目指します。

2030年までに、当社が年間に提供する新築建物（戸建住宅
以外）の用途別平均で、居住・運用時のCO2排出量を差し引き
ゼロとすることを目指します。

資源
保護

スケルトンの長寿命化とインフィルの可変性を向上する技術を
開発するとともに、資産価値を維持し、ストックの流通を促進
するシステムの構築を目指します。

生物
多様性
保全

全ての新築住宅・建築において環境との共生を図るとともに、
開発事業では生物多様性の保全に努め、自然環境との調和を
テーマとした先導的な街づくりを追求します。

有害化
学物質
削減

建材に使用される有害化学物質によるリスクを最小化するとと
もに、健康配慮型の商品（仕様）を開発し、多様な顧客のニーズ
に対応します。
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環 境 との共創共生

　大和ハウスグループでは、環境
ビジョンの実現に向け、中期経営計画
の対象期間に合わせて、およそ3ヵ年
ごとに具体的な目標と計画を「エンド
レス グリーン プログラム」として策定
し、活動を推進しています。
　1998〜2007年度までの10年間
は、企業市民としての社会的責任の
観点から、グループ3社において、
ISO14001の認証取得や新築現場に
おけるゼロエミッションの達成などに
取り組みました。
　2008〜2010年度は、「環境保全か
ら環境経営へ」をテーマに、対象範囲を
主要グループ会社13社へ拡大、地球
温暖化対策の強化などを基本方針とし
て、提供する住宅・建築物における環境
配慮の取り組みを進めました。
　2011〜2013年度を対象期間とす
る「エンドレス グリーン プログラム 
2013」では、「環境と経営の融合」を
テーマにさらなる環境経営の推進を
目指し、新たに環境経営方針を策定。
環境を事業拡大の原動力とし、環境
配慮商品の売り上げ拡大を図るととも
に、ZEH・ZEB※の早期実現に向け、

環境行動計画
「エンドレス グリーン 
プログラム 2013」

環境行動計画（エンドレス グリーン プログラム）
業界をリードする省CO2先導事例を
数多く創出することを通じて、「環境
先進企業」となることを目指しています。
※ ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）：創エ

ネルギーと消費エネルギーが差し引きゼロの
住宅
ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）：創エネ
ルギーと消費エネルギーが差し引きゼロの建物

　「エンドレス グリーン プログラム 
2013」では、4つの取り組み領域を
設定し、4つの重点テーマそれぞれに
ついて具体的な目標と計画を策定し、
全事業・全プロセスでの活動を推進
しています。
　事業活動プロセスの効率化による
環境負荷低減を図る「ECOプロセス」
と、より環境に配慮した住宅・建築物な
どの開発・普及を図る「ECOプロダク
ツ」の両面から取り組みを加速させる
とともに、それらの基盤となる次世代
環境技術の研究・開発「ECOテクノロ

4つのECOへの取り組みを加速
　4つの重点テーマにおける目標設定
にあたっては、現状の延長線上ではな
く、10年後に目指すべき姿として「環境
中長期ビジョン2020」で設定した中期
目標から逆算して3年後の到達レベル
を設定しました。
　例えば、当社グループのCO2排出
量については、「2020年までに2005
年度比30％削減」との中期目標から
逆算し、2013年度の目標を「2005年度
比17％削減」に設定しています。

中期目標から逆算して3ヵ年
目標を設定

環境行動計画のあゆみ

ジー」や、こうした取り組みを効果的に
情報発信していく「ECOコミュニケー
ション」にも注力しています。

環境行動計画のフレームワーク

※ バックキャスティング：はじめに将来の目指す
べき姿を描き、その姿から逆算して目標設定し
ていく方法

4つのECO 4つの重点テーマ

ECO
プロセス

ECO
プロダクツ

ECO
テクノロジー

ECO
コミュニ
ケーション

地球温暖化
防止 資源保護

自然環境との
調和

（生物多様性保全）

有害化学物質
による汚染の
防止

1998 2005 2008 2011

●

 

●●

    

環境経営

グループ29社

環境保全と企業収益の両立

大和ハウス工業を含むグループ3社 グループ13社

環境保全

環境自主行動計画 環境行動計画
2005

住宅現場の
ゼロエミッション
達成

住宅・建築物による
CO2削減貢献の
拡大

ISO14001の
認証取得

環境経営
方針

省CO2提案の強化による環境配慮商品の売り上げ拡大
～環境を事業拡大の原動力に～

省CO2先導事例の創出による環境先進ブランドの確立
～ZEH・ZEBの早期実現～

エンドレス グリーン プログラム 2013エンドレス グリーン
プログラム 2010

企業市民としての社会的責任

20132005
（年度）
2020

CO2
排
出
量

30％
削減

17％
削減

エンドレス
グリーン
プログラム
2013

環境中長期
ビジョン
2020

バックキャスティング※
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　「エンドレス グリーン プログラム 
2013」では、特に重点的に取り組む
べき内容について、4つの基本方針を
掲げ、全従業員で共有を図り、取り組み
を推進しています。

基本方針と重点戦略

　引き続き、地球温暖化防止を最重点
テーマに、さらなる地球温暖化対策に
挑戦するとともに、生物多様性保全へ
の取り組みを事業活動のなかへ定着
させていきます。また、こうした取り
組みの基盤となる研究開発分野では、
ZEH・ZEBの実現に向け、省エネ・
創エネ・蓄エネ技術の開発・統合に、
さまざまなパートナー企業の皆さまと
協働して取り組んでいきます。さらに、
ステークホルダーを巻き込んだ環境
コミュニケーション活動も積極的に
展開し、社内外へ環境の輪を拡げて
いきます。

■  基本方針1：
　 さらなる地球温暖化対策への挑戦
　事業活動プロセス（施設運営・生産・
物流・施工など）においては、自社施設
における運用改善の徹底と計画的な
設備更新を進めるとともに、大和ハウス
グループ施設における省エネ推進事
業所での取り組みを強化します。
　商品・サービスの提供においては、
全事業で業界をリードする省CO2

先導事例の創出に取り組むとともに、
太陽光発電システムの提案強化と
建築系事業における環境配慮商品の
開発・普及を進めます。

LED導光板照明や壁面緑化を導入した
大和ハウス愛知北ビル（愛知県）

省エネモデル施設として高効率空調システムの
導入などを進める浜名湖ロイヤルホテル（静岡県）

ZEH（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）を実現
した戸建住宅商品「xevo YU（ジーヴォ・ユウ）」

■ 基本方針2：
　 生物多様性保全への取り組み推進
　2010年10月に発表した「生物多様
性宣言〜人と自然が『共創共生』する
社会へ〜」に基づき、各事業を通じて

「人と自然が共創する街づくりの提案」
を実践するとともに、住宅・建築物に
おける認証木材の採用を進めるなど、

「生態系に配慮した資源の利用」に取り
組みます。

環境共生住宅の団地供給型認定を取得した
「レイクタウン美環（みわ）の杜」（埼玉県）

景観法に基づく景観計画を策定し良好なまち
なみ保全を図った「かずさの杜ちはら台」（千葉県）

「エンドレス グリーン 
プログラム 2013」 基本方針
● さらなる地球温暖化対策 

への挑戦
● 生物多様性保全への 

取り組み推進
● ZEH・ZEBの実現に 

向けた技術開発
● ステークホルダーへの 

効果的な情報発信
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■ 基本方針3：
　 ZEH・ZEBの実現に向けた技術開発
　地球温暖化の進行とエネルギー需給
の問題解決を図るため、ZEH・ZEBの
早期実現と普及を目指し、独自の先進
技術でエネルギーを賢く使う、次世代
住宅・建築の開発プロジェクトを進め
ます。
　住宅においては、エネルギー自給住
宅の実現に向け、2020年までのロード
マップを描き、パッシブ技術※1と省エネ・
創エネ・蓄エネ技術を組み合わせ、当社
が独自に開発した「D-HEMS」などの
ICT※2を活用したエネルギーマネジ
メントにより、CO2排出量削減とエネ
ルギーの有効利用を両立する暮らし
の提案を進めます。

家庭用リチウムイオン蓄電池付き住宅展示場
「SMA×Eco HOUSE（スマ・エコハウス）」

創エネ 省エネ

蓄エネ パッシブ
技術

エネルギー
マネジメント

次世代住宅・建築の開発コンセプト

※1 自然を活かす技術
※2 情報・通信に関連する技術

■ 基本方針4：
　 ステークホルダーへの効果的な
　 情報発信

　環境WebサイトやSNS（ソーシャル
ネットワークサ ービス）を活 用し、 
一般生活者を巻き込んだ双方向コ
ミュニケーションを充実させるととも
に、2010年 度 か ら ス タ ートし た

「SAKURA PROJECT」※や2005年度
から継続している「こどもエコ・ワーク
ショップ」など、地域社会と連携した 
コミュニケーション活動を強化してい
きます。

環境配慮商品の売り上げの一部を通じて、幼稚園や
小学校に桜の植樹を実施する「SAKURA PROJECT」

親子でエコな家模型作りを実施する「こどもエコ・
ワークショップ」

※ 環境配慮型住宅「xevo（ジーヴォ）」の売上の
一部で地域の幼稚園や小学校に桜の植樹を
実施。

環境行動計画（エンドレス グリーン プログラム）
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取り組み
領域

重点
テーマ

ECOプロダクツ
商品・サービスによる環境負荷低減

ECOプロセス
事業活動プロセスにおける環境負荷低減

ECOテクノロジー
次世代環境技術の研究・開発

ECOコミュニケーション
環境情報の効果的な発信と対話

地球温暖化
防止

全事業において環境配慮商品への
取り組みを拡大

全社エネルギー管理体制に基づく
省エネ活動の展開

ZEH、ZEBの実現に向けた
技術開発

ステークホルダーとともに
コミュニケーションを展開

・ 業界をリードする省CO2先導事例
の創出

・ 全事業で太陽光発電システムの
提案を強化

・ 建築分野における環境配慮商品
の開発・普及

・環境エネルギー事業の拡大

>>P.71-74

・ 自社/グループ施設における運用
改善の継続と計画的な設備更新

・ 省エネトップランナー事例の創出
と水平展開

・ 自然エネルギーの積極的な導入

>>P.75-78

・ 「省エネ＋創エネ＋蓄エネ技術」の
統合

・ 建築分野における環境配慮技術
の開発

>>P.93-95

・ 環境行動スローガンの策定
と展開

・ 環境Webサイトを軸とした
情報発信の強化と双方向コ
ミュニケーションの充実

・ 地域社会と連携した環境コ
ミュニケーション活動の展開

自然環境と
の調和
（生物多様
性保全）

人と自然が共創する街づくりの
提案 生態系に配慮した資源の利用 人と自然をつなぐグリーン

イノベーション
・ 生物多様性ガイドライン〔開発･街

づくり編〕の運用
・ 生物多様性に配慮した先導事例

の創出と水平展開
・ 環境緑化事業の推進
>>P.80-81

・ 生物多様性ガイドライン〔木材調
達編〕の運用拡大

・ 認証木材・再生木材の採用推進

>>P.82-83

・ 壁面緑化、屋上緑化システムの開
発・拡充

・ ビオトープ技術の確立

>>P.96-97

資源保護

資源循環に配慮した住宅・建築物
の普及

ゼロエミッション活動の効率化と
拡大 資源循環・3R技術の開発 全役職員の環境意識の向上と

環境行動の実践
・ 店舗・事務所用途での資源循環

型商品（システム建築）の普及
・ 住宅・建築物における再生建材の

採用推進

>>P.85-86

・ 住 宅 現 場におけるゼロエミッ
ション活動の効率化

・ 建築現場へのゼロエミッション活
動の展開

>>P.87-88

・ リビルド（再建築）/コンバージョン
（用途変更）技術の開発
・ 再生建材の開発、実用化

・ 「環境知識と行動に関する調
査」の実施とエコスペシャリ
ストの育成

・ 社内顕彰制度の充実

有害化学
物質による
汚染の防止

居住系施設における室内空気質の
改善

開発･設計～生産プロセスにおけ
る化学物質管理の徹底 室内空気質改善技術の商品化

・ 居住系施設における低VOC建材
の標準化

・ 戸建住宅における健康配慮仕様
の開発･普及

>>P.90

・ 化学物質管理体制の強化
・ 塗装仕様の改良、塗着効率の向上

>>P.91-92

・ 化学物質吸着建材の標準化
・ ハイブリッド換気システムの開発
・ 土壌汚染対策技術の開発

>>P.98

「エンドレス グリーン プログラム 2013」の重点戦略（4つのECOと4つの重点テーマへの取り組み）

重点テーマ 管理指標 対象範囲 2010年度（実績） 2013年度（目標） 備考

地球温暖化
防止

CO2削減貢献度 グループ29社 3.7倍 6.7倍以上 CO2削減貢献量÷CO2
排出量

CO2削減貢献量 グループ4社（A） 127.7万トン 2010年度比1.7倍以上
（220万トン以上）

CO2排出量 グループ29社 34.1万トン 2010年度比3.0％削減
（33.1万トン以下）

自然環境と
の調和
（生物多様
性保全）

開発・街づくりにおける
生物多様性自主基準適合率

開発 大和ハウス工業 （100％） 90％以上 2010年度はサンプル
調査のみ街づくり 大和ハウス工業 （59.7％） 70％以上

生態系に配慮した木材の調達比率 大和ハウス工業
※戸建･賃貸住宅 96.4％ 99％以上 対象部材：構造材、桟木、

合板、床材

資源保護

資源循環型建築商品の採用棟数 大和ハウス工業
※商業施設･事業施設 235棟 2010年度比1.6倍以上

（380棟以上）

建設廃棄物排出量（売上高あたり） グループ4社（B） 78.7kg/百万円 2010年度比3.0％増加
（81.0kg/百万円以下）

建設廃棄物リサイクル率 グループ4社（B） 88.2％ 95％以上

有害化学
物質による
汚染の防止

室内空気質の自主基準適合率 グループ2社（C）
※居住系施設 — 各用途:100％

PRTR対象化学物質の排出･移動量 グループ3社（D） 187.9トン 2010年度比3.0％削減
（182.3トン以下）

VOC（揮発性有機化合物）排出量 大和ハウス工業 336.8トン 2010年度比2.0％削減
（330.1トン以下）

「エンドレス グリーン プログラム 2013」の主な環境目標

対象29社：大和ハウス工業株式会社（A・B・C・D）、大和リース株式会社（A・B・C・D）、ダイワラクダ工業株式会社（B・D）、大和物流株式会社、大和リゾート株式会社、ダイワロイヤルゴルフ
株式会社、ロイヤルホームセンター株式会社、ダイワロイヤル株式会社、大和情報サービス株式会社、株式会社大阪マルビル、スポーツクラブＮＡＳ株式会社、大和エネルギー株式会社（A）、大
和ランテック株式会社、株式会社ダイワサービス（B）、日本住宅流通株式会社、大和リビングマネジメント株式会社、大和ハウスリフォーム株式会社（A）、大和ハウスインシュアランス株式会社、
エネサーブ株式会社、大和ハウスフィナンシャル株式会社、株式会社メディアテック、大和ハウス・アセットマネジメント株式会社、大和ライフネクスト株式会社、株式会社寿恵会、株式会社伸和
エージェンシー、大和ハウス・リート・マネジメント株式会社、株式会社東富士、大和コアファクトリー株式会社、西脇ロイヤルホテル株式会社　※（ ）内は対象範囲A 〜 Dの対象会社

>>2012年度実績（環境データブック2013）へ

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2013/databook2013.pdf
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　化石燃料の燃焼などに伴う人為的なCO2排出量は、
自然界で吸収可能な量の約3倍に達するといわれ、温室
効果ガスの排出量を2050年までに現状より半減させる
ことは世界共通の喫緊の課題です。そのようななか、国内
においては特に民生部門（家庭・業務）におけるCO2排出量
が1990年比で4割以上増加しており、私たち住宅・建設
業界の責任と役割はますます大きくなっています。
　大和ハウスグループでは、2008年度より「地球温暖化

防止」を最重点テーマに掲げ、「私たちの事業で地球にか
けた負担（CO2排出）以上に、地球に貢献（CO2削減）した
い」との考えから、私たちが地球温暖化防止に貢献できた
度合いを測る指標として『CO2削減貢献度』を導入、自社・
グループ施設における省エネ・創エネを推進するととも
に、環境配慮型の住宅や建築物を積極的にお客さまへ
提案、全事業・全部門で取り組みを進めています。

地球温暖化防止への取り組み

CO2削減貢献度とは
　CO2削減貢献度とは、当社グループ
の事業活動による環境負荷（CO2排出
量）に対し、当社グループの商品・サー
ビスによる環境貢献（CO2削減貢献量）
が何倍にあたるかを数値化した当社
独自の指標です。
　2007年度にCO2排出量をCO2削減
貢献量が上回り、『CO2バランス』を
達成したことを機に、環境経営指標の
一つと位置付け、その拡大に取り組ん
でいます。

〈ECOプロセス〉 〈ECOプロダクツ〉
より少なく

より多く

目指すべき姿

CO2排出量

CO2削減
貢献量

CO2削減貢献度

商品・サービスによるCO2削減貢献量
（環境貢献）

事業活動によるCO2排出量
（環境負荷）

地球にかけた負担（CO2排出）以上に、
地球に貢献（CO2削減）します

環境配慮型の住宅や建築物を積極的に
お客様へ提案、普及を進めるとともに、
事業活動プロセスでは運用改善・設備更新の
両面からCO2排出の削減に取り組んでいます。

基本的な考え方
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部門別内訳
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2012年度（実績）

CO2削減貢献度

CO2排出量
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CO2削減貢献度が6.2倍と大
幅に増加
　2011 〜 2013年度を対象期間と
する「エンドレス グリーン プログラム 
2013」では、削減貢献量の算出範囲
を一部のグループ会社にまで拡大、
2013年度の目標を「6倍以上」に設定
し、排出量の抑制に取り組むとともに、
環境配慮型の住宅や建築物の提案・
普及を進めています。
　2012年度は、業績の拡大に伴い、
事業活動プロセスにおけるCO2排出量
は前年度に比べ微増となりました。一方、
商品・サービスの提供によるCO2削減
貢献量が目標を大きく上回りました。
その結果、CO2削減貢献度は6.2倍と
前年度から大幅に増加しました。

CO2削減貢献度の目標と実績

■  商品・サービスの提供による 
CO2削減貢献

　2012年度は、再生可能エネルギー
の固定価格買取制度や補助金などの
政策による後押しと、独自のキャン
ペーン実施などによる省CO2提案を
進めた結果、戸建・賃貸住宅における
太陽光発電システムの設置率が向上
し、住宅用途の省エネリフォームも増加
しました。
　事業施設においても、工場・倉庫など
の大規模施設で太陽光発電の設置
が増加し、全事業におけるCO2削減
貢献量は2010年度比61.5％増となる
206.2万トンとなり、目標を大きく
上回りました。

■  事業活動プロセスにおける 
CO2削減

　2012年度は、前年度に引き続き各
施設における夏期・冬期の節電対策に
よる削減効果は大きかったものの、
グループ会社のホテルやスポーツ
クラブなどの大幅な利用者増加と
物流関係によるCO2排出量が増加
しました。
　その結果、グループ全体のCO2

排出量は2010年度比2.3％削減と
なる33.4万トンとなったものの、昨年
度上方修正した目標には達しません
でした。

CO2削減貢献量の目標と実績 CO2排出量の目標と実績

CO2削減貢献量
CO2削減貢献量とは、「当社が当該年に提供した住宅や建築物」と「1990年当時の仕様による同規模
の住宅や建築物」を比較して算出した居住・運用段階のCO2削減効果を、その想定使用期間にわたり
積算したもの。



71

環 境 との共創共生

戸建住宅事業 低層賃貸住宅事業
分譲マンション事業 商業建築事業

中高層賃貸住宅事業 住宅リフォーム事業
環境エネルギー事業

戸建住宅事業 低層賃貸住宅事業

住宅リフォーム事業 商業建築事業
中高層賃貸住宅事業 分譲マンション事業

環境エネルギー事業（kW）
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　大和ハウス工業では、環境中長期
ビジョン2020に基づき、住宅・建築物
における“環境負荷ゼロ”実現に向けた
2つのプロジェクトを推進しています。
　戸建住宅事業では、2020年までに

「エネルギー自給住宅」の実現を目指す
「Smart xevo Eco Project（スマー
ト・ジーヴォ・エコ・プロジェクト）」を
推進。2013年4月にはスマートハウス
第二弾となる「スマ・エコ オリジナル
Ⅱ」を発売しました。
　一方、商業建築事業では、2020年
までに環境負荷「0（ゼロ）」を目指す

「Smart-Eco Project（スマートエコプ
ロジェクト）」を推進。2012年度は、
自社の事務所や店舗、工場において、
先進技術を導入した省CO2先導事例
に取り組み、実証実験に着手しました。

■“環境負荷ゼロ”を目指す2つ
のプロジェクトを推進

商品・サービスの提供に
よるCO2削減貢献

ECOプロダクツ｜実践報告

「スマ・エコ オリジナルⅡ」外観

　当社では、太陽光発電に関する国・
地方自治体の補助金や再生可能エネ
ルギーの固定価格買取制度などを
積極的に活用し、さまざまな用途の建築
物や設置形態への対応と設置コスト
の低減を図るなど、全事業で太陽光
発電システムの普及を進めています。
　2012年度は、戸建住宅での設置率
が64.3％、低層賃貸住宅での設置率
が36.9％と大幅に増加したほか、分譲
マンションへの設置や既存住宅・建築
物への提案を進めた結果、全事業にお
ける設置容量は前年度比3.3倍となる
117,781kWとなりました。

太陽光発電設置容量の推移（全事業）

　商業建築事業では、『先進技術でエ
ネルギーをカシコク使う』をコンセプト
に、「パッシブ」、「アクティブ」、そして

「スマートマネジメント」といった3つの
キーワードに沿って、さまざまな用途
における環境配慮建築のパッケージ
開発を進めています。
　2011年 に 発 売 を 開 始した「D’s 
SMART OFFICE（ディーズ スマート 
オフィス）」に続き、2012年度は5月
から次 世 代 環 境 配 慮 型 店 舗「D’s 
SMART STORE（ディーズ スマート
ストア）」の実証実験に着手。12月には
次世代環境配慮型工場「D’s SMART 
FACTORY（ディーズ スマートファクト
リー）」の発売も開始しました。
　今後は、同プロジェクトを介護施設・
ホテル・物流倉庫などの用途へも展開
していく予定です。

自然を活かす（光・風・緑）

エネルギーを
適切に制御

アクティブ
コントロール

パッシブ
コントロール

スマート
マネジメント

創エネ・省エネ・
蓄エネ

先進技術で
エネルギーを
カシコク使う

ディーズスマートシリーズのコンセプト

地球温暖化防止への取り組み
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エンドレスグリーンプログラム
2013の重点戦略
全事業において環境配慮商品
への取り組みを拡大
■�業界をリードする省CO2先
導事例の創出
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　当社では、2009年に「環境エネル
ギー事業」を立ち上げ、グループの大和
エネルギーやエネサーブなどと連携
し、建物の省エネ・創エネ改修を中心
とした環境エネルギーの総合提案を
推進しています。
　2012年度は、建物・設備の省エネ
改修を進めるとともに、業務ビルの非常
時の電源確保及び、平常時のピーク
シフト対策として定置式リチウムイオン
蓄電池「Power Storager 10（パワー
ストレージャー テン）」の提案を強化し
ました。さらに、企画から設計・施工・
運営管理まで請け負える当社グループ
の総合力を活かし、メガソーラー事業
の建設請負及び自社グループでの
発電事業の拡大を図りました。

Power Storager 10

　当社商業建築事業では、2009年
1月に制定した「環境配慮設計ガイド
ライン」に基づいて省エネ法の届出
対象である300m2以上の非住宅物件
すべてについて、CO2排出量の予測、
1990年時仕様との比較を実施してい
ます。また、2,000m2以上の物件では
CASBEE※簡易版による自己評価を
実施し、多面的な環境性能の向上に
取り組んでいます。
　2012年度は新たに「環境配慮設計
評価シート」の運用を開始。企画設計
から建設まで、段階ごとに環境配慮に
関する評価を行なっています。
　また、2012年度は再生可能エネル
ギーの固定価格買取制度の開始を
受け、新築物件だけでなく、既存建物
の屋根への大規模ソーラーの設置提案
なども進めました。
　その結果、2012年度の同事業に
おけるCO2削減貢献量は、グループ
の大和リース分も含めて、2010年度
比66.9％増となる60.0万トン（前年度
比18.5%増）となりました。
※ CASBEE：建築環境総合性能評価システム。

建築物の環境性能を総合的に評価する手法
で、評価ランクは上位からS・A・B＋・B−・Cの5
段階。

住宅事業のCO2削減貢献量の推移 商業建築事業のCO2削減貢献量の推移

住宅事業の取り組み

商業建築事業の取り組み

　当社住宅事業では、生活の質を向上
する環境配慮提案を実施してCO2削減
貢献量の拡大に取り組んでいます。
　2012年度、戸建住宅事業では住宅
エコポイントや補助金などの活用と
独自のキャンペーンを実施するととも
に、スマートハウス「スマ・エコ オリジ
ナル」の販売を強化しました。また、
大阪府堺市にネット・ゼロ・エネルギー
タウン「スマ・エコタウン晴美台」を
開発。今後は、同様の街づくりを全国
に展開して環境に配慮した街づくりの
普及に努めていきます。
　賃貸住宅事業では、外壁・窓の高
断熱化、設備の高効率化に加え、太陽光
発電システムの提案を強化しました。
　住宅リフォーム事業では、断熱性を
高める省エネリフォームや、高効率
給湯器・太陽光発電システムの設置
などを推進。なかでも既存の賃貸住宅
に対する太陽光発電のリフォーム件数
が前年度の約2.2倍と大幅に増加しま
した。
　分譲マンション事業では、全国の
マンションを次世代省エネ基準（H11
年基準）に適合する断熱仕様とし、高
効率給湯器やLED照明、エネルギーの
見える化設備等の導入を進めました。
　これらの取り組みの結果、2012年
度の住宅事業におけるCO2削減貢献
量は、2010年度比41.5%増となる

■業務ビルの電力ピークシフト
対策に蓄電システムを商品化

4 112.3万トン（前年度比11.4%増）とな
りました。
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環 境 との共創共生

関連項目 スマ・エコ オリジナルⅡ

スマートハウス第二弾「スマ・エコ オリジナルⅡ」を発売
　当社では、2013年4月に6.2kWhの家庭用リチウムイオン蓄電池と、業界初とな
る蓄電池とエアコンの自動制御が可能な次世代型HEMS※1「D-HEMS Ⅱ（ディー・
ヘムスツー）」、太陽光発電システムを組み合わせた先進のスマートハウス第二弾

「スマ・エコ オリジナルⅡ」を発売しました。この商品は、最長24時間の停電に対
応可能で年間光熱費も約29万円削減（95％減）することができます。環境性能も
旧省エネ基準による住宅と比べエネルギー使用量を62％削減、CO2排出量も
63％削減でき※2、無理な節電をしなくても住むだけで「家が節電してくれる」商品
となっています。
※1 ホーム・エネルギー・マネジメント・システム
※2 オール電化で、太陽光発電システム3.5kW搭載時。

環境・防災に配慮した賃貸マンション「リトラモント」（東京都荒川区）
　環境と防災に配慮した賃貸マンション「リトラモント」は、次世代省エネ基準（H11
年基準）に適合する断熱仕様を採用するとともに、共用部には太陽光発電

（8.28kW）とリチウムイオン蓄電池（14.7kWh）を設置。LED照明や電気自動車の
充電器も採用しています。加えて、防災用発電機や防災対応受水槽を設置し、災害
時の電力と水源を確保しています。さらに、太陽光採光システム（ひまわり）を設置
して自然光を共用部へ供給するとともに、停電時の照度確保にも役立てられるよう
にし、「省CO2」と「防災対応」の両立を可能にしています。また、太陽熱給湯設備を
各住戸に配置することで、マンション全体のCO2排出量を115t/年、給湯コストを
20,000円/戸・年削減可能としました。

リチウムイオン蓄電池（6.2kWh）（下左）
D-HEMS Ⅱのモニター画面（下右）

日本最大級の太陽光発電システム（約177kW）を搭載した環境配慮型分譲マンション
〜プレミスト南千里津雲台パークフロント・パークブリーゼ（大阪府）〜
　本物件は、分譲マンションとしては日本最大級となる約177kWの太陽光発電
システムを導入し、共用部での利用だけでなく、特定住戸（38戸）の専有部にも戸別
に供給するシステムとしています。総戸数351戸の約1割にあたる特定住戸には、
戸あたり2.58kW（合計約98kW）の太陽光発電が割り当てられ、発電した電力は
住戸内で利用できるほか、余剰電力は電力会社に売電できるため、光熱費を大幅に
削減することが可能です。残りの約79kW分は共用部に割り当てられ、平常時には
電灯などに利用し、災害時には共用部に設けた非常用コンセントに電力を供給し、
緊急時の非常用電源として利用します。また、LED照明、エコキュート（自然冷媒ヒート
ポンプ給湯機）、断熱浴槽、電気自動車用コンセントなども採用し、新省エネ基準

（H4年基準）のマンションと比べ、年間のCO2排出量を、戸別供給型太陽光発電
システム導入の住戸で最大約65%※、その他の住戸では約30%削減※可能です。

※ マンションの一般的なガス・電気の使用量から、当社独自のシミュレーションにより試算した理論値。

リトラモント

プレミスト南千里津雲台パークフロント・パーク
ブリーゼ

地球温暖化防止への取り組み

http://www.daiwahouse.co.jp/jutaku/smart/original/index.html
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関連項目 D’s スマートオフィス

環境に配慮したオフィス提案　〜丸善製薬㈱新尾道工場厚生棟（広島県）〜
　当社が設計・施工し、2013年1月に竣工した丸善製薬㈱新尾道工場厚生棟（広島
県）では、当社独自の環境配慮商品「D’sスマートオフィス」のコンセプトをもとに、
当社独自の多機能タイプの外装フレーム「D’s フレーム」を設置。太陽光発電パネ
ルや再生木材による日除けを取り付け、創エネ・日射遮蔽等によって環境性能を
高めるとともに、外観的特徴を演出しています。また、屋上緑化や低放射（Low-E）
複層ガラス、採光ブラインドなどの省エネ技術提案を行い、パッシブコントロール・
アクティブコントロール・スマートマネジメントをバランス良く組み合わせた結果、
CO2排出量は1990年仕様比で44.7％削減し、CASBEE（建築環境総合性能評価
システム）はAランクの評価となりました。

ダブルスキンカーテンウォール※によるショールーム提案　〜㈱LIXILショールーム沖縄〜
　日本で唯一、亜熱帯気候に属する沖縄は、日差しが強く気温が高いため、通常は
省エネ法などの規制によってガラス面を多く設けることは難しいのが実情です。そこ
で本物件は、空気の自然対流を利用するダブルスキンカーテンウォールを採用し、
道路に面した南側を全面ガラス張りとし、明るく開放的でありながら、騒音にも配慮
したショールームを実現しました。その結果、省エネ法の規制に通常対応した閉鎖
的な外観の場合と比べて採光量は約4倍となり、単板ガラスでの全面カーテン
ウォールとした場合と比べても外壁などからの年間熱負荷を約1/3に低減すること
ができました。

メガソーラーによる再生可能エネルギーの普及促進
　2012年7月にスタートした再生可能エネルギーの固定価格買取制度によって、
日本全国でメガソーラーの建設が進められています。1メガワット（1,000kW）で、
約300世帯相当分の年間消費電力量を発電し、年間約350トンのCO2排出削減
効果が見込めます。
　当社も長年培ってきた技術力を活かし、全国各地でメガソーラー・太陽光発電の
建設を行っており、2012年度は37.7MWを受注し、21.3MWの建設実績となりま
した。メガソーラーを建設していただいた企業さまからは「“事業収益”と“CSR”の
両面でメリットがあった」などの喜びの声を頂戴しています。今後もメガソーラー
建設を積極的に推進し、再生可能エネルギーの普及促進に取り組んでいきます。
※ CO2排出削減効果は、太陽光発電協会業界自主ルールに基づき算出（0.3145kg- CO2/kWh）

㈱LIXILショールーム沖縄

丸善製薬㈱　新尾道工場厚生棟

㈱高田屋メガソーラー（長崎県）

※ 窓際の温熱環境を快適に保ち、空調負荷を低減するためにビルの外壁を二重にしたカーテンウォールの
こと。ガラスとガラスの間に空気の流れを作り、熱気を排出する。

http://www.daiwahouse.co.jp/business/office/smart/index.html
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環 境 との共創共生

関連項目 省エネ大賞受賞

　当社では、地球温暖化防止を最重点
テーマとして取り組むなか、特に自社
の保有・賃借施設における省エネ・創
エネを推進するため、エネルギー管理
体制の継続的な強化を図っています。
　代表取締役である環境担当役員の
リーダーシップのもと、オフィス・工場・
商業施設・ホテルという主要セクター

事業活動プロセスに
おけるCO2削減

ECOプロセス｜実践報告

エンドレスグリーンプログラム
2013の重点戦略
全社エネルギー管理体制に基
づく省エネ活動の展開
■  自社/グループ施設における

運用改善の継続と計画的な
設備更新

■  省エネトップランナー事例の
創出と水平展開

■  自然エネルギーの積極的な
導入

（部門）ごとにエネルギー管理員の
有資格者をエネルギー管理企画推進者
として選任、年2回以上開催する「推進者
会議」にて、きめ細かなPDCAサイクル
に基づく改善を実施しています。
　2012年度は、昨年度策定した「省エネ
投資ガイドライン」に基づき、前年度の
エネルギーコストの約19％に相当する
14.9億円の省エネ投資を実施すると
ともに、自社施設における「Smart-Eco 
Project」を推進しました。
　同プロジェクトでは、オフィスをはじ
め多様な自社施設において、CO2排出
量の半減とZEB（ネット・ビロ・エネル
ギー・ビル）の実現を目指し、設計時と
運用時の両面から取り組みを推進して
います。
　成果の大きかったオフィス部門では、
その取り組みの先進性・波及性などが
評価され、平成24年度『省エネ大賞』に
おいて最高位の「経済産業大臣賞」を
受賞しました。

　当社グループでは、グループ全体で
省エネ活動を進めるにあたって、主要
セクターでトップランナー事業場を
選定し、そこで集中的に省エネ施策を
実施し、効果を確認・検証しています。
その後、他事業場へ水平展開することで
活動の活性化と効率化を図っています。
　2012年度は、商業施設のトップラン
ナー事業場（イーアスつくば）において
熱源や空調を制御するBEMS※の導入
や、照明のLED化などの省エネ施策を
実施し効果検証を行うとともに、他施設
への水平展開の準備を進めました。
なお、この照明LED化の取り組みは、

「省エネ・照明デザインアワード2012」
（環境省主催）の優秀賞を受賞しました。
　また、これまでトップランナー事業場
を中心に取り組んできた効果的な省エネ
事例をグループ全体で共有するデータ
ベースを構築。初年度となる2012年
度は158件の事例を掲載し、省エネ施策
立案の効率化を図りました。
※ ビ ル エ ネ ル ギ ー 管 理 システム（Building 

Energy Management System）

トップランナー事業場（イーアスつくば）での省エ
ネ診断風景

「省エネ・照明デザインアワード2012」を受賞し
たイーアスつくばのLED照明

エネルギー管理体制

管理部門担当役員

生産部門担当役員

商業施設部門
担当役員

事務所部門
環境責任者

生産部門
環境責任者

商業施設部門
環境責任者
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地球温暖化防止への取り組み

■継続的な省エネ投資と独自の
プロジェクトで「省エネ大賞」
を受賞

1

1

2

3

■商業施設へのBEMS導入と
照明のLED化を推進

2

大和ハウス 愛知北ビル

http://www.daiwahouse.co.jp/release/20130125162703.html
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　当社グループでは、グループをあげて
地球にやさしいクリーンエネルギーで
ある風力発電・太陽光発電システムの
自社施設への導入を推進しています。
2000年度、大型風力発電（600kW）
の1号機をグループ会社が運営する
ホテルに設置したのをはじめ、2005
年度には10kW小型風力発電機を
メーカーと共同開発し、全国の工場や
ショッピングセンター、ホテルなどに
設置を進めてきました。
　2012年度は、固定価格買取制度が
開始されたことを受け、本格的にメガ
ソーラー事業へ参入。自然エネルギー
による発電量と自社の電力使用量を
バランスさせることを目指し、大規模
太陽光発電の導入を進めました。当社の

岡山工場（0.8MW）をはじめ、ひびき
国際物流センター（2MW）、ヨーク
タウンアクロスプラザ大原（0.5MW）
など、さまざまな用途建物の屋根を
活用し設置を進めた結果、2012年度
末現在、当社グループが保有する自然
エネルギー発電設備は15,751kW、
2012年度の年間発電量は32,946 
MWhとなり、当社の使用電力量の
32.7％に相当します。
　今後、自社施設の新築時には原則と
して自然エネルギー発電設備を設置
するとともに、自社保有施設の屋根や
遊休地を利用して、自然エネルギー
発電の普及に貢献していきます。

電力不足に対応するために、軽油・灯油
燃料への代替や、復興住宅の部材生産
などでCO2排出量が増加しました。
一方で、トップランナー事業場での取り
組みの水平展開や高効率照明への更新
を進めた結果、生産部門におけるCO2

排出量は、2010年度比1.7％減となる
23.1千トンとなりました。2013年度は、
継続的な省エネにつながる施策を実施
することで、引き続き節電とCO2排出量
削減の両立を進めます。

生産部門におけるCO2削減

※ 大和ハウス工業、大和リース、ダイワラクダ工業

当社グループが2007年より運営する
「佐田岬風力発電所（9MW）」（愛媛県）

ヨークタウンアクロスプラザ大原
（太陽光発電システム0.5MW）

岡山工場（太陽光発電システム0.8MW）
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自然エネルギーの導入推移

生産部門のCO2排出量の推移

■自然エネルギー導入を加速
し当社使用電力量の32.7％
相当に

3

　当社グループのCO2排出量のうち、
自社工場を有する3社※における生産
活動に伴うCO2排出量は全体の約
6.9％を占めます。2012年度は、一部

物流部門におけるCO2削減
　大和ハウスグループのCO2排出量
のうち、自社工場を有する3社※が荷主
となる輸送と物流事業による輸送に伴う
CO2排出量は、全体の約16.3％を占め
ます。当社は荷主の立場から、モーダル
シフトや共同調達を進めるとともに、
工場出荷車両の積載効率向上による
台数削減やエリア配送の見直しを進め
ています。一方、輸送事業者である
大和物流では、エコドライブの推進と
低公害車の導入によって燃費の改善
を進めています。2012年度は、上記の
取り組みで一定の成果があったものの、
復興住宅を建設するために大量の輸送
が必要となり、物流部門のCO2排出量
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は2010年度比11.5％増となる54.3
千トンとなりました。
※ 大和ハウス工業、大和リース、ダイワラクダ工業

　当社グループのCO2排出量のうち、
オフィスにおけるCO2排出量は全体
の約6.3％を占めます。当社グループ
のオフィスでは、新築時の先進技術の
導入と運用時のエネルギー管理の
徹底、この両面からCO2排出量の削減
に取り組んでいます。
　2012年度は、新築事務所でZEB※

の実現に向けた先進技術の実証に
着手したほか、エネルギー使用量の
見える化やタスク・アンビエント照明
の導入など、夏期・冬期の徹底した節電
対策を実践した結果、CO2排出量は
2010年度比14.3％減となる20.9千トン
となりました。

オフィスにおけるCO2削減
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「大和ハウス岐阜ビル」
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※ 大和ハウス工業、大和リース、ダイワラクダ工業

物流部門のCO2排出量の推移

※ ネット・ゼロ・エネルギー・ビル：創エネルギー
と消費エネルギーが差し引きゼロの建物

オフィス部門のCO2排出量の推移

　当社グループのCO2排出量のうち、
商業施設/店舗におけるCO2排出量は
全体の約12.3％を占めます。2012年
度は、夏期・冬期の節電要請を受け、
お客さま・テナントさまの協力も得なが
ら、共用部の照度管理や空調温度管理
を徹底するとともに、LED照明の導入や
太陽光発電の設置を進めました。その
結果、2012年度のグループ施設全体
でのCO2排出量は2010年度比14.6％
減となる40.9千トンとなりました。
　今後は、LED照明や太陽光発電の
設置に加え、よりきめ細かな運用管理
を行うためのBEMS※の導入を進めると
ともに、テナントさまと連携した省エネ
活動の推進を図り、過度な節電を回避
しながら、省エネと快適な商空間の
両立を目指します。

商業施設/店舗における
CO2削減

商業施設/店舗部門のCO2排出量の推移

※ ビルエネルギー管理システム（Building Energy 
Management System）

レーションの導入を進めました。その
結果、2012年度のグループ施設全体
でのCO2排出量は2010年度比6.4％
減となる96.8千トンとなりました。

リゾート/スポーツ施設におけ
るCO2削減

リゾート/スポーツ施設部門の
CO2排出量の推移

　当社では、取引先のエネルギー使用
量削減にも積極的に取り組んでいます。
例えば、当社の取り扱う省エネ商材の
提案や建物の断熱性能向上の提案、
省エネ診断を行ったうえで設備更新や
運用改善の提案など、その手法は多岐
にわたります。
　この取り組みを今後も拡大させ、取引
先の省エネ・省CO2にも貢献していき
ます。

取引先との協働による
CO2削減

高効率照明

地球温暖化防止への取り組み

　当社グループのCO2排出量のうち、
リゾート/スポーツ施設におけるCO2

排出量は全体の約29.0％を占めます。
　大和リゾートが全国29ヶ所で運営
するリゾートホテル「ダイワロイヤルホ
テルズ」では、継続して高効率空調シス
テムへの更新やLED照明の導入を進め
ました。また、スポーツクラブNASが
全国57ヶ所で運営するスポーツクラ
ブでは、10施設に天然ガスコージェネ

屋根断熱

関連項目 取引先に導入いただいた
省エネ商材、
省エネソリューション

http://www.daiwahouse.co.jp/ene/solution/cost.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2013/2013_csr_detail_kankyo.pdf#page=8
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自然エネルギーの導入
　当社と当社グループの大和エネルギーは、メガソーラー事業の第一弾として、
当社が建設し所有する「ひびき国際物流センター（福岡県北九州市）」の屋根面に、
九州地方では最大規模となる太陽光発電所を建設し、2013年2月より、売電事業
を開始しました。
　物流センターの屋根（約23,200m2）全面に太陽光パネルを敷設することで総出力
2MW（メガワット）を確保。年間予想発電量は約2,000,000kWhとなり、一般的な
家庭約420世帯の年間消費電力量に相当※します。
※ 家庭の一世帯あたりの全消費量を4,734kWh/年とした場合（資源エネルギー庁「省エネ性能カタログ」

より）
ひびき国際物流センター

エネルギーの“見える化”から“見せる化”へ
　省エネトップランナー事業場（当社九州工場）で“エネルギーの見える化”を活用
し抽出した施策のうち、効果の高かった改善事例の全国展開を2012年6月に完了
しました。また、当社が開発した高効率反射板照明「レフボファクトリー」も全国工場
に導入しました。その結果、当社の全10工場における売上高あたりのCO2排出量
を前年度比10％削減することができました。
　今後、担当者のみが計測データを閲覧している“見える化”を、経営者から作業者
まで必要に応じた情報が常に閲覧でき改善の”気づき”を与えてくれる“見せる化”
に進化させ、さらなる省エネ活動を推進します。 高効率反射板「レフボファクトリー」

商業施設を運営するグループ会社省エネ合同部会の開催
　当社グループ6社※が運営する223の商業施設/店舗は、それぞれに省エネ・省
CO2の取り組みを進めてきました。しかし、各社・各店舗にノウハウが分散し、新し
い取り組みがなかなか出てこないという共通課題があったため、初の試みとして

「グループ会社省エネ合同部会」を企画・実施しました。第一回の省エネ合同部会
には、18名のメンバーが集まり座学や開催施設の省エネ診断を実施することで
省エネノウハウの共有化を図り、活発な情報交換も行いました。今後も「省エネ合同
部会」を継続し、当社グループ施設全体の省エネ・省CO2に取り組んでいきます。

省エネ合同部会の様子（湘南モールフィル）※ 大和ハウス工業、大和リース、ロイヤルホームセンター、ダイワロイヤル、スポーツクラブNAS、
　 大和情報サービス

リゾート施設における省エネ展開
　当社グループの大和リゾートは、浜名湖ロイヤルホテルをトップランナー事業場
として省エネ活動に取り組み、これまでに約100項目の省エネ施策を抽出し、大きな
成果を得ることができました。
　省エネ施策には、設備更新策と運用改善策があり、設備更新策については、設備
投資計画を策定し国内クレジット制度※の仕組みも活用しながら、計画的に投資する
体制を整備しました。運用改善策については、省エネチェックリストを作成し、全国の
ホテルへノウハウの水平展開を実施しました。 浜名湖ロイヤルホテルでの運用改善策（サーモ

グラフィーカメラによって配管からの熱ロスを
発見し断熱改修を実施）※ 大企業などによる技術・資金などの提供を通じて、中小企業が行った温室効果ガス排出削減量を認証し、

自主行動計画などの目標達成などのために活用できる制度
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自然環境との調和（生物多様性保全）への取り組み

大和ハウスグループ
生物多様性宣言

開発や街づくり、資材の調達において、
生物多様性への配慮を進めます

住まいや街づくりを通じて、
緑の保全と創出に取り組むとともに、
認証木材や再生木材の採用により、
持続可能な木材利用に努めています。

　街づくりや住宅などの建設において
は、木材など、自然の恵みである天然
資源を使用します、そのため、資源調
達や建設時の影響を認識し、持続可能
な生態系の保全に配慮した事業活動
に努めなければなりません。
　そこで当社は、2010年10月に「生物
多様性宣言～人と自然が『共創共生』
する社会へ～」を策定するとともに、
分譲地の開発や木材調達において遵守
すべきガイドラインを制定し、運用状況
を定期的に検証しています。

基本理念
私たちは、グローバル社会の一員として、生物多様性が生み出す自然の恵みを認識し、
生態系に配慮した事業活動に努め、人と自然が『共創共生』する社会の持続可能な発展に
貢献します。

行動指針
1. 人と自然が共生する事業活動の推進

自然の恵みの重要性を認識し、事業活動と自然の循環機能である大気・水・土・生物
などとの調和を図ります。

2. 人と自然が共創する街づくりの提案
建設時における生物多様性への影響を認識し、回避・低減に努めるとともに、生態系に
配慮した街づくりの提案を行います。

3. 生態系に配慮した資源の利用
生物多様性に関する法令遵守に留まらず、高い倫理観に基づき、サプライヤーと協働
で、持続可能な資源の利用に努めます。

4. 研究開発による貢献
グローバルな視点から、生物多様性保全に係わる研究開発を推進し、その成果を社会と
共有します。

5. ステークホルダーとの連携と対話
地方公共団体やNGOなどのステークホルダーとの対話と連携により、事業活動と社会
貢献活動の両面から生物多様性保全への取り組みの環を拡げます。

　1992年の地球サミット以来、気候変動問題とともに
生物多様性（Biodiversity）の急激な消失が地球環境と
人類の将来を脅かすとの認識が広まり、自然との共生に
基づく持続可能な社会の実現が世界共通の課題となって
います。国内においても、2012年には「生物多様性国家
戦略2012-2020」が策定されるなど、その重要性が広く
社会共通の認識となりつつあります。
　大和ハウスグループでは、2005年に制定した「環境
ビジョン」において、「自然環境との調和」を環境活動重点
テーマの一つに掲げ、緑化の推進や植樹活動などを推進
してきました。こうした取り組みを通じて、生物多様性が

生み出す自然の恵みと、それらが私たちの事業活動の
基盤であることを強く認識し、2010年10月には、住宅
メーカー初となる「生物多様性宣言」を策定し、より包括的
な取り組みをスタートさせました。
　当社グループが手がける大規模な開発や街づくりなど
は自然環境や生態系への影響が大きく、また住宅・建築物
における資材の多くが自然に大きく依存しています。こう
した認識のもと、私たちが開発する街づくりや、住宅建設
などでの資材調達においては、生態系の保全に配慮するこ
とはもちろん、その健全な生態系が持続するよう生物多様
性に配慮し、社会の持続可能な発展に貢献していきます。

基本的な考え方



80

（戸）
12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

（年度）
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 20122004

1,158
1,949

4,889

2,875

6,881

7,885

9,126
9,991

11,116

（％）

（開発）

100

80

60

0

（年度）
201320122010 2011

実績目標
(100.0)

90.0

92.4

90.0

100

（％）

（街づくり）

100

80

60

40

0

（年度）
201320122010 2011

実績目標

(59.7)
70.0 70.0

61.9

59.3

関連項目 エコログリーン

　当社では、大規模な団地開発や市街
地での住宅・建築物の建設において、
生物多様性への影響を最小限としつ
つ、豊かな生態系ネットワークの創出
に貢献することが重要と考え、6つの
配慮項目をガイドラインとして定め、
取り組みを推進しています。

商品・サービスにおける
生物多様性保全

ECOプロダクツ｜実践報告

エンドレスグリーンプログラム
2013の重点戦略
人と自然が共創する街づくりの
提案
■  生物多様性ガイドライン［開

発･街づくり編］の運用
■  生物多様性に配慮した先導

事例の創出と水平展開
■  環境緑化事業の推進

生物多様性ガイドライン【開発・街づくり編】

　この生物多様性ガイドライン（開発・
街づくり編）に基づいて分譲住宅や
マンション、一定規模以上の請負工事
については、6つの配慮項目に関して
具体的に取り組むべき事項をまとめた
独自のチェックリストを作成。物件ごと
に提案内容を定量的に評価し、自主基
準への適合に努めています。
　また、同チェックリストによる評価が
一定以上の物件をSランク物件として
社内先導事例に認定し、事例紹介など
を通じて水平展開を図っています。

　その結果、2012年度の生物多様性
自主基準適合率は、開発部門が100%、
街づくり部門が59.3%となり、Sランク
物件は、開発部門が1件（16,775m2）、
街づくり部門が18件（122,085m2）と
なりました。

生物多様性自主基準適合率の
目標と実績

■  環境共生住宅の累積認定戸数が
11,116戸を達成

　当社では、自然環境との共生を図る
「自然と調和した街づくり」を進めるに
あたり、その進捗を測る指標として、

「環境共生住宅※認定制度」を活用して
います。
　2012年度は、分譲・請負住宅におい
て、想定外構面積の40%以上の緑地
確保や郷土種の採用などに取り組み、
認定取得を推進した結果、認定戸数は
1,125戸となり、2003年度からの累積
認定戸数は11,116戸となりました。

※「地球環境を保全する」「周辺環境に親しむ」「健
康で快適な居住環境」という3つの考え方に基
づいた住まいづくりのことで、一般財団法人建
築環境・省エネルギー機構が認定するもの。

環境共生住宅の累計認定戸数

　当社グループの大和リースでは、
「緑が、街を変えていく。」をテーマに、
独自の環境緑化事業「ECOLOGREEN

（エコログリーン）」を展開しており、
「壁面緑化」・「屋上緑化」・「外構緑化」・
「室内緑化」などの総合的な緑化をご
提案しています。
　2011年度は、フランスの緑化会社
であるカネヴァフロール社と、壁面緑
化システムの緑化技術供与に関するラ
イセンス契約を締結し、当社総合技術
研究所において、日本の風土に適した
植栽の選択や維持管理方法の検証を
進め、新たに植栽基盤型の壁面緑化フ
レームタイプを商品群に加えました。
　これら商品群による緑化のトータル
プロデュースの提案を進めた結果、
2012年度の緑化施工面積は前年度比
約0.5％増となる18,487m²となりまし
た。今後も商品群の拡大を進め、都市緑
化のさらなる推進に貢献していきます。

「ECOLOGREEN Parking（エコログリーンパー
キング）」（大阪府）

1

2

3

■独自のチェックリストで評価
■を行い緑の保全・創出を推進
1
2

■「緑が、街を変えていく。」を
テーマに環境緑化事業を展開

3

1. 自然環境のポテンシャルの把握
2. 緑の保全・創出
3. 野生小動物の生息・生育環境への配慮
4. 生態系ネットワーク形成のための配慮
5. 工事中の影響の低減
6. 維持管理面における配慮

生物多様性自主基準適合率
自主基準適合※物件の敷地面積計（m²）÷
対象物件の敷地面積計（m²）
※ 用途ごとに定めた独自のチェックリストに

よる評価にてBランク以上

http://www.daiwalease.co.jp/ecologreen/index.html
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環 境 との共創共生

環境に配慮した開発 ～北摂三田第二テクノパーク地区土地区画整理事業（兵庫県) ～
　本物件は、豊かな緑に恵まれた自然環境、絶好のアクセスの好立地を活かして、

「人と自然にやさしい産業団地」をコンセプトに定め、開発事業を推進しています。
事業区域内に貴重な湿原である上皿池湿原※があったため、同湿原は保全区域と
し、工事エリアをそれ以外に限定しました。また可能な限り、改変区域の貴重な動
植物を移植し、湿原周辺の生物多様性の維持・向上にも努めました。なお、2010年
には改変区域の貴重種調査や移植、その後2011～12年の2年間にわたって移植
後のモニタリング（経年調査）を実施し、概ね生育も順調という結果を得ており、
今後は三田市によって維持管理される計画となっています。
※ 兵庫県版レッドデータブック（絶滅のおそれのある野生生物などをリストアップして、その現状をまとめ

た報告書）にAランク（規模的、質的に優れており貴重性の程度が最も高く、全国的価値に相当）としてリ
ストアップされている湿原

自然との共存共栄を目指した街づくり ～東京森都心 多摩ニュータウン東山～（東京都八王子市）
　東京都5大丘陵の1つ「多摩丘陵」の一画に位置する「多摩ニュータウン東山」は、
既存の生態系にも配慮した環境共生型の街づくりに取り組んでいます。開発前に
有識者と共に環境調査を実施し、動植物を含めた多様な生物相※を確認しました。
既存生態系の生息環境を守るために事業区域の30％強（約11ha）もの緑地を残す
ことで西側にある関東山地と連なる自然環境を保全するとともに、街中にも動物の
移動経路となる回廊緑地を設ける計画です。また、100本以上の木々の移植や
表土の保全、両生類繁殖用ビオトープの整備などの保全措置に加え、緑地協定
締結による街中の緑量確保にも取り組んでいます。
※ 特定の地域に生育する動物や植物の種類組成

環境緑化事業の取り組み ～ウェルカムガーデン新大阪「大阪花屏風」～
　「みどりがつなぐ人と人、人と自然」をテーマに、大阪府が構想する「みどりの風を
感じる大都市・大阪」事業の一環としてJR新大阪駅南口に緑化施設を整備する事業に、
大和リースの提案が採択され、2012年7月に、約23mに及ぶ壁面緑化と、大阪で見ら
れる10種類の樹木や四季折々の花壇で構成された「大阪花屏風」を設置しました。
　ガーデン内には、大阪の見どころを案内するパネルや植物図鑑も設置し、みどり
のインフォメーションセンターとしての機能も果たしています。夜のライトアップに
はLED照明を使用し、省CO2にも配慮しています。

環境緑化事業の取り組み ～大阪マルビル緑化プロジェクト「都市の大樹」～
　当社グループでは、世界的な建築家である安藤忠雄氏の「人の集まる緑の空間を
造って街を活性化したい。」との思いに賛同し、氏と協働で「大阪マルビル緑化プロ
ジェクト」を開始しました。同プロジェクトは、当社グループが管理・運営する都市型
ホテル「大阪マルビル」（30階建、高さ124m）の壁面を10年かけて緑化し、大阪の
シンボルとして「緑の大木」を作り出すというプロジェクトです。壁面緑化は、6階
までの外壁にワイヤーメッシュフレームを取り付け、ツルや蔦などを這わせます。
また、ビルの壁面緑化に併せて、エントランス前の広場も「緑のテラス」として改修
し、憩いと交流の場を創出します。

生態系の生息環境を維持・保全する関東山地と
連なる緑地

改変区域改変区域

保全区域保全区域

改変区域より上皿池湿原への移植図（左）
植物移植作業（右）

ウェルカムガーデン新大阪「大阪花屏風」

大阪マルビル緑化プロジェクト
「都市の大樹」

自然環境との調和（生物多様性保全）への取り組み
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（92.3%）
Sランク

（0.4%）
Bランク

（2.3%）
Cランク

（5.0%）
Aランク

（9.8%）

（7.3%）

当社推奨木材

再生木材

（75.3%）
認証木材

（1）合法性の確認
(a)  供給源が明らかであること（原木

供給地までのトレーサビリティー）
(b)  伐採権のあることが確認できること
(c)  森林に関する法令およびその他関

連規則が遵守されていること
（2）持続可能性の確認
以下の8項目について総合的に持続可能
性を判断します。

(a)  伐採した木材が絶滅危惧種でな
いこと

(b)  伐採方法が天然林の大伐採でな
いこと

(c)  伐採地および周辺エリアの絶滅危
惧種の保全に配慮されていること

(d)  紛争地産の木材でないこと
(e)  産地政府の法的労働諸条件を満

たしていること
( f )  森林備蓄量が維持可能なこと（伐

採後も区域内の森林が再生可能
なこと）

(g)  日本の国産木材
(h)  利用可能になるまでの時間が短い

早生木材（ 早生木材の育成にあた
り、天然木の大伐採がないこと）

　当社の事業活動において、住宅・建築
物に用いる木材の利用は、自然からの
生態系サービス（自然の恵み）のうち最
も重要な一つです。そこで、当社が調達
する木材に関するガイドラインを定め、
持続可能な木材利用に努めています。

事業活動プロセスに
おける生物多様性保全

ECOプロセス｜実践報告

エンドレスグリーンプログラム
2013の重点戦略
生態系に配慮した資源の利用
■   生物多様性ガイドライン
　［木材調達編］の運用拡大
■ 認証木材・再生木材の採用推進

生物多様性ガイドライン【木材調達編】

　この生物多様性ガイドライン（木材調
達編）に基づき、当社では認証木材・再
生木材・当社推奨木材の3種類の認定
基準を定め、基準に適合した木材の調
達を進めています。
　2010年度以降、当社住宅商品の主
要な部位に使用される木材（構造材・桟

木・合板・パーティクルボードなど）の
供給サプライヤーから、同ガイドライン
に沿った供給をしていただけるよう同意
書をいただき、継続して納入木材の実態
調査にご協力いただいています。
　定期調査の結果、2012年度は調査
対象木材について認証木材・再生木材
を含むSランク評価が全体の92.3%

（前年度91.5%）となり、持続可能性に
ついて高い水準にあることが確認でき
ました。また、新たに当社が開発する
分譲マンションにおいても施工会社か
ら同意書をいただくとともに、一般建築

（医療・介護施設や木造の一般建築等）
においても実態調査を実施し、Aランク
以上の評価が、一般建築で83.4%、マン
ション（サンプル調査）で100%となり
ました。

調達木材の評価ランク

使用木材の評価結果（2012年度）

　国内で消費される木材のうち約
40％は建築・土木分野で消費されて
います。また、日本においては国産材
を使うことで、CO2削減、自然災害の
抑制※1、林業による地域経済の活性
化などの効果が期待されており、国は

「森林・林業再生プラン」において、
2020年までに木材自給率を50%に
向上させることを目指しています。
このような状況を受けて、当社では
提供する木造住宅において、一部部位

（構造部材・下地材など）に国産材を
使用した商品を開発・提供するととも
に、鉄骨住宅で用いる下地材などでも
安定調達可能な範囲で国産材の活用
を進めています。その結果、2012年
度の新築住宅等での国産材利用比率
は25.3%となりました。
　今後は、構造軸組材を100%国産材
でまかなうことができる木造住宅「xevo 
GranWood」の普及を進めるなど、
国産材の活用を拡大していきます。

国産木材の利用比率が25.3％に

※1 管理された森林は地面に多くの水を蓄える
ことができるため、河川の氾濫や土砂災害を
抑制する効果がある

※2 公共建築物等における木材の利用の促進に
関する法律（2010年5月公布）

梁材（北海道産カラマツ）

1. 認証木材
FSC（森林管理協議会）、PEFC（PEFC 
森林認証プログラム）、SGEC（「緑の循
環」認証会議）等より認証を受けている
木材を調達します。

2. 再生木材
建設廃材のリサイクル木材（パーティク
ルボード※など）を調達します。

3. 当社推奨木材
認証木材、再生木材に該当しない木材
のうち、合法性と持続可能性を確認し、
一定レベル以上と判断された木材を調
達します。
※  木材のチップに接着剤を加え、一定

の面積と厚さに加熱成形した板状
の製品。

合法性/持続可能性 評価項目

S（推奨）
（90～110点）

A（標準）
（80～85点）

B（購入可）
（70～75点）

C（早急な改善）
（65点以下）

※合法性、持続可能性の
各項目に評点を設け、
総合点をもとにランク
付け

1

2

■独自のガイドラインを定め
　持続可能な木材利用を推進
1

■認証木材・再生木材など
　Sランクの木材利用が92.3％に
2
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環 境 との共創共生

　当社グループでは、「共創共生」の
基本姿勢のもと、森林資源を持続可能
なかたちで利用していくために、2008年
4月から、用紙購入基準「森林育成紙™」
を導入しています。
　「森林育成紙™」は、森林認証制度※

の認証を受けた紙など、当社が独自で
策定した環境基準をクリアした紙の総
称です。カタログやチラシ、名刺、封筒
などの紙を対象に切り替え、紙の製造
過程で発生するCO2排出量を年間約
4,500t-CO2削減（約41％削減）する

ことができました。「森を育てる」活動
を実践していく環境自主行動として、
今後もグループ一丸となって取り組ん
でいきます。
※ 第三者機関の定める基準に沿って、適切で持

続可能な森林の管理を審査・認証する制度

森林育成紙を用いて製作した冊子

国産材を使用した新商品「xevo GranWood」（ジーヴォ グランウッド）を発売
　国内にある豊富な森林資源が有効活用されていない現状から、政府は「地球温
暖化防止」への具体策として「国産材利用推進」に力を入れています。国産材を利用
することで、CO2固定化による二酸化炭素削減効果や、土壌浸食・土砂崩壊の防
止、化石燃料の消費削減など環境負荷低減に大きな効果があるとされています。
大和ハウスでは、2013年3月に木造住宅新商品「xevo GranWood」を発売しまし
た。この商品は、スギ、ヒノキ、カラマツ といった国内樹種を柱や梁などの構造軸組
材に標準設定することで、国産材比率を大幅に向上させるとともに、100%国産材
希望のお客さまにも対応できる仕様を併せて設定しました。また、新工法によるコ
ストダウンと独自供給ルートの確立によって、お客さまへの負担増とならないよう
配慮しました。

「xevo GranWood」外観

自然環境との調和（生物多様性保全）への取り組み

カタログ・名刺からコピー用紙
まで「森林育成紙™」を使用
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再利用

再資源化

極小化

資源保護への取り組み

資源循環に配慮した
設計・建設プロセス
　資源循環に配慮した住宅・建築物の
普及には、開発・設計段階において、再
生材の活用を図るほか、端材などの発
生が少なく、分別解体しやすいデザイン
を心がけるとともに、生産・施工段階
においては端材などの廃棄物を抑制し、
発生した廃棄物についてはリサイクル
することが重要です。
　当社では、「建築の工業化」を創業理念
に、すべての住宅・システム建築商品を自
社工場で生産。必要な寸法に加工された部
材を施工現場で組み立てることで、現場の
廃棄物発生を抑制するとともに、解体時に
分別しやすい乾式工法※を基本としています。

住宅・建築物における3R活動のポイント

住宅・建築物の資源循環

　近年、世界全体では人口の増加が著しく、新興国の成長
に伴う生活水準の向上も、エネルギーをはじめとするさま
ざまな資源の枯渇問題を深刻化させています。日本では、
建設業が国内全体の資源の約4割を利用しているととも
に、廃棄物においても国内全体の約2割を占めており、私
たち住宅・建設業界の責任と役割は非常に大きいと考え
ています。

　大和ハウスグループでは、2005年に制定した「環境ビ
ジョン」において、「資源保護」を環境活動の重点テーマの
一つに掲げ、住宅・建築物のライフサイクルを通じて省資
源・長寿命化・資源循環に取り組むとともに、発生する廃
棄物については、リデュース（発生抑制）、リユース（再使
用）、リサイクル（再資源化）という3R活動を推進し、資源
循環型社会の実現を目指しています。

開発・設計段階 生産・施工段階
・再生材の積極活用
・端材等の少ないデザイン
・分別解体が容易なデザイン

・端材等の廃棄物削減
・建設副産物のリサイクル推進

住宅・建築物のライフサイクルを通じて、
資源循環型社会への責任を果たします

「建築の工業化」を基本に、
省資源や廃棄物の発生抑制に努めるとともに、
生産・施工現場における
ゼロエミッション活動の拡大を進めています。

基本的な考え方

※ 内外装の仕上げや下地に、モルタルや土壁と
いった水を含んだ材料を使用せず、工場で製
造された外壁材等を現場で取り付ける工法。
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　当社商業建築事業では、再生建材
活用の一環として、2008年に制定した

「グリーン調達品目（30品目）」の採用
を進め、30品目中10品目以上採用で
きた物件を「グリーン調達現場」として
います。2012年度のグリーン調達
現場率は、54.9%となりました。

資源循環型商品（システム建築）
採用棟数の推移

リ・ストア&リ・ビルドシステムの
普及状況（累積）

※ 主要部材をすべて工場生産し、分解・再生・再
利用が容易な取り付け方法を採用。建設後、
不要となった際には建物を分別解体し、主要部
材を当社工場にて再生し、再建築可能とした
建築躯体システム ※ 床面積2,000m2以上の新築現場が対象

　建設関連資材だけでなく、事務所 
で使用する事務用品類についての
グリーン購入においても、リサイクル
商品を積極的に採用しています。
　特に、主要6品目（コピー用紙、帳票
類、カタログ類、事務用品類、オフィス
家具、OA機器）については、当社独自の

「グリーン購入基準」を設定。購入担当
者への啓発を行うとともに、お取引先
への働きかけも行い、全社をあげて
グリーン購入を推進しています。
　2012年度は、主要6品目のグリーン
購入比率が86.4％となり、帳票類・
OA機器についてはグリーン購入比率
100％を達成しました。

事務用品などの
グリーン購入を推進

グリーン調達30品目
分類 No. 品目名 分類 No. 品目名
土壌 1 土壌改良材

下地
16 製材

仮設 2 ノンハロゲンメッシュシート 17 合板
型枠 3 代替型枠 18 フリーアクセスフロア

コンク
リート

4 混合セメント

仕上

19 ガラス
5 エコセメント・コンクリート製品 20 タイル
6 再生アスファルトコンクリート 21 水性塗料
7 再生砕石 22 タイルカーペット

舗装他
8 ブロック 23 フローリング
9 透水性舗装 24 ビニル系床材
10 屋上緑化 25 エコロジークロス

鋼材 11 再生鋼材 26 布製ブラインド

下地

12 再生木質ボード

設備

27 エアコン
13 石膏ボード 28 ガスヒートポンプ式冷暖房機
14 岩綿吸音板 29 変圧器
15 断熱・吸音材 30 蛍光灯照明器具、ランプ

資源保護への取り組み

■グリーン調達30品目を定め
採用を推進

2

　大和ハウスの提供する戸建・低層賃
貸住宅商品は、自社工場にて部材を
加工・生産し施工現場で組み立てる工
業化住宅であり、施工現場での廃棄物
の抑制、分別解体にも配慮した工法を
採用しています。一方、物件ごとに仕様
の異なる事務所・店舗・工場などの建築
物は、大半が在来工法であるため、施工
現場での部材の加工・切断が必要と
なり、端材が発生するなど廃棄物削減
が進みにくい状況となっています。
　そこで当社では、比較的規模や仕様
の似た用途ごとに、外壁・構造躯体を
規格化したシステム建築商品「ダイワ
コンフォルト」「ダイワフレスト」「D’s
リード」「D’sウッド」等を開発し、事務所
/倉庫、店舗/中規模工場などを中心に
普及を進めています。これらシステム
建築商品は、工業化住宅同様、設計寸
法に合わせて自社工場で主要部材の
加工・生産を行うため、施工現場での
廃棄物の発生を抑制できます。
　2012年度は、新たに開発した小規模
店舗用商品をコンビニエンスストア各
社にご採用いただき、システム建築商
品全体の採用棟数は356棟（2010年

住宅・建築物における
資源循環への取り組み

ECOプロダクツ｜実践報告

エンドレスグリーンプログラム
2013の重点戦略
資源循環に配慮した住宅・建築
物の普及
■   店舗・事務所用途での資源

循環型商品（システム建築）
の普及

■   住宅・建築物における再生建
材の採用推進

度比51%増加）となりました。
　また、2005年度からロードサイド
店舗向けに普及を進める、移設・再建築
可能な「リ・ストア&リ・ビルドシステム※」
については2012年度、165棟で採用
され、2005年度からの累積棟数は
621棟となりました。

1

2

■コンビニエンスストアでの
　資源循環型商品が増加
1
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「システム建築」における新商品の開発
　これまで店舗や事務所を中心に提案を進めてきたシステム建築商品「ダイワフレ
スト」、「ダイワコンフォルト」に加え、2012年度は外壁に金属製サイディングを採用
した事務所・倉庫向けの「D’s REAID（ディーズリード）」、建物の形状や規模を限定
した小規模店舗用商品を新たに開発し、ラインナップの充実を図りました。
　「D’s REAID」は、外装材・サッシ・下地鉄骨（胴縁）を工場でパネル化することで、
建設現場での省力化・スピード化と廃棄物の削減を図りました。また、外壁パネル
同士の接合部を乾式化※することで、容易に分別解体ができ、部材を傷めることな
く再利用できるよう配慮しました。
　小規模店舗用商品では、外周梁を外壁下地と兼用するなど徹底した省資源設計
を追求したほか、外壁には断熱性・強度に優れた金属サンドイッチパネルによる
外張り断熱工法を採用し、省エネにも配慮しました。

システム建築「ダイワフレスト」を活用した店舗の普及
　当社では、ロードサイドに建つ商業施設も数多く建設しており、お客さまごとに種々の企業イメージが表現される建物の外観
デザインや店舗運営上で要求される機能的なプランをお客様とともに標準店舗としてつくりあげるなかで、省資源設計を追及
したシステム建築の活用を積極的に提案しています。
　今回、当社が設計・施工を担当した「スターバックスコーヒー小田原店」では、システム建築「ダイワフレスト」を採用いただきまし
た。本物志向のお客様に、多彩な外壁ラインナップを持つダイワフレストの中から、タイル張りまで工場で行う「乾式タイル外壁パ
ネル」と、スタイリッシュな印象が特徴の「金属サイディング外壁」をご提案。外観デザインも、プレハブ建築によくある単純で画一
的なイメージを払拭した立体的な動きのあるデザインとし、シンプルかつ重厚なイメージを表現しました。
　資源保護とともに、品質の向上、価格の安定、現場工期の短縮等も期待できるシステム建築のさらなる普及に向け、今後もこ
れらの商品バリエーションの追加および既存商品の進化を図っていきます。

リ・ストア＆リ・ビルドシステムによる研究施設の移設・再建築
　2012年9月に竣工した「エリーパワー技術開発センター甲賀分室新築工事」に
おいては、2010年に同社の川崎事業所の期間限定事務所として当社が建設した

「ダイワフレスト（リ・ストア＆リ・ビルドタイプ）」を解体・補修し移設・再建築する
ことで、主要部材の大半を再利用し、新規材料の使用を最小限に抑えました。
　今回の事例では、そのままの形での移設ではなく、事務所から研究施設への用途変
更に伴い、一部プランを見直しましたが、システム建築の特徴であるモジュール化と
容易な分別解体性を活かし、外壁パネルの取り付け位置を入れ替えるなどの対応に
よって、追加の新規材料は外壁パネル2枚と鋼製ドア1枚に抑えることができました。
　その結果、主要部材の再利用率は、鉄骨98.6％、外壁面材91.9％となり、資源
循環型商品の効果を実証することができました。

小規模店舗用商品の完成パース

移設・再建築された「エリーパワー技術開発セン
ター甲賀分室」（滋賀県）

※ シーリング材などを充填せずに、止水材・目地カバー等を組み合わせて、気密・水密状態を得ること
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リサイクル

新築現場

❻リサイクル材を再び新築現場に
❸部材納入の帰り便等で
　自社工場へ回収

❷きめ細かい分別

❶余分な材料を納入しない（プレカット化）
　過剰包装をなくす（梱包レス化）

❺工場のリサイクル
　ルートを活用

❹回収した建設副産物の
　二次分別、圧縮減容処理
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実績（原単位）

　大和ハウスの住宅新築現場では、
新築工事における建設副産物のリサイ
クル推進を目的として、「工場デポ」と
いうシステムを導入し、2005年度末に
全国92事業所（当時※沖縄支店除く）
においてゼロエミッション※1を達成、
2012年度も住宅新築現場および工場
のゼロエミッションを維持・継続しまし
た。今後は、サーマルリサイクル※2から
マテリアルリサイクル※3へのシフトや、
グループ内での再生材の開発など、
資源循環システムの拡大を目指します。

生産・施工現場の廃棄
物削減とゼロエミッション

ECOプロセス｜実践報告

　当社では、住宅新築現場だけでなく
建築現場においても、ゼロエミッション
活動の展開を進めています。
　2012年度は、昨年度実施した一部
地区での試行結果を踏まえ、全国40
のモデル現場を選定し、リサイクル
ルートの新規開拓などを進めた結果、
25の現場がゼロエミッション現場

（リサイクル率95％以上）となりました。
　今後は、今回新たに開拓したリサイ
クルルートに加え、工場や住宅現場の
リサイクルルートも活用し、ゼロエミッ
ション現場の拡大に取り組みます。

エンドレスグリーンプログラム
2013の重点戦略
ゼロエミッション活動の効率化
と拡大
■   住宅現場におけるゼロエミッ

ション活動の効率化
■ 建築現場へのゼロエミッ

ション活動の展開

※1 住宅系新築現場の基礎工事から建物本体竣
工までの工程を対象範囲としており、建物本
体竣工以降に実施する外構工事などで発生
する廃棄物はゼロエミッションの対象範囲外
としています。

※2 燃料利用するリサイクル
※3 材料利用するリサイクル

■  エコマーク認定「木粉リサイクル
デッキ」の開発・普及

　当社では、新築現場や工場で発生す
る廃木材をリサイクルし、「木粉リサイ
クルデッキ」として製品化。重量の90％
以上が再生材料で構成されており、エ
コマークの認定を取得しています。

建設廃棄物排出量の目標と実績

エコマーク認定「木粉リサイクルデッキ」

工場デポの仕組み

　当社グループでは、生産・施工現場
で発生する建設廃棄物について、建設
業に携わる4社※で削減目標を設定し、
取り組みを進めています。
　2012年度、当社では住宅施工現場
において石膏ボードや瓦のプレカット
に継続して取り組む一方、建築施工現
場においても石膏ボードのプレカット
の試行範囲を拡大し、全国展開に向け
た準備を進めました。また、工場では
生産工程での材料歩留まりを向上
させるのはもちろん、木くずや外壁面
材などの端材活用に取り組みました。
　しかしながら、2012年度のグルー
プ4社における建設廃棄物排出量は
122.6千tと前 年 度 比 微 減、売 上 高
あたりの排出量は2010年度比6.7％
増となる83.9kg/百万円となり、目標
を達成できませんでした。
　2013年度は、2010年度比3％増と
なる81.0kg/百 万 円 以 下 の 目 標を
掲げ、特に商業建築において、システム
建築の採用推進と石膏ボード削減活動
の全国展開を進めます。

建設廃棄物排出量の削減

※ 大 和ハウス工 業（DH）、大 和リース（DL）、 
ダイワラクダ工業（DR）、ダイワサービス（DS）

資源保護への取り組み

■25のモデル現場でゼロエミッ
ションを達成し全国展開へ

2

■工場・住宅新築現場でのゼロ
エミッションを継続

1

1

2
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　当社グループでは、建設廃棄物の
排出量削減に取り組む一方、発生した
廃棄物については、単純焼却・埋立処
分を極力抑制するよう、リサイクル率の
目標を設定し取り組みを進めています。
　2012年度、当社の工場・新築住宅
現場では継続してゼロエミッションを
達成し、商業建築の新築現場において
も25の現場でゼロエミッションを達成
しました。また、グループ会社では、
大和リース、ダイワサービスの施工
部門におけるリサイクル率がともに
70～80％台となりました。

　その結果、グループ4社の建設廃棄
物リサイクル率は合計で91.4％とな
り、前年度に比べて1.7ポイント増加し
ましたが、単年度目標である92.5％に
は達しませんでした。
　2013年度は、継続して工場・新築
住宅現場でのゼロエミッションとマテ
リアルリサイクルの比率向上に取り
組むほか、商業建築の建築現場におい
ても、全国の店舗建築を中心にゼロエ
ミッション現場の拡大を図ります。

建設廃棄物リサイクル率の目標と実績

建設廃棄物の処理方法内訳

瓦や化粧スレート（カラーベスト）のプレカットを推進
　当社では、住宅施工現場の廃棄物の中で大きなウェイトを占める屋根材（瓦・化粧
スレート）および石膏ボードのプレカットに取り組んでいます。瓦は標準的なプレ
カットの仕様を定め、寄せ棟屋根の隅棟部分などの瓦をメーカーの工場でプレ
カットすることによって、施工現場での廃棄物の削減と粉塵・騒音の低減につなげ
ています。また、化粧スレートのプレカットについては、まだ地域が限定的で採用率
も低い状況ですが、品質・施工・物流などの検証を進め、プレカットの標準化と採用
率の向上に取り組んでいきます。
　また、石膏ボードについては、1998年からプレカットに取り組んでいます。当社
独自の石膏ボード割付システム「G-PLAS」の運用により、割付作業の効率化を
図り、プレカットを全国の住宅施工現場にて実施しています。

ゼロエミッション活動の展開とプレカットの試行
　当社では、2012年度から建築施工部門における「環境負荷低減分科会」を設置
し、初年度はゼロエミッションとプレカットをテーマに改善活動を進めました。
　具体的には、全国のモデル現場40件を選定した上で、各事業所においてリサイ
クルルートの見直しを図るとともに、新築現場での廃棄物排出量の多くを占める石
膏ボードに着目し、一部の現場ではロスが少ない天井高を設定して施工するセミ
プレカットにも取り組みました。
　その結果、25の現場で目標としていたリサイクル率95％以上となりゼロエミッ
ションを達成するとともに、モデル現場における石膏ボードの廃棄物排出量は従来の
現場に比べ48％減となる1.94kg/㎡となり、大きな成果を上げることができました。

瓦・化粧スレートのプレカット率

石膏ボードのプレカット施工

（82.1%）

マテリアル
リサイクル

（0.2%）
その他

（9.3%）

サーマル
リサイクル

（0.2%）
単純焼却

122.6千t
（2012年度）

（8.2%）
埋立て

建設廃棄物のリサイクル率向上



89

環 境 との共創共生

有害化学物質削減への取り組み

化学物質管理ガイドラインの
策定と運用
　当社では、建物に使用する建材について化学物質管理を
強化するため、2010年11月に「化学物質管理ガイドライン」
を策定しました。このガイドラインでは、約280種類の管理
物質を特定し、それぞれについて使用禁止、管理・使用制
限、監視といった3段階の管理レベルを設定しています。
　本ガイドラインの運用によって、建材に使用されている
化学物質を把握し、使用禁止物質の有無や使用制限物質
の含有量・放散量をチェックすることで、有害化学物質に
よるリスクを最小限に抑えています。
　今後は、国際動向なども見極めながら、本ガイドライン
の運用によって得られたデータを元に、リスクを特定して
管理レベルの強化などを実施し、さらなる有害化学物質
のリスク低減を図ります。

基本的な考え方

　ヨハネスブルグ環境サミットにおいて、「2020年までに
化学物質の製造と使用による人の健康と環境への悪影響
の最小化を目指す」ことが採択され、世界各国で化学物質
管理に関する取り組みが強まっています。
　大和ハウスグループでもこの主旨に基づき、工場で取
り扱う有害化学物質の削減、代替や適正管理を推進して
います。特に、住宅や建築部材の製造過程では塗料や接
着剤を使用しており、これらに含まれるPRTR※第1種指定

化学物質の総量削減を目指し、VOC（揮発性有機化合
物）・重金属類・生殖毒性物質などの有害性が高く、使用
量が多い物質から重点的に削減の取り組みを進めていま
す。また、住まい手への健康影響の観点から予防的アプ
ローチに基づき、居住系施設においては低VOC建材の標
準化を進め、国の指針値を上回る自主基準を設定し、室内
空気質の改善にも積極的に取り組んでいます。
※ PRTR（Pollutant Release and Transfer Register）：化学物質の排出

量・移動量を事業者が年に1回国に届出し、国が集計し、公表する制度。

※1 REACH（Registration, Evaluation, Authorization and 
Restriction o Chemicals）：2007年6月に欧州委員会が施行した新
化学物質規制

※2 RoHS（Restriction on Hazardous Substances）：電気・電子機器
に含まれる危険物質を規定し、物質の使用を禁止する旨の欧州連合

（EU）指令の一つ

「化学物質管理ガイドライン」による管理区分

管理レベル 管理物質

レベル1
全ての製品について使用を禁止する
物質及び群。

国内法禁止物質等
約130物質・群

レベル2
主要な建材について使用状況を把握
する物質及び群（一部建材については
使用制限あり）。

厚生労働省指針値策定物質及
びREACH※1認可対象候補物質
の一部等
約10物質・群

レベル3
主要な建材について使用状況を把握
する物質及び群。

REACH※1、RoHS※2規制物質等
約140物質・群

サプライヤーとの協働により、
化学物質リスクの最小化を図ります

健康に配慮した住環境の提案を進めるとともに、
建材に含まれる化学物質管理の徹底と、
生産工程におけるVOC（揮発性有機化合物）や
重金属類の削減に努めています。
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　当社では、シックハウス問題が社会
問題となり始めた1996年より、建材
メーカーと連携し、業界に先駆けて建
材対策に取り組んできました。その後、
ホルムアルデヒドなど一部の物質につ
いては建築基準法などでも使用が制
限され、一定レベルの建材対策につい
ては広く一般化しつつあります。
　しかしながら、人は1日に17m3の空
気を呼吸しており、体内に摂取する物
質のうち、室内空気が約6割を占める
といわれ、住まい手の健康という観点
からは継続して改善が必要です。
　そこで、居住系施設を数多く提供す
る当社および大和リースでは、よりよ
い室内空気環境を実現するため、居住
系の建物を対象に、品確法※1による特
定測定物質※2の室内濃度について、
国の指針値を上回る自主基準を設定
し、改善を進めています。建物用途ご
とに、地域・季節などを踏まえ一定量
の物件において調査を実施し、要因分
析の上、建材の低ホルム化や低VOC
化などを進めています。

商品・サービスにおける
有害化学物質削減

ECOプロダクツ｜実践報告

　当社では、ご入居者や施設の利用者
さまなどの健康を考え、住宅商品に限
らず、分譲マンションや利用者さまの滞
在時間が比較的長い介護施設などに
ついても、内装仕上げには、すべてホル
ムアルデヒド放散等級がF☆☆☆☆※1

の建材を使用するなど、室内空気質に
配慮しています。また、これら居住系
の建物においては、品確法※2で特定
測定物質に指定されている5物質※3

について室内空気質を測定し、国の指
針値を上回る自主基準の適合に向け、
改善を進めています。
　今後は、さらに放散の少ない建材へ
の切り替えを進めていきます。

　当社の住宅商品（戸建・低層賃貸）
では、毎年一定量の物件において竣工
時の室内空気質濃度の測定を実施し、
評価・改善を進めています。
　2012年度は、一部の建材について
ホルムアルデヒド不使用建材への切り
替えを実施しました。また、戸建住宅に
おいては、より空気質に配慮した住宅
をご提案するため、室内空気質に重点
を置いた健康配慮仕様についてモデル

棟での実測・検証棟数を増やし、標準
化に向けた課題の抽出を進めました。
　今後さらに、ホルムアルデヒド不使
用建材への切り替えを進めるなど、室
内の化学物質濃度をできるだけ低減
するため、より低VOCの建材や効果
的な換気システムをご提案できるよう
取り組んでいきます。

※1 住宅の品質確保の促進等に関する法律
※2 ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチ

ルベンゼン、スチレン

■  マンション・介護施設等における 
有害化学物質の削減

（57%）
室内空気

（7%）
食物

（2%）
その他

（12%）

公共施設
の空気

出典：村上周三 東京大学生産技術研究所
（臨床環境第9巻）

（9%）
産業排気
（5%）
外気
（8%）
飲料

※1 内装仕上げへの使用制限を受けない、最も
放散量の少ないランク

※2 住宅の品質確保の促進等に関する法律
※3 ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチ

ルベンゼン、スチレン

関連項目 健康住宅仕様の採用と、
室内空気質改善の取り組み

人体の物質摂取量内訳

エンドレスグリーンプログラム
2013の重点戦略
居住系施設における 
室内空気質の改善
■    居住系施設における低VOC

建材の標準化
■ 戸建住宅における健康配慮

仕様の開発・普及

■国の指針値を上回る自主基
準を設定し低VOC建材の採
用を推進

1

1

2

■健康配慮仕様の開発に向け
実証モデル棟にて検証

2

健康配慮仕様（塗り壁の設定）物件での室内空気
質濃度の測定風景

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/pdfs/2013/2013_csr_detail_syakai.pdf#page=10
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（t）
400

300

200

0

（年度）
2013201220112010

実績目標

333.4 330.1336.8 318.3

（64.6%）

大和ハウス工業
住宅

（35.4%）

大和ハウス工業
建築

340.7 t
（2012年度）

部門別内訳

1.2%増加
2010年度比340.7

PRTR・VOC集計システム

MSDSデータベース

開発 調達
●削減物質の特定
●削減計画の策定
●代替材の検討

生産
●グリーン調達基準書
に基づく調達

●代替材の品質、コスト、
安全性、環境、生産性
の評価、提案

　当社では、工場で取り扱う有害化
学物質の削減を推進するために、製
品安全データシート（MSDS）のデー
タベースを各部門が共有し、有害化
学物質の排出・移動量などの管理を
行っています。開発部門では「化学物
質管理ガイドライン」に基づき有害化
学物質の少ない材料への代替を検
討、生産部門において品質などを評
価し、採用後はPRTR・VOC集計シス
テムを活用して成果・課題のフィード
バックを行い、継続的な改善につなげ
ています。
　また、グループ会社においても、同
様に有害化学物質の排出・移動量の
管理を実施し、開発部門・生産部門一
体での改善活動を推進しています。

事業活動プロセスに
おける有害化学物質削減

ECOプロセス｜実践報告

エンドレスグリーンプログラム
2013の重点戦略
開発・設計〜生産プロセスに 
おける化学物質管理の徹底
■ 化学物質管理体制の強化
■ 塗装仕様の改良、塗着効率の

向上

　当社では、主に低層賃貸住宅で使用
する屋外階段の吹付け塗料の弱溶剤
化を2011年 度から継 続して推 進、
2012年度にすべてを弱溶剤系塗料
へ代替しました。
　また、大和リースでは、錆止め塗料
の弱溶剤化を推進し、錆止め塗料にお
ける弱溶剤系塗料の割合を約1割から
3割程度まで高めました。

PRTR対象化学物質排出・
移動量の削減
　当社グループでは、生産現場におけ
る有害化学物質の排出・移動量につい
て、自社工場を有する3社※で削減目
標を設定し取り組みを進めています。
　2012年度、当社では、対象物質の排
出・移動量は2010年度比13.6%削減と
なりました。大和リースでは、東日本大震
災の影響によって大幅に増加した昨年度
に比べて改善したものの、2010年度比
9.0％増加となりました。その結果、2012
年度のグループ3社におけるPRTR対象
有害化学物質の排出・移動量は、2010
年度比1.5%減となる185.2トンとなり、
単年度目標を達成できませんでした。
　2013年度は、3ヵ年目標の達成に
向けて、各種塗料の見直しなど、より環
境に配慮した製品への切り替えを推進
していきます。

　当社では、2011年度より新たに
VOC（揮発性有機化合物）排出量につ
いても目標を設定し、削減に向けた取
り組みを実施しています。
　2012年度は、住宅系工場における
生産量の増加に伴い、VOC排出量は、
2010年度比で1.2%増となる340.7
トンとなり、単年度目標を達成するこ
とができませんでした。
　今後は、さらなる塗装効率の改善を
推進し、VOC排出量の削減に取り組
むとともに、グループの排出量把握に
向けた取り組みを進めていきます。

（t）
400

300

200

100

0

（年度）
2013201220112010

実績目標

182.2 182.2187.9
226.9 185.2

（25.0%）
大和ハウス住宅

（11.0%）

大和ハウス
建築（61.8%）

大和リース

（2.3%）

ダイワラクダ
工業

185.2 t
（2012年度）

部門別内訳

1.5%削減
2010年度比

PRTR対象化学物質排出・移動量の
目標と実績

VOC排出量の目標と実績

1

2

■化学物質管理ガイドラインに
基づき開発・生産一体で改善
を推進

1

■外部吹付け塗料、鉄骨錆止め
塗料の弱溶剤化を推進

2

VOC排出量の削減

※ 大和ハウス工業、大和リース、ダイワラクダ工業

有害化学物質削減への取り組み
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（42%）
鉄骨上塗

（15%）
ユニット

（12%）
壁パネル

（25%）
錆止め

（6%）
溶剤

キシレン
40％削減

エチルベンゼン

（kg）
50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（年度）
2013（見込）201220112010

トルエンキシレン
エチルベンゼン

（取扱量が1.0t以上の物質で0.1t以上の排出・移動量がある物質名を掲載）
対象期間：2012年4月～2013年3月
単位：t/年

※グループ3社：大和ハウス工業、大和リース、ダイワラクダ工業

大気への排出量 173.0
キシレン 92.4
エチルベンゼン 47.7
トルエン 19.4
1,2,4-トリメチルベンゼン 6.8
1,3,5-トリメチルベンゼン 3.3

ジクロロメタン 1.5
酢酸ビニル 1.0
マンガン及びその化合物 0.8
その他 0.2

水域への排出 0.1

取扱量 290.7

除去処理量 40.6

製品に含有されて
持ち出される量

亜鉛の水溶性化合物 0.1

廃棄物・下水道への移動量  11.9
マンガン及びその化合物 6.2
キシレン 1.4
亜鉛の水溶性化合物 1.4
エチルベンゼン 0.7
鉛及びその化合物 0.5
コバルト及びその化合物 0.4
鉛 0.4
トルエン 0.3
1,2,4-トリメチルベンゼン 0.1
その他 0.4

65.2

電着塗装後の追加塗装塗料における環境対応の取り組み
　当社工場では、電着塗装後の追加塗装塗料に強溶剤系の希釈シンナーを使用し
ていましたが、2013年6月以降順次、PRTR対象化学物質を含まないフタル酸系
シンナーに切り替えています。このシンナーは、速乾性があり指触乾燥※が早く、塗
装作業の効率化にもつながります。この取り組みによって、PRTR対象化学物質
および揮発性有機化合物（VOC）に該当するトルエン・キシレン・エチルベンゼン
の排出・移動量を約5トン/年削減し、VOCの大気排出量を約0.4トン/年削減する
ことができる見込みです。
※ 指触乾燥とは、塗装表面を指先で軽く押してもべ夕つかない状態

上塗り仕上げ塗料の弱溶剤化推進とシアナミド鉛錆止め塗料の撤廃
　鉄骨部材に使用する上塗り仕上げ塗料には、キシレン・エチルベンゼンが多く含
まれており、大和リースのPRTR対象化学物質の排出・移動量全体の42％を占めま
す。メーカーの協力のもと、これら物質の含有量を約40％低減した塗料を試作し、
2013年10月の切り替えに向けて検証を実施しています。
　また、シアナミド鉛錆止め塗料のJIS規格が2013年8月に廃止されることに伴
い、お客さまに説明しご理解をいただいたうえで、2013年度中にシアナミド鉛錆止
め塗料の使用を全廃し、鉛フリー錆止め塗料への完全切り替えを目指します。

住宅系工場におけるキシレン・トルエン・
エチルベンゼンの排出・移動量の推移

使用箇所別のPRTR対象化学物質の
割合

PRTR対象化学物質のマテリアルバランス（大和ハウスグループ3社※）
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ECOテクノロジー（環境配慮技術の開発）

　「スマ・エコ オリジナルⅡ」は、太陽
光発電システムなどのエネルギーを

「創る」技術、リチウムイオン蓄電池で
エネルギーを「ためる」技術および、そ
れらの最適制御・エネルギーの見える
化ができる「D-HEMSⅡ※1」のエネル

エンドレスグリーンプログラム
2013の重点戦略（地球温暖化
防止）
ZEH、ZEBの実現に向けた技術
開発
■「省エネ＋創エネ＋蓄エネ技術」

の統合
■ 建築分野における環境配慮

技術の開発

■  スマートハウス第2弾 
「スマ・エコ オリジナルⅡ」

※1 当社オリジナルのホーム・エネルギー・マネ
ジメント・システム（HEMS）

※2 オール電化、太陽光発電システム3.5kW搭
載時、旧省エネ基準の住宅と比較

　「D-HEMS」は、業界で初めて蓄電池
の制御を盛り込んだ次世代型のHEMS
です。新たに開発した「D-HEMS Ⅱ」で
は、部屋別・回路別の電力やガス・水
道の使用量の見える化に加え、エア
コンの自動制御機能も搭載しました。
各部屋のエアコンの温度や風量まで
細かく制御できるため、少ない電力で
効率よく快適な室温を維持できます。
　表示端末にはiPad®※を採用し、家
庭内でのエネルギーの利用状況を一
目で確認できるほか、蓄電池やエア
コンの操作も可能です。また、これら
の生活者視点に立ったコンセプトと国
際標準である通信規格「ECHONET 
Lite」への対応が評価され、当社の

■  当社オリジナルのエネルギーマネ
ジメントシステム（D-HEMS Ⅱ）

［iPad®※の表示画面］
住宅全体の消費電力や太陽光発電システムの発
電・売電量、蓄電池の充放電状況など、家庭内で
のエネルギー利用状況を一覧表示。
※ iPadはApple Incの商標です。

　従来の2.5kWh蓄電池システムを
実際にお使いになっているお客さまか
らいただいたご意見などをもとに、さ
らに使いやすくするために開発したの
が6.2kWhリチウムイオン蓄電池シス
テムです。
　このシステムは、電力会社から購入
した電力や太陽光発電で創った電力
を蓄えて家全体に電力を供給すること
ができます。光熱費の抑制を優先する

「おサイフモード」と太陽光で発電した
電力を優先的に蓄えて使う「ecoモー
ド」を選択することができます。また、

■  住宅向け定置用リチウムイオン 
蓄電池システム（6.2kWh）

　環境問題をはじめ、現代の複雑化するさまざまな社会
的課題の解決には、ハード・ソフト両面からのイノベー
ションが不可欠です。
　大和ハウスグループでは、「アスフカケツノ※」事業・技
術をテーマに、“明日”の人・街・暮らしに“不可欠の”次世
代商品やサービスの研究・開発を進めており、環境分野に
おいては「地球温暖化防止」、「資源保護」、「自然環境との
調和」、「有害化学物質による汚染の防止」を重点テーマ
に、オンリーワンテクノロジーの開発とそれらを組み合わ

せた新しい商品・サービスの開発に取り組んでいます。
　なかでも、住宅・建築物における省エネ・創エネ・蓄エ
ネなどの省CO2技術、建物や建材の再利用・再資源化を
可能とする資源循環技術、エネルギーマネジメントへの活
用を図る情報通信技術を重点領域と位置付け、多様なス
テークホルダーとの連携により、先端技術の開発に注力し
ています。
※ ア：安全・安心、ス：スピード・ストック、フ：福祉、カ：環境、ケ：健康、

ツ：通信、ノ：農業

「D-HEMS」がシンガポールの高級
マンションに採用されました。同規格
に対応したHEMSが海外で採用される
のは日本初となります。

ギーを「上手につかう」技術が統合さ
れた商品です。当社の戸建住宅で標
準となっている外張り断熱通気外壁の
高断熱性能と組み合わせることにより、
快適な暮らしを送りながら家全体の
CO2排出量を約63％削減※2できます。1

2

■蓄電池の大容量化とHEMS
の機能強化でスマートハウス
を進化

1

外張り断熱通気外壁

基本的な考え方
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関連項目 スマ・エコオリジナルⅡ

住宅向け定置用リチウムイオン蓄電池システム

　当社は、法人のお客さま向けの建築
物について、環境負荷「0（ゼロ）」※を
目指す新たなプロジェクト「Smart-
Eco Project（スマートエコプロジェク
ト）」を2011年にスタートさせ、その成
果である建築物を「ディーズスマート」
シリーズとして発売しています。自社
施設での実証実験を重ねながら、順
次、シリーズを拡充していく予定です。

■  太陽光発電パネルや壁面緑化等を
設置できる多機能タイプの外装フ
レーム「D’s フレーム」

大和ハウス岐阜ビルに設置したD’sフレーム

自然を活かす（光・風・緑）

エネルギーを適切に制御

先進技術で
エネルギーを
カシコク使う

アクティブ
コントロール

パッシブ
コントロール

スマート
マネジメント

創エネ・省エネ・蓄エネ

エネルギーマネジメント
モニタリング
昼光センサー・人感センサー
BEMSによるトータル制御

高断熱化
外壁・屋根
開口部の対策

見える化
エネルギー使用量の見える化
電力使用量のデマンド監視

見せる化
顧客への環境PR（CSR活動）
従業員の環境意識向上

日射遮蔽
庇・ルーバー等

創エネ
太陽光発電

自然エネルギー利用
光・風・熱

省エネ
高効率空調
高効率照明

蓄エネ
蓄電池

ディーズスマートシリーズのコンセプト

　建物の中に吹き抜け空間（エコボイ
ド）を設け、エコボイド内の上昇気流を
利用した換気や天窓を利用した自然
採光を行うことで、省エネルギーを図
ることができます。
　大和ハウス岐阜ビルでは、各階サッ
シに給気口、エコボイド頂部に排気口

■ 「エコボイド」を利用したパッシブ
　 換気、パッシブ採光

太陽光追尾型採光システム

自然採光のイメージ

自然換気のイメージ
シリーズ 発売 実証実験（自社施設）

ディーズ
スマート
オフィス

2011年
7月

大和ハウス愛知北ビル

大和ハウス岐阜ビル

ディーズ
スマート
ストア

— ハックドラッグ
小塚店

ディーズ
スマート
ファクトリー

2012年
12月

大和ハウス
奈良工場

家庭用燃料電池と連携して運転するこ
とも可能です。
　停電時には、蓄えた電気を最長24
時間、照明やテレビ・冷蔵庫・電子レン
ジ・炊飯器などに使用できます。太陽
光発電から充電することができるため、
天候によりますが、長期に停電が続く
場合でも安全・安心な暮らしをご提供
することができます。

　「D’s フレーム」は、太陽光発電パネ
ルや壁面緑化などの環境アイテムを
設置することができる多機能タイプの
外装フレームです。
　太陽光発電パネルによる創エネル
ギー、壁面緑化による日射遮蔽効果な
どによって建物の環境性能を高めると
ともに、変化のある外装デザインを演
出することができます。

を設け、建物外部の風圧と、暖かい空
気がエコボイド内を上昇する煙突効果
を利用した自然換気を行っています。

エコボイド

会議室

執務室

執務室

岐阜ビル
断面図

ショールームガラス天井

風の流れ

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

ミーティング
コーナー

太陽光追尾型
採光システム

光の照射範囲

屋 上

ガラス天井

エコ
ボイド

■自然の力を活かすパッシブコン
トロール技術の開発に注力

2

※ 運用時のCO2排出量をゼロ

http://www.daiwahouse.co.jp/jutaku/smart/original/index.html
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環 境 との共創共生

■  自然に近い光を導入できる 
光ダクト

　光ダクトとは、反射率の高い材料で
作ったダクトを使って自然光を建物内
に取り込む技術です。照明電力を削減
できるだけでなく、人工照明にはない
視環境にやさしい光を提供できるとい
うメリットがあります。
　光ダクトの材質は、アルミもしくは
銀の蒸着シートが一般的ですが、アル
ミの場合は黄〜赤味の波長を吸収す
るため青味の強い光が、銀の場合は青
味の波長を吸収するため黄色味の強
い光が放出されるという欠点がありま
した。

■  越屋根（ハイサイドトップライト）
　次世代環境配慮型店舗の実証実験
を進める「ハックドラッグ小塚店」では、
越屋根※に採光のための窓「ハイサイ
ドトップライト」を設け、店舗内に自然
光を取り込み、昼間の照明電力を削減
しています。
　この「ハイサイドトップライト」には、
世界初となる直射光を屈折させ、紫外
線などの有害光線もカットする「光屈
折フィルム」を採用しました。「光屈折
フィルム」から越屋根内に入った自然
光は、越屋根内の天井面・壁面に貼ら
れた高拡散反射材に反射し、効率的に
店内に取り込むことができます。これ
によって、店舗内の照明電力が削減さ
れるだけでなく、自然光により商品の
色が鮮やかに見えるというメリットも
あります。
※ 採光・換気・煙出しなどのため、屋根の上に、棟

をまたいで一段高く設けた小屋根。

南側 北側

南側直射光 北側採光

光屈折フィルム

高拡散反射材

ハイサイドトップライトの仕組み

※ 光追尾センサーを装備し、季節による太陽光
の高度の変化に対応して、常に自然光を採り
入れることができるシステム。バッテリーは太陽
電池を用いているため、電気代は不要。

　そこで、大和ハウスでは特定波長を
反射する有機薄膜を何種類も積層し、
全波長の光を均等に99.9％以上反射
するフィルムを使うことで、自然光そ
のままの質の良い光を室内に導くこと
ができる光ダクトを開発し、各種建物
で活用しています。

　また、同ビルではエコボイド最頂部
に天窓を設け、その上部に太陽光追尾
型採光システム※を設置することで、
自然光を1階まで採り込んでいます。

ECOテクノロジー（環境配慮技術の開発）

ドラッグストアの壁際に設置した光ダクト

ハックドラッグ小塚店の店内

吹き抜け空間「エコボイド」
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ECOコミュニケーション

　当社グループの地球環境への取り
組みに対する強い思いと社会に向け
たメッセージとして、2009年4月に環
境行動スローガン「未来を、つなごう  
We Build ECO」を 策 定、「 環 境 グ
リーンラベル」を定めました。これら
は、環境配慮商品に関するツールや広
報、環境活動などで使用し、当社グ
ループの環境に対する企業姿勢を表
しています。
　2012年度は、このラベルの対象範
囲をグループ会社にも拡大しました。
　今後、さらに対象範囲を広げ、積極

ステークホルダーとともに
コミュニケーションを展開

エンドレスグリーンプログラム
2013の重点戦略
■環境行動スローガンの策定

と展開
■環境Webサイトを軸とした

情報発信の強化と双方向コ
ミュニケーションの充実

■地域社会と連携した環境コ
ミュニケーション活動の展開

　ステークホルダーへより効果的に情
報を発信するとともに、一般生活者と
の双方向コミュニケーションの充実を
図っています。

■  Webサイトによる情報発信

［環境グリーンラベル］

　社内外へ大和ハウスグループの環境に対する考え方や
取り組みについて、わかりやすくお伝えするとともに、ス
テークホルダーとの対話（双方向コミュニケーション）を
行い、環境活動の改善につなげていくことが大切だと考
えています。
　そこで、当社グループではCSRレポートによる情報開示
や、広報活動・広告・展示会への出展などを通じた情報発

信、Webサイトなどによる対話など、積極的にステークホ
ルダーとのコミュニケーションを行っています。
　また、こうした情報媒体を通じたコミュニケーションだ
けではなく、従業員が日々接するステークホルダーの方と
交わすコミュニケーションも重要と考え、社内報やイント
ラネット、顕彰制度などを通じて、従業員の環境意識や知
識の向上、実践の推進に努めています。

　当社グループの環境行動計画や環
境への取り組みをWebサイト「環境
への取り組み」で、わかりやすくご紹介

■「環境グリーンラベル」を 
グループ会社へ展開

1

■Webサイトや冊子を活かし
「エコライフ」をテーマに、双方
向コミュニケーションを充実

2

1

2

3

的なコミュニケーション活動を推進し
ます。

大和リース　環境・緑化 複合型パーキング
「エコログリーン・パーキング」（大阪府）

基本的な考え方

しています。
　2012年度は、このWebサイトをリ
ニューアル。特にステークホルダーの
関心が高い「環境配慮商品」の紹介
ページを新たに設けました。今後も
適宜、「環境配慮商品」の紹介ページ
を追加するなど、より一層の充実を図
ります。

Webサイト「環境への取り組み」

関連項目 環境への取り組み

「環境配慮商品」の紹介ページ

http://www.daiwahouse.co.jp/eco/index.html
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環 境 との共創共生

関連項目 SAKURA PROJECT

Webサイト「もっとみんなでECOチャレンジ」

　当社グループでは、2005年度から
環境報告に社会的側面の報告も加えた

「CSRレポート」を発行しています。
2012年度からは、当年度のトピックス
は社会的側面の報告と合わせて「ダイ
ジェスト版」に掲載するとともに、網羅的
な情報は「詳細版」に掲載。特に情報量
が多い環境報告ページは、「環境報告書」

「環境データブック」としてまとめ、読み
やすさの向上を図っています。今後も、
さらなる内容の充実と読みやすさの
両立を図ります。

　当社グループでは、環境展や環境に
関するイベントに出展し、環境配慮商
品や取り組み事例をご紹介しています。

「エコプロダクツ2012」の様子

　2010年度から住宅商品「xevo」を中
心とした環境配慮商品の売り上げの
一部を通じて、その地域の幼稚園や小
学校に桜の植樹を実施。2013年3月
末現在、43ヵ所：4,766名の方が参加
されました。今後も、継続して実施して
いきます。

※「住まい」の資産価値を守るために自分ででき
るメンテナンス方法のご紹介や、当社グループ
からのご優待情報等を掲載したWebサイト。

■  環境・社会活動の年次報告 
「CSRレポート」の発行

　2012年度は、雑誌「ecomom（エコ
マム）※」と連携し、一般生活者を対象
に世界の先進的なエコライフや当社
グループの環境事例を雑誌風にご紹介
した環境季刊誌「SMA×ECO（スマエ
コ）」を3回（6・9・12月）発行、Webサ
イトでも公開しています。今後も、読者
の方からいただいたご意見を反映させ
た紙面づくりに取り組みます。
　2013年3月、当 季 刊 誌 が 第19回 
日経BP広告賞「優秀ライフスタイル広
告賞」を受賞しました。

■  冊子による情報発信

■  環境展への出展

［主な展示会出展（2012年度）］

■  SAKURA PROJECTの展開、こど
もエコ・ワークショップの継続開催

　さらに2005年から、次代を担うこど
もたちに地球環境の大切さを伝え、理
解してもらうことを目的に、親子で一緒
に環境問題について「考え・つくり・発
見する」家模型づくりワークショップを
実施。このワークショップは、夏涼しく
冬暖かくて気持ちのいい、エコな家
模型を作るもので、2012年度は139名、
累計約5,100名以上の方にご参加いた
だきました。
　今後もワークショップを通じ、社会
貢献活動に取り組んでいきます。

■地域社会と連携し、次代を担
うこどもたちとの活動を展開

3

展示会名 社名 開催地／開催時期

エコプロダクツ
2012

大和ハウス工業
大和リース
大和エネルギー

東京／
2012年12月

ENEX2013 大和ハウス工業 東京／
2013年1〜2月

第3回エコハウス&エ
コビルディングEXPO

大和ハウス工業
大和リース

東京／
2013年2〜3月

■  ご契約者さま向け環境スペシャル
Webサイトの公開

　毎日の暮らしで使用するエネルギー
を減らすには、住まい手の暮らし方が
重要です。そこで2009年から、オー
ナーさま向けWebサイト「ダイワファ
ミリー倶楽部※」内に、地球環境にやさ
しい暮らしの情報とオーナーさま同士
のコミュニケーションの場をご提供する
スペシャルWebサイトを開設、エコ意識
の高い人の輪を広げています。

環境報告書 環境データブック

　また、2011年度より神奈川県に所
有する「大和ハウス 葉山の森」を自然
豊かな森林・里山として利活用すべく、
ステークホルダーとの対話を通じて
プロジェクトを進めています。取り組
み状況は随時Webサイトで公開して
います。

関連項目 大和ハウス 葉山の森

関連項目 こどもエコ・ワークショップ

※ 日経BP社発行の環境に関心が高い女性向け
雑誌。

ECOコミュニケーション

環境季刊誌
「スマ・エコ」
2012年6月発行号

　

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/contribution/sakura/sakura-project/index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/csr/contribution/environment/hayama.html
http://www.daiwahouse.co.jp/eco/event/index.html
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全役職員の環境意識の
向上と環境行動の実践

エンドレスグリーンプログラム
2013の重点戦略
■「環境知識と行動に関する調

査」の実施とエコ・スペシャリ
ストの育成

■社内顕彰制度の充実

　当社では、全従業員の環境知識向上
と環境行動のさらなる推進を図るた
め、2011年度から「環境知識と行動に
関する調査」を実施しています。この
調査は、当社従業員の環境に関する現
状の課題と問題点を把握し、その結果
を今後の環境教育などに活用して、当
社の環境への取り組みのレベルアップ
を図ることを目的としています。
　2012年度は、環境社内報に学習
ページを設け、環境知識向上を図った
ものの、「エコ・ビギナー」が約54％（前
年度比2％増）と最も多い結果になりま
した。今後は、「エコ・スペシャリスト」
を増やせるよう、eラーニングや専門
教育、職種別教育の実施など環境教育
の充実をより一層図っていきます。

　当社グループでは月1回、環境社内
報「We Build ECO Press」を発行。
環境関連ニュースやグループ内の環
境先進事例、従業員のエコ活動などを
イントラネットで紹介することにより、
環境意識の向上に取り組んでいます。

■  グループ環境社内報「We Build 
ECO Press」の発行

環境社内報
「We Build 
ECO Press」

　当社では、2008年度から各事業所
で 取り組 む 環 境 活 動 を 顕 彰 する

「Challenge! We Build ECOコンテ
スト」（環境優秀事例社長表彰）を実施
しています。
　2012年度は、全国の事業所から応
募のあった91件の事例のうち、社長賞
2件、環境担当役員賞2件、優秀賞4件、
ECOコミュニケーション大賞1件、ECO
テクノロジー大賞1件を選出しました。
　今後も社長表彰制度を継続すると
ともに、優秀事例の水平展開を進めて
いきます。

■全従業員向けの「環境知識と
行動に関する調査」を実施

1

■環境優秀事例社長表彰を 
実施し優秀事例を水平展開

2

1

2

社長賞（2件）

戸建住宅
こころの森に暮らそう

「東京森都心 多摩ニュータウン東山」
(P.81参照）

建築
環境に配慮したオフィス提案

「丸善製薬株式会社様 新尾道工場厚生棟」
(P.74参照）

環境担当役員賞（2件）

建築
次世代型環境配慮有料老人ホーム

「ネオ・サミット茅ヶ崎」
（P.59参照）

環境エネ
ルギー

太陽光発電・蓄電池の設置による復興支援
「田野畑小・中学校　エコ支援事業」

優秀賞（4件）

流通店舗
ダブルスキンカーテンウォールによる
ショールーム提案

「LIXIL様　ショールーム沖縄」
(P.74参照）

流通店舗
リ・ストア＆リ・ビルドシステムによる
期間営業店舗の移築

「京葉銀行様　横芝支店」

オフィス
今夏のグループを挙げての節電の
取り組み

「大和ハウス備後町ビル」

工場 運搬距離・出荷台数削減によるCO2
削減

ECOコミュニケーション大賞（1件）

— kid’s ISO（キッズ・アイ・エス・オー）
14000プログラムの取り組み

ECOテクノロジー大賞（1件）

— システム建築商品「D's REAID」にお
ける環境負荷の低減

表彰事例・入賞事例一覧

（54%）

エコ・
ビギナー

（8%）
エコ・インテリジェンス

（21%）

エコ・
スペシャリスト

（17%）

エコ・
プレーヤー

（n＝9,692）

【エコ・
 プレーヤー】

【エコ・
 インテリジェンス】

【エコ・ビギナー】

【エコ・
 スペシャリスト】

知識（高）

知識（低）

行動（高）
★

行動（低）

全社平均

［2012年度のエコ診断結果］

エコ・スペシャリスト：
　環境知識・行動ともにできている
エコ・インテリジェンス：
　環境知識はあるものの、行動できていない
エコ・プレーヤー :
　環境行動はできているものの、知識が不足している
エコ・ビギナー :
　環境知識・行動ともに不足している

社長（左）と受賞担当者（戸建住宅部門）

社長（左）と受賞担当者（建築部門）
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環境マネジメント

環境マネジメントシステム
　当社グループは、環境ビジョンに定
めた「環境理念」、「環境活動重点テー
マ」、「環境行動指針」をもとに策定し
た中期環境行動計画「エンドレス グ
リーン プログラム」を確実に達成する
ため、部門単位でそれぞれ半期ごとに
計画を策定し、活動を推進していま
す。そして、その実績と自己評価を経
営者に報告、レビューし、継続的な改善
につなげています。
　推進体制としては、環境担当役員を
委員長とする全社環境推進委員会を
年2回開催し、当社グループが取り組
むべき環境活動の方向性や重点戦

略、課題について審議・決定していま
す。また、委員会の下部組織として、各
担当役員をトップとした11の専門部会
を設置。3ヵ月に一度の部会レビュー
会議において、目標に対する実績管理
や重点実施事項等について討議し、き
め細かなPDCAサイクルにより環境へ
の取り組みを推進しています。

■  グループ環境経営の推進
　当社グループでは、グループを挙げ
て環境への取り組みを進めていくこと
を「グループ企業倫理綱領」に定め周
知・推進するとともに、「環境ビジョン」
をグループ全体で共有し、環境経営の

展開を進めています。2011年度から
スタートした「エンドレス グリーン プ
ログラム 2013」では、環境マネジメン
トの対象範囲を資本関係の密接な主
要連結子会社へ拡大し、合計29社で
数値目標を設定し取り組みを推進して
います。特に、環境負荷の大きい主要
グループ会社15社については、業績
評価に「環境経営」の項目を組み込み、
グループ会社の環境活動の進捗を評
価する「グループ環境経営評価」を実
施しています。

■  ISO14001の認証取得
　当社では、1998年4月から段階的
に生産購買本部（購買部除く）と全10
工場において環境マネジメントシステ
ム（国際規格ISO14001）の認証を取
得し、継続的に環境負荷低減の活動を
続けています。なお、一部のグループ
会社でも同規格の認証を取得し、活動
を行っています。

ISO14001認証取得状況

環境マネジメント体制
環境統括責任者（社長）

担当役員

部会レビュー会議（議長：主管部門長）

＜全社体制＞

＜部会体制＞

←環境推進責任者

環境部（事務局）

主管部門（事務局）

商品・サービスの提供による環境負荷低減事業活動プロセスによる環境負荷低減

オフィス
部会

関連部門長

関連部門

事務所

協力会社

工場

協力会社

関連部門長

関連部門

関連部門長

関連部門

専 門 部 会（ 1 1 ）

全社環境推進委員会（委員長：環境担当役員）

年2回、「全社環境推進委員会」にて
経営者によるレビューを実施

3ヶ月に一度、「部会レビュー会議」にて
担当役員によるレビューを実施

グ
ル
ー
プ

会
社

ファクトリー
部会

物流
部会

住宅施工
部会

建築施工
部会

戸建住宅
部会

集合住宅
部会

マンション
部会

流通店舗
部会

建築
部会

住宅リフォーム
部会

　大和ハウスグループは、「環境への悪影響の可能性が
あるものについては極力影響回避に努める」という「予防
的アプローチ」の考え方をもとに、環境マネジメントに関
する国際規格「ISO14001」に準じた独自の環境マネジ
メントシステムを構築し、事業活動のあらゆる側面から環
境活動を推進、継続的に改善しています。
　多岐にわたる事業領域を有する当社グループでは、

「グループ環境ビジョン」を全グループ会社で共有、環境
活動の方向性を審議・決定する「全社環境推進委員会」を
通じて、期ごとの重点戦略や最新の環境規制を各部門・
各事業に徹底するとともに、部門横断型の小単位での

「部会」活動の充実により、それぞれの事業特性に応じた
きめ細かな改善活動を進めています。

社名 認証取得範囲

大和ハウス 生産購買本部（購買部除く）及び
全10工場

大和リース 全社

大和物流
本社安全品質環境管理課・
三重支店・奈良支店・
関西配送センター

（2013年3月31日現在）

基本的な考え方
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　特に環境負荷低減においては、当社
独自の環境影響評価にて「著しい環境
影響」を特定し、原因となる「環境側面」
に対し、目標を定めて改善を図ってい
ます。

環境影響評価から目標設定へのフロー

■  環境監査
　当社では、年2回、本社部門にて全
10工場に対し、環境マネジメントシス
テムの運用状況及び環境パフォー
マンス、汚染の予防、リスク回避の状
況について内部監査を計画的に実施
し、確認しています。また、その内容に
ついては経営層へ報告し、レビューの
ためのインプット情報にしています。

■  環境パフォーマンスデータの管理
　環境活動の推進には、環境パフォー
マンスデータを正確かつ迅速に把握
することが重要です。
　そのため当社では、独自の環境情報
システム「ei-system」を構築し、事業
所の環境データを収集・集計、活動実
施状況を把握・管理しています。
　また2011年度には、対象となるグ
ループ会社へ独自に開発した目標管
理システム「ECO管！」を導入し、エネ

ルギー使用量・CO2排出量・廃棄物排
出量などの環境データを四半期ごと
に集計し、進捗を管理しています。本
システムでは、「エンドレス グリーン 
プログラム」の対象範囲となっている
グループ会社の目標達成度やデータ
を閲覧することができ、環境への取り
組み状況をグループ内で共有、環境
活動のさらなる推進へとつなげてい
ます。

環境教育
　当社では、全従業員の環境意識向
上のため、定期配信しているグループ
環境社内報「We Build ECO Press」
などを通じて意識啓発に努めるととも
に、全従業員を対象とした一般教育、
特定の環境リスク等に焦点を当てた
専門研修を実施しています。
　専門研修では本社部門が中心とな
り住宅部門や建築部門などの部門別
に、当社の環境リスクである廃棄物管
理や土壌汚染対策に重点をおいて実
施し、一般教育では全従業員を対象と
して階層別に温暖化対策などを含め
た環境一般の教育を実施しています。
　2012年度は、近年増加傾向にある
中途採用者に対する研修の充実を図
るとともに、新たにグループ会社の環

境推進責任者に対する集合研修を実
施しました。また、昨年度から開始した
一部の海外グループ会社従業員を対
象とした一般教育も継続しています。
　今後も引き続き、環境教育の対象範
囲の拡大と質の向上に取り組んでい
きます。

2012年度 環境教育実施状況

環境パフォーマンスデータ管理の仕組み

緊急時対応備品類の点検状況を
確認している様子（当社奈良工場）

分類 内容 形態 人数等

専門
研修

廃棄物監査 監査
各事業所
年2回（延
べ201回）

土壌汚染対策
研修 研修 166名

環境配慮設計 研修 125名

一般
教育

新入社員研修 研修 160名

新入社員フォ
ロー研修 研修 160名

キャリア採用
者研修 研修 142名

海外グループ
会社研修 研修 1社

グループ会社（本社）

……

……

大和ハウス（本社）

大和ハウス（環境部）大和ハウス（事務所・工場など）

目標管理システム「ECO管！」

四半期報告（Web）

月次報告（Web）

集計・分析

各社・各事業所へ
フィードバック

環境情報システム
「ei-system」

CSRレポートでの
開示

各種アンケート
への回答

著しい環境影響
上位方針＋サイト影響＋社会ニーズそれぞれから
環境に与える著しい環境影響を特定

著しい環境影響の環境負担低減に関して削減目標を設定

環境影響評価

目標設定

著しい環境影響の原因となる（なりうる）環境側面を特定
↓

↓
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　廃棄物管理スタッフは、事業所と連
携して廃棄物の処理を委託しているす
べての業者をチェックし、優良な業者
を選定することで適正処理の徹底を
図っています。
　社内においては、廃棄物監査によっ
て事業所の廃棄物管理レベルを定量
評価し、課題や改善度合いを明確にし
て管理レベルの底上げを図り、eラー
ニングなどによって社員の三識（意識・
認識・知識）の向上を図っています。
　また、処理業者の許可情報やマニ
フェスト（産業廃棄物管理票）の発行・
回収などについては、イントラネットを
活用した環境情報システム「ei-system」
で管理することによって、人的ミスを
防止するとともに業務の効率化を図っ
ています。

法規制管理のフロー

環境リスクの低減
未然防止に向け、法を上回る自主基
準の設定や管理体制の強化に継続し
て取り組んでいます。

　大和ハウスでは、環境に関する法管理
について、本社部門が主管となり各部門
に法令・ルールの徹底を促しています。
　特に、生産部門に関わる環境法令に
ついては、本社で一元管理を行い、各
工場では条例なども含めた法管理を
行い、リスクの未然防止を図っていま
す。法規制などの改正時には、主管部
署から各事業所に対して改正内容や
対応策を発信し、問い合わせなどにも
対応しています。
　また、万が一法令違反や環境に関す
る事故・苦情などがあった場合の対応
方法についても手順を定め、生産部門
では定期的に教育訓練を実施するな
ど適切に対処できる体制を整えてい
ます。なお、2012年度は環境関連法
に関して重大な違反・訴訟問題はあり
ませんでした。

環境法令を遵守する仕組み

施設調査の様子

ei-systemの画面

　当社工場では、未然防止の観点から
大気汚染防止の管理体制の強化に努
めています。近年、ばい煙の排出基準
違反やデータの改ざん等が社会問題
化したことを受け、当社では2007年
度より各工場で大気汚染防止法にお
ける過去3年間の測定結果やその点
検記録などを再確認しており、2012
年度も継続して確認を行いました。

大気汚染防止への取り組み

　なお、2012年度は大気汚染に関す
る行政の立ち入り調査などはありま
せんでしたが、ばい煙などの排出基準
は継続して遵守しています。

　当社工場において公共用水域（海
域・河川）への主な放流源は、電着塗
装装置の排水処理設備や浄化槽から
の排水で、その排水処理設備からの水
質について監視強化に努めています。
　2012年度に施行された水質汚濁
防止法では、有害物質を使用する施設

（電着塗装施設）について構造などに
関する基準への適合および、定期点検
が義務付けられました。当社において
も、各行政機関との現地施設確認を実
施し、法規制の適合状況について点検
を行っています。

水質汚濁防止への取り組み

電着塗装施設の有害物質貯蔵タンクへの基準適
合表示（新潟工場）

改正・制定された法律の公布

毎
月

情報発信媒体による
改正情報などの入手

通達による社内指示
特設の環境法管理ホームページによる情報連絡

修正などの情報の把握

対応および実施の確認

官報の確認

改正ポイントのまとめ法律原文の入れ替え毎
月

毎
日

随
時

　当社は、廃棄物の不適正処理リスク
の低減を目指し、2007年度より全国8
地区に廃棄物管理スタッフを配置して
廃棄物管理体制の強化に当たってい
ます。

廃棄物管理の強化

環境マネジメント

ばい煙発生施設（ボイラー・奈良工場）

同上設備における漏洩防止措置
（新潟工場）



102

関連項目 石綿（アスベスト）問題への
対応について

　石綿問題に対する当社の取り組み
状況を当社Webサイトに随時公開し、
2005年には過去に販売した鉄骨系住
宅（戸建住宅・賃貸住宅）商品における
石綿含有建材使用状況を検索できる
システムを公開しました。なお、現在販
売している商品については石綿を使用
しておりません。
　また、過去に当社が建築した建物の
一部に石綿含有建材を使用している
場合がありますが、当該部位に劣化・
損傷がなければ通常の居住状態では
石綿の空気中への飛散はほとんどな
いと考えています。
　社員の健康被害状況の把握につい
ては、過去に石綿を取り扱っていた施
工現場・工場で業務に携わっていた社
員を対象に2006年度から石綿健康診
断を継続的に実施しています。
　また、吹付け石綿を使用しているこ
とが判明した4つの自社所有建物のう
ち、2つの建物の当該部位については
吹付け石綿の除去が完了し、残り2つ
の建物の当該部位については飛散防
止措置（囲い込み）が完了しています。

石綿（アスベスト）問題への対応

　日本では、東日本大震災に伴う原子
力発電所の事故によって放出された
放射性物質による環境汚染に対処す
るために、「放射性物質汚染対処特措
法」が2012年1月に施行され、同法に
基づいて国や市町村による除染が進
められています。

放射線問題への取り組み

　そのようななか当社では、取り扱う
主要な建材について、集中購買品の取
引先リストを精査し、放射線量が高い
地域からは調達していないことを確認
しました。また、サンプルを測定して建
物の放射線量が問題ないレベルであ
ることを確認しています。
　今後も放射線に関する問題につい
ては動向を注視しながら、対応を検討
していきます。

　当社では、土壌汚染対策法の遵守お
よび、リスクマネジメントの一環とし
て、工場の土壌調査を計画的に実施し
ています。
　2012年度は、増改築工事に先立
ち、奈良工場にて土壌調査と対策を実
施しました。その他の工場についても
順次、実施していく予定です。

当社工場における
土壌汚染対策

■ 奈良工場増改築に伴う
　 土壌調査・措置
　当社奈良工場の増改築工事が、土
壌汚染対策法4条「3,000㎡以上の土
地の形質変更」に該当したため、ボー
リングによる深度調査など、土壌汚染
に関する調査を実施しました。その結
果、敷地の一部で土壌汚染が確認され
たため、掘削除去を行いました。

ボーリングによる深度調査の様子（奈良工場）

汚染土壌の掘削除去の様子（奈良工場）

　当社では、販売用土地の購入にあ
たって、原則すべての物件で購入前に
地歴調査を実施しています。地歴調査
で土壌汚染のおそれがあると判断さ
れた場合には土壌調査を実施し、必要
な場合には措置を行ったうえで販売し
ています。
　また、建設工事時に一定以上の土壌
の搬出入がある場合は、事前に土壌の
産地を確認したり、土壌の品質検査を
実施するなど、二次汚染を起こさない
よう対策を講じています。

土地取引・建設工事に伴う土壌
汚染の拡散防止への取り組み

土地取引に伴う土壌リスク防止フロー

地
歴
調
査
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壌
汚
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の
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あ
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汚
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環 境 との共創共生

環境データダイジェスト環境データダイジェスト

CO2削減貢献度 売上高あたり建設廃棄物排出量 PRTR対象化学物質排出･移動量

建設廃棄物リサイクル率 VOC（揮発性有機化合物）排出量

生物多様性自主基準適合率（開発）

（倍）
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※CO2削減貢献度＝商品・サービスの提供によるCO2
　 削減貢献量÷事業活動プロセスにおけるCO2排出量

CO2削減貢献量が計画を大きく
上回り、昨年度の5.3倍から6.2倍
へと大幅に増加しました
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生物多様性自主基準適合率（街づくり）

地球温暖化防止 資源保護 有害化学物質による汚染の防止

自然環境との調和（生物多様性保全）

※ その他の環境データについては、「環境データブック2013」を参照してください。

6.2倍
住宅でのプレカットなど発生抑制
に努め、昨年度より7.3％改善し
たが目標には至りませんでした

2010年度比
6.7％増加

大和リースで錆止め塗料の弱溶剤
化を進め、昨年度から大きく削減し
ましたが目標には至りませんでした

2010年度比
1.5％削減

建築施工部門において25現場で
ゼロエミッションを達成。全体では
昨年度から微増にとどまりました

91.4％
吹付け塗料の弱溶剤系への代替など
が進みましたが、生産量の増加に伴
い総量では昨年度から増加しました

2010年度比
1.2％増加

着工件数が減少したマンションを
除く全事業で増加。太陽光発電
の設置が大幅に増加しました

2010年度比
61.5％増加

大規模開発案件では生物多様性
への配慮が定着しつつあり、全物
件で自主基準適合となりました

100％
分譲・賃貸マンションで緑化提案が
定着する一方、賃貸住宅や商業施設
では十分な提案ができませんでした

59.3％
節電対策と省エネ投資により施設関
係は削減。売上げの拡大に伴い総量
では昨年度から微増となりました

2010年度比
2.3％削減

CO2排出量

CO2削減貢献量
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第三者意見
　さまざまな取り組みが行われている
ようすをイキイキと伝えてくれるレ
ポートになっています。一軒一軒の住
宅を超えた街全体への取り組みとして
の次世代エコモデルタウンに大きな
可能性を感じます。
　今後のさらなる環境経営の改善へ
向けて、またリーディングカンパニーと
しての期待をいくつか述べます。
　「大和ハウス工業はどういう社会を
創ろうとしているのか？」という大きな
ビジョンや方向性をわかりやすく打ち
出して下さい。その際、トップメッセー
ジや各重点項目の「基本的な考え方」
に表れてくると思いますが、国内や自
社の歴史にとどまらないグローバルな
視野と問題意識、責任感の裏打ちを期
待します。また、自社が地球環境に対
してどのような貢献ができるかだけで
なく、自社が地球にどのように依存し
ているのか、その現状をどのように認
識しているのかも報告して下さい。世
界的な課題である｢水問題｣の認識も
不可欠でしょう。

幸せ経済社会研究所所長、
環境ジャーナリスト、翻訳家

枝廣 淳子様（えだひろ じゅんこ）

講演、執筆、企業のコンサルティングや異業種勉強
会等を主宰。「つながり」と「対話」でしなやかに強
く、幸せな未来の共創をめざす。

　枝廣様には当社グループの環境活動
に対して貴重なご意見を頂き、心より御
礼申し上げます。今回、意見交換をさせ
て頂く中で、「様々なステークホルダーと
の、様々なレベルでの”対話”が重要であ
り、今後はそうした対話を発展させた共
創型の取り組みをより一層充実させてい
く必要がある」との認識を強くしました。
　現在、「環境と経営の融合」をテーマ
に、商品・サービスを通じた環境貢献
に主眼をおき、環境配慮商品の売り上
げ拡大を図るとともに、ZEH・ZEBの
早期実現や省CO2先導事例の創出に

第三者意見を受けて 注力していますが、それらが当社の独
りよがりになっていないか、目の前の
お客さまのニーズに応えるだけでな
く、持続可能な社会に貢献できるの
か、といった問いを常にグローバルな
視点から自問するとともに、様々な主
体との対話を通じた検証を繰り返して
いきたいと考えています。
　また、このレポートがそうした対話の
起点となり、共創のプラットフォームとし
て有効に活用されるよう、今後とも”わか
りやすさ”を追求すると同時に、客観性・
信頼性の確保にも努めてまいります。

環境部長

佐伯 吉則

　重点課題やCO2削減貢献度はとて
も大事です。その選び方や定義（計算
方法）についても報告し、独りよがりの
ものにならないよう、プロセスも社会
との共創型で進めていって下さい。全
般的に、単なる情報発信にとどまらな
い社会との対話や共創の展開と報告
を期待します。
　レポートのつくり方としては、情報量
との兼ね合いもあり難しいと思います
が、報告内容として最も重要である
PDCAサイクルを意識して、現状をど
のように認識・評価し、今後についてど
のように考え、見直していくかをわかり
やすく伝えること（「ECOコミュニケー
ション」は実績の数字・状況も）、特に伝
えたいポイントのメリハリをつけるこ
と、一般の方への用語の説明などにも
配慮することなどに留意下さい。
　このレポートが、環境経営の原動力
及び社内外の共創のプラットフォーム
としての実効性を高め、リーディング
カンパニーとして内外のお手本を示す
存在となることを強く期待しています。
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xevoシリーズの特色

高断熱構造（外張り断熱通気外壁）

太陽光発電システム

太陽光発電を標準装備した、創
エネルギー住宅

防水・防露技術（外張り断熱通気外壁）

耐震・制震・免震

子育て層向け住まい提案『ハッピーハグ』

関連項目 子育て住宅「ハッピーハグ」

　住まいの安全性や快適性に加えて、“自分らしく”暮らせ
ること―。お客さまのライフスタイルが多様化するなか、

大和ハウスグループは個々のお客さまのこだわりや価値観
を大切にした「個客思考」の住まいづくりを進めています。

「個客思考」の商品開発と住まい方提案

xevoシリーズのコンセプト

次世代を見据えて、家族と地球にやさしい住まいを実現しています。
当社グループの半世紀以上にわたる経験と、進化させた技術によって誕生したのが戸建住宅ブランド「xevo」です。
長く住み継がれる住まいとして、耐久性や耐震性能を高め、また独自の外張り断熱通気外壁や
太陽光発電システムを標準装備することで環境負荷や建築後のライフサイクルコスト※を大幅に低減しています。

基本的な考え方

断熱性能を高めて室
内温度を快適に保つ
ことでエネルギー消
費を抑制し、CO2排
出を削減します。

基本構造の性能をよ
り強固なものとし、建
物の長寿命化を実現。
防犯性能や加齢配慮
も強化しています。

［サポート］
「AQ Asset（ エーキュー・アセット）」は、「家」という資産
（Asset）の価値を維持するためのサポートサービス。
当社グループのノウハウを活かし、末永く高品質
（Advanced Quality）を保ちます。

xevoシリーズ（一部抜粋）

共働き家族のための家
「xevo CLEVA」

10年ぶりに工法を一新した新
工法木造商品「xevo GranWood」

上質な暮らしを提供する家
「xevo E」

都市部狭小地対応3階建住宅
「xevo 03」

　当社は、株式会社ベネッセコーポレーションの「たまひ
よ」とのコラボレーションで、「幸せを育む住まい」をテー
マにした子育て層向けの住まい『ハッピーハグ』を2008
年4月から提案。2009年7月からは、第二弾として『ハッ
ピーハグⅡ』を提案しています。2013年3月には第三弾と
して、子どもだけでなくママ・パパまで含めた家族みんな
の笑顔が生まれる住まい提案を盛り込んだ『ハッピーハ
グⅢ』を発表しました。『ハッピーハグ』は、「たまひよ」との
共同調査から導き出した「コミュニケーション」と「成長」を
キーワードに、子育て層が幸せになる住まいのさまざま
なアイデアを形にしたものです。

省エネ 高耐久

外壁材

通気層

透湿防水シート

高性能グラスウール
（充填断熱材）

高密度グラス
ウールボード
（外張り断熱材）

エアポケット

アルミ蒸着防湿フィルム

＜二重防水＞
外壁表面の一次防水に加え、壁の中
にも二次防水を施す「二重防水」を採
用し、建物の劣化を招く雨漏りを抑制
＜結露対策＞
「通気層」と「アルミ蒸着防湿フィルム」の働
きで、劣化を招く壁内結露の発生を抑制

阪神・淡路大震災
クラスの衝撃を
受け止める強靭
な構造

※ ライフサイクルコスト：建てる時の費用だけでなく、その建物が生涯を終えるまでの維持管理、メンテナンス費用までを含めた生涯コストのこと。

住まい全体を二重の断熱材（外張
り断熱材・充填断熱材）で包み、高
い断熱性能を実現

外壁材
通気層

透湿防水シート

2次ガスケット

通気胴縁

1次ガスケット
（または1次シーリング）

1
次
防
水

アルミ蒸着防湿フィルム

2
次
防
水
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http://www.daiwahouse.co.jp/jutaku/lifestyle/happyhug/index.html
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社内
各部門

本社
CS委員会

事業所
CS委員会

お客さま

業務改善
新しい

サービス・提案
声

CS企画部

CS推進部 品質保証推進部

CS推進部より
お客さまの声

ハード面・ソフト面よりCSに取り組む

品質保証推進部より
品質データ

CS改善

パフォーマンス報告

CS理念、CS委員会
お客さまから信頼される企業である
ために、お客さまの声にもとづいた
改善に努めています。

■  お客さまの笑顔のために
　私たちは、お客さまに愛され、信頼
される企業であることを理念に、企業
活動を推進しています。
　そのために、お客さま一人ひとりの
声を大切にし、当社の技術力とサービ
スの向上に反映させ、お客さまのご期
待に応えられるよう取り組んでいます。
■  「お客さま志向」から「個客思考」へ
　「お客さま志向」が唱えられて久しく
なりますが、ともすれば「お客さまの満
足」を企業側の価値観の枠内で考え、
「企業の自己満足」に陥ってしまう場合
があります。私たちは、CS活動を通し

　お客さまの声を商品やサービスの改
善につなげる活動を推進する場として、

大和ハウスグループCS理念
　大和ハウス工業は、さらなるお客さ
ま満足度の向上を目指し、CS統括部
門を2007年に創設しました。
　CS統括部門は3つの部署で構成さ
れており、CS推進部に寄せられた「お
客さまの声」、品質保証推進部に集
まった「品質データ」をもとに、CS企画
部で「CSへの新しい取り組み」を企画
提案しています。

CS統括部門の活動

CS委員会による
改善活動の推進

CS理念、CS委員会
てお客さまの声をあらゆる事業活動
に反映し、「お客さま志向」から一歩踏
み出した「個客思考」（お客さま一人ひ
とりの立場で考える）を行動の規範に
しています。

当社はお客さまからお寄せいただいたお申し出に対して以下の理念、方針を
もって対応いたします。

【基本理念】
当社は、お客様からの苦情を最優先課題として認識し、誠実、かつ迅速な対応
を心がけるとともに、お客様の声を真摯に受けとめ、お客様に満足いただけ
るよう、常に製品・サービスの改善を図ります。

【基本方針】
1.	お客様からの苦情への対応は、当社のすべての部門において最優先の課
題であると認識します。
2.	お客様の権利を常に考え、お客様の権利を尊重した対応を行います。
3.	お客様からの苦情は、当社全体に向けられたものと理解し、組織をあげて
最後まで責任のある対応を行います。
4.	お客様やお申し出の内容によらず、分け隔てのない公平な対応を行います。
5.	つねに法令遵守を優先し、不当な要求に対しては、毅然とした対応を行います。
6.	お客様の声は真摯に受けとめ、社内で共有するとともに、より良い製品・
サービスを提供するための貴重な情報源とします。
7.	お客様の個人情報は、関連する法令や当社の個人情報保護基本方針・規
程を遵守し、厳重に保護します。

本社と全事業所にCS委員会を設置し、
取り組んでいます。これにより、全社一体
での改善や地域の実情に応じたきめ細
かな取り組みを継続的に行っています。
　2012年度は「お客さまの声」から地
域の特色を生かしたさまざまな取り組
み事例を確認しました。
　このような活動事例を社内で共有す
ることで、お客様満足度のさらなる向上
に取り組んでいます。

　2012年度に、お客さまのプライバ
シー保護に関して、個人情報保護法に
違反するような重大な情報の紛失・漏
えい等の事象は発生しておりません。

プライバシー保護の状況

　2012年度に、大和ハウスグループ
が販売した製品･サービスに関して、重
大な法令違反は発生しておりません。

製品・サービスの法令順守状況

苦情対応基本方針CS委員会による改善活動の推進

お 客
さ ま との共創共生
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品質保証体制
安心・安全をお届けするために、さま
ざまな角度から検査して高品質を実
現します。

　大和ハウス工業は、お客さま評価を
全事業所に周知し品質改善・業務改善
を強化するため、2007年より品質保
証推進部をCS統括部門に組み入れま
した。品質保証推進部は、お客様満足
推進の一翼として、開発・設計段階か
ら生産・施工・アフターサービスに至
るまでの、全工程を対象とした品質管
理を担っています。

　創業以来、工業化住宅のパイオニア
として工法や部品・素材の研究を重
ね、技術革新に積極的に取り組んでき
ました。全国に展開する工場では、自
動化・省力化・ロボット化を推進し、徹
底した品質の均一化によって、部材加
工から組み立てまでを一貫生産してい
ます。さらに、本社生産購買本部と全
国工場において、国際標準化機構の品
質マネジメントシステム「ISO9001」
認証を取得しています。

品質保証体系

徹底した品質の均一化が
信頼の高品質を実現

品質へのこだわり

　品質保証に関する主な活動は以下のとおりです。市場調査／商品企画

技術開発

設計審査

購買先選定

教育・訓練

提案・設計

契約

生産設計

営業・設計・工事打合

現地立会・着手前打合

引渡し／ご入居

お客さま満足度調査

定期点検／建物診断

苦情受付・苦情処理

工場生産

検査

出荷

施工店自主検査

工事自主検査

開
発

竣工立会

工
場
内
部

品
質
監
査

※「コンプライアンス・リスク診断」は技術部門全般の
　品質監査です。

商
品
開
発

総
合
技
術
研
究
所（
一
部
）

生
活
購
買
部
門

内
部
監
査 購

買
先
品
質
監
査

設
計
・
契
約

生
産
・
施
工

各
工
程
に
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

生
産
管
理

施
工
管
理

工
事
監
理

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス・リ
ス
ク
診
断

引
越
し
ア
フ
タ
ー
サ
ー
ビ
ス

品質保証に関する主な活動

　生産部門の品質マネジメントシステ

独自の品質マネジメント
システムを運用

1.開発設計の審査
商品開発段階においては、当社の総合技術研究所がさまざまな角度
から検証しています。さらに客観的評価として、品質保証推進部が、検
証内容の確認や開発設計の審査を実施しています。

2.購買仕様書審査
標準購買品は、性能・仕様・品質管理体制を審査し確認したうえで採
用しています。

3.技能者の教育
現場作業においては教育訓練に重点を置き、特に重要な作業は、当社
の技能検定に合格した者が施工することとしています。

4.検査および工事監理
施工品質は、施工会社の自主検査、工事担当者の自主検査に加え、品
質保証推進部員の工事監理による検査と品質記録の審査を実施して
います。

5.品質改善委員会の開催
品質面の課題については、事業所では品質管理会議、本社では品質
改善委員会を開催し、オーナー様への迅速な対応と品質改善に努めて
います。

6.コンプライアンス・リスク診断
事業所の設計・施工段階における品質・コスト・工程・モラル・安全・
廃棄物管理の指導を行っています。

ムは、ISO認証取得や維持を目的とし
ない、経営改善のための追加の独自機
能です。
　例えば、「内部監査」は不適合を指摘
することだけが目的ではなく、お客さ
まや製造現場の視点から不適合の改
善や予防を導く教育の場としても活用
しています。
　さらに、製品の結果だけではなく、プ
ロセス管理にも重点を置いた「QC工
程表のビジュアル化」を進めているほ
か、工場で顕在化した不適合と優良改
善事項も吸い上げ、他の工場に水平
展開できる公開制度も設けています。
これによりシステムを経営の効率化の
ためのツールとして継続的改善に役
立てています。

品質保証の流れ
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設計者

設
計
品
質

施
工
品
質

大和ハウス工業
（事業主）

公的検査機関

施工者

大和ハウス工業
（事業主）

公的検査機関

企画設計

着工 躯体工事 内装工事 竣工

基本設計 実施設計

マンション部門　設計審査1 マンション部門　設計審査2 マンション部門　設計審査3

設備部門　設計確認 構造部門　設計確認

住宅の品質確保等に関する法律　設計住宅性能評価

建築基準法　建築確認

住宅の品質確保等に関する法律　建設住宅性能評価（現場検査）

建築基準法　建築検査

構造部門　現場確認

マンション部門　現場確認

設備部門　現場確認

マンション部門　完成検査

パフォーマンス報告

設計品質と施工品質
（戸建住宅・賃貸住宅）
大和ハウス工業の鉄骨商品は、建築
基準法（単体規定等一連の規定部分）
や品確法の評価方法基準を遵守する
のに必要となる公的認定や認証を取
得し、さらに独自の自主検査や確認を
組織的に実施することで、設計品質及
び施工品質の確保を図っています。

　大和ハウス工業では第三者機関が
客観的に評価する「住宅性能評価書」
の取得を推進しています。
　当社の住宅は2009年から始まっ
た、長持ちする住宅を法律に基づき認
定する「長期優良住宅認定」の要件を
標準仕様で満たしています。（お客さ

　当社は、検査体制の一つのプロセス
である協力会社の自主検査の一環と
して、自主検査記録書に加えて、2007
年4月から、「自主検査確認写真システ
ム」を導入しています。
　この自主検査確認写真システムは、
工事の各工程において撮影ポイント

　当社のマンション事業では、事業主
（デベロッパー）として設計を委託した事務
所に対して、当社が独自に定める基準を
満たしていることを確認するため、段階に
応じた設計審査・確認を実施しています。

住宅性能表示制度
（戸建住宅・賃貸住宅）と
長期優良住宅認定取得の推進

（戸建住宅）
自主検査写真確認システムの
運用

　事業所では工事にかかる前に、営
業・設計・工事の各担当者による打ち
合わせを行い、契約図書をもとに要求
される品質計画を立案しています。当
社の施工現場における品質確保のプ
ロセスは、技能研修センターで研修を
修了した技能者（基礎・建方・木工）に
よる施工を原則とし、協力会社による
施工記録、工事担当者による自主検
査、品質保証推進部員による工事監理
（現場確認と品質記録の確認）をもっ
て、品質を管理しています。

施工品質の確保

品質維持
独自の基準に基づいた設計を実施する
とともに、第三者機関による住宅性能評
価を受け、品質の維持に努めています。

設計品質・施工品質のこだわり

　当社のマンション事業では、全物件
（共同事業・再開発事業などの一部物
件を除く）で「住宅の品質確保の促進
等に関する法律」に基づいた、住宅性
能表示制度を活用しています。
　この制度により、登録住宅性能評価
機関（第三者機関）から、設計段階の評
価である「設計住宅性能評価」と完成
した建物の評価である「建設住宅性能
評価」を受けています。

住宅性能表示制度の活用

まが適切な維持保全を行うことが条件
となります。また、ご要望・間取りや建
築場所等の条件によって対応のでき
ない場合があります。）
　認定を受けた建物に対しては税制面
でのさまざまな優遇措置が設けられて
おり、お客さまにその内容について積
極的な情報提供と取得をおすすめして
います。（優遇税制には期限があります。
　また認定はお客さまご自身が申請
者となりますので、ご希望のない場合
は、この対象にはなりません。）

を定め、施工後に隠れる部分を含めた
写真を撮影することで、品質記録を充
実させ、その後の検査プロセスでの品
質確認をより確実にしています。
　また適宜、自主検査確認写真システ
ムの内容の見直しや編集方法の改善
を行い、品質記録の充実と品質の向上
に努めています。

　また、設計から建物完成までのさま
ざまな場面で、構造や設備の専門部署
による確認を行い、品質維持に努めて
います。

関連項目 マンションコンセプト
Quality（品質）

品質向上のための事業フロー

お 客
さ ま との共創共生

http://www.daiwahouse.co.jp/mansion/mconcept/quality.html
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設計品質と施工品質
（商業施設・業務施設）
入念なチェック体制と協力会社との
連携で品質維持に努めています。

　システム建築の一つ、ダイワフレスト
『リ・ストア＆リ・ビルドシステム』は本
設グレードでありながら建物の移設を
可能にした商品です。建替えに比べて
低コストであり、資源の有効活用が可
能です。
　環境意識が高まっている現在、お客
さまの環境への取り組みをお手伝い
します。

　「建築施工」とは、１棟の建物に当社
の各担当者や工種に応じたお取引先
がそれぞれの仕事を順序どおりに行う
作業の積み重ねです。
　当社では、仕事が正しく行われるよう
「技術標準」を制定しています。各仕事
の進め方を定めた「施工要領」と仕事
のチェック方法を定めた「ＱＣ工程表」
に基づいた施工をすることにより、施
工段階でのミスを防いでいます。
　また、工事の要所で「施工店自主検
査」「工事管理者自主検査」「工事責任
者検査」など、さまざまな立場からの
検査を行うことで、次の仕事に、正しく
引き継げるように施工管理を行ってい
ます。

■ D'ｓ SMART OFFICEの環境貢献
　システム建築のコンフォルトをベー
スとした「D’s	SMART	OFFICE（ディー
ス･スマート･オフィス）」は、環境に配慮
したオフィスに特化した商品です。外
張り断熱外壁、壁面緑化等のさまざま
な環境アイテムの設置が可能です。
　企業様の業種、業態、規模など多様な
条件に応じたオフィスをご提案します。

施工段階での品質管理体制

改善事例発表大会

　施工現場では、「お客さまのニーズ」、
「設計者のねらい」、「周辺の環境」など
を踏まえて、【安全・品質・コスト・工程・
環境・モラル】の各項目について重点
実施事項を定めて施工しています。
　完成時には当社と協力会社で各重点
実施事項について検証する「反省会」
を実施し、情報共有を図っています。
　また全国各地の建築系協力会社と
「建築部会」を組織し、施工現場での課
題や問題点を抽出し改善活動を実施
しています。その一環として、改善事
例発表会を年1回（2012年は12月）
開催し、全国における優秀な事例を取

Ｋ銀行様　期間限定営業店舗

「システム建築」進化を
つづける工業化建築

D’ｓ	SMART	OFFICEを採用する当社奈良工場

大和ハウス協力会社と
一体となった改善活動による
品質の向上

り上げ、改善事例を全社的に水平展開
しています。

鉄骨骨組みを検査中の社員

■ リ・ストア＆リ・ビルドシステムの
　 資源有効利用
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パフォーマンス報告

関連項目 ダイワハウスお客さま
センターのご案内

長期保証と
アフターサービス
（戸建住宅・賃貸住宅）
メンテナンスからリフォームまで幅
広いサポートで暮らす喜びをご提案
します。

　大和ハウス工業は、住まいを大切な
資産としてとらえ、様々なメンテナンス
サポートを行ってきました。今後はそ
れをさらに発展させ、住まいの価値と
安心を守り、暮らす喜びを提供してい
きたいと考えています。
　そこで当社では戸建住宅のオー
ナー様向けサポートとして「AQ	
ASSET※１」をご用意しています。住ま

長期保証とアフターサービス
（戸建住宅・賃貸住宅）

いのメンテナンスからリフォーム、将来
の売買時の仲介、加えてオーナー様の
日々の暮らしに関するサービスまでを
一つにパッケージ化しました。オー
ナー様とより深い絆を築いていくため
に、大和ハウスグループ各社と共に、末
永く多角的にサポートしていきます。
　また賃貸住宅のオーナー様向けの
サポートは「悠々サポート・DAPS※2」
をご用意しています。5年ごとの施設
の無料診断や最長40年保証など、建
物のこと、経営のこと、さらには資産継
承のことまで、大和ハウスが信頼でき
るパートナーとなり、総合力でオー
ナー様をサポートします。

長期保証とアフターサービス

※ 1 AQ ASSET：AQはAdvanced	Quality（高
度な品質）の頭文字。資産を表すASSETを
組み合わせて、「生涯を通じた“家”という資
産価値の維持」を表現しています。

メンテナンス

リフォームによる
お住まいのバリューアップも

ダイワハウスで

大和ハウスグループ
サービスメニューで

日々の暮らしを豊かに楽しく

いつまでも高い資産価値を保つ
ダイワハウスの

点検・保証プログラム

リニューアル ライフ

ダイワハウス
お客さまセンター
（戸建住宅・賃貸住宅・
　分譲マンション）

　住まいに関するご相談やお困りごと
は、ダイワハウスお客さまセンターに
て承ります。お気軽にお問合せいただ
けるよう、通話無料で365日24時間受
付しています。

安心の住まいサポート

※ 2 DAPS：ダイワハウス	アパートメントハウス	
パートナーシップ	システムの英訳の頭文字。

お 客
さ ま との共創共生

http://www.daiwahouse.co.jp/jutaku/consult/customer/index.html
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　お住まいの修理・修繕のご相談には、
マンションの物件ごとに定めたアフ
ターサービス規準※に基づき無料対応
します。また、リフォーム・売却・賃貸の
お申し込みも合わせてご相談ください。

　当社では、「人と情報のネットワーク
化※１」と「建物のロングライフ化※2」の
両面でサポートする「GRシステム」を
展開。
　豊富な実績や技術、情報のすべてを
結集し、お客さまの身近なパートナー
として、引き渡し後も長期的に支えて
います。

アフターサービス
（分譲マンション）
ダイワハウスお客さまセンターの全
国共通フリーダイヤルをご利用いた
だけます。

　当社グループの管理会社による遠
隔監視システムで、24時間個別管理
を実施します。

■ ２４時間対応のセキュリティシステム
　集中監視センターでは、24時間体制

安全・快適を守るセキュリティ

24時間受付365日相談受付

アフターサービス
（商業施設・業務施設）
緊密なコミュニケーションと迅速な
メンテナンスで建物の健康をサポー
トします。

GR（グッドリレーション）システム

Ｈｏｍｅ ＳＡＴ24の管理システム

マンション

各住戸（専有部分）

共用部分

非常押
ボタン

共用設備
管理室

（株）ダイワサービス
ホームサット24
集中監視センター

警備会社

110番 119番 専門
会社

自動
転送

出動
要請

出
動
要
請

連絡

送信機

●消防設備
●受水槽
●各種ポンプ類
●その他設備

ガス漏れ
警報器

熱感知器
（火災）

直接連絡
　 0120-4631-24

防犯

二次対応
（専門技術者出動）

一次対応
（ガードマン出動）

自動転送

出動

　当社では、事業用建物のお引渡し後
もお客さまの事業をバックアップする
ためにコールセンターを設置し、24時
間365日サポートしています。
　コールセンターでは、受け付けた内
容に応じて、緊急性の高いものについ
ては全国各地の最寄り拠点から当社
のパートナー企業のスタッフを即座に
現場に派遣して修理を実施。その他の
ものでも、翌日以降に当社の各専門ス
タッフがスピーディーに対応します。

【24時間受付コールセンター】

※一般社団法人不動産協会の中高層住宅規準に
準行し当社で物件ごとに定めています。保証期
間内であっても内容により有料になる場合があ
ります。

でスタッフが常駐し、警報やお問い合
わせに即座に対応します。遠隔監視シ
ステムでは火災・ガス漏れなどの異常
に加え、防犯センサーによる侵入も監
視しています。※
※物件仕様・管理委託契約の内容により仕様が
異なります。

　お住まいのマンションに合わせた修
繕計画をご提案。診断から施工まで総
合的にサポートします。

長期修繕計画案のご提案

　入居後のマンションの資産価値を良
好に保つためには適切な修繕工事が
必要です。当社グループの管理会社の
専門スタッフが個々のマンションに合
わせた最長４０年の長期的な修繕計画
案をご提案。
　ご入居後も大規模修繕計画の診断、
立案、施工まで管理会社で総合的にサ
ポートします。

※1 人と情報のネットワーク化
事業活動の活性化に役立つ、各種セミナー
開催や情報誌の定期発行など交流の場や最
新情報を提供

※2 建物のロングライフ化
定期訪問・点検、建物調査・診断・保全、改修・
建て替え提案、災害時のメンテナンス対応など

グループの管理会社「株式会社ダイワサービス」の２４時間遠隔監視システムホームサット２４の概念図です。
物件により詳細が異なります。

■ 資産価値を守る長期修繕計画と
　 大規修繕工事
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関連項目 ダイワファミリー倶楽部

パフォーマンス報告

ダイワファミリー倶楽部
（住宅・分譲マンション）
インターネットを活用し、住まいのお
役立ち情報を発信しています。

　「ダイワファミリー倶楽部」は、当社
の住宅系商品をご契約いただいた
オーナー様限定のインターネットサー
ビスです。自身で簡単にできる住まい
のメンテナンス方法を動画でわかりや
すくご紹介するコーナーなど、住まい
のお役立ち情報を取り揃えています。
　そのほか、大和ハウスグループから
のご優待情報をはじめ、ダイワファミ
リー倶楽部会員限定のプレゼント企画
など、さまざまな会員特典をご用意し
ています。
　今後も、インターネットを活用しな
がらオーナー様との末永いお付き合
いを目指してサービスの充実に努め
ていきます。

　当社では、賃貸住宅を建築していた
だいた方に入会いただく、「ダイワハウ
スオーナーズクラブ」の運営をお手伝
いしています。現在、全国	88ヵ所で会
員数は24,903名（2013年4月末現
在）に達しました。
　オーナーズクラブでは、法律、税務、
金融などの専門家によるセミナーや
個別相談を実施したり、メンテナンス
やリニューアルを提案しています。
　また、レディース会、ジュニア会も発
足し、会員の方のさまざまな要望に応
えることができるように努めています。

オーナー様との
コミュニケーションサイト

「ダイワファミリー倶楽部」

お客さまとのリレーション体制

ダイワファミリー倶楽部

オーナー会
（賃貸住宅・商業建築）
定期的な活動を通じオーナーさまの
事業の発展をお手伝いします。

賃貸住宅におけるお客さまとの
ソリューション体制

（ダイワハウスオーナーズクラブ）

　当社では、商業施設を建築していた
だいた方に入会いただく、「オーナー
会」の運営をお手伝いしています。
　オーナー会では税務・法律・権利関
係など、不動産賃貸に必要な知識につ
いて学ぶ専門家による勉強会や、会員
同士の親睦を図る旅行会など、さまざ
まなイベントを開催し、オーナー様の
事業発展、資産承継、人脈の構築にお
役立ていただいています。
　現在では、全国65ヵ所、会員数6,482
名（2013年3月末現在）と全国規模の
組織に発展してきています。今後も
エンドレス・パートナーシップ（お客様
との末永い関係）を続けていきます。

商業建築事業におけるお客さまと
のリレーション体制（オーナー会）

　流通業、外食業、サービス業といっ
た商業立地に出店要望のあるテナン
ト企業様に対して、流通店舗事業部門
は全国で商業施設の出店をサポートし
ています。
　多くの出店候補地の情報を入手し
ていただけるように、テナント企業の
開発担当者様と日頃からの商談に加
え、出店商談会を各地区で開催し、約
4,000社様（2013年3月末実績）と取
引実績を作ってきました。
　最近は、当社グループが運営する商
業施設へ誘致したり、新築に比べて出
店コストが安価な既存建物の空き物
件への誘致を目的とした商談会も企
画・実施し、テナント企業様のニーズ
にお応えしています。

出店商談会（流通）
テナント企業様の出店要望に、常に
豊富な情報力でお応えします。

商業建築事業におけるお客さま
とのリレーション体制

（テナント企業）

お 客
さ ま との共創共生

http://www.d-family.jp/main.asp


基本的な考え方

積極的なＩＲ活動
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Group
-成長の継続 -

Great
-成長への基盤整備 -

Global
-成長への布石 -

●マネジメントインフラ整備
●人財育成強化

● 海外拠点整備
● 海外展開における業容拡大

● 収益機会の開拓

主要施策：環境配慮型商品の展開強化
（スマ・エコ  オリジナルⅡ）

関連項目 IR情報　サイト 関連項目 IRカレンダー

2013年4月現在、
当社は右記のSRIインデックスに
銘柄登録されています。

）資投任責的会社（IRS［ ※インデックス組み入れ状況］

※ SRI（社会的責任投資）：企業の収益性だけでなく環境配慮や社会活動などを考慮して行う投資手法のこと

基本的な考え方

　大和ハウスグループでは、2011年度から2013年度ま
での3ヶ年を対象期間とする「大和ハウスグループ第3次
中期経営計画『3G』※For New Growth」を策定し「再成
長」をテーマに業容の拡大に努めてまいりました。
　その結果、当初に計画していた最終年度の目標数値
を、1年前倒しの2012年度に達成することができました
ので、2013年度から新たな3ヶ年計画「第4次中期経営
計画」をスタートすることになりました。
　計画の詳細および目標数値に関しては、今秋に公表す
る予定です。
※3Gとは基本方針「Group̶成長の継続̶」「Great̶成長
への基盤整備̶」「Global̶成長への布石̶」

大和ハウスグループ

中期経営計画「3G」For New Growth（2011.4～2014.3）

「地域密着」「環境」「高齢化」「グループ力」をキーワードに、事業展開をより強化していきます

大和ハウス塾
ベトナム　ロンドウック工業団地
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パフォーマンス報告株 主 との共創共生

http://www.daiwahouse.co.jp/company/ir_index.html
http://www.daiwahouse.co.jp/company/calender/index.html
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信頼関係の構築・維持
企業価値のさらなる向上を目指し、
株主・投資家の皆さまとの長期的な
信頼関係の構築に努めます。

　大和ハウス工業では、経営者自らが
IR活動を主導・推進し、企業情報をタ
イムリーに開示できる組織体制づくり
に取り組んでいます。
　経営方針や財務情報、事業の取り組
みのほか、その背景にある要因や経営
環境など投資判断に必要な情報を、適
時開示できるよう努めています。

情報開示についての考え方

積極的なIR活動
IR活動の積極的な推進

項目 単位 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

売上高（連結）

億円

16,184 17,092 16,909 16,098 16,901 18,487 20,079

営業利益（連結） 856 891 735 627 876 1,149 1,280

経常利益（連結） 893 612 398 600 790 1,085 1,453

当期純利益（連結） 463 130 41 191 272 332 662

総資産（連結） 16,300 17,910 18,105 19,169 19,342 20,860 23,712

純資産（連結） 6,611 6,494 6,074 6,177 6,351 6,578 7,348

1株あたり　当期純利益（連結）

円

81.15 22.46 7.20 33.00 47.09 57.36 114.52

1株あたり　純資産（連結） 1,122.88 1,092.04 1,047.50 1,065.15 1,095.62 1,135.46 1,267.77

1株あたり　配当金 20.00 24.00 24.00 17.00 20.00 25.00 35.00

配当性向（連結）

％

24.6% 106.8% 333.4% 51.5% 42.5% 43.6% 30.6%

自己資本当期純利益率 7.5% 2.0% 0.7% 3.1% 4.4% 5.1% 9.5%

自己資本比率（連結） 40.4% 35.3% 33.5% 32.2% 32.8% 31.5% 30.9%

戸建住宅販売戸数

戸

9,309 9,070 8,586 8,609 8,133 8,323 7,965

分譲住宅販売戸数 1,955 1,685 1,729 1,308 1,370 1,676 1,916

マンション販売戸数 4,981 4,253 3,511 2,863 2,687 2,372 2,808

集合住宅販売戸数 28,738 29,021 29,413 26,538 25,224 27,115 30,514

住宅販売戸数（合計） 44,983 44,029 43,239 39,318 37,414 39,486 43,203

【主な活動内容】
◦機関投資家やアナリストとの取材対応、
経営説明会、電話カンファレンスの実施

◦国内カンファレンスへの参加
◦海外ロードショーの実施
◦個人投資家向けの会社説明会
◦決算発表資料の適時開示
◦受注速報の定期配信

　上記のほか、IRツールを用いた情報
発信を行っています。
　また、株主・投資家の皆さまから寄せ
られたご意見・ご感想は真摯に受け止
め、経営に生かしていきたいと考えてい
ます。

主な業績の推移

　海外機関投資家向けには、日本国内
と同様に適時情報開示に努め、ニュー
スリリースや受注速報などを英語版で
入手していただけるよう、公平で即時
性のある情報発信を行っています。

即時性のある情報発信に注力



基本的な考え方

調達先・協力先との関係

作業環境の労働安全

適正な支払い
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大和ハウス工業協力会連合会
協力会連合会情報サイト

「WEB Ren」
協力会社へタイムリーな情報を
発信し、取引先アンケートの調

査結果なども公開

お取引先との連携を強化し、
お客さまに誇れる「品質」を実現しています

今年は8・9月に大阪・名古屋・東京で
「商品技術展示会」を開催。

トリリオン会
　当社グループの行動指針に基づき、
会員各社と健全な関係を築き、共同で
環境負荷の低減や啓発活動などに取
り組むことを目的に1969年に発足した
「トリリオン会」。
　資材調達および物流にご協力いた

」材建属金「」鋼鉄「、れさ成構で社会くだ
化「」器機備設「」材建質木「」材建業窯「

成品建材」の6部会で運営されていま
す。温室効果ガス
の排出削減にも
協働で取り組み、
共同輸送の推進
や廃棄物削減に
努めています。

設和会
　設備技術の向上、会員企業間と当社
の異業種交流情報交換を目的に1999
年に発足した「大和ハウス工業設和会」。
設備メーカー、販売会社、エネルギー
会社、通信会社等121社で構成され、
技術セミナーや展示会を開催するなど
情報収集や技術向上に努めています。

6つの部会と運営委員会で活動

　お取引先は私たちにとって欠かすことのできない大切

なパートナーと考え、お取引先とよりよいパートナーシッ

プを継続・強化し、お客さまに喜んでいただける品質の高

い建物を共につくり続けることで共存共栄を目指します。

　そのため、新しい技術・技能のサポートや、技術セミ

ナー、会員企業の優れた活動の紹介などさまざまな情報

共有を行い、相互研鑽に努めています。

「建築の工業化」により 品質を極める

3つのサプライチェーンネットワーク

基本的な考え方

　当社では、施工協力先、資材調達先、設備機器調達先からなるサプライチェーンネットワークを構築しています。
　よりよいパートナーシップを築くために、取引先会社行動規範の基本三原則「人権の尊重」、「法令の遵守」、
「環境保全」に則った事業活動を共に展開する3つの会を運営しています。各会で重点課題や
目標を定めて取り組みを推進し、共存共栄の精神のもとで優れた品質を保持しています。

　技術技能の向上、相互研鑽と相互親睦を目的に1987年に発足
した「大和ハウス工業協力会連合会」。製品の品質に深く関わる「生
産」「施工」にご協力いただく会社で構成されています。全国に
81ヵ所の支部を持ち、安全面の向上、技術や作業効率の向上、環
境問題に取り組む活動を実施しています。また情報サイト「WEB 
Ren」を通じて情報共有を図り、相互信頼を深めています。

大和 ハウス
グル ープ

4,478社 ※ 
生産・ 施工
協力先 

232社 ※ 
資材
調達先 

121社 ※ 
設備
協力先 

※ 2013年3月現在の会員数
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関連項目 安否確認システム

パフォーマンス報告

資材調達先との関係
資材調達先各社と互いに協力しなが
ら環境負荷低減に取り組んでいます。

■  大切なパートナーとして
　お取引先は私たちにとって欠くこと
のできない大切なパートナーです。
共存共栄の精神をもって常に対等・
公正な立場で接し、関係の透明性を
高めています。
■  お取引先へのCSR推進
　お取引先に向けた行動規範を策定
し、基本三原則 （人権の尊重・法令の
遵守・環境保全）に基づいた事業活動
をお取引先と一体となって推進します。

　取引先選定基準に基づき、お取引先
を評価することで、適正な品質の材料
を、適正な価格で、安定供給していた
だける体制を整えています。
　新たにお取引先と契約を結び、材料
供給をしていただく場合には、事前に当
社の材料購買先管理規定に基づいて、

「品質」「価格」「納期」「経営」「環境」の5
つの側面から総合的に評価しています。
　また、品質検証の仕組みを監査したう
えで、お取引先と契約を結んでいます。
　契約中のお取引先に対しても、同様
の評価を半年ごとに実施し、結果に応
じて品質監査、改善依頼をしています。
　万が一、材料に不具合が発生した場
合には、再発防止のフォローアップを
実施しています。

お取引先とのよりよいパート
ナーシップを築くための方針

　当社の資材調達先で組織する「トリ
リオン会」は、当社グループ行動指針
に基づき、会員各社と健全な関係を築
くとともに、共同で環境活動などに取
り組んでいます。
　2013年3月末時点で、大阪191社、
東京86社、計232社（重複除く）のお
取引先が会員となっています。
　梱包材削減によるCO2削減に取り
組んできたほか、当社やお取引先の工
場見学会などを行い、優れた環境活動
事例を会員企業に紹介しています。
　また、会員企業との情報共有の場と
して、「トリリオン会ホームページ」を運
営し、会の活動報告や当社の人権啓発
活動の紹介などに活用しています。

資材調達先の会～トリリオン会
の活動

取引先選定基準について

調達先・協力先との関係

設備機器調達先との
関係
設備協力先各社と共に品質向上に取
り組んでいます。

　当社とお取引いただいている設備
機器・材料メーカーや販社などで構成
される「設和会」は、現在、関東・中部支
部をあわせた3地区121社（2013年3
月時点）のお取引先が会員になってい
ます。設備専門分野における品質改善
や技術向上を目指し、技術セミナーや
商品技術展示会を通して連携を深め
ています。
　2012年7月に開催された第10回
商品技術展示会では、「次の10年。さ
らなる飛躍を！」テーマのもとに、商品
技術展示とともに、10年の歩みを記し
たパネルを入口通路に展示しました。

設和会

施工協力先との関係
生産・施工協力先各社と共存共栄を
実現しながら業務改善に取り組んで
います。

　当社では、協力会会員会社向けに
「協力会社安否確認システム」の導入
を推進しています。これは当社の安否
確認システムとの連携を図ることで、
災害発生時に事務所および事業主・
作業員の安否状況を当社が迅速に把
握し、安全確保や災害復興の支援体制
を早急に整えるものです。

「協力会社安否確認システム」
を導入

第10回商品技術展示会（大阪）

　大和ハウス工業は会社設立時から
施工協力会社の皆さまと共存共栄の
精神で共に歩んでいます。
　1987年には協力会社の技術技能
の向上を目指し相互研鑽と互助親睦
を図ることを目的に「協力会連合会」を
発足しました。
　協力会連合会の会員数は、現在

（2013年3月現在）4,478社となり、全
国81カ所の支部と、2事業部会と5機
能部会の構成で活動しています。
　2012年度の活動基本方針として、

施工協力会社の会「協力会連
合会」の活動

取引先 との共創共生

http://www.daiwahouse.co.jp/csr/base/crisismanagement.html
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作業環境の労働安全
「災害撲滅は不変の目標・安全は社
会との約束」という基本方針のもと、
労働者の安全と健康を確保する活動
を行っています。

　年間計画に基づいて、工事に従事す
る従業員と関係下請負業者が参加して、
毎月、安全パトロール後に「安全衛生協
議会」を実施しています。同会では当日
の安全パトロール結果報告・安全衛生
委員会報告・施工店によるヒヤリハット

安全衛生協議会の開催

作業環境の労働安全

『絆と使命感』をキーワードに、「安全」
「品質」「環境」「販売促進」「教育」、以上
5つのテーマを掲げ、協力会活動を推
進しました。
　住宅部会・建築部会では各支部・地
区から優秀な改善事例を全国の改善
事例発表会で発表していただき、全国
に水平展開をして安全な現場づくりと
良品をお客様に届けるために日々改
善活動に取り組んでいます。
　2012年10月には永年協力業者及び
永年勤続者表彰内規を見直して、当社
と30年以上の永年にわたり取引が継続
している協力業者と、その現場責任者又

は職方として当社の工事に20年以上の
永年に従事している者に感謝の意を表
し、その労に報いると共に協力業者と当
社との一体感、親密感をより一層高める
ことを目的として、各事業所から対象の
協力会社を推薦していただき2013年
度に383社を表彰する予定です。
　また、協力会社各社が強固な経営基
盤を構築し、常に新しいスキルや効率
の良い技術・技能を提供しあえるパー
トナーとなるよう、当社と共にさまざま
なサポートを実施しました。
　例えば、青年部会（次期後継者で構
成されている部会）では11月に全国大

　協力会社への安全教育には、事業主
を対象にした「事業主研修」のほか、作
業員を対象にした「新規入場者教育」

安全教育支援の実施

※ KYT：危険予知トレーニング

安全パトロール結果による不安全状態・不安全行
動を参加関係者に周知する

事業主に対して必要な安全管理のあり方を教育
する

当日の作業における危険部位を抽出し、災害防止
策を関係者で検討し目標設定をする 新KYT研修会への教育支援

従業員階層別の能力向上教育支援

「職長・安責者教育」「職長能力向上教
育」「新KYT研修※」「各種特別教育」な
どを実施しています。
　また、当社従業員には、年間計画に
基づき「階層別安全教育」「解体工事安
全研修」「重機災害防止研修」などを実
施しています。

体験などを報告し、安全情報を共有する
ことで、施工現場における安全をより高
める改善活動の活性化を図っています。

会を開催して全国から104名が参加し
て「仕事ができるリーダーの質問術」を
テーマにグループディスカッションを行
い、また西村専務からは「良きリーダー
として」の特別講話をいただき次期後
継者としての人財教育を行いました。
　そして、会員との情報共有の手段と
して協力会連合会情報サイト「WEB 
Ren」を毎月発信することで、協力会社
へスピーディかつタイムリーな情報の
共有を図り、会員との相互信頼を深め
ています。
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パフォーマンス報告

　大和ハウス工業は、年度単位で発行
する「安全衛生推進基本方針」に基づ
き、全国の事業所で安全衛生活動計画
を策定しています。　同計画では労働
安全衛生におけるリスク低減に向けた
目標設定を行い、毎月の実施結果に基
づいた改善活動を展開しています。
　しかし、2012年度は重機転倒によ
る重篤災害が発生し、災害件数も増加
しました。凡事徹底（当たり前のことを
徹底して行うこと）が不十分であると
の反省に立ち、2013年度の安全目標

作業現場での労働災害の防止 と実施事項を以下のように定めまし
た。全社員・全協力会社で統一したス
ローガン「死亡災害の撲滅と労働災害
の削減を目指す！」のもと、取り組んで
います。
2013年度の当初の安全目標
①死亡災害…ゼロ件
②重機災害…ゼロ件
③休業4日以上の墜落・転落災害
　…前期比50％
④休業4日以上の熱中症災害
　…ゼロ件
　さらに、2013年度の重点取り組み

として重機災害防止教育・重機作業現
場の特別パトロールの実施、建て方工
事・解体工事における墜落・転落災害
防止の指導強化、熱中症予防教育の
早期展開などを計画しています。
　また、支店が立案した「安全衛生管
理計画書」に基づいて、実績確認、改善
活動を推進します。
　そのほかにも、あらゆる災害の原因
究明に注力し、再発防止のための改善
活動を、より一層推進していきます。

透明な取引の推進
当社で定める契約書により透明な
支払い条件・形態を明示しています。

　当社では「工事下請負基本契約書」
で建設業法・下請法に則り、基本的内
容を定めています。個別契約および
個別工事の施工方法、損害の負担、瑕

公正な取引契約の実施
（建設業法・下請法への対応）

適正な支払い
疵担保、請負代金等の支払、損害賠
償、契約解除、履行の確保、その他の
条項などの基本契約事項を記載して
います。
　また、協力会社からの工事代金請求
に対しての支払額は、工事の出来高に
よるものとし、現場責任者が出来高査
定を行います。
　個別工事の検査に合格し、工事目的
物の引渡しを受けると、注文書または
基本契約書に定めた支払を行います。

支払条件については、基本契約書また
は注文書に記載された条件・支払日と
しています。
　また、支払については、個別契約お
よび個別工事の「支払通知書」を協力
会社に発送し、双方が支払内容につい
て確認できるようにしています。

取引先 との共創共生
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人財育成の指針

社員のモチベーションを向上させ、
能力を最大限発揮できる環境を整えています

　大和ハウスグループは、「事業を通じて人を育てること」

を企業理念に掲げ、「人財」こそが企業の最大の財産であ

ると考えています。「自主・自立」の考え方のもと、社員の

個性や能力を伸ばし活かす先進的な取り組みを推進し、社

会全体に貢献できる自立した社員の育成に努めています。

　また、新リーダーを育成する「OJTエルダー制度」など

次代を見据えた人財育成制度を導入しており、社員と共

にさらなる飛躍を遂げていきたいと考えています。

自主選択・自立型の人事制度で「人財」を育成

基本的な考え方

自ら選択し、自らを磨く―自主選択・自立型の人事制度で個々の成長を促すのが、当社の「人財育成」です。
また多様な働き方を可能にする「ダイバーシティ」の考え方を重視。個人のライフスタイルや価値観、
働き方に柔軟に対応できる体制を整え、社員一人ひとりのモチベーションを高め、
さまざまなチャレンジを支援しています。これらの取り組みが企業活力の向上につながっています。

女性の活躍を支援する
社内報「Waveはあと通信」

「人財」
育成

「企業理念の徹底」「専門能力の強化」
「経営能力の強化」の3つを軸に、新入
社員研修、中堅社員の育成、次世代
リーダー育成などの人財育成を実践。

女性が活躍できる職場は男性も働き
やすい職場になると考え、女性が少
なかった職種にも女性の配属を開始
し、性別を問わず多様な人財を活か
す職場風土づくりを推進。

希望の部署、職種を自ら選び立候補で
きる制度を利用することで意欲を向
上。また、勤務地選択制度により、持ち
家取得を促進し、多様な働き方を支援。

勤務体系と勤務時間の見直しにより、
労働時間の適正化を推進。女性社員
の仕事と家庭の両立を支援するとと
もに、男性社員による子育て参画支
援制度の利用を促進。

「人財」
育成

社員のモチベーション
アップ

自主選択・自立型の人事制度の構築

FA制度/
社内公募制度

導入

（職種選択）

ワークライフ
バランスの
推進

女性社員の
活躍推進

教育体系の
確立

123

パフォーマンス報告との共創共生従業員
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人財育成
当社では企業理念に
「事業を通じて人を育てること」を掲げ、
風土の醸成と環境の整備を
すすめています。

　当社では「事業を通じて人を育てる」
という企業理念のもと、さまざまな教
育を実施しています。いずれの教育も
机上の学習で終わることなく、“現場主
義”の考え方のもと、学んだことを現場
で活かせることを目的としたカリキュ
ラムを組んでいます。

実践型教育を通した人財育成

人財育成/職場環境の整備

　新入社員にとっての初めの1年間

1年間を通じて新入社員の
教育を徹底

は、社会人としてだけでなく、大和ハウ
ス工業の社員としての“礎”を築く大事
な時期と位置づけ、あらかじめ年間の
教育カリキュラムを決めて実施してい
ます。
　約1週間の基礎教育修了後、事業所
への配属を行います。事業所で実際
の業務を経験した後、当社商品がどの
ようなものかを体験してもらうための
現場実習を行います。工事にかかわる
職種はもちろん、設計、営業、管理など
全職種の新入社員が施工現場で実習
し、ものづくりと建築の専門知識を体
得します。
　そして、およそ3ヶ月毎に研修を実施
し、実践で使う知識・スキルの学習と、
習得度の確認を行います。併行して宅
地建物取引主任者資格や建築士資格
の取得に向けた学習支援も行ってい

ます。
　また、一人ひとりが自信を持って、プ
ロフェッショナルとして実務を遂行で
きるよう目標レベルを設定した実務能
力認定検定（Di‐Q検定※）を2007年
7月より導入しています。

　現場の最前線を担う係長・主任層に
対しては、専門知識・スキルの強化教
育を各職種ごとで実施しています。
　また、リーダーとしての初期教育を、
研修の場だけでなく、新入社員の指導
担当という実践の場（当社では「OJT
エルダー制度」として位置づけていま
す）でも行っています。

社員に対する専門教育とリー
ダー教育

※ Di‐Q検定：職種ごとに求められる実務能力に
ついて「できるようになったスキル」を確認す
る社内検定。

語学学習
資格支援
通信教育
ほか

凡事徹底
マナー研修
ほか

部門別／職種別
の専門研修

経営リーダー
・交流講座

大和ハウス塾

支店長公募
育成研修

新任支店長
研修

新任責任者
研修

OJTエルダー
研修

チームリーダー
研修

フォロー研修

現場実習

基礎研修

部門別╱
職種別教育体系 事業所別教育 自己啓発支援

階層別教育体系

初級社員育成

経営者
後継者育成管理職・

リーダー育成

対
象

役
員

管
理
職

中
堅
・一
般
職

初
級
社
員

大和ハウス工業 人財育成体系
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パフォーマンス報告

　「挨拶、お辞儀から始まり当たり前の
ことが当たり前にできるようになるこ
と」を全職場で全従業員に徹底させて
いくことが会社の原動力であると当社
では考えています。
　その一環として、事業所単位で支店
長をはじめ、管理職を含む全従業員を
対象とした「凡事徹底・マナー研修」を
2011年7月よりスタートさせています。
　“社員の躾は社内で行う”という考え
方のもと、本研修は人財育成センター
のスタッフが講師を担当しており、現
場主義に立った人財育成を強化する
研修メニューの一つとして、一層の充
実を目指します。

凡事徹底・マナー研修

特製ものさしを用いて、社員同士でお辞儀を練習

職場環境の整備
社員を考慮した勤務地の選択や子育
て休暇などを導入しています。

り、それを可能にするための業務改善、
効率化に継続的に取り組んでいます。
　また、2011年からは人事部門によ
る定期的な事業所検査を実施し、さら
に2012年からは適正な残業・休日出
勤の届出がなければ就業時間外にパ
ソコンを使用できなくする制御システ
ムを導入するなど、意識付けとシステ
ム整備の両面から従業員をサポート
し、サービス残業の撲滅に取り組んで
います。

適正な労務管理の徹底

　当社は、2005年4月に「次世代育成
一時金制度」を設けました。これは、社
員にこどもが産まれた場合、扶養の有
無にかかわらず、一子につき100万円

（双子の場合は200万円、三つ子の場
合は300万円）を支給する制度で、
2012年度は637名のこどもの出生に
適用しています。
　2007年4月には、出産した配偶者を
もつ男性社員が、出生日から連続5営
業日の休暇を取得できる「子育て休暇

（ハローパパ）制度」を導入。男性の育
児と家庭への参加を意識付け、男女が
ともに仕事と家庭の両立ができるよう
制度化しています。
　また、福利厚生代行会社との提携に
より各種サービスが受けられる「育児
支援サービス」を導入し、保育施設の
利用料を割り引くなど、育児を経済的
に支援しています。
　2007年度より「育児休業制度」を、
これまで法定水準の1歳であったもの
を3歳まで延長。男性の育児休業制度
利用も促進しています。その結果、こ
れまでの累計で5名の男性社員が育
児休業を取得しています。
　その他、「再雇用機会優先制度」を
導入しており、性別に関わらず結婚・
妊娠・出産・育児・配偶者の転勤・介
護を理由に退職した社員に対し、本人

次世代育成の推進

の希望を踏まえて、欠員補充時などに
優先して採用選考を行っています。

　当社では、労働時間数の実態を把握
する取り組みとして、全事業所におい
て日々の勤怠をパソコンで管理するシ
ステムを導入しており、出社・退社時
刻の記録や時間外勤務の指示から承
認までの流れを情報システムで一元
管理しています。
　そのうえで、従業員の深夜勤務をな
くして心身の負担の軽減を図るととも
に、業務のあり方を見直すなど、長時
間労働の是正に努めています。具体的
には、夜9時以降は事業所を閉鎖する

「ロックアウト」を全事業所で実施してお

との共創共生従業員
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人権尊重の取り組み
当社グループ企業倫理綱領の基本
原則で「人権の尊重」を掲げており、
お客さま・取引先・役職員をはじめ、
あらゆる人の尊厳と基本的人権を尊
重して行動することとしています。

　人権啓発活動における基本的な考
え方を示すものとして、人権啓発活動
基本方針を定めています。「人権の尊
重」という基本原則のもと、管理職層、
主任職層、中堅社員層、初級社員の4
つの階層にわけて、人権尊重の視点か
ら、従業員一人ひとりが職場において
果たすべき役割を明示しています。

人権啓発活動方針

人権尊重

　当社グループでは下記の体制で人
権啓発に取り組んでいます。

人権啓発活動推進体制

　基本方針のもと、グループ全体の取
り組みとして、毎年職場で行う全従業
員対象研修をはじめ、役員・管理職な
どを対象とした階層別・目的別研修な
ど、計画的・継続的な社内研修を実施
しています。全従業員が年1回以上人
権研修を受講することを目標にしてい
ます。

人権教育・啓発への取り組み

　従業員の人権への意識や理解度の
実態を把握するため、4年に1度、人権
意識調査を実施しています。当社では
2011年に実施した調査で9,902件の
回答がありました。（回答率58.7％）
　結果を分析し、課題や問題点に基づ
いた、教育研修を実施しています。例
えば、「自分の職場にパワー・ハラス
メントが存在する」との設問の回答結

人権意識調査の実施と次年度
への反映

　当社グループでは、良好な職場環境
を構築するため、各種ハラスメントの
未然防止に重点をおいた啓発活動を
実施しています。
　また、相談窓口を当社に設置し、グ
ループ全体からのセクシュアル・ハラ
スメントやパワー・ハラスメントはもち
ろん、同和問題など人権に関わる全般
の相談を受け付けるとともに、グループ
各社にも相談窓口を設置しています。
　当社では、セクシュアル・ハラスメン
ト対策として、早期対応と相談のしや
すさを重視して、事業所内にも相談窓
口を設置し、人権啓発推進員に加え、
女性の副担当者を配して連携を図っ
ています。3ヶ月に一度、セクシュアル・
ハラスメント相談報告書の提出を求
め、事業所で実施した防止策や、現状
の問題点を確認しています。
　新任の副担当者に対しては、相談の
基本を学び、相談機能の向上を図る目
的で、DVD教材による教育を実施して
います。DVD視聴後には確認テスト
で理解度の定着を図っています。ま
た、副担当者との面談を随時実施し、
事業所の様子をヒアリングしています。

セクハラ・パワハラ防止教育の
積極的な推進と相談窓口機能
の充実

取締役会

委員長：社長
副委員長：担当取締役

（事務局）CSR部人権啓発室

委員長：事業所長
人権啓発推進員：

管理部門責任者

委員長：各グループ会社社長
人権啓発推進員：

管理部門責任者

人権啓発推進委員会

大和ハウス工業事業所
人権啓発推進委員会

グループ会社
人権啓発推進委員会

人権啓発推進委員会組織図

果を受け、未然防止を目的とした管理
職対象のパワー・ハラスメント防止研
修プログラムを作成しました。各事業
所で随時研修を実施しています。
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パフォーマンス報告

　人権啓発情報を2ヵ月に一度、当社
グループのイントラネットに掲載して
います。同和問題をはじめとして、障が
いのある人、外国人、職場の人権侵害
などの人権課題や、その時々の人権
テーマを取り上げています。特に当社
は、土地を扱う宅地建物取引業者とし
て、同和問題の正しい理解と認識が必
要との考えから、定期的に同和問題を
取り上げ、人権知識習得の場として多
くの従業員が活用しています。

社内イントラネットに人権啓発
情報を提供 健康への配慮

メンタルヘルスや健康管理に配慮し
た施策を進めています。

　当社では心の健康づくり計画に従
い、ケアの種類に応じた施策を推進し
ています。

■  （1）セルフケア
　2011年12月から社員が自分自身
でストレス状況を自席のパソコンで判
定できるストレスチェックシステムを
導入しています。また、心の健康につ
いて理解し、予防や軽減するためのさ
まざまな情報をイントラネットに公開
しています。
■  （2）ラインケア※1

　新任管理職に対し、メンタル不調の
予防・メンタル不調者の対応・職場環
境の改善など、ラインケアに関する基
本的な知識の教育を実施しています。
■  （3）職場内外のスタッフ等によるケア
　セルフケアやラインケアをより効果
的に機能させるために、EAP※2機関・
産業医や主治医・職場等と連携して職
場環境の改善を推進しています。
　2008年5月に導入したEAPサービ
スでは、プライバシーを完全に保護す
ることで、会社に知られることなく専門
のカウンセラーによるカウンセリング

（電話・面談）を受けることができます。
併せて、EAP機関による全事業所巡回
カウンセリングを導入し、多くの従業
員が制度を知り、利用できる体制を
作っています。
　また、メンタル面の不調により休職
している従業員の円滑な職場復帰に
向けて会社、産業医、EAP機関が協力
して支援を行う仕組みを持っていま
す。復帰後も、短時間の勤務を認める

「ならし勤務」制度を設けるなど、無理

メンタルヘルスケア

人権のひろば

人権標語ポスター

　一人ひとりが具体的に人権につい
て考え実践することを目的として、毎
年人権標語コンクールを実施していま
す。2012年度には27,516点の応募
があり、その中から優秀作品を選び、
表彰を行いました。
　またポスターを作成し、当社グルー
プ各事業所内に掲示しています。

人権標語コンクールの実施と
ポスターの掲示

のない職場復帰に向けたプログラム
を運用しています。
※1 ラインケア：上司が部下のストレスまたはス

トレスに対処できているかを見極め、心身と
もに健康で仕事が円滑になされるよう管理・
指導し、配慮すること。

※2 EAP：Employee Assistance Program（従
業員援助プログラム）の略。職場における心
の健康維持を目的とした取り組み。

　2012年度の定期健康診断における
当社グループ社員の受診率は97.0％
となりました。今後も全員受診（受診
率100％）を実現するとともに、有所見
者のフォロー体制の仕組みづくりによ
る再検査の徹底を図るなど、社員の健
康保持や促進の対策を推進していき
ます。
　また2012年度の特定健診・特定保
健指導は、特定健康診断の実施率
95％の目標に対し、結果は97.0％でし
た。特定保健指導については、「積極
的支援」が必要な社員が2,825名、「動
機付け支援」が必要な社員が1,481名
該当し、そのうちの「積極的支援該当
者」が1,780名、「動機付け支援該当
者」が965名の計2,745名について

「健康改善研修（特定保健指導）」を実
施することで社員の主体的な健康改
善を促進しています。
　さらに、海外赴任者およびその家族
へのサポートとして、赴任地域で流行
している感染症などの情報について、
提携先機関を通じてメールでタイム
リーに発信しています。

定期健康診断の実施

との共創共生従業員
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ダイバーシティ推進

　新卒採用において女性比率30％の
目標を掲げた積極採用や、営業・設計・
工事など今まで女性社員の配属が少
なかった職種への戦略的な女性の職
域の拡大を図っています。

　当社では2006年より女性活躍推進
に 取 り 組 み、2007年 人 事 部 内 に

「Waveはあと推進室」を専任部署とし
て組織化しました。
　「増やす」「続ける」「活かす」をキー
ワードに、新卒採用拡大や配属の少な
かった部門への戦略的配属、仕事と生
活の両立支援、能力開発などを計画的
に進めてきた結果、少しずつ女性が活
躍できる環境が整ってきました。

女性活躍推進について

ダイバーシティ推進に
ついて
当社グループでは創業100周年とな
る2055年には売上10兆円の企業グ
ループとなることを目指し、最大の経
営資源は「人財」であると考えています。
第4次中期経営計画においては事業

　当社では女性だけにかかわらず、「仕
事」だけでなく「生活」をも充実させ、新
しい発想の源泉を豊富に持つことで一
人ひとりの社員が能力を発揮し、成長
し続けることをサポートしています。
　例えば、子が3歳までの「育児休業
制度」や子が小学校3年生まで利用で

【当社の女性活躍推進のための3本柱】

女性社員の
採用拡大

女性社員の
職域拡大

女性社員の能力開発
女性社員を育てる
職場環境づくり

仕事と生活の
両立支援

増やす

活かす 続ける

当社の女性活躍推進のための3本柱

【2013.4.1】【2006.3末】

17.4
％

13.6
％

女性社員
比率

27.4
％

23.7
％

新卒採用
女性比率

第1次中期経営計画
（2005.4～2008.3）

新卒における女性の積極採用
女性社員の職域拡大

女性リーダー育成
新卒における女性の積極採用
職域拡大部門での定着

女性管理職育成
新卒における女性の積極採用
職域拡大部門での定着育成

女性管理職育成
女性役員輩出
新卒における女性の積極採用
職域拡大部門での定着育成

女
性
活
躍
推
進

WLB制度導入
ロックアウト導入
ライトダウン導入

みなし労働廃止
職種別部門別就業時間帯導入

労働時間の適正把握
長時間労働削減施策の徹底 フレキシブルな人事制度

ワ
ー
ク
ラ
イ
フ

バ
ラ
ン
ス

第2次中期経営計画
（2008.4～2011.3）

第3次中期経営計画
（2011.4～2013.3）

第4次中期経営計画
（2013.4～2016.3）

拡大に伴う経営基盤や人財の強化に
向けて、フレキシブルな人事制度に
よりグループ全体で人財を確保する
とともに将来の経営者やグローバル
に活躍できるリーダーなどの育成に
取り組み、女性管理職の育成・強化
を積極的に図っています。
多様な人財による新たな価値創造に

挑戦するためには多様性を受け入れ
る企業風土の醸成が求められ、女性
活躍推進をその試金石であると捉
えて第4次中期経営計画においても
特に女性管理職比率3%（100名）、
女性役員1名輩出と数値目標を掲げ
て女性活躍推進に取り組んでいます。

きる「出産・育児短時間勤務制度」、男
性社員のための育児にかかわる休暇

「ハローパパ休暇」、育児サービスの利
用補助「育児支援サービス制度」やラ
イフイベントにより退職した社員の再
雇用する機会を与える「再雇用機会優
先制度」など、様々な制度で仕事と家
庭の両立を支援しています。
　これらの制度の充実により、女性社員
の勤続年数は2006年3月末時点の7.8
年から2015年4月1日時点で9.1年と伸
長し、男性社員との勤続年数の差も6.3
年から5.3年へと1年短縮されました。
　また社員の性別にかかわらず次世
代育成を支援するために、2006年よ
り子が生まれた社員に対して子1人に
対して100万円を支給する「次世代育
成一時金制度」を創設し、2012年度
637名がこの制度の適用となりました。
　さらに育児だけにかかわらず、法定
上失効する有給休暇を最大100日ま
で積み立てて必要に応じて使用できる

「増やす」

「続ける」
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パフォーマンス報告との共創共生従業員

　上司と本人がコミュニケーションを
図るために面談等を実施し、スムーズ
な職場復帰を目指します。
　本人の休業や復職についての不安
を払拭するだけでなく、ワークライフ
バランスに関する上司の理解を促すこ
とで、育児休業復帰後、育児と仕事の
両立が図れる職場環境づくりを促進し
ています。

　当社では社員にとって働きやすい職
場環境づくりに努め、「次世代育成支援
対策推進法」に基づき「仕事と育児の両
立」や「多様な働き方の実現」を目的とし
た行動計画を策定、推進してきました。
　その結果、2008年に続き、2013年
にも「次世代育成推進法」に基づく認
定企業として「子育てサポート企業」に
認定され、次世代認定マーク「くる
みん」を取得 しました。
※「次世代育成支援対策推進法」は、次世代を担

う子供たちが健やかに生まれ育成される環境
整備のため、国、地方公共団体、企業等それぞ
れが果たすべき役割等を定めた法律で、
2005年に施行されました。

　女性社員のさらなる能力開発と女
性社員を育成する職場環境づくりを目
指し、女性社員やその上司に対して階
層や職種による課題にあわせた研修
を実施しています。
　2012年より女性管理職に対し、管理
職としての啓発点を演習を通じて自覚
し、職場での業務・行動の見直しに反映
させる研修を実施し、2013年度は新た
に28名の女性管理職が受講しました。
　また女性管理職候補者（現、主任層
のうち概ね3年以内に管理職登用が見
込まれる者）に対しては2011年より、
上司とともに管理職登用にあたっての
自己の啓発点を認識させ、克服するた
めの行動計画を立て実行させる研修
を半年間にわたって実施し、2013年
度は26名の女性管理職候補者が受講
しています。

面談Ⅰ
面談Ⅱ
面談Ⅲ
レポート
面談Ⅳ

…妊娠がわかった時（上司・本人・総務責任者）
…休業前（上司・本人・総務責任者）
…復帰前（上司・本人・総務責任者）
…育休中半年に1回近況を上司に報告（上司・本人）
…復帰後6ヶ月頃（上司・本人・総務責任者）

面談Ⅰ

面談Ⅱ

面談Ⅲ

レポート

面談Ⅳ

…妊娠がわかった時（上司・本人・総務責任者）

…休業前（上司・本人・総務責任者）

…復帰前（上司・本人・総務責任者）

…育休中半年に1回近況を上司に報告（上司・本人）

…復帰後6ヶ月くらい（上司・本人・総務責任者）

「有給休暇積立制度」や、年次有給休暇
を1時間単位で使用できる「時間単位
有給休暇」、家庭サービスや自身のリ
フレッシュや自己啓発などを目的とし
て、年次有給休暇を計画的に取得する

「ホームホリデー制度」、法定を上回る
取得可能期間を無期限とする「介護休
業制度」など、ワークライフバランスを
実現するための様々な制度の充実を
図っています。

営業 設計 工事 管理・事務系

管
理
職
層

主
任
層

一
般
職

女性上級管理職候補者育成研修

女性管理職育成研修

女性管理職候補者育成研修

本人向け 男性上司向け凡例

中
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層
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成
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成
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営業 設計 工事 管理・事務系

管
理
職
層
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層

一
般
職

女性上級管理職候補者育成研修

女性管理職育成研修

女性管理職候補者育成研修

本人向け 男性上司向け凡例
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階層や職種による課題に合わせた研修メニュー

取得者
女性 男性 合計

育児にかかわる
休業（休暇）

（育児休業など）
125名 178名 303名

内訳
長期

（1ヶ月以上） 125名 1名 126名

短期（※） — 177名 177名
（※） ハローパパ休暇…子が生まれた男性社員が子の出

生日から5日間の連続休暇が取得できる

2012年度制度利用実績

2012年度利用実績
出産・育児短時間勤務制度 251名
家族の看護休暇 698名
育児支援サービス 240件
介護休業 3名
介護休暇 50名
有給休暇取得率 32.8％
ホームホリデー 12,415名
有給休暇積立制度 147名（5,115日）

■  育児休業職場復帰サポート 
プログラム

■  次世代育成認定マーク 
「くるみん」取得

「活かす」
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［女性営業の定着・育成］
　少子高齢化による人財の確保や多
様な市場ニーズへ対応するために当
社では今まで女性が少なかった職種
へも女性社員を積極的に配属し、定着
や能力発揮のための支援・育成をして
います。
　営業職においては「女性営業育成サ
ポートプログラム」を実施し、本人や上
司を含めた女性社員を育てる職場環
境づくりに力を入れています。
　2007年より、ロールモデルとの交
流やキャリアライフプランの作成、女
性営業同士のネットワークの構築など
を目的とした女性営業の情報交換会
や育成研修を行い、2012年度も65名
の方が参加しています。
　また、女性営業の定着化・戦略化は
住宅業界共通のテーマであると択え、
2007年より住宅メーカー 3社で「住宅
メーカー女性営業交流会」を実施し、

現在では9社の取り組みとして拡大し
ています。
　ロールモデルの共有や女性営業職と
しての働き方に関する意見交換など、
住宅業界で同じように働く他社との交
流は非常に良い刺激となっています。
　さらに、女性営業が、より能力を発
揮できる職場環境を作るため男性の
上司に対する研修も実施し、実際に働
く女性営業の事例発表や、女性営業の
育成について参加者同士のディスカッ
ションを行っています。
　その結果、2006年3月末日時点で
は女性の営業職はわずか1.2％（60
名）であったのが、2013年4月1日時
点では5.0％（189人）に増加し、担当
する事業領域も広がっています。

入社 ５年目 １０年目

チームリーダー研修

相談窓口・個別対応

各事業部との連携

ダイバーシティマネジメント研修

基礎研修
現場実習
フォロー研修

《
男
女
共
通
》《
女
性
向
け
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
ア
ク
シ
ョ
ン
》

人
財
育
成

セ
ン
タ
ー

本
人
向
け

上
司
向
け

営
業
職
先
輩
質
問
会

（
女
性
向
け
）

若年層情報交換会
 ＊ロールモデル提示
 ＊キャリアライフプラン
 ＊ネットワーク構築

中堅層育成研修
 ＊キャリアライフプラン
 ＊後輩育成
 ＊ネットワーク構築

女性営業育成サポートプログラム

【2013.4.1】【2006.3末】

5.0
％

1.2
％

営業職における
女性比率

［技術部門での女性社員の定着・育成］
　技術部門においても女性社員の定
着・育成を図っており、2007年より住
宅系施工部門においては情報交換会
を実施し、2013年より住宅系設計部
門においては意見交換会を実施して
います。
　その結果、2007年3月末日時点で
は女性の技術職は5.5％（263人）で
あったのが、2013年4月1日時点では
10.0％（444人）に増加し、設計業務だ
けでなく施工や構造設計、設備など、
担当する業務分野も拡大しています。

【2013.4.1】【2006.3末】

10.0
％

5.5
％

技術職における
女性比率

■  営業・技術部門への職域拡大
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パフォーマンス報告との共創共生従業員

　2013年に全社員が女性活躍推進
やダイバーシティ推進の意義を理解
し、女性をはじめとする多様な人財が
活躍できる職場風土を醸成するため
の啓発誌「ダイバーシティ　ポジティブ
アクション　ハンドブック」を発行し、
全社員に配布しました。

多様な人財が活躍できる
企業風土の醸成

　今後、経営判断の場においても多様
な人財による価値観を活かすため、当
社では女性社員の管理職登用にも積
極的に取り組んでいます。
　2013年4月1日現在、女性管理職
は47名（1.6％）（うち、部次長職2名）、
主任は325名（8.5％）となっており、
2006年3月末日から管理職について
は5.8倍（8名）、主任は2.5倍（127名）
と増加しています。

　当社では、性別にかかわらずワーク
ライフバランスを推進するための働き
方の改善に積極的に取り組んでいます。
　場所や時間にとらわれない働き方を
実現するために、直行や直帰のケース
がある外勤者については、より効率的
な働き方をすすめるため、2008年よ
りテレワークの一環としてモバイルに
よる勤怠管理を導入しています。
　また、長時間労働を前提とした働き
方の企業風土を改善するために、組織
での所定外労働時間の平均を「75時
間以内／四半期」、計画的年次有給休
暇「ホームホリデー」を全社員が4日／

ワークライフバランス推進の
ための働き方の改善

N＝2371部
次
長
職

上
級
管
理
職

管
理
職
甲

課
長
職

管
理
職
乙

主
任
職

一
般
職

8人G3／L3

86人G5／L5

2人
G1・G2
L1・L2 （0.08％）

37人 45人G4／L4 （1.9％）

236人 325人G6／L6 （13.7％）

1,999人 1,999人

G7～G9
L7～L9
S1～S4
GB～GI
LB～LI （84.3％）

2人

女性社員の階層別人数と比率

年取得することを目標とし、2004年よ
り各事業所でのロックアウト（事業所
閉鎖）導入や、2008年より事業所での
月一回のライトダウンデー（早帰り日）
を実施しています。
　さらに、社員一人ひとりに対するき
め細やかな長時間労働削減の取り組
みとして、時間外労働時間の「見える
化」を実施し、長時間労働者への警告
メッセージをパソコン上で発信したり、
残業の事前申請の徹底や人事部によ
る事業所への直接訪問と社員の面談
により、長時間労働是正によるワーク
ライフバランス推進の企業風土醸成
を目指しています。
　これらの取り組みにより、2012年度
の年間総実労働時間は2,300時間、社
員一人当たりの年間所定外労働時間
は449時間となっています。

　様々な女性活躍事例や両立支援、
キャリアアップに関する制度紹介のほ
か、Q＆A形式でよくある質問・疑問に
ついて考え方を掲載し、事業所や部門
で読みあわせや勉強会を開催するな
ど、積極的に活用されています。
　また、女性活躍推進をはじめとする
ダイバーシティ推進の専任部署であ
るWaveはあと推進室より、3ヶ月に1
回「Waveはあと通信」を発行し、活躍
中の女性社員や男女を問わずワーク
ライフバランスに関する制度を活用し
ながら活躍する社員の紹介や、当社の
女性活躍推進に関する取り組みや
データの紹介などを行っています。

■  管理職層・主任層の女性社員 
比率の増加
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その他のダイバーシティ
雇用
さまざまな人財の雇用や処遇の改
善・向上を進めています。

　2013年4月現在、大和ハウス工業
には、正社員13,623名、有期契約社
員1,339名の合計14,962名が在籍し
ています。
　2012年度の正社員採用数は679名

（新卒採用者463名、キャリア採用者
216名）で、2013年度は4月に新卒採
用者を632名（男性459名〔72.6％〕、
女性173名〔27.4％〕）採用しています。

　改正高年齢者雇用安定法の改正に
伴い、当社では2013年度より、定年年
齢を従来の60歳から65歳へ引き上げ
ます。

　当社の2012年度の一人当たり平
均年収は7,955,758円でした。
　また、当社グループ （海外グループ
会社も含む）では、各国の最低賃金を
定めた法令に従い、従業員に対してこ
れを超えた給与を支払うことを遵守し
ています。

　当社の障がい者雇用率は2.01％
（2013年4月現在）であり、法定雇用率
（2.00％）を上回っています。
　また当社では、障がい者を特定の職
種に配属するのではなく、他の従業員
と同じく個人の適性に応じて営業・設
計・工事・管理など、さまざまな部門に
配属しています。障がい者にとって、や
りがいのある職場環境の実現と、健常
者の理解の醸成に努めています。

　大和ハウスグループとしてダイバー
シティ推進の企業風土をさらに加速す
るために、2012年よりグループでの
ダイバーシティ推進・女性活躍推進に
関する情報交換会を実施し、現在は
テーマ別に分かれて勉強会を実施し
ています。
　2013年6月現在、グループ全体では
管理職以上の女性の人数は146名

（2.45％）、うち部長職16名、女性役員
は6名となり、今後、より一層人財の多
様化を進めることで、変化し続ける社
会や多様な価値観に柔軟に対応し、世
界に貢献できる企業グループとして成
長し続けることを目指しています。

グループでの取り組み

グループ会社ダイバーシティ推進勉強会の様子

女性管理職 146名

うち役員 6名

うち部長職 16名

大和ハウスグループ女性活躍状況

　従前より定年後の再雇用制度は設
けていましたが、これまでの制度は、有
期の契約で、かつ、固定的な賃金体系
としていました。今回、定年そのもの
を引き上げることによって、社員がよ
り安定的な雇用形態で働くことができ
る体制を整えるとともに、各人の成果
が評価され、それが賃金に反映される
仕組みを導入します。高年齢者の仕事
に対するモチベーションを喚起するこ
とにより、賃金の引き上げに見合う成
果を期待しており、定年を引き上げる
ことによって若年者の雇用を抑制する
ことはありません。
　なお、2013年度は、旧制度では60
歳定年退職予定であった、156名を社
員のまま継続雇用しました。
　また、すでに有期の嘱託として再雇
用していた209名を社員に再登用しま
した。

雇用の状況

給与の状況

障がい者雇用の推進

高年齢者再雇用の推進
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基本的な考え方／主な取り組み

大和ハウスグループの概要

ＣＳＲ活動の改善に向けた新たな目標設定

ＣＳＲ自己評価指標（ＣＳＲインディケーター）

ステークホルダーミーティング

コーポレート･ガバナンスの推進

内部統制の推進

適切な政治関与

クライシスマネジメント

サプライチェーンマネジメント

業績ハイライト／主要財務指標
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経営の基盤CSR
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経営の基盤CSR
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CSR自己評価指標改定のプロセスの詳細は

主な取り組み

ISO26000における社会的責任の
7つの中核主題

第9回：「大和ハウス工業が優先的に取り組むべき
社会的課題の解決に向けて」

大和ハウス工業が優先的に取り組むべき12の社会的課題を選定

2006～2011年度

2011年度～

2011年度よりISO26000を参考に指標
改定したCSR自己評価指標を導入し、
CSR活動のための目標・計画を策定、取り
組んでいます。

CSR活動の成果を測定し、
「見える化」を図るため、
2006年度より6つのス
テークホルダー別に指標
を設けた独自のCSRマネ
ジメントシステムを運用。

2011年に実施したステー
クホルダーミーティングに
おいて頂いたご意見を参
考に組織統治と財務指標
の課題を加え、8テーマ18
課題40指標に改定、運用。

ステークホルダーミーティングにおいて、優先的に取り組むべき課題
を決定（後日、社内検討会議を行い、本決定）

①当社が優先的に取り組むべき社会的課題の優先
順位が高い4項目について、取り組み状況を説明

②各グループに分かれディスカッションを行い、率直
なご意見をいただきました。

人権
57.6

財務指標
84.0

組織統治
73.7

コミュニティへの参画
及びコミュニティの発展

74.0 消費者課題
78.0

公正な事業慣行
81.0

環境
60.0

労働慣行
63.3

0
20
40
60
80
100％

コミュニティ
への参画及び
コミュニティ
の発展

消費者課題 労働慣行

人権

環境
公正な
事業慣行

人権
ュニティ

への参画及び
コミュニティ
の発展

環境
公正な
事業慣行

労働慣費者課題 組織統治

P132をご覧下さい。

基本的な考え方／主な取り組み

　当社グループでは「共創共生」の理
念に基づいてCSR活動を実施してお
り、当社独自のマネジメントシステム
『CSR自己評価指標』で活動の見直し
を行うだけでなく、毎年実施している
『ステークホルダーミーティング』に
おいて幅広いステークホルダーの皆
さまからの意見をいただき、CSR活動

CSR経営基盤の強化
大和ハウスグループ独自のマネジ
メントシステム「CSR 自己評価指標」
の運用によりCSR 活動を継続して改
善し、持続可能な社会の発展に貢献
していきます

の改善に活かしています。
　また、従業員に対しては年に一度
『CSR意識調査』を実施し、コーポレー
トガバナンスやコンプライアンスの強
化を推進しています。
　なお、2011年度よりスタートした
「第3次中期経営計画」に合わせて
3ヵ年計画によるマネジメントをス
タートさせており、従来より推進して
きた『CSR自己評価指標』において
ISO26000の考え方を導入するな
ど、CSR経営基盤の強化に努めてい
ます。

大和ハウスグループCSR指針
社会性・環境性・経済性の3つ
の側面から、バランスのとれた
事業活動を意識するとともに、
ステークホルダー（利害関係者）
と誠実に向き合い、企業市民と
して社会の要請に応え続ける。

1.独自技術・ノウハウにより事業を
通じて社会に貢献する。

2.ステークホルダー（利害関係者）
との関わりや対話を通じて当社
に対する要請を理解し、企業市民
としてそれに応えるよう努める。

3.企業倫理・人権・コンプライアン
スの確立に努める。
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経営の基盤CSR

大和ハウスグループの概要

■戸建住宅
大和ハウス工業㈱	

■賃貸住宅
大和ハウス工業㈱	
大和リビングマネジメント㈱
大和リビング㈱
日本住宅流通㈱
大和エステート㈱

■マンション
大和ハウス工業㈱	
大和ライフネクスト㈱
㈱ダイワサービス	
グローバルコミュニティ㈱
大和ホームズオンライン㈱
㈱ライフクリーンサービス
大和ライフプラス㈱
コスモテクノサービス㈱

■住宅ストック
大和ハウス工業㈱
日本住宅流通㈱
ダイワハウス・リニュー㈱※1

■商業施設
大和ハウス工業㈱	
大和リース㈱
大和情報サービス㈱

ダイワロイヤル㈱	
㈱ダイワサービス		 	

■事業施設
大和ハウス工業㈱
大和リース㈱
㈱東富士
DAIWA	HOUSE	VIETNAM	CO.,LTD.

■健康余暇
大和ハウス工業㈱	
大和リゾート㈱
スポーツクラブNAS㈱
㈱寿恵会
大和ハウスライフサポート㈱
ダイワロイヤルゴルフ㈱
西脇ロイヤルホテル㈱
㈱大阪マルビル
㈱伸和エージェンシー

■その他
大和ハウス工業㈱	
ロイヤルホームセンター㈱
大和物流㈱
大和リース㈱
ダイワラクダ工業㈱
大和ランテック㈱
ダイワロイヤル㈱
大和リゾート㈱

㈱ダイワサービス
エネサーブ㈱
㈱伸和エージェンシー
大和コアファクトリー㈱
㈱ユアサロジテック
SCSホールディングス㈱
㈱フレームワークス
モノプラス㈱
大和エネルギー㈱	
大和ハウスインシュアランス㈱
大和ハウスフィナンンシャル㈱
大和ハウス・アセットマネジメント㈱
大和ハウス・リート・マネジメント㈱
㈱メディアテック
㈱大阪マルビル
大和事務処理中心(大連)有限公司
大和房屋（蘇州）房地産開発有限公司
大和房屋（中国）投資有限公司
大和房屋（無錫）房地産開発有限公司
大和房屋（常州）房地産開発有限公司
天津九河国際村有限公司
天物大和房屋（天津）置業有限公司
Daiwa	House	USA	Inc.
Daiwa	House	Guam	Co.,	Ltd.
Daiwa	House	Australia	Pty	Ltd.
DAIWA	HOUSE	VIETNAM	CO.,LTD.

関係会社一覧

会社概要（2013年3月31日現在）

※ 1：2013年4月1日より「大和ハウスリフォー
ム㈱」へ名称変更

※売上高に関係する主な会社を掲載しています。

名 称
創 業
資 本 金
本 社
支 社・支 店
工 　 場
研 究 所
研修センター
売 上 高

大和ハウス工業株式会社
1955年4月5日
110,120,483,981円
〒530-8241 大阪市北区梅田三丁目3番5号
全国83ヵ所（本店含む）
全国10ヵ所
総合技術研究所（奈良市）
大阪・東京・奈良
単体╱1,238,811百万円
連結╱2,007,989百万円

売上高（連結）

Housing

3,499億円17.4％

29.3％

7.8％
3.8％

16.9％

12.0％

9.7％
3.1％ 17.4％

29.3％

7.8％
3.8％

16.9％

12.0％

9.7％
3.1％

5,896億円

2兆0,079億円

Business

Life

戸建住宅
1,947億円
その他

613億円
健康余暇

2,403億円
事業施設

3,396億円
商業施設

755億円
住宅ストック

賃貸住宅

1,567億円
マンション

※グループ内取引を除いた比率
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CSR活動の改善に向けた新たな目標設定

コミュニティ
への参画及び
コミュニティ
の発展

人権

労働慣行

環境公正な
事業慣行

消費者課題 組織統治

ISO26000／7つの中核主題

●重点課題の特定
●特定した課題の優先度を議論
●優先して取り組む課題に基づいた

指標の改定

目標設定のプロセス

〈第3次中期経営計画期間中〉
大和ハウス工業のみ対象。
グループ会社への展開も随時図って
いきます。

3ヵ年計画による改革の推進

大和ハウスグループでは事業のグローバル化とともに、国際的な基準にはかり当社のCSRへの取り組み状況を
確認・改善し、より質の高いマネジメント体制を構築していくために、ISO26000を参考にしたCSRマネジメント
を開始。新たなCSR方針の策定に向けて、3ヵ年計画をスタートさせました。

　ISO（国際標準化機構）が2010年
11月に発行した国際規格。
　企業のみならず、あらゆる組織が効
果的に社会的責任を組織全体に統合
するための手引規格であり、認証を必
要としない。組織のなかで社会的責任
を実践していくための具体的内容は、
社会的責任の中核主題（テーマ）に関
する手引として「7つの中核主題（テー
マ）」にまとめられています。

4つのECOへの取り組みを加速

2012年度の取り組み

社内CSRミーティングの実施

3ヵ年計画による改革の推進

2012年
4月

　ISO26000で制定されているテーマを基に改訂したCSR自己評価指標
の内容について、関連部門の責任者によるCSRミーティングを開催。　　
　指標を選定した際に意識した社会的課題をふまえて、各責任者から
2012年度の実績について説明を行い、あわせて2013年度の目標につい
て情報共有を実施しました。

〈第3次中期経営計画期間中〉
大和ハウス工業のみ対象。
グループ会社への展開も随時図っていきます。

2006年度に大和ハウス工業独自の「CSR自己評価指標」を
策定し2011年度までの6ヵ年間運用。
2011年度よりISO26000を参考にした新たな指標に移行した。

ステークホルダーミーティング
　2011年度に実施した第８回ステークホルダーミーティングの結果を受
けて作成したマテリアリティマップの中から優先的に取り組むべき４つの
重点課題を選定し、ステークホルダーの皆さまからご意見をいただく場と
して第９回ステークホルダーミーティングを実施。
　現状での当社の取り組み状況をご説明するとともに、今後の改善活動に
つなげていくことを目的に出席者のみなさまからもご意見をいただきました。

改訂したCSR自己評価指標による管理
　改訂したCSR自己評価指標の2012年度の実績を算出。新指標の目標
設定をした初年度にあたる2012年度の目標得点888点に対して755点
という実績になり、目標達成率が85％という結果になりました。
　テーマ別での得点比率を比較すると、2011年度と比較して「人権」「労働
慣行」で改善が見られ、両分野で主要なステークホルダーと位置づけている
「従業員」に関連した各種活動の推進が、成果として現れています。
　2013年度の目標を810点と設定し、引続きCSR活動の改善・管理に努
めていきます。

2012年
11月

2013年
3月

お客さま

株 主

取引先

従業員

社会

環境

2012

2011

2013

2014

2006～2011

第4次中期経営計画におけるCSR方針策定

重点テーマ・
ステークホルダーの特定

改定した新指標による
CSR自己評価指標の実績算出

社内CSR
ミーティング

ステークホルダー
ミーティング

ステークホルダー
ミーティング

社内検討会CSR自己評価指標
の改訂
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CSR自己評価指標（CSRインディケーター）

　大和ハウスグループでは、CSR活動
のさらなる推進を図るために、2006
年度に大和ハウス工業独自の「CSR自
己評価指標」を策定。CSR活動の成果
を「見える化」し、取り組みの改善につ
なげています。2009年度には一回目
の指標改定を実施。より社会からの要
請に応えるために、ステークホルダー
ミーティングなどを行い、課題を新た
に抽出しました。さらに2010年度には、
「CSR自己評価指標」の対象をグルー
プ各社に展開しました。
　そして2011年度はISO26000
（P.20参照）を参考に重点課題を抽出
し、8テーマ18課題40指標を策定しま
した（大和ハウス工業のみ）。２０１２年

2012年度・CSR自己評価
指標のテーマ別得点比率

度の自己評価指標の実績については、
８テーマ４０指標の合計得点１，０００点満
点に対して755点、得点比率は75.5％
という結果になり、昨年度２０１１年度
の合計点７０４点・得点比率７０．４％と

テーマ 満点 得点 得点比率
	人権 125 110 88.0%
	労働慣行 150 110 73.3%
	環境 125 80 64.0%
	公正な事業慣行 100 78 78.0%
	消費者課題 100 77 77.0%
	コミュニティへの参画

　　及びコミュニティへの発展 150 110 73.3%

	組織統治 175 126 72.0%
	財務指標 75 64 85.3%

　 合計 1,000 755 75.5%

2012年度・CSR自己評価指標のテーマ別得点比率

比較して、51点の改善という結果にな
りました。
　結果を受けて２０１３年度の目標を定
め、引続きＣＳＲ活動の推進と改善に努
めていきます。

人権
88.0

消費者課題
77.0

公正な事業慣行
78.0

環境
64.0

労働慣行
73.3

財務指標
85.3

組織統治
72.0

コミュニティへの参画
及びコミュニティへの発展

73.3

100%
80
60
40
20
0

8
600
400
2000
00

8
00

※各指標の実績・目標欄における上段数値は実数を記載、下段の（　　）内点数はその実数を当社の評価
方法に従い点数化したものです。

※2012年度実績および2013年度目標について、算出できない項目は未記入、かつ得点を15点（満点の
60％）としています。

●人 権
社会的課題

（★は重点課題） 具体的指標 各指標の
配点（満点）

評価方法
（2012年度実績が該当する箇所を赤字で示しています） 補足（関連資料など）2012年度

実績
2013年度
目標

通報から1ヶ月以内の解決率。
この比率を25点満点に換算

社内ＣＳＲ意識調査実施時に調査【グループ】
企業倫理・人権ヘルプラインの「連絡先を知っている」と
回答した割合
50％未満 0、50％～55％未満 5、55％～60％未満 10、
60％～65％未満 15、65％～70％未満 20、70％以上 25とする

①人権啓発研修受講者率【単体】
　従業員の人権啓発研修受講者率
②人権啓発研修実施率【グループ28社】
　グループ会社各社における、従業員の人権啓発研修
　受講者率を平均して算出
①、②の平均を算出。25点満点に換算

翌年度の4月1日現在の障がい者雇用率
1.80％未満 0、1.80％～1.85％未満 5、
1.85％～1.90％未満 10、1.90％～1.95％未満 15、
1.95％～2.00％未満 20、2.00％以上 25とする

女性管理職比率（女性管理職の全管理職数に対する割合）
2015年度目標の1.5％を100％とした時の翌年度の4
月1日現在における達成率
この比率を25点満点に換算

2012年度　企業倫理ヘルプ
ラインへの相談対応（1ヶ月
以内の解決率）82.4％

2012年度は調査未実施
2013年度は実施予定

※目標は、2014年4月1日現
在において達成するという中
期目標であり、単年度の目標
ではなく3ヵ年での目標達成
を目指すものである

企業倫理・人権ヘルプライン
への相談対応（解決率）

25点

25点

25点

25点

25点

82.4%
(21点）

80%以上
(20点）

2.01%
（25点）

2.10%
（25点）

107%
（25点）

①94.6%
②99.2%
(24点）

①100%
②100%
(25点）

ー
(15点）

70%以上
(25点）

ー

人権に関わる苦情
の解決
（苦情解決）

差別の撤廃と平等
な機会の提供
（差別および社会
的弱者）★

企業倫理・人権ヘルプライン
の周知率

人権啓発活動

障がい者雇用率

女性管理職比率
（目標達成率）
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●環 境
社会的課題

（★は重点課題） 具体的指標 各指標の
配点（満点） 評価方法 補足（関連資料など）2012年度

実績
2013年度
目標

2012年度目標（181.9万t-CO2）の達成度を25点満点
に換算（2010年度比悪化の場合0点、2012年度目標達
成の場合25点）
【グループ4社】

2012年度目標（3.0％）の達成度を25点満点に換算
（2010年度比悪化の場合0点、2012年度目標達成の場
合25点）
【グループ29社】

①生物多様性自主基準（開発）適合率
②生物多様性自主基準（街づくり）適合率
①、②の2012年度目標（開発：90.0％、街づくり：70.0％）
の達成度を平均し、25点満点に換算
（2010年度比悪化の場合0点、2012年度目標達成の場合25点）
【大和ハウス工業】

2012年度目標（6.7％）の達成度を25点満点に換算
（2010年度比悪化の場合0点、2012年度目標達成の
場合25点）
【グループ4社】

2012年度目標（3.0％）の達成度を25点満点に換算
（2010年度比悪化の場合0点、2012年度目標達成の
場合25点）
【グループ3社】

※2012年度実績は2010
年度比増加となり、削減率
はマイナスとなっている

ＣＯ２削減貢献量
（万t-CO2） 25点

25点

25点

25点

25点

206.2
万t-CO2
(25点）

220.6
万t-CO2
(25点）

△6.7%
(0点）

△3.0%
(25点）

①100%
②59.3%
(24点）

①90.0%
②70.0%
(25点）

2.3%
（19点）

3.0%
(25点）

1.5%
（12点）

3.0%
（25点）

環境汚染の予防
【水・空気・土など】
（汚染の予防）

ＣＯ２排出防止、
および地球温暖化
への対応
（気候変動の緩和
および気候変動へ
の適応）
（環境保護、生物多
様性、および自然
生息地の回復）★

CO2排出量の2010年度比
削減率（％）

生物多様性自主基準
（開発・街づくり）適合率（％）

売上高あたり建設廃棄物
排出量の2010年度比
削減率（％）

PRTR対象化学物質
排出・移動量の2010年度比
削減率（％）

●労働慣行
社会的課題

（★は重点課題） 具体的指標 各指標の
配点（満点）

評価方法
（2012年度実績が該当する箇所を赤字で示しています） 補足（関連資料など）2012年度

実績
2013年度
目標

労災件数（施工現場）の前年増減率
0％未満の減少率 0、 0％～△5％未満 5、△5％～△
10％未満 10、△10％～△15％未満 15、△15％～△
20％未満 20、△20％以上の減少率 25とする

有給休暇取得日数を年度の有休付与日数で除して算
出。20％未満 0、20％～25％未満 5、25％～30％未満 
10、30％～35％未満 15、35％～40％未満 20、40％
以上 25とする

社内ＣＳＲ意識調査実施時に調査
60％未満 0、60％～65％未満 5、65％～70％未満 
10、70％～75％未満 15、
75％～80％未満 20、80％以上 25とする

①宅地建物取引主任者資格試験の合格率　
※当該年度の試験を受験した、入社3年目までの従業
員を対象とする
0％～5％未満 0、5％～10％未満 5、10％～15％
未満 10、15％以上 15とする
②二級建築士試験の合格率　
※当該年度の試験を受験した、入社3年目までの従業
員を対象とする
15％未満 0、15％～20％未満 4、20％～25％未満 8、
25％以上 10とする
①、②の合計を算出

研修受講者延べ人数（年間）を期末人員で除して算出（年間
実績）
0.6未満 0、0.6～0.7未満 5、0.7～0.8未満 10、0.8～0.9
未満 15、0.9～1.0未満 20、1.0以上 25とする

外部専門機関の評価基準において、一定以上の評価ラン
クと位置づけられたものの人数
※5段階評価で3段階以上の評価を得た人数
0名 0、1名～3名 5、4名～6名 10、7名～9名 15、
10名～12名 20、13名以上 25とする

2011年度　156件
2012年度　230件

2013年度より制度変更
により目標値は未公開
⇒　具体的指標の見直し

労災件数（施工現場）
【前年度増減率】

各指標の実績・目標欄における上段数値は実数を記載、下段の（　　）内点数はその実数を当社の評価方法に従い点数化したものです。
※2012年度実績および2013年度目標について、算出できない項目は未記入、かつ得点を15点（満点の60％）としています。

25点

25点

25点

25点

25点

25点

47.9%
(0点）

△30%
(25点）

81.9%
（25点）

80%以上
(25点）

15
（25点）

①14.9%
②26.8%
(20点）

①20.0%
②37.5%
(25点）

32.8%
（15点）

35.0%
(20点）

ー

1.11回
（25点）

1回
（25点）

安全かつ健康的に
働くことのできる
職場
（労働における安
全衛生）★

人財の育成
【社員教育】
（職場における人材
の育成および訓練）
★

有給休暇取得率

従業員満足度調査

若年層の資格取得率

全社教育研修、従業員一人
当たりの受講回数

経営幹部候補者の外部評価
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●公正な事業慣行
社会的課題

（★は重点課題） 具体的指標 各指標の
配点（満点）

評価方法
（2012年度実績が該当する箇所を赤字で示しています） 補足（関連資料など）2012年度

実績
2013年度
目標

通報から1ヶ月以内の解決率。
この比率を25点満点に換算

①回答率
②弊社従業員の行動に対して「問題ない」の回答が
　全体を占める比率
①、②の平均を算出し、25点満点に換算

全国事業所の購買課に対して購買業務監査を実施
（自社基準）
定量評価項目の全国平均点（７0点満点）を25点満点に換算

全国事業所の購買課に対して、購買業務監査を実施
（自社基準）
定性評価項目のうち「可」の評価を得た割合を25点満
点に換算

協力会連合会・
トリリオン会・設和会・総和会
各会員会社

協力会連合会 会員会社

取引先からの下請法に関す
る通報対応（解決率）

各指標の実績・目標欄における上段数値は実数を記載、下段の（　　）内点数はその実数を当社の評価方法に従い点数化したものです。
※2012年度実績および2013年度目標について、算出できない項目は未記入、かつ得点を15点（満点の60％）としています。

25点

25点

25点

25点

100%
(25点）

100%
(25点）

58.22点
（21点）

65点
（23点）

64.3%
（①56%
②72.5%）
(16点）

66.5%
（①60%
②73%）
(17点）

64.1%
（16点）

72%
(18点）

公正な競争

取引先および利用
者に対する、責任
ある行動の推進
（バリューチェーン
における社会的責
任の推進）

当社社員の行動に関する
取引先アンケート調査

取引先、および購買業務の自
社基準に基づく管理・改善状況

取引先に対する契約業務
に関する自社基準に基づく
適正度

●消費者課題
社会的課題

（★は重点課題） 具体的指標 各指標の
配点（満点）

評価方法
（2012年度実績が該当する箇所を赤字で示しています） 補足（関連資料など）2012年度

実績
2013年度
目標

住宅性能表示制度に基づく耐震等級（構造躯体の倒壊等
防止）の最高等級取得率
この比率を25点満点に換算
※地域別に集計した参考資料の中で、全社数値を利用

実施完了率＝特別点検完了数/特別点検対象物件数
80％未満 0、80％～85％未満 5、85％～90％未満 10、
90％～95％未満 15、95％～100％未満 20、100％ 25と
する（特別点検対象物件数が0件の場合、25点とする）
※点検実施の通達発信より計画期間内における実施完了率。
ただし、年度内に計画期間が終了した物件に限る

戸建住宅オーナー様（ご入居者様）に対してアンケートを実施。
「大変良かった」「良かった」の評価が全体に占める比率
この比率を25点満点に換算
※アンケートは、「建てて良かったか」の問いに対して、「大変良かっ
た」「良かった」「あまり良くなかった」「良くなかった」の4択で評価

集合住宅オーナー様に対してアンケートを実施。「満足」の評価
が全体に占める比率
この比率を25点満点に換算
※アンケートは、「満足」「普通」「不満」「大変不満」の4択で評価

耐震性能（住宅）
【最高等級取得率】

25点

25点

25点

25点

92.0%
(23点）

93.0%
(23点）

90.1%
(15点）

100%
(25点）

96.1%
(24点）

100%
(25点）

60.6%
（15点）

100%
(25点）

製品利用時におけ
る安全の保護
（消費者の安全衛
生の保護）

製品販売後の
サービス、苦情対応
（消費者に対する
サービス、支援、
ならびに苦情およ
び紛争の解決）

製品の性能・仕様に関する、
特別点検の実施率

戸建住宅オーナー様満足度

集合住宅オーナー様満足度

●コミュニティへの参画および発展
社会的課題

（★は重点課題） 具体的指標 各指標の
配点（満点）

評価方法
（2012年度実績が該当する箇所を赤字で示しています） 補足（関連資料など）2012年度

実績
2013年度
目標

①本社活動件数　30件未満 0、30件～40件未満 5、
　40件～50件未満 8、50件以上 10とする
②事業所実施割合（年2回以上実施）　60％未満 0、60％～
　65％未満 5、65％～70％未満 10、70％以上 15とする
①、②の合計を算出

①本社活動件数　0件 0、1件～10件未満 5、10件～20件
　未満 8、20件以上 10とする
②事業所実施割合（年1回以上実施）　0％ 0、0％超～5％
　未満 5、5％～10％未満 10、10％以上 15とする
①、②の合計を算出

①本社活動件数　0件 0、1件～15件未満 5、15件～30件
　未満 8、30件以上 10とする
②事業所実施割合（年1回以上実施）　0％ 0、0％超～25％
　未満 5、25％～50％未満 10、50％以上 15とする
①、②の合計を算出

経常利益（前年度までの過去5年間の平均）に社会貢献活動
費用が対して占める比率
0.6％未満 0、0.6％～0.7％未満 5、0.7％～0.8％未満 10、
0.8％～0.9％未満 15、0.9％～1.0％未満 20、1.0％以上 25とする

エンドレス募金・ハート募金参加者（実人数）を期末人員で除
して参加率を算出
20％未満 0、20％～25％未満 5、25％～30％未満 10、30％
～35％未満 15、35％～40％未満 20、40％以上 25とする

取得日数を期末人員で除して算出　5％未満 0、
5％～10％未満 10、10％～15％未満 15、
15％～20％未満 20、20％以上 25とする

社会貢献活動
（本社、事業所）

25点

25点

25点

25点

25点

25点

1.83%
（25点）

1.0%以上
(25点）

25.0%
（10点）

50.0%
(25点）

7.7%
（10点）

20.0%
(25点）

①本社
102件
②事業所
95.7%
(25点）

①本社
50件
②事業所
100%
(25点）

①本社
9件

②事業所
8.5%
(15点）

①本社
20件
②事業所
15%
(25点）

①本社
53件
②事業所
91.4%
(25点）

①本社
30件
②事業所
50%
(25点）

地元地域発展のた
めの積極的な関わ
りや連携
（コミュニティへの
参画）★

地元地域発展の
ための投資
（社会的投資）★

ＮＰＯ・ＮＧＯ協働機会
（本社、事業所）

地域組織との協力機会
（本社、事業所）

社会貢献活動費用

寄付、募金活動
（従業員参加率）

ボランティア休暇取得率



140

●組織統治
社会的課題

（★は重点課題） 具体的指標 各指標の
配点（満点）

評価方法
（2012年度実績が該当する箇所を赤字で示しています） 補足（関連資料など）2012年度

実績
2013年度
目標

外部評価機関によるレイティング評価
ランク外　0、D　12、C（C-、C、C+） 18、
B以上（B-、B、B+、A-、A、A+） 25とする　　

ＣＳＲレポートの外部評価　総合得点を25点満点に換算

ＩＲサイト（web）の外部評価
4.5未満 0、4.5～5.0未満 5、5.0～5.5未満 10、5.5～6.0
未満 15、6.0～6.5未満 20、6.5以上 25とする

毎年行う社内ＣＳＲ意識調査の得点を25点満点に換算

当社ステークホルダーミーティングへの参加者アンケート結果
①ディスカッション　「発言しやすい雰囲気であった」が全体
に占める比率

②当社の説明内容　「分かりやすい」が全体に占める比率
①、②の平均を25点満点に換算

研修受講者延べ人数（年間）を期末人員で除して算出
（年間実績）
0.3未満 0、0.3～0.4未満 5、0.4～0.5未満 10、
0.5～0.6未満 15、0.6～0.7未満 20、0.7以上 25とする
※法務部およびCSR部主催のものに限る

2012年度実績　法務部　
6,498名、ＣＳＲ　3,325名、
期末人員　13,483名
（平成25年3月31日現在）

レイティング評価の発表
が夏ごろのため、昨年度に
受けた評価を実績とする

2012年度より採用してい
た外部評価制度が廃止
⇒　具体的指標の見直し 
　　or評価方法を見直し

アニュアルレポート
外部評価

各指標の実績・目標欄における上段数値は実数を記載、下段の（　　）内点数はその実数を当社の評価方法に従い点数化したものです。
※2012年度実績および2013年度目標について、算出できない項目は未記入、かつ得点を15点（満点の60％）としています。

25点

25点

25点

25点

25点

25点

A
(AR2011)
(25点）

A+
(AR2012)
(25点）

5.07点
（10点）

5.5点
（15点）

76.24点
（19点）

80点
（20点）

①50%
②70%
(15点）

①90%
②70%
(20点）

ー
（15点） ー

66.1%
（17点）

75.0%
(19点）

0.73
（25点）

0.7以上
（25点）

透明性

倫理的行動

ステークホルダー
エンゲージメント

法の支配の尊重

社会的責任の理解

ＣＳＲレポート外部評価

IRサイト外部評価

社内ＣＳＲ意識調査

CSRレポートにおける開示率を25点満点に換算25点

ステークホルダーミーティング
（参加者満足度）

全社倫理・コンプライアンス
研修、従業員一人当たりの
受講回数

ＣＳＲレポートにおける
GRIガイドライン対応率

●財務指標
社会的課題

（★は重点課題） 具体的指標 各指標の
配点（満点）

評価方法
（2012年度実績が該当する箇所を赤字で示しています） 補足（関連資料など）2012年度

実績
2013年度
目標

①過去3年の総資本営業利益率の平均
②過去3年の売上高営業利益率の平均
①・②をもとに点数化（100点満点）し、25点満点に換算

①過去3年の売上高の年平均成長率
②過去3年の営業CFの年平均成長率
①・②をもとに点数化（100点満点）し、25点満点に換算

金利負担能力比率＝（税引前利益＋支払利息）／支払利息
この比率をもとに点数化（100点満点）し、25点満点に換算

【決算短信】にて公開済
2012年度連結実績

【決算短信】にて公開済
2012年度連結実績

【決算短信】にて公開済
2012年度連結実績

収益性
（営業利益率より計算した
ものを点数化）

25点

25点

25点 100点
（25点）

100点
（25点）

70点
（18点）

75点
（19点）

85点
（21点）

90点
（23点）

成長性
（売上高、営業ＣＦの成長率を
点数化）

安全性
（金利負担能力を点数化）
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非常に高い

※丸の中の数字は、左表の番号と対応
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最重点課題

重点課題

予め重要度の高い社会的課題を抽出した上で、最重点
課題を特定するために本マップを活用。

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.
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人財の育成（社員教育）

地元地域発展のための積極的な関わりや連携

地元地域発展のための投資

差別の撤廃と平等な機会の提供

安全かつ健康的に働くことのできる職場づくり

CO2排出削減、および地球温暖化への対応

取引先および利用者に対する責任ある行動の推進

環境汚染の予防（水・空気・土など）

製品利用時における安全の保護

製品販売後のサービス、苦情対応

人権に関わる苦情の解決

公正な競争
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経営の基盤CSR

　2012年11月23日（金）、当社の本社ビルにおいてステー
クホルダーミーティングを開催しました。
　9回目となる今回は、昨年度のステークホルダーミー
ティングでの結果を受け、当社で確定した6つの最重点課題
の中から4つを抽出。当社の取り組みや考え方をご説明し、
ステークホルダーの方々から率直なご意見を頂きました。
　ここでは、当日のミーティングの概要とご意見を抜粋して
ご紹介します。

大和ハウスグループ
「第9回ステークホルダーミーティング」概要

ステークホルダーミーティング
「ステークホルダーと誠実に向き合い、企業市民として社会の要請に応え続ける」ことが、大和ハウスグループの
CSRに対する基本姿勢です。その一環として、大和ハウス工業では毎年ステークホルダーミーティングを開催し、
皆さまからいただいた貴重なご意見をCSR経営に反映させています。

2011年度のステークホルダーミーティングで
決定した優先課題の順位

当社で確定した優先課題順位

※詳細はWebサイトでもご覧いただけます。
　http://www.daiwahouse.co.jp/csr/stakeholder/

第8回ステークホルダーミーティング（2011年11月開催）

　ISO26000に記載されているテーマのうち当社にとって
重要性の高い6つのテーマの中から12の重要課題を事前
に抽出。取り組むべき優先度を判断するため従来のステー
クホルダーミーティングの枠組みを活用し、ステークホル
ダーの皆さまに「大和ハウス工業が優先して取り組むべき
社会的課題」を順位付けしていただきました。

社内検討会
　ステークホルダーミーティングでいただいたご意見をも
とに、関係役員を中心に取り組む課題の優先度について話
し合いました。そこでの結果をもとにマテリアリティマップ
を作成し、ステークホルダーと当社の両者にとって重要性の
高い6課題を最重点課題と位置づけました。

■ ファシリテーター ■ 参加ステークホルダー20名 ■ 開催日時

■ 開催場所

■ テーマ

2012年11月23日（金） 13:00～ 17:30

大和ハウス工業（株） 本社ビル2階会議室

④人財の育成（社員教育）

⑪地元地域発展のための積極的な関わりと連携

⑫地元地域発展のための投資

⑥CO2排出削減、および地球温暖化への対応

・企業担当者 7名
・取引先   3名
・NPO･NGO団体 3名
・地域社会 　　 2名
・従業員　　　　 3名
・その他　　　　 2名小山 嚴也 様

関東学院大学 
経済学部 教授

これまでの経緯
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１）ディスカッションテーマ別のグループに分かれ
テーマごとの当社の取り組みを説明

２）分科会ごとに、当社社員も加わり、順次ディス
カッション

３）分科会で出たご意見を各グループより発表

第９回ステークホルダーミーティングの流れ

参加したステークホルダーの皆さまからのご意見(抜粋)

最重点課題 1.
④ 人財の育成（社員教育）

最重点課題 3.
⑫ 地元地域発展のための投資

企業の持続的な成長を支える人財の育成とは。 これからの高齢期に必要な暮らしとは。
日頃の業務に追われている現場の社員と経営層との間に
ある「CSRや環境についての温度差」や「社会的課題に対す
る意識のギャップ」を解消する話題やプログラムが必要。

社会的課題に応えることの大切さを理解させる社内教育や
研修が必要である。

ハード面だけでなく、ソフト面においても充実した高齢期が
過ごせるよう、高齢になってからではなく、現在から高齢期
の暮らし方について考えられるようにしておくことが必要。

高齢者とひとくくりにするのではなく、健康な人、認知症の
人など、さまざまな人に合わせた生活を考えることが大切。

社会が必要とするグローバルな人財とは。 高齢期の暮らしで、大和ハウス工業に期待することとは。
今後将来的な日本人の労働力人口の減少を見越すと、海外
進出だけでなく、国内においても外国人従業員の増加を検
討していかなければいけないのでは。

グローバル展開とは、大和ハウス工業の国内の考えややり
方を単純に海外に広げることではなく、現地のニーズや要
望を汲み取って、価値観を共有していくこと。これができる
人財こそがグローバル人財だと思う。

全員参加型のコミュニティを目指すのではなく、選択できるコ
ミュニティの形成。皆で作りあげていくコミュニティの形成。

理想を掲げ、それに合わせて経済合理性を考えて欲しい。
「共働きの核家族→子どもを預けなければならない→保育
所不足→高齢者が手助け→高齢者の生きがいとなる→子
どもにさまざまなことが伝承できる」など、社会全体で見て
経済的に効果があるかどうか。

最重点課題 2.
⑪ 地元地域発展のための積極的な関わりや連携

最重点課題 6.
⑥ CO2排出削減、および地球温暖化への対応

東日本大震災における当社の被災地支援について。 これからの “住まいや街のスマート化” への期待とは。
大和ハウス工業として、より主体的にできる活動があるの
ではないか。他社では定期的に社員を被災地に送りこんで
いるところや人財育成に絡めているところもあるが、大和ハ
ウス工業では見えづらい。

仮設住宅の建設は良いと思うが、建設した住宅のモニタ
リングをして快適な住まいにしているか。

全てを自動化すると人間の五感が衰えると思うので、住ま
い手が状況に応じて自動化と手動を選んだり、可変できる
住まいがスマートだと思う。

個々の住宅だけでなく、街全体で計画しマネジメントして欲
しい。また、エネルギーに加えて、水資源の有効活用につい
ても検討して欲しい。

当社が行うべき、地域発展のための活動とは。 自給自足できる住まいなどの実現に向けた当社への期待とは。
仮設住宅で生まれたコミュニティの維持。
生まれたつながりを今後の街づくりに活かすこと

家の安全を確保できる家づくり（流されても住み続けられ
る家、従来の発想にとらわれない家など）

個々の住宅で自給自足するより、地域全体で自給自足を考え
た方が効率的ではないか。

住まい手の年齢や家族構成に合わせて柔軟に可変できる家
をつくることで、多様な世代が長く住み続けることができる。
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経営の基盤CSR

コーポレート・ガバナン
スの推進

コーポレート・ガバナンスの推進

代表取締役

執行役員

取締役会

選任

選任

監査

監査

連携

連携

連携

会計監査

助言

監査役会

選任 選任

株主総会

内
部
監
査
室

意見交換会

取締役・執行役員
合同役員会

リスク管理委員会
不動産投資委員会
全社環境推進委員会

各部門
本社部門
事業部門
本社・支店
グループ会社

取締役
社外取締役

監査役
社外監査役

会
計
監
査
人

コーポレート・ガバナンス体制

　大和ハウスグループは、コーポレー
ト・ガバナンスを経営上の重要課題と
位置づけ、継続的な企業価値の向上や
株主の皆さまをはじめとするステーク
ホルダー（利害関係者）からの信頼を高
めるため、迅速かつ適正な意思決定を
図り、それに基づく迅速な業務執行な
らびに適正な監督・監視体制を構築し、
効率性と透明性の高い経営体制を確
立することを基本姿勢としています。
　大和ハウス工業では、取締役会によ
る経営監督の実効性と意思決定の透明
性を一層向上させることを目的として、
2012年6月開催の第73期定時株主総
会において社外取締役2名を新たに選
任し、コーポレート・ガバナンスの向上
に努めています。この2名の社外取締

基本的な考え方

コーポレート・ガバナンス体制を強化し、
透明性の高い経営を推進しています。

コーポレート・ガバナンス

役は独立役員として指定しました。
　また、経営監督機能の客観性・中立
性を確保するため、監査役監査を支え
る人材の確保や、企業経営および法務、
財務・会計の専門知識を持つ監査役を
選任すること等により、社外監査役を含
む監査役会の機能を強化しています。
さらに、当社ではこのような枠組みの中
で、取締役と執行役員の役割・機能・職
務等を明文化し、取締役の監視機能を
強化するため、執行役員制度を導入し
ています。
　なお、現行の経営体制（2013年4月
現在）は、取締役21名（うち社外取締役
2名）、監査役6名（うち社外監査役3
名）、執行役員27名となっています。
　当社の機関及び部門における運営、
機能及び活動状況は以下のとおりです。

　2012年度は、取締役会を14回開催
し、法令で定められた事項や当社の経
営に関わる重要な事項について意思決
定するとともに、代表取締役および業
務執行取締役による業務執行を監督し
ています。
　なお、取締役の任期は、経営の機動

取締役会

　2012年度は監査役会を14回開催
し、監査の方針及び業務の分担に従
い、取締役会その他重要な会議に出
席するほか、取締役等から営業報告を
聞き、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所の業務および財
産の状況を調査し、子会社にも必要に
応じて営業報告を求めました。
　また、取締役の競業取引、利益相反
取引、会社が行った無償の利益供与等
に関して、上記監査のほか、必要に応じ
て取締役等から報告を求め、当該取引
の状況を詳細に調査しました。

監査役会

　社外取締役、社外監査役、代表取締
役、監査役で構成し、コーポレート・ガバ
ナンスや経営全般に関する事項につい
て、取締役会および合同役員会におけ
る職務執行・業務執行上の論点から一
線を画した、多様な視点、長期的な視点
に基づく意見交換を行っています。
　社外役員の企業経営者としての豊富
な経験かつ独立した視点を企業経営に
取り込み、企業価値の継続的な向上を
目指す取り組みとして、社外取締役を
新たに招聘した2012年度より年2回開
催しています。

社外役員・代表取締役との
意見交換会

　社内における業務活動及び諸制度
が、適正に遂行されているかを確認
し、是正勧告を行う体制を構築してい
ます。被監査部門に対しては監査結果

内部監査体制

性及び柔軟性の向上と事業年度ごとの
経営責任の明確化を図るため、2001
年6月より１年としています。
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　会計監査人として有限責任監査法
人トーマツを選任し、適宜、法令に基づ
く適正な会計監査が行われています。
上記に加え、当社ではコーポレート・ガ
バナンスの強化を目的として以下の
委員会等を開催しています。

会計監査人

　取締役、執行役員及び監査役が構
成メンバーとして出席し、取締役会で
決定した当社の経営に関わる重要な
事項についての報告とそれに基づく
実行・推進・フォローを行います。
2012年度は11回開催しました。

合同役員会

　経営管理本部長を委員長に、本社各
部門長を委員として、事業に関するリ
スク管理体制の構築・維持・管理全般
を毎月1回の会議で討議しています。
　2012年度は12回開催しました。

リスク管理委員会

コーポレート・ガバナンス向上
のための取り組み

　当社は、株式会社東京証券取引所が
主催する2012年度上場会社表彰にお
いて、「企業行動表彰」を受賞しました。

東証上場会社表彰
「企業行動表彰」を受賞

■ 企業行動表彰
　企業行動表彰は、東京証券取引所
が市場開設者としての立場から、上場
会社として望ましいと考える企業行動
を普及・促進することを目的とし、同取

を踏まえて改善指示を行い、監査後は
改善状況を報告させており、適正かつ
効果的な監査を行っています。

引所の企業行動規範の浸透または充
実に資すると認められる企業行動を毎
年選定し、表彰するものです。

■ 表彰テーマ
　2012年度「企業行動表彰」では、
「社外取締役の独立役員への指定」が
表彰テーマとして掲げられ、当社を含
めた４社が受賞しました。

　当社では2012年6月、社会が求め
る企業像と当社の在り方を改めて検討
し、初めて社外取締役2名を選任、独立
役員として指定しました。絶えず変化
する経営環境において、独立した立場
かつ多様な視点から独立役員に助言
をいただくことは、さまざまな領域で
事業を展開する当社において、大変有
益であると感じています。　
　今回の表彰を励みに、当社の企業理
念に基づくステークホルダーの皆さま
との「共創共生」をテーマに、一層の企
業価値向上に努めていきます。

東京証券取引所での表彰式

CSR組織体制

　CSRに関する方針や実施事項の立
案・調整機能は、当社CSR部が担って
おり、重要な事項は取締役会で決定し
ます。
　2005年から全事業所で「CSR委員
（当時はCSR推進委員）」を1名選任し、
企業倫理やコンプライアンスの周知
徹底などを図っています。
　さらに2006年からは「社会貢献推
進委員」も1名選任し、社会貢献活動に
関する企画・運営や従業員への啓発
活動を行っています。
　また、グループ各社でも2005年から

大和ハウスグループのCSR推進組織体制

連携
情報交換

連携
情報交換

全事業所において「CSR責任者」
「社会貢献推進委員」を選任。

CSR 委員 社会貢献推進委員

取締役会
大和ハウス工業
会長 社長

大和ハウス工業
CSR担当役員

大和ハウス工業
CSR部

取締役会
グループ会社
会長 社長

グループ会社
CSR担当役員

グループ会社
CSR部

グループ会社
事業所CSR担当

「CSR責任者（当時はCSR推進責任
者）」を選任し、CSR活動を推進する体
制を整えています。グループ会社の
CSR責任者は当社のCSR部と連携し、
半期に一度情報交換を行い、相互のレ
ベルアップや社会貢献活動の協働に
努めています。
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内部統制の推進

内部統制の推進

　当社グループでは、2004年4月に
経営理念・方針を実現する基礎となる
行動原則を明文化した「企業倫理綱
領」と「行動指針」を策定しました。同
年、企業倫理綱領・行動指針・ケース
スタディ・内部通報窓口について掲載
した教育用小冊子　「CASE	BOOK」
を作成し、グループ全従業員に配付し
ています。
　本冊子は2年毎に改訂しています。
　2006年発行の第2版以降、企業倫
理綱領に則って業務に従事する旨の
「誓約書」の提出を求め、従業員が「知
識」を得るだけでなく「行動」に結びつ
けるよう取り組んでいます。
　2012年発行の第5版では121の
ケースを掲載。各職場の朝礼で読み
合わせを実施するなど、従業員の倫理
観向上に活用しています。

大和ハウスグループでは法令遵守を
はじめ、コンプライアンスやリスク管理
について積極的に取り組んでいます。

企業倫理綱領・行動指針の
徹底

　当社では、企業倫理綱領に則り、事業
運営の透明性・公正さを確保するため、
企業倫理・人権ヘルプラインの窓口担
当部門から不正行為や違法行為に関す
る調査依頼がある場合に、年度計画に
基づく業務監査以外にも内部監査を実
施し、事実確認をしています。

グループ全従業員に配付し、意識の共
有と周知徹底を図っています。

CASE	BOOK

基本原則
人権の尊重
お客様・取引先・役職員をはじ
め、あらゆる人の尊厳と基本的
人権を尊重して行動すること。
法令の遵守
各事業に関連する法律はもとよ
り、全ての法令を遵守すること
を企業倫理の最下限と認識する
こと。
環境保全
地球環境の保全に積極的に取
り組むこと。
第一条 お客様の信頼を得られ

る行動
第二条 調達先等との適切な関

係構築
第三条 働きやすい職場環境づ

くり
第四条 倫理観の向上
第五条 公正な事業競争
第六条 反社会的勢力との関係

遮断
第七条 環境への取り組み

内部監査による腐敗防止

　当社グループでは2004年から雇用
形態に関わらずグループ全従業員が利
用できる内部通報・相談窓口と内部通
報者保護規程の運用を始めました。相
談員は産業カウンセラーなどの有資格

企業倫理･人権ヘルプラインの
運用
さまざまな職場・業務における課題の
早期発見に役立てています。

者を中心に構成しており、1カ月以内の
解決率80％を目標に取り組んでいま
す。2012年より「企業倫理・人権ヘル
プライン」と改名し、人権問題を含む幅
広い通報・相談を受け付けています。
　2012年度は職場環境に関する問題
を中心に210件の通報・相談が寄せら
れ、１カ月以内の解決率は82％でした。
2013年度も１カ月以内の解決率80％
以上を目標として、さまざまな職場・
業務における課題の早期発見・解決を
図っていきます。

　当社グループでは法令違反をはじ
め、さまざまな問題を顕在化・解決する
ために、複数の相談窓口（CSR部、法務
部、人事部）を設置しています。現在、外
部の相談窓口は設置していませんが、
社内に複数の窓口を設けることにより、
従業員の通報・相談への心理的ハード
ルを下げ「早期に相談しやすい環境」を
目指しています。

複数の通報、相談窓口の設置

　当社では2009年7月から、グループ
全体では2010年1月からお取引先との

パートナーズ・ホットラインの運用
取引先に対する早期の問題解決とク
リーンな企業体質を目指しています。

企業倫理・人権ヘルプライン

ヘルプラインで
相談員に通報

❶相談・通報

相談者本人

WEB・電子メール

調査、対応方法を検討し、調査ヒアリングを実施、もしくは関係部署に調査を依頼

郵送電話面会

CSR部

関係部署

通報手段

相談員

❷対応方法相談

❸事実確認・是正措置など ❹報告

❺本人へフィードバック
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広告販促物作成に関する
社内自主規制について
　当社では、社外へ発信する広告販促
物について、法的規制・業界内の規制
に加え、シンボルの取り扱いや人権へ
の配慮など、さまざまな角度から自主
規制を設けています。
　また、広告制作システム（Ｄワークプ
レイス）を構築し、広告物のテンプレー
ト化を進めることで、作成段階での表
現上のリスクを軽減するとともに、最
終チェック部門を専任化し、最大限の
リスク管理に努めています。

パートナーズ・ホットライン体制図

関係において、当社グループの従業員
における法令違反につながりかねない
問題を早期に顕在化・対処し、また自浄
作用の向上を図るための仕組みとして、
お取引先からの通報制度「パートナー
ズ・ホットライン」を運用しています。
　2012年度は当社グループの行動
指針違反に関する相談など、19件の
情報が寄せられました。引き続き、制
度運用を通じた問題解決、取引先との
適切な関係構築を目指した従業員へ
の教育を行うとともに、「パートナーズ・
ホットライン」制度の更なる周知を図っ
ていきます。
　なお、2013年度には制度の趣旨説
明ならびに周知徹底のためにリーフ
レットを作成し、お取引先に配付してい
ます。

　2012年度は、特筆すべき不祥事は
ございませんでした。

不祥事対応

リスクマネジメント体制の
さらなる強化・発展
　当社は、1999年9月から「リスク管
理委員会」を設置し、リスク情報の集
約、具体的な対策の決定、グループ全
体への水平展開、業務改善の検討、リ
スク発生の予防など当社グループ全
体を横断するリスク管理体制を整えて
います。
　2012年度からは、事業所（現場）の
意見を業務ルールや社内規則等に反
映させるため、事業所からの業務改善
提案を「リスク管理委員会」に諮る制度
を設けたり、すべての本社部門および
事業所を対象にリスク管理活動を定
期的に報告する仕組みを構築して、リ
スクの洗い出しや課題設定などを行っ
ています。
　グループ全体の国内外における事
業拡大に伴い、直面するリスクについ
ても多様化・複雑化していますが、今
後も「リスク管理委員会」を中心とし
て、リスク管理体制のさらなる強化、発
展を図っていきます。

　当社は、個人情報保護の重要性を
認識し、個人情報を適切に利用し保護
することが事業活動の基本かつ社会
的責任であると考えています。2005
年に個人情報保護方針（プライバシー
ポリシー）を定め、社内外に公表すると
ともに、社内規程の策定・個人情報管
理者の設置など組織的な管理体制を
整備しています。
　また、社内教育を通じて個人情報保
護の考え方や規程類を詳細に周知し、
ネットワークセキュリティーの強化や
パソコンのハードディスクパスワード
の設定・暗号化・保管場所の施錠など、
物理的・技術的な安全管理体制の強
化を図っています。
　さらに、車上荒らしによる盗難被害
やファクシミリの誤送信などの事故を
防ぐため、指導を徹底し、あらゆる観点
から個人情報漏洩の防止に取り組ん
でいます。

個人情報の漏洩防止
さまざまな施策を継続し、実施してい
ます。

リスク情報伝達組織図

関連項目 個人情報の紛失、盗難が起
きた際は当社ホームページ
で公表しています

パートナーズ・ホットラインで
相談員に通報

❶相談・通報

相談者本人

電子メール

調査、対応方法を検討し、調査ヒアリングを実施、もしくは関係部署に調査を依頼

郵送

CSR部

関係部署

FAX

通報手段

相談員

❷対応方法相談

❸事実確認・是正措置など ❹報告

❺本人へフィードバック

電話

検討結果
対応策の指示

リスク情報
報告

報告

検討結果
対応策の指示

リスク情報
報告

リスク管理委員会

事業所リスク管理委員会
（事業所・工場・研究所）

グループ会社リスク管理委員会
（各グループ会社）

取締役会　会長・社長
本部長

事業部門担当取締役

リスク管理委員長（経営管理本部長）
営業本部 / 技術本部 / 経営管理本部 / 生産購買本部 /

CS 統括部門 / その他部門
事務局：大和ハウス工業　法務部

委員長：事業所長、工場長、研究所長
事務局：管理部門責任者

委員長：各グループ会社社長
事務局：管理部門責任者
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「CSR意識調査」を実施し、
全従業員の意識を向上を図る
　当社グループでは、2004年度より
企業倫理綱領・行動指針の定着状況
を確認する取り組みとして「CSR意識
調査」を実施しています。これはイン
トラネット上で実施する約50問の当
社独自の匿名アンケートであり、設問
項目は「法令の遵守」や「人権の尊重」、
「環境意識」「お取引先との関係」など
多岐に渡ります。結果を点数化し、職
場ごとに平均点を算出。これにより前
年度の調査結果と比較し、1年間での
従業員の意識変化を確認したり、他部
門の平均点と比較し、自部門が充実し
ている点、劣っている点を確認できる
ようにしています。
　各職場ではこれらをセルフチェック
し、以降の改善活動に活用していま
す。活動の一例としては「今の仕事に
やりがいを感じている」という質問に
対し、ネガティブな意見が見受けられ
る部門では、「達成感を感じられる目
標設定や指導」をしたり、「褒める」こ
とを多用したりしながら、モチベー
ションを上げる工夫をし、１年間実践。
次回調査にて取り組みの成果を確認
しています。
2012年度は当社グループ全体で
34,000人超の従業員が本調査に回
答しました（回答率：85.9%、平均点：
75.15点）。
　コーポレート・ガバナンスの仕組み
を有効に機能させるには従業員一人
ひとりの当事者意識が必須です。当
社グループでは、全従業員が改善意
欲を持ち、自発的にCSR活動に取り組
む「ボトムアップ型」の企業文化醸成
に努めています。

　当社グループでは不祥事の未然防
止、従業員の倫理観向上を目的にＣＳ
Ｒ部員が講師となり「健全な組織文化
醸成」や「倫理的ジレンマへの対応」
をテーマとした社内研修を実施して
います。当初は一部の役職者のみを
対象としていましたが、「全員の意識
が変わらなければ職場は変わらない」
と、2006年度からはパート社員を含む
全従業員を対象とし、グループ討議
などを取り入れた受講者参加型の研修
を行っています。
（2012年度実施状況）
グループ会社全体：
計92回　4,927名受講
　受講者の満足度80％以上を目標と
しており、終了後のアンケートでは
85.8％から「（研修の内容は）役に立
つ」との評価が得られました。

不祥事の防止は一人ひとりの
意識改革から
倫理観向上を目的としたCSR研修を
実施しています。

コンプライアンス教育
2012年度は175回の研修を
実施、6,498名が受講
　新入社員から役員まで階層別に実
施する研修や職種・部門毎に行う研修
で、リスク管理およびコンプライアンス
に関する講義を行い、グループ全体に
対するリスク管理やコンプライアンス
の意識向上に取り組んでいます。

知的財産権における取り組み
　知的財産権は企業経営になくては
ならないものと位置づけ、企業競争
力の源泉である「競争優位性の確保」
と「競争秩序の維持」を理念に活動し
ています。
　事業を継続するための基盤や成長
の手段として技術開発は不可欠であ
り、その成果を権利化し、技術の自由
度を確保することが重要です。その
上で、他社に対して積極的に実施許
諾をしています。
　一方で、他社の権利を把握し、尊重
することはコンプライアンスの基盤
であることから、他社特許や商標の調
査は十分に行うようにしています。
　また、2007年度から発明報奨金支
給制度を設け、2012年度には、当社
グループの従業員に対する知的財産
の意識向上と改善意欲を図るため、
初めて年間優秀発明発表会を開催し
ました。

研修でのディスカッションの様子

　2012年度は、前年度までの研修に
加えて、当社の事業所を対象に「コン
プライアンス研修」を実施し、原点に立
ち返り、事業活動の前提となる「コンプ
ライアンス」の徹底を再確認しました。
　研修においては、グループ内外を問
わず、実際に顕在化したリスク事案や
コンプライアンス違反となる事例を取
り上げ、リスクが会社経営に与える影
響の大きさや深刻度合いを訴求し、啓
発を行っています。当社グループでは
今後も役職員のリスク管理・コンプラ
イアンスに対する共通認識の向上を
図っていきます。
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知的財産権における管理体制

　知的財産室は法務部に所属し、近
年増加傾向にある知的財産権に関す
る権利化、知的財産管理、権利侵害、
訴訟などに、関連部門と連携して迅速
な対応を図っています。
　また、特に研究開発部門とは日頃か
ら情報共有し、スピーディーな対応が
求められることから、総合技術研究所
にもスタッフが常駐しています。

■ 知的財産室

■ 発明委員会
　会社が保有するすべての知的財産
権に関する権利化、権利維持、権利放
棄などは、発明委員会で決定していま
す。委員は研究開発、商品開発、生産
に関わる各部門長で構成し、委員長は
技術本部長が務めています。

知財管理体制図

活動の成果

　当社では、工業化住宅の建築技術
を戦略的に特許出願しています。
　特許登録件数は、全技術分野で

（1）概要

2003年から2007年の5年間で250
件、2008年から2012年の5年間で
494件で、98％の増加となっています。
　中核技術の建築分野である「固定構
造物」（国際特許分類Eセクション）で
は、2008年から2012年の5年間で
377件の特許権を取得しています。
　また、特許公開件数は、全分野で
2008年から2012年の5年間で541件、
「固定構造物」（国際特許分類Eセク
ション）では2008年から2012年の5
年間で365件の公開となっています。

（2）過去5年間の特許登録件数の推移

反社会的勢力による
被害の防止
　当社は、2004年に「大和ハウスグ
ループ企業倫理綱領」を制定、社内外
に宣言し、いかなる理由があろうとも
反社会的勢力との関係を絶つ断固た
る決意のもと、全役職員が厳守してい
ます。
　また、平素より警察や弁護士、暴力
追放推進センターなどの外部機関と
連携し、情報の収集・管理を図る社内
体制を構築しています。
　さらに、取引相手方が反社会的勢力
であると判明した場合には、直ちに契

「発明考案届出書」
作成・修正

直属上司評価

特許出願書類依頼

特許出願書類
原稿作成

特許出願

No

発明委員会

発明者・知的財産室の
原稿チェック

出願補償法務部

所属部署

発明者

特許庁

特許事務所

部署長承認

知的財産室評価

No

No

受領書

Yes

Yes

Yes

出願控え

494件250件

2003～2007年度

過去５年ごとの特許登録件数

特許登録件数（大和ハウス工業単体）

2008～2012年度

（件数）
120

90

60

30

0

（年度）
2012201120092008 2010

96

116116

92

74

公正な事業活動
　当社グループでは、「大和ハウスグ
ループ企業倫理綱領」に、公正で自由
な市場の競争原理に従うことを明記
し、独占禁止法（私的独占の禁止及び
公正取引の確保に関する法律）、下請法
（下請代金支払遅延等防止法）など取
引に関係する法令の遵守体制を強化
するため、従業員に対する教育を実施
しています。
　2012年度は、反競争的な行動や反
トラスト、および独占的慣行に関する重
大な違反は発生していません。

約を解除できるように、取引基本契約
等の主要な契約書には反社会的勢力
の排除条項を記載し、反社会的勢力と
の関係遮断を徹底しています。
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適切な政治関与

適切な政治関与

当社は、一般社団法人住宅生産団体
連合会や一般社団法人日本経済団体
連合会などに所属し、各方面に対し建
設業界全体の発展のため、公共政策へ
の参加や業界活動にも、積極的に参加
し、提言を行っています。

　2012年度には、（一般社団法人）住
宅生産団体連合会を通じて、来るべき
税制改正に対し、「住宅に係る消費税の
負担軽減措置等」の政策を提言すると
ともに、住宅建設が広く日本経済の内
需の柱であることをアピールしました。

政策提言

　当社とグループ会社15社は、地震
発生時に従業員の安否状況を把握す
るため、約26,000名を対象とした「安
否確認システム」を導入しています。
　この安否確認システムは、あらかじ
め定めた震度（当社では震度6強）以
上の地震を観測した地域に勤務また
は居住している従業員の携帯電話や
パソコン等に電子メールを送り、安否
状況を確認するものです。
　2011年3月11日に発生した東日
本大震災では、このシステムを利用
し、従業員およびその家族の安否や
施設の被害状況を迅速かつ的確に把
握しました。
　なお大和ハウス工業では、年2回の
地震避難訓練を実施しており、安否確
認システムも随時更新しています。

安否確認システムクライシスマネジメント

クライシスマネジメント

災害時に会社の重要業務を極力停止
せずに、お客さまをはじめとするス
テークホルダーへの社会的責任を果
たすため、大和ハウスグループは「災
害に強い企業」を目指しています。
この目的から策定したBCPに基づき、
地震発生時を想定した訓練などを行っ
ています。

　大和ハウスグループでは2008年、
14社を対象に「グループBCM連絡
会」を立ち上げ、同連絡会でグループ
会社における各々の事業活動を継続
させる計画（BCP）の策定を行ってい
ます。
　また、BCPに関わる情報交換を行い、
グループ内で情報の共有を図るなど、
グループ全体で「災害に強い企業」を目
指しています。
　2013年度は災害用備蓄品の保管場
所や内容、必要量などを改めて見直す
計画です。

グループ各社のBCP

　当社では、大規模な地震発生に備
え、2008年9月より「緊急地震速報シ
ステム※」を本社・支社・支店・工場に

緊急地震速報システム

※震源地から近い場所や直下型地震の場合は、
速報が間に合わない場合があります。

導入しています。
　当システムは、地震発生時における
本社・支社・支店・工場内のお客さま・
従業員の安全確保および適正な初動
対応の確保に役立てるものです。
　なお、実際に地震が発生した場合
に適切な初動が取れるように、年2
回、緊急地震速報の発信訓練を行っ
ています。
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取引先との恊働体制
サプライチェーン・
マネジメント

サプライチェーン・マネジメント

資材・設備調達から施工まで幅広いサ
プライヤー・協力会社の皆さまと良い
関係を築き、お客さまに品質の高い商
品をお届けする体制を構築しています。

　調達から施工まで幅広いサプライ
ヤー・協力会社の皆さまと共に、品質の
高い商品をお届けする体制を構築して
います。

サプライチェーン・マネジメント

　大和ハウスグループでは、さまざま
な建物を手掛けており、サプライ
チェーン全体を通して協力会社との信
頼関係の構築に努めています。
　その一環として、サプライチェーン
を支えるネットワークを構築し、これま
でに資材調達先、設備機器調達先、事
務用品・機器調達先、施工協力会社と
の会を組織し、事業に欠かせないお取
引先と共に発展することを目的として、
さまざまな活動を行っています。
　例えば、「環境」に関しては、グリーン

4つのサプライチェーンの会とともに、
環境・品質・安全活動を推進しています。

購入※基準の運用やエコドライブ活動
の推進、「品質」に関しては、技能検定
の実施や各種研修会の開催、「安全」に
関しては、安全大会の実施や各種研修
会の開催などを実施し、お客さまに満
足いただける建物を提供しています。
　当社グループは、これからも良き
パートナーとして、お取引先との関係
を大切にし、共に社会の要請に応えな
がら、発展していくための独自のサプ
ライチェーン・マネジメントに取り組ん
でいきます。
※グリーン購入：製品やサービスを購入する際に、
環境への負荷ができるだけ少ないものを
選んで購入すること。

［大和ハウスの事業活動におけるサプライチェーン］

調 達 生 産 輸 送 施 工

調達先
（資材、設備機器） 工場協力会社 物流協力会社 施工協力会社

コンプライアンス

大和ハウスグループ

環境 ・ グリーン調達の実施
・ エコドライブ活動推進

・ 技能検定の実施
・ 研修会での情報共有

・ 安全大会の実施
・ 研修会での情報共有

品質 安全

［サプライチェーンを支えるネットワーク］

4,478社

生産・施工協力会社

協力会連合会※

48社

事務用品・機器調達先

総和会
121社

設備機器調達先

設和会

235社

資材調達先

トリリオン会

※協力会連合会においては、「労働安全衛生の確保」の内容を含んだ工事基本契約書を当社と
　締結していることが会員条件となっており、2012年度は100％の会社が締結しました。

大和ハウスグループ
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業績ハイライト／連結財務指標
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第三者意見

大和ハウスグループCSR活動への意見

　大和ハウスグループが経営のメッセージに掲げる「共創共生」と
「人・街・暮らしの価値共創グループ」は、CSRそのものです。しかし
残念ながら、このメッセージの展開にハウスメーカーらしさが見ら
れません。御社の事業のなかでこれをどのように実現するのかを明
確にし、具体的な戦略展開を示していただきたいと考えます。まず
地域開発での役割や住環境の価値創造について語り、それを住宅
や商業建築事業でどう実現していくかです。
　この柱が「環境」と「快適な街と暮らし」です。ここに「アスフカケツ
ノ」の要素が込められているといえましょう。現在のレポートは実例
報告が中心ですが、この筋道をよく整理することで実際の活動の価
値について説得力が出てきます。
　環境については、環境にフォーカスした製品や技術を環境戦略と
して位置づけ、価値創造への寄与を明確にすることです。そして街
と暮らしでは、街や基盤づくりといった広域的な視点でのビジョンを
示し、そのなかで暮らす個人の生活の豊かさ向上につなげてはい
かがでしょうか。
　地域貢献活動についても、事業と深く関連しステークホルダーと

　日常の事業活動のなかで取り組む基本的CSRについては、様々な
分野で取り組まれ、ステークホルダー別に詳細に報告されています。
この活動評価について、評価指標をISO26000の中核主題に準じて
いますが、社内管理として有効かが疑問です。ISO26000の原則に基
づいて取り組むことが重要なのであり、評価をISO26000の主題に沿
う必要はありません。むしろ馴染みのあるステークホルダー別の指標
軸を使う方が社内的にはスムーズで、社外に対してはISO26000との
対応がわかるように説明しておけば問題はないでしょう。
　社会との共創共生では、様々な地域活動をされていることは評価
できますが、御社の視点が中心になった報告です。こうした活動は
ステークホルダーの接点が最も強いもので、彼らの立場での報告
や、御社の活動が地域にどのような効果をもたらしたかの評価等に
まで踏み込むことが求められます。
　環境との共創共生も、自社だけで進めることではありません。地
域開発での共同パートナーや地域のNPO、またテーマに応じた公
的プログラムへの参画など、様々なステークホルダーとの連携を広
げていくことが重要です。

株式会社創コンサルティング
代表取締役

海野 みづえ様
（うんの	みづえ）

日本企業のグローバル経営に視点
を置き、CSR・サステナビリティ分野
での経営のあり方を提言するととも
に企業活動の実務をサポート。

　海野様には当社グループのCSR活動に貴重なご意見を頂き、心より御礼申し上げます。当社グループでは、経
営のメッセージとして「共に創る。共に生きる。」を掲げ、社会的課題を解決するために「アスフカケツノ」事業を展
開することで、サステナブルな社会へ貢献することを目指しています。海野様がご指摘の通り、「共に創る。共に
生きる。」と「アスフカケツノ」事業展開をつなぐための具体的な事業戦略を整理し、積極的にステークホルダー
へ情報開示していくことは、今後取り組んでいくべき重要テーマです。新規事業の展開においても、「社会的課
題の解決」という視点を忘れずに、サステナブルな社会を目指したチャレンジを引続き実施してまいります。
　基本的CSRの活動内容について、当社グループでは６ステークホルダー別に報告していますが、ステークホル
ダーの視点や社会にどのような効果をもたらしたかという観点での報告を目指します。また、2011年度に
ISO26000を導入し改訂した「CSR自己評価指標」を中心にCSRマネジメントを実施していますが、先般改訂さ
れたＧＲＩガイドラインの内容をふまえ、ＣＳＲマネジメントの強化やステークホルダーとの対話を重視したＣＳＲ活
動の改善に取り組んでまいります。

第三者意見を受けて

代表取締役副社長	
CSR担当役員

石橋 民生

「共に創る。共に生きる。」の事業戦略への
展開を明確に

基本的CSRの効果的な展開

　社会が抱える課題について、従来の事業枠にこだわらずに新分野
にチャレンジしている御社の意気込みも伺えます。農業事業の展開
や自然エネルギーの開発などの新規事業は、規模はまだ小さいで
すが、今後社会で必要とされる分野です。課題解決のためにチャ
レンジを続けてください。
　また海外事業の展開も、新たなチャレンジです。新興国での大規
模開発こそ環境・社会に配慮した展開が求められ、御社のCSRへの
姿勢や事業でのサステナビリティ面が強みになってくるでしょう。

新たな分野への挑戦

信頼が強まる取り組みは、共創価値では重要なものです。事業戦略
とあわせ、効果的な活動を展開してください。
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主な受賞歴

2012年度の主な受賞歴

2012. 7

2012. 8

2012.10

2012.12

2013. 1

「agri-cube(アグリキューブ)」「xevo Li(ジーヴォリアン)」など５部門
５作品が「第６回キッズデザイン賞」を受賞しました 

5年連続1位達成　平成23年度 環境共生住宅認定において建設実績
総合１位を達成しました

「平成24年度（第1回）住宅・建築物省CO2先導事業」に、「晴美台エコ
モデルタウン創出事業」が採択されました 

『住環境教育DVD学習教材「家づくり・街づくりを考える」の制作・配布』
が「第6回キッズデザイン賞」で未来を担う消費者デザイン部門の最優
秀賞「消費者担当大臣賞」を受賞しました 

当社「アニュアルレポート2011」が「インターナショナルARCアワード」
にて、金4部門・銀3部門の受賞に重ね、世界最優秀部門賞を2部門受賞
しました。

「xevo 03（ジーヴォ・ゼロサン）」「かずさの杜 ちはら台」がグッドデザ
イン賞を受賞しました 

「平成24年度（第2回）住宅・建築物省CO2先導事業」に、「太陽をフル
活用した次世代低層賃貸住宅の普及」が採択されました 

平成24年度東証上場会社表彰「企業行動表彰」を受賞しました 

大型複合商業施設「iias（イーアス）つくば」が、「省エネ・照明デザイン
アワード2012」優秀事例に選出 

日本企業で最上位の23位にランクイン、３年連続「世界で最も持続可能
な１００社」に選ばれました 

自社オフィスでの「Smart-Eco Project」の推進が平成24年度『省エネ
大賞（省エネ事例部門）で「経済産業大臣賞（CGO・企業等分野）」』を受賞
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1. 戦略および分析

「GRIサステナビリティリポーティングガイドライン（第3版［G3.1］）」項目 「CSRレポート2013（詳細版）」の掲載箇所
*ページ数は「詳細版PDF」の該当ページです。

1.1 組織にとっての持続可能性の適合性と、その戦略に関する組織の最高意
思決定者（CEO、会長またはそれに相当する上級幹部）の声明

●トップメッセージ会長（P7）
●トップメッセージ社長（P9）

1.2 主要な影響、リスクおよび機会の説明 ●トップメッセージ会長（P7）
●トップメッセージ社長（P9）

2. 組織のプロフィール

「GRIサステナビリティリポーティングガイドライン（第3版［G3.1］）」項目 「CSRレポート2013（詳細版）」の掲載箇所
*ページ数は「詳細版PDF」の該当ページです。

2.1 組織の名称 ●CSR経営の基盤/大和ハウスグループの概要（P131）

2.2 主要な、ブランド、製品および／またはサービス ●大和ハウスグループの事業（P5）

2.3 主要部署、事業会社、子会社および共同事業などの、組織の経営構造 ●CSR経営の基盤/大和ハウスグループの概要（P131）

2.4 組織の本社の所在地 ●CSR経営の基盤/大和ハウスグループの概要（P131）

2.5
組織が事業展開している国の数および大規模な事業展開を行っているあ
るいは報告書中に掲載されているサステナビリティの課題に特に関連の
ある国名

●CSR経営の基盤/大和ハウスグループの概要（P131）
●社会との共創共生/世界に向けての取り組み（P44）

2.6 所有形態の性質および法的形式 ●2012年度有価証券報告書

2.7 参入市場（地理的内訳、参入セクター、顧客／受益者の種類を含む） ●CSR経営の基盤/大和ハウスグループの概要（P131）
●社会との共創共生/世界に向けての取り組み（P44）

2.8 報告組織の規模 ●CSR経営の基盤/大和ハウスグループの概要（P131）
●CSR経営の基盤/業績ハイライト（P147）

2.9 規模、構造または所有形態に関して報告書期間中に生じた大幅な変更 ●2012年度有価証券報告書

2.10 報告期間中の受賞歴 ●主な受賞歴（P149）

3. 報告要素

「GRIサステナビリティリポーティングガイドライン（第3版［G3.1］）」項目 「CSRレポート2013（詳細版）」の掲載箇所
*ページ数は「詳細版PDF」の該当ページです。

報告書プロフィール

3.1 提供する情報の報告期間（会計年度／暦年など） ●編集方針（P2)

3.2 前回の報告書発行日（該当する場合） ●バックナンバー

3.3 報告サイクル(年次、半年ごとなど) ●バックナンバー

3.4 報告書またはその内容に関する質問の窓口 ●編集方針（P2)

報告書のスコープおよびバウンダリー

3.5 報告書の内容を確定するためのプロセス ●編集方針（P2)
●ステークホルダーミーティング（P131、P137)

3.6 報告書のバウンダリー ●編集方針（P2)

3.7 報告書のスコープまたはバウンダリーに関する具体的な制限事項を明記
する ●編集方針（P2)

3.8
共同事業、子会社、リース施設、アウトソーシングしている事業および時系
列でのおよび／または報告組織間の比較可能性に大幅な影響を与える
可能性があるその他の事業体に関する報告の理由

●CSR経営の基盤/大和ハウスグループの概要（P131）

3.9 報告書内の指標およびその他の情報を編集するために適用された推計の
基となる前提条件および技法を含む、データ測定技法および計算の基盤

●CSR経営の基盤/CSR自己評価指標（P133）
●グループ会社CSRレポート・CSR自己評価指標
●環境との共創共生/環境行動計画（P65）
●環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム 2013」の実績

と自己評価（環境データブック2013 P3）
●環境会計（環境データブック2013 P17)
●環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2013 P15)
●サイトレポート（環境データブック2013 P18)

GRIガイドライン（3.1版）対照表
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「GRIサステナビリティリポーティングガイドライン（第3版［G3.1］）」項目 「CSRレポート2013（詳細版）」の掲載箇所
*ページ数は「詳細版PDF」の該当ページです。

3.10
以前の報告書で掲載済みである情報を再度掲載することの効果の説明
およびそのような再記述を行う理由（合併／買収。基本となる年／期間、
事業の性質、測定方法の変更など）。

該当する項目はありません。

3.11 報告書に適用されているスコープ、バウンダリーまたは測定方法におけ
る前回の報告期間からの大幅な変更 ●環境との共創共生/環境行動計画（P65）

GRI内容牽引

3.12 報告書内の標準開示の所在場所を示す表 （本対照表）

保証

3.13
報告書の外部保証添付に関する方針および現在の実務慣行。サステナビ
リティ報告書に添付された保証報告書内に記載がない場合は、外部保証
の範囲および基盤を説明する。また、報告組織と保証の提供者との関係
を説明する

●第三者意見（P148)
●第三者意見/環境（P104）

4. ガバナンス、コミットメントおよび参画

「GRIサステナビリティリポーティングガイドライン（第3版［G3.1］）」項目 「CSRレポート2013（詳細版）」の掲載箇所
*ページ数は「詳細版PDF」の該当ページです。

ガバナンス

4.1 戦略の設定または全組織的監督など、特別な業務を担当する最高統治機
関の下にある委員会を含む統治構造（ガバナンスの構造） ●CSR経営の基盤/コーポレート･ガバナンスの推進（P139）

4.2
最高統治機関の長が執行委員を兼ねているかどうかを示す（兼ねている
場合は、組織の経営におけるその役割と、このような人事になっている理
由も示す）

●CSR経営の基盤/コーポレート･ガバナンスの推進（P139）

4.3 単一の理事会構造を有する組織の場合は、最高統治機関における社外
メンバーおよび／または非執行メンバーの人数を明記する ●CSR経営の基盤/コーポレート･ガバナンスの推進（P139）

4.4 株主および従業員が最高統治機関に対して提案または指示を提供するた
めのメカニズム 該当する項目はありません。

4.5
最高統治機関メンバー、上級管理職および執行役についての報酬（退任
の取り決めを含む）と組織のパフォーマンス（社会的および環境的パ
フォーマンスを含む）との関係

●2012年度有価証券報告書(役員報酬等）

4.6 最高統治機関が利害相反問題の回避を確保するために実施されている
プロセス ●CSR経営の基盤/コーポレート･ガバナンスの推進（P139）

4.7 経済、環境、社会的テーマに関する組織の戦略を導くための、最高統治機
関のメンバーの適性および専門性を決定するためのプロセス 該当する項目はありません。

4.8
経済的、環境的、社会的パフォーマンス、さらにその実践状況に関して、組
織内で開発したミッション（使命）およびバリュー（価値）についての声明、
行動規範および原則

●大和ハウスグループのCSR(P3)
●CSR経営の基盤/CSR自己評価指標（P133）
●CSR経営の基盤/内部統制の推進（P141）
●環境との共創共生/環境ビジョン（P63）

4.9
組織が経済的、環境的、社会的パフォーマンスを特定し、マネジメントして
いることを最高統治機関が監督するためのプロセス。関連のあるリスク
と機会および国際的に合意された基準、行動規範および原則への支持ま
たは遵守を含む

●CSR経営の基盤/コーポレート･ガバナンスの推進（P139）
●CSR経営の基盤/内部統制の推進（P141）
●CSR経営の基盤/クライシスマネジメント（P145）
●CSR経営の基盤/サプライチェーン･マネジメント（P146）
●環境との共創共生/環境マネジメント（P99）

4.10 最高統治機関のパフォーマンスを、特に経済的、環境的、社会的パフォー
マンスという観点で評価するためのプロセス 該当する項目はありません。

外部のイニシアティブへのコミットメント

4.11 組織が予防的アプローチまたは原則に取り組んでいるかどうかおよびそ
の方法はどのようなものかについての説明。

●環境との共創共生/環境マネジメント（P99）
●お客さまとの共創共生/品質へのこだわり（P108）
●CSR経営の基盤/内部統制の推進（P141）

4.12 外部で開発された、経済的、環境的、社会的憲章、原則あるいは組織が同
意または受諾するその他のイニシアティブ

●環境との共創共生/環境マネジメント（P99）
●編集方針（P2)

4.13 組織が（企業団体などの）団体および／または国内外の提言機関におけ
る会員資格 該当する項目はありません。
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「GRIサステナビリティリポーティングガイドライン（第3版［G3.1］）」項目 「CSRレポート2013（詳細版）」の掲載箇所
*ページ数は「詳細版PDF」の該当ページです。

ステークホルダー参画

4.14 組織に参画したステークホルダー・グループのリスト ●ステークホルダーミーティング（P137)

4.15 参画してもらうステークホルダーの特定および選定の基準 該当する項目はありません。

4.16 種類ごとのおよびステークホルダー・グループごとの参画の頻度など、ス
テークホルダー参画へのアプローチ ●ステークホルダーミーティング（P131、P137)

4.17
その報告を通じた場合も含め、ステークホルダー参画を通じて浮かび上
がった主要なテーマおよび懸案事項と、それらに対して組織がどのように
対応したか

●ステークホルダーミーティング（P131、P137)
●CSR経営の基盤/CSR自己評価指標（P133）
●グループ会社CSRレポート・CSR自己評価指標

５. マネジメントアプローチおよびパフォーマンス指標

「GRIサステナビリティリポーティングガイドライン（第3版［G3.1］）」項目 「CSRレポート2013（詳細版）」の掲載箇所
*ページ数は「詳細版PDF」の該当ページです。

経済

マネジメントアプローチに関する開示

●CSR経営の基盤/業績ハイライト（P147）
●2012年度有価証券報告書

経済的パフォーマンス

EC1 中核
収益、営業経費、従業員の給与、寄付およびその他のコミュニティへの投
資、内部留保、および資本提供者や政府に対する支払い金など、創出およ
び分配した直接的な経済価値

●決算情報（決算短信）
●社会との共創共生/義捐金･募金活動（P53）
●株主との共創共生/主な業績の推移（P116)

EC2 中核 気候変動の影響による組織の活動に対する財務上の影響およびその他
のリスクと機会 ●環境との共創共生/トップメッセージ（P55）

EC3 中核 確定給付型年金制度の組織負担の範囲 ●2012年度有価証券報告書

EC4 中核 政府から受けた相当の財務的支援 該当する項目はありません。

市場での存在感

EC5 追加 重要な事業地域での、現地の最低賃金と比較した標準的な男女の新入社
員賃金の比率の幅 該当する項目はありません。

EC6 中核 主要事業拠点での地元のサプライヤー（供給者）についての方針、業務慣
行および支出の割合 ●取引先との共創共生/調達先・協力先との関係（P119）

EC7 中核 現地採用の手順、主要事業拠点で現地のコミュニティから上級管理職と
なった従業員の割合 該当する項目はありません。

間接的な経済影響

EC8 中核 商業活動、現物支給、または無料奉仕を通じて、主に公共の利益のために
提供されるインフラ投資およびサービスの展開図と影響

●社会との共創共生/社会貢献活動{総括}（P45）
●社会との共創共生/社会貢献活動{環境}（P47）
●社会との共創共生/社会貢献活動{福祉}（P48）
●社会との共創共生/社会貢献活動{教育}（P49）
●社会との共創共生/社会貢献活動{その他}（P51）
●社会との共創共生/義捐金･募金活動（P53）

EC9 追加 影響の程度など、著しい間接的な経済的影響の把握と記述 該当する項目はありません。

環境

マネジメントアプローチに関する開示

●環境との共創共生/環境ビジョン（P63）
●環境との共創共生/環境中長期ビジョン（P64）
●環境との共創共生/環境行動計画（P65）
●環境との共創共生/環境マネジメント（P99）
●環境会計（環境データブック2013 P17)
●環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2013 P15)

原材料

EN1 中核 使用原材料の重量または量 ●環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2013 P15)

EN2 中核 リサイクル由来の使用原材料の割合 該当する項目はありません。
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「GRIサステナビリティリポーティングガイドライン（第3版［G3.1］）」項目 「CSRレポート2013（詳細版）」の掲載箇所
*ページ数は「詳細版PDF」の該当ページです。

エネルギー

EN3 中核 一次エネルギー源（化石燃料、ウラン、自然エネルギーなど）ごとの直接的
エネルギー消費量 ●環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2013 P15)

EN4 中核 一次エネルギー源ごとの間接的エネルギー（生産や輸送などに使用する
エネルギー）消費量 ●環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2013 P15)

EN5 追加 省エネルギーおよび効率改善によって節約されたエネルギー量

●環境との共創共生/地球温暖化防止への取り組み
（P70、P75-78）

●環境との共創共生/環境行動計画（P68）
● 環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム 2013」の実績

と自己評価（環境データブック2013 P3）
●地球温暖化防止（環境データブック2013 P5-8)

EN6 追加
エネルギー効率の高い、あるいは再生可能エネルギーに基づく製品およ
びサービスを提供するための率先的取り組み、およびこれらの率先的取
り組みの成果としてのエネルギー必要量の削減量

●環境との共創共生/地球温暖化防止への取り組み（P69-74）

EN7 追加 間接的エネルギー消費量削減のための率先的取り組みと達成された削
減量 ●地球温暖化防止（環境データブック2013 P8)

水

EN8 中核 水源からの総取水量 ●資源保護/水使用量（環境データブック2013 P12)
●環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2013 P15)

EN9 追加 取水により著しい影響を受ける水源 該当する項目はありません。

EN10 追加 水のリサイクルおよび再使用量が総使用水量に占める割合 該当する項目はありません。

生物多様性

EN11 中核
保護地域内あるいはそれに隣接した場所および保護地域外で、生物多様
性の価値が高い地域に所有、賃借、または管理している土地の所在地お
よび面積

該当する項目はありません。

EN12 中核 保護地域および保護地域外で、生物多様性の価値が高い地域での生物
多様性に対する活動、製品およびサービスの著しい影響の説明

● 環境との共創共生/自然環境との調和（生物多様性保全）への 
取り組み（P79-81）

EN13 追加 保護または回復されている生息地 ● 環境との共創共生/自然環境との調和（生物多様性保全）への 
取り組み（P81）

EN14 追加 生物多様性への影響をマネジメントするための戦略、現在の措置および
今後の計画

●環境との共創共生/環境中長期ビジョン（P64）
●環境との共創共生/環境行動計画（P66）
● 環境との共創共生/自然環境との調和（生物多様性保全）への 

取り組み（P79-83）

EN15 追加
事業によって影響を受ける地区内の生息地域に生息するIUCN（国際自
然保護連合）のレッドリスト種（絶滅危惧種）および国の絶滅危惧種リスト
の数。絶滅危険性のレベルごとに分類する。

該当する項目はありません。

排出物、廃水および廃棄物

EN16 中核 重量で表記する直接および間接的な温室効果ガスの総排出量

●環境との共創共生/環境行動計画（P68）
●環境との共創共生/地球温暖化防止への取り組み
（P70、P76-77）

●環境行動計画「エンドレス グリーン プログラム 2013」の実績
と自己評価（環境データブック2013 P3）

●地球温暖化防止/ECOプロセス（環境データブック2013 P6)
●地球温暖化防止（環境データブック2013 P5-6、P8)
●環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2013 P15-16)

EN17 中核 重量で表記するその他の関連ある間接的な温室効果ガス排出量 ●地球温暖化防止（環境データブック2013 P8)

EN18 追加 温室効果ガス排出量削減のための率先的取り組みと達成された削減量 ●環境との共創共生/地球温暖化防止への取り組み（P78）

EN19 中核 重量で表記するオゾン層破壊物質の排出量 該当する項目はありません。

EN20 中核 種類別および重量で表記する NOx、SOxおよびその他の著しい影響を
及ぼす排気物質 ●サイトレポート（環境データブック2013 P18-30)

EN21 中核 水質および放出先ごとの総排水量 ●サイトレポート（環境データブック2013 P18-30)

EN22 中核 種類別および廃棄方法ごとの廃棄物の総重量
●環境との共創共生/資源保護への取り組み（P87）
●資源保護（環境データブック2013 P10)
●環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2013 P15)
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EN23 中核 著しい影響を及ぼす漏出の総件数および漏出量 該当する項目はありません。（詳細はサイトレポート（環境データ
ブック2013 P18-30を参照）

EN24 追加 バーゼル条約付属文書Ⅰ、Ⅱ、ⅢおよびⅧの下で有害とされる廃棄物の輸送、
輸入、輸出、あるいは処理の重量、および国際輸送された廃棄物の割合 該当する項目はありません。

EN25 追加
報告組織の排水および流出液により著しい影響を受ける水界の場所、そ
れに関連する生息地の規模、保護状況、および生物多様性の価値を特定
する

該当する項目はありません。

製品およびサービス

EN26 中核 製品およびサービスの環境影響を緩和する率先的取り組みと影響削減
の程度

●特集/アスフカケツノ「住まい」（P11-14)
●特集/アスフカケツノ「街づくり」（P15-18)
●特集/アスフカケツノ「産業基盤」（P19-22)
●環境特集１/次世代のエコモデルタウン「スマ・エコタウン晴美

台」（P57)
●環境特集２/次世代型環境配慮有料老人ホーム「ネオ・サミット

茅ヶ崎」（P59)
●環境特集３/環境配慮型オフィス「大和ハウス岐阜ビル」（P61)
●環境との共創共生/地球温暖化防止への取り組み（P69-74）
●環境との共創共生/自然環境との調和（生物多様性保全）への取

り組み（P79-81）
●環境との共創共生/資源保護への取り組み（P83-86）
●環境との共創共生/有害化学物質削減への取り組み（P89-90）
●環境との共創共生/ECOテクノロジー（P93-95）

EN27 中核 カテゴリー別の再生利用される販売製品およびその梱包材の割合 ●環境との共創共生/資源保護への取り組み（P85-86）

遵守

EN28 中核 環境規則への違反に対する相当な罰金の金額および罰金以外の制裁措
置の件数

該当する項目はありません。
（詳細は環境との共創共生/環境マネジメント P101を参照）

輸送

EN29 追加 組織の業務に使用される製品、その他物品、原材料の輸送および従業員
の移動からもたらされる著しい環境影響

●地球温暖化防止（環境データブック2013 P8)
●環境負荷マテリアルフロー（環境データブック2013 P15-16)
●環境との共創共生/ECOプロセス/物流部門におけるCO2削減
（P76-77）

総合

EN30 追加 種類別の環境保護目的の総支出および投資 ●環境会計（環境データブック2013 P17)

労働慣行とディーセント・ワーク

マネジメントアプローチに関する開示

●従業員との共創共生/基本的な考え方（P123）
●従業員との共創共生/職場環境の整備（P125）
●従業員との共創共生/人権尊重（P126）
●従業員との共創共生/ダイバーシティ雇用（P128）

雇用

LA1 中核 雇用の種類、雇用契約および地域別の総労働力の男女別内訳 ●従業員との共創共生/ダイバーシティ雇用（P128）

LA2 中核 従業員の新規採用数・総離職数および新規採用率・離職率の年齢、性別
および地域ごとの内訳 該当する項目はありません。

LA3 追加 主要な業務ごとの派遣社員またはアルバイト従業員には提供されない
が、正社員には提供される福利

●従業員との共創共生/人財育成（P124）
●従業員との共創共生/職場環境の整備（P125）
●従業員との共創共生/健康への配慮（P127）
●従業員との共創共生/ダイバーシティ雇用（P128）

LA15 中核 男女の育児休暇後における、職場復帰率と定着率 該当する項目はありません。

労使関係

LA4 中核 団体交渉協定の対象となる従業員の割合 該当する項目はありません。

LA5 中核 労働協約に定められているかどうかも含め、著しい業務変更に関する最
低通知期間 該当する項目はありません。
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労働安全衛生

LA6 追加 労働安全衛生プログラムについての監視および助言を行う、公式の労使
合同安全衛生委員会の対象となる総従業員の割合 該当する項目はありません。

LA7 中核 地域別の、傷害、業務上疾病、損失日数、欠勤の割合および業務上の総死
亡者数 該当する項目はありません。

LA8 中核
深刻な病気に関する、労働者、その家族またはコミュニティのメンバーを
支援するために設けられている、教育、研修、カウンセリング、予防および
危機管理プログラム

●従業員との共創共生/健康への配慮（P127）
●従業員との共創共生/ダイバーシティ雇用（P128）

LA9 追加 労働組合との正式合意に盛り込まれている安全衛生のテーマ 該当する項目はありません。

研修および教育

LA10 中核 雇用分野別、男女別の、従業員あたり年間平均研修時間 該当する項目はありません。

LA11 追加 従業員の継続的な雇用適性を支え、キャリアの終了計画を支援する技能
管理および生涯学習のためのプログラム ●従業員との共創共生/人財育成（P124）

LA12 追加 男女別の、業績およびキャリア開発に関する定期的審査を受けている従
業員の割合 ●従業員との共創共生/人財育成（P124）

多様性と機会均等

LA13 中核 性別、年齢、マイノリティーグループおよびその他の多様性の指標に従っ
た、統治体（経営管理職）の構成およびカテゴリー別の従業員の内訳 該当する項目はありません。

女性・男女の平等報酬

LA14 中核 従業員カテゴリー別の男性および女性の基本給および給与の比率 該当する項目はありません。

人権

マネジメントアプローチに関する開示

●従業員との共創共生/基本的な考え方（P123）
●従業員との共創共生/人権尊重（P126）
●大和ハウスグループ企業倫理綱領

投資および調達の慣行

HR1 中核 人権条項を含む、あるいは人権についての適正審査を受けた重大な投資
協定の割合とその総数 該当する項目はありません。

HR2 中核 人権に関する適正審査を受けた主要なサプライヤ、請負業者およびその
他の事業パートナーの割合、および実施された活動内容 ●取引先との共創共生/調達先･協力先との関係（P119）

HR3 中核 研修を受けた従業員の割合を含め、業務に関連する人権的側面に関わる
方針および手順に関する従業員研修の総時間 ●従業員との共創共生/人権尊重（P126）

無差別

HR4 中核 差別が行われた事例の総数と取られた措置 該当する項目はありません。

結社の自由

HR5 中核
結社および団体交渉の自由を侵害する、または重大な侵害の恐れのある
業務と重要なサプライヤ、およびこれらの権利の支援のために実施され
た活動

該当する項目はありません。

児童労働

HR6 中核 児童労働の重大なリスクがある業務と重要なサプライヤ、および児童労
働の廃止に効果的に寄与するために取られた措置 ●従業員との共創共生/人権尊重（P126）

強制労働

HR7 中核 強制労働の深刻な危険がある業務と重要なサプライヤ、およびあらゆる
強制労働の根絶に寄与するために取られた措置 ●従業員との共創共生/人権尊重（P126）

保安慣行

HR8 追加 業務に関連する人権の側面に関する組織の方針もしくは手順の研修を受
けた保安要員の割合 ●従業員との共創共生/人権尊重（P126）

先住民の権利

HR9 追加 先住民の権利に関係する違反事例の総件数と取られた措置 該当する項目はありません。
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評価

HR10 中核 人権審査・影響評価の対象となった事業活動数と総事業活動数に対する
割合 該当する項目はありません。

苦情の解決

HR11 中核 人権に関する苦情について、正式な仕組みを通じて解決された件数 該当する項目はありません。

社会

マネジメントアプローチに関する開示

●大和ハウスグループ企業倫理綱領
●CSR経営の基盤/内部統制の推進（P141）

地域コミュニティ

SO1 中核 事業活動の中で、同時に現地コミュニティ参画、コミュニティへの影響評
価、コミュニティの開発プログラムが施行された事業活動の割合 該当する項目はありません。

SO9 中核 事業活動によってもたらされる、現地コミュニティに対して高い潜在性を
もつ、あるいは実際の悪影響 該当する項目はありません。

SO10 中核 事業活動によってもたらされる、現地コミュニティに対して高い潜在性を
もつ、あるいは実際の悪影響の回避・緩和措置 該当する項目はありません。

不正行為

SO2 中核 不正行為に関連するリスクの分析を行った事業単位の割合と総数 該当する項目はありません。

SO3 中核 組織の不正行為対策の方針および手順に関する研修を受けた従業員の
割合 ●CSR経営の基盤/内部統制の推進（P141）

SO4 中核 不正行為の事例に対して取られた措置 ●CSR経営の基盤/内部統制の推進（P141）

公共政策

SO5 中核 公共政策の位置づけおよび公共政策立案への参加およびロビー活動 該当する項目はありません。

SO6 追加 政党、政治家および関連機関への国別の献金および現物での寄付の総額 該当する項目はありません。

反競争的な行動

SO7 追加 反競争的な行動、反トラストおよび独占的慣行に関する法的措置の事例
の総件数とその結果 該当する項目はありません。

遵守

SO8 中核 法規制の違反に対する相当の罰金の金額および罰金以外の制裁措置の
件数 該当する項目はありません。

製品責任

マネジメントアプローチに関する開示

●CSR経営の基盤/内部統制の推進（P141）
●社会との共創共生/建物の安全と長寿命化に向けて（P34)
●社会との共創共生/防犯に配慮した住まいと街づくり（P36)
●社会との共創共生/少子高齢社会に向けた住まいと施設づくり
（P38)

●社会との共創共生/健康に配慮した住まいづくり（P41)
●お客さまとの共創共生/品質へのこだわり（P108)

顧客の安全衛生

PR1 中核
製品およびサービスの安全衛生び影響について、改善のために評価が行
われているライフサイクルのステージ、ならびにそのような手順の対象と
なる主要な製品およびサービスのカテゴリーの割合

●お客さまとの共創共生/品質へのこだわり（P108)

PR2 追加 種別およびサービスの安全衛生の影響に関する規制および自主規範に
対する違反の件数を結果別に記載 該当する項目はありません。
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製品およびサービスのラベリング

PR3 中核 各種手順により必要とされている製品およびサービス情報の種類と、こ
のような情報要件の対象となる主要な製品およびサービスの割合

●お客さまとの共創共生/品質へのこだわり（P108)
●CSR経営の基盤/広告販促物作成に関する社内自主規制に 

ついて（P142）

PR4 追加 製品およびサービスの情報、ならびにラベリングに関する規制および自
主規範に対する違反の件数を結果別に記載 該当する項目はありません。

PR5 追加 顧客満足度を測る調査結果を含む、顧客満足に関する実務慣行 ●お客さまとの共創共生/CS理念、CR委員会（P107)
●CSR経営の基盤/自己評価指標（P133）

マーケティング・コミュニケーション

PR6 中核 広告、宣伝および支援行為を含むマーケティング・コミュニケーションに
関する法律、基準および自主規範の遵守のためのプログラム

●CSR経営の基盤/広告販促物作成に関する社内自主規制に 
ついて（P142）

PR7 追加 広告、宣伝および支援行為を含むマーケティング・コミュニケーションに
関する規制および自主規範に対する違反の件数を結果別に記載 該当する項目はありません。

顧客のプライバシー

PR8 追加 顧客のプライバシー侵害および顧客データの紛失に関する正当な根拠
のあるクレームの総件数 該当する項目はありません。

遵守

PR9 中核 製品およびサービスの提供、および使用に関する法規の違反に対する相
当の罰金の金額。 該当する項目はありません。



※この「エンドレスハート」は、日本およびその他の国における登録商標または商標です。© Copyright 2013 DAIWA HOUSE INDUSTRY CO., LTD. All rights reserved.

本レポートについてのお問い合わせ先
大和ハウス工業株式会社
ＣＳＲ部　TEL 06-6342-1435
環境部　TEL 06-6342-1346

本レポートの印刷により排出されるCO2は、一般社団法人フォレストック協会により認定された
「大和ハウス葉山の森」のCO2吸収量クレジットを用いてその一部を補填しています。
（本レポートの発行に伴うＣＯ２排出量については、後日、当社ＷＥＢでご報告いたします）


	表紙
	編集方針
	目次
	大和ハウスグループのＣＳＲ
	大和ハウスグループの事業
	トップメッセージ（会長）
	トップメッセージ（社長）
	特集(住まい）
	特集（街づくり）
	特集（産業基盤）
	特集（農業設備）
	重要ＣＳＲ活動報告
	ハイライト（社会）
	ハイライト（環境）
	ハイライト（お客さま）
	ハイライト（株主）
	ハイライト（取引先）
	ハイライト（従業員）

	社会との共創共生
	基本的な考え方
	建物の安全と長寿命化に向けて
	食の安全・安心に向けて
	防犯に配慮した住まいと街づくり
	住宅の資産維持につながる街並の保全をサポート
	少子高齢社会に向けた住まいと施設づくり
	健康に配慮した住まいづくり
	健康や自然を志向したスローライフをサポート
	情報インフラの構築に向けて
	世界に向けての取り組み
	地域社会への社会貢献活動

	環境との共創共生
	トップメッセージ
	環境特集
	特集１次世代のエコモデルタウン「スマ・エコタウン晴美台」
	特集２次世代型環境配慮有料老人ホーム「ネオ・サミット茅ヶ崎」
	特集３環境配慮型オフィス「大和ハウス岐阜ビル」

	環境ビジョン
	環境中長期ビジョン
	環境行動計画（エンドレス グリーン プログラム）
	地球温暖化防止への取り組み
	自然環境との調和（生物多様性保全）への取り組み
	資源保護への取り組み
	有害化学物質削減への取り組み
	ECOテクノロジー（環境配慮技術の開発）
	ECOコミュニケーション
	環境マネジメント
	環境データダイジェスト
	第三者意見

	お客さまとの共創共生
	基本的な考え方
	CS理念、CS委員会
	品質へのこだわり
	長期保証とアフターサービス
	お客さまとのリレーション体制

	株主との共創共生
	基本的な考え方
	積極的なIR活動

	取引先との共創共生
	基本的な考え方
	調達先･協力先との関係
	作業環境の労働安全
	適正な支払い

	従業員との共創共生
	基本的な考え方
	人財育成/職場環境の整備
	人権尊重
	ダイバーシティ推進

	CSR経営の基盤
	基本的な考え方/主な取り組み
	大和ハウスグループの概要
	CSR活動の改善に向けた新たな目標設定
	CSR自己評価指標
	ステークホルダーミーティング
	コーポレート・ガバナンスの推進
	内部統制の推進
	適切な政治関与
	サプライチェーン・マネジメント
	業績ハイライト/連結財務指標

	第三者意見
	主な受賞歴
	GRIガイドライン対照表
	裏表紙



